
平
成
29
年
度
介
護
支
援
専
門
員
研
修
改
善
に
係
る
調
査
等
一
式　

報
告
書

平
成
30
年
３
月

平成 29 年度介護支援専門員研修改善に係る

調査等一式　報告書

本報告書は、介護支援専門員研修改善に係る調査等一式（厚生労働省委託事業）として、
日本介護支援専門員協会が厚生労働省から業務委託を受けて作成したものである。

平成 30 年３月

背幅 15mm介護支援専門員研修改善に係る報告書_表紙.indd   1-3 2018/04/16   9:21:43





目 次

第１章 事業概要

Ⅰ 背景 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

Ⅱ 目的 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

研修内容等改善のための調査、検証

ＰＤＣＡサイクル構築のための調査、検証

第２章 事業の実施方法および結果

Ⅰ 事業の検証等をするため委員会の設置、開催 ・・・・・・・・・・・・・・・・

研修向上委員会 委員名簿

研修向上委員会 検討内容

研修向上委員会ワーキンググループ委員名簿

研修向上委員会ワーキンググループ検討内容

Ⅱ 研修内容等改善のための調査、検証 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

概要

都道府県向け調査概要

）研修実施機関向け調査概要

Ⅲ 調査結果 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

都道府県向け調査

）都道府県向け調査結果概要

）都道府県向け調査の全結果

研修実施機関向け調査

）研修実施機関向け調査結果概要

）研修実施機関向け調査の全結果

Ⅳ 全国介護支援専門員研修向上会議の実施 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・

目的、実施主体

日程、会場



対象者、参加後に担う役割

申込方法、参加実績

プログラム、ワークシート

取り組み事例の紹介（岩手県・広島県・宮崎県）

第３章 まとめ（総括）

Ⅰ 調査結果のまとめ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

研修効果に関する調査・検証

ＰＤＣＡサイクルの構築に関する調査・検証

Ⅱ ＰＤＣＡサイクルの構築の適正化に向けて ・・・・・・・・・・・・・・・・・

研修の継続的改善のあり方

ＰＤＣＡサイクルの構築・推進に向け期待される役割

参考資料 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

都道府県向け調査票

研修実施機関向け調査票

日本介護支援専門員協会 平成 年度介護支援専門員研修の効果に関する調査等事業

○受講者調査

・実務研修修了者

・専門研修課程Ⅰ修了者

・専門研修課程Ⅱ修了者

・主任介護支援専門員研修修了者

・主任介護支援専門員更新研修修了者

○居宅介護支援事業所および地域包括支援センターの管理者向け調査

○講師・ファシリテーター向け調査

平成 年度介護支援専門員研修改善事業報告書
厚生労働省ホームページ
ホーム 政策について 分野別の政策一覧 福祉・介護 介護・高齢者福祉 介護職員・介護支援専門員



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 事業概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1

対象者、参加後に担う役割

申込方法、参加実績

プログラム、ワークシート

取り組み事例の紹介（岩手県・広島県・宮崎県）

第３章 まとめ（総括）

Ⅰ 調査結果のまとめ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

研修効果に関する調査・検証

ＰＤＣＡサイクルの構築に関する調査・検証

Ⅱ ＰＤＣＡサイクルの構築の適正化に向けて ・・・・・・・・・・・・・・・・・

研修の継続的改善のあり方

ＰＤＣＡサイクルの構築・推進に向け期待される役割

参考資料 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

都道府県向け調査票

研修実施機関向け調査票

日本介護支援専門員協会 平成 年度介護支援専門員研修の効果に関する調査等事業

○受講者調査

・実務研修修了者

・専門研修課程Ⅰ修了者

・専門研修課程Ⅱ修了者

・主任介護支援専門員研修修了者

・主任介護支援専門員更新研修修了者

○居宅介護支援事業所および地域包括支援センターの管理者向け調査

○講師・ファシリテーター向け調査

平成 年度介護支援専門員研修改善事業報告書
厚生労働省ホームページ
ホーム 政策について 分野別の政策一覧 福祉・介護 介護・高齢者福祉 介護職員・介護支援専門員



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2



  

 

 

第１章 事業概要 

Ⅰ 背景 

介護支援専門員の資質向上と今後のあり方に関する検討会における議論の中間的整理（平成

25 年１月）において、介護支援専門員の養成に係る研修制度の見直しについて提言がなされた

ことから、平成 28年度に、介護支援専門員及び主任介護支援専門員の研修カリキュラムの見直

しが行われている。 

 併せて、平成 28年度の指導者養成研修（全国介護支援専門員研修向上会議）では、研修実施

主体である都道府県が行う、新カリキュラムに基づく研修制度の適切な運営を支援するととも

に、研修内容の平準化と質の担保を図り、より効果的に実施することを目的として、平成 27年

度に行った同研修の内容を見直し実施した。 

 新カリキュラムに基づく研修制度改正後の研修事業の運営について、平成２８年度介護支援

専門員研修改善事業で行われた調査では、回答があった都道府県のうち、研修向上委員会で実

施研修の検証、見直しが行われているのは６割に満たない等いくつかの課題が残った。 

 これらを踏まえつつ、新カリキュラムに基づく介護支援専門員法定研修においては、介護支援

専門員の資質向上と今後のあり方に関する検討会における議論の中間的整理で出された研修制

度の見直しによる効果が出ているかどうか、検証を行う必要がある。 

そこで今年度は、新カリキュラムに基づく研修制度のより適切な運営を支援するため、各都

道府県における研修の実態や課題を調査し、改善点等を検証した上で、改善策の伝達や意見交

換などの場を提供するとともに、これら意見等を都道府県へフィードバックする一連の流れを

含めた、研修実施におけるＰＤＣＡサイクルを構築するために必要な調査、検証を行うことと

した。 

 

Ⅱ 目的 

 １．研修内容等改善のための調査、検証 

研修向上委員会での検証見直しが行われていない等の課題を解決するため、全都道府県にお

ける研修向上委員会についての調査及び検証等を行うため、以下の項目を実施する。 

1) 各都道府県における研修向上委員会の開催・実施状況及び実施研修の検証状況を調査 

2) 平成 28 年度介護支援専門員研修改善事業では調査期間の都合上、回答を集約しきれなか

った介護支援専門員実務研修の実態調査 

3) 調査結果に基づき研修向上委員会の設置課題および新カリキュラムの効果測定方法につ

いて検証を行う 
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２．ＰＤＣＡサイクル構築のための調査、検証 

 受講者、研修実施機関、都道府県、国が連動した PDCA サイクルの構築と研修水準の向上およ

び平準化を目的として調査および検証を行うため、以下の項目を実施する。 

1) 国・都道府県・研修実施機関・受講者の PDCAサイクルを確立するため、また、都道府県が

中心となって介護支援専門員研修を実施していくための、研修向上委員会の運営ノウハウ等の

提示を行う 

2) 研修等の改善策や委員会において作成された運営要綱モデルの伝達や意見交換のための

全国会議の企画運営 
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第２章 事業の実施方法および結果 
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・平成 28 年度「介護支援専門員研修改善事業」において実施した都道府県向け調査および研修

実施機関向け調査ならびに全国介護支援専門員研修向上会議の結果を受け、介護支援専門員

に係る研修制度の効果を評価し、より効果的な研修制度となるよう検討し、研修内容等につ

いて改善策を検討する「介護支援専門員研修向上委員会」を設置し、検討を行った。 

・また、本委員会の下に研修向上委員会ワーキンググループを設置し、各都道府県が平成 28年

度から新カリキュラム（「介護支援専門員資質向上事業の実施について」老発 0704 第２号平

成 26 年７月４日。以下、新カリキュラムという）に基づき行う研修の標準化と質の担保ため

の検討、作業を行った。 

・研修向上委員会ワーキンググループでは、アンケート調査対象者の選定、都道府県向け及び

研修実施機関向けアンケート調査に関する調査票の設計、集計結果の分析、追加集計、課題

と対応策の検討、全国介護支援専門員研修向上会議の検討などを行った。 

・本事業の検討を進める中で、「受講者（各研修の修了者）」と（受講者を研修に送り出した）

「管理者」および「講師・ファシリテーター」にもアンケート調査を実施することにより、研

修を実施した側と受講者側の両面を見ることにより本事業の調査を深め、多面的にみること

ができるようになることを受け、「受講者」「管理者」および「講師・ファシリテーター」につ

いては（一社）日本介護支援専門員協会が「平成 29年度介護支援専門員研修の効果に関する

調査等事業」として調査を実施することとなった。 

 

Ⅰ 事業の検証等をするため委員会の設置、開催 

1.研修向上委員会委員名簿 

1）委員名簿 

 氏 名 所 属 

 久保 康行 広島県医療介護計画課 医療介護計画課長 

 齊木 大 株式会社日本総合研究所 創発戦略センター シニアスペシャリスト 

 長友 あかね 一般社団法人宮崎県介護支援専門員協会 副会長 

 福富 昌城 花園大学 社会福祉学部社会福祉学科 教授 

◎ 藤井 賢一郎 上智大学 総合人間科学部社会福祉学科 准教授 

（敬称略・五十音順、◎は委員長、所属は就任当時） 

   2）オブザーバー  

石山 麗子 厚生労働省 老健局振興課 介護支援専門官 

門田 浩史 厚生労働省 老健局振興課 人材研修係 

（敬称略） 
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2.研修向上委員会検討内容 

以下の日程で研修向上委員会を開催し、検討を行った。 

第１回 

日 時 平成 29年 10月３日（火）13:30～15:00 

会 場 ＡＰ東京八重洲通り 11階Ｏ会議室（東京都中央区京橋） 

議 事 

1.挨拶 

2.介護支援専門員研修制度、研修改善事業について 

3.平成 29年度介護支援専門員研修改善事業 事業計画について 

4.今後の進め方について 

5.その他 

第２回 

日 時 平成 29年 11月３日（金・祝）9:55～12:00 

会 場 ＡＰ東京丸の内 ＲＯＯＭＦ（東京都千代田区丸の内） 

議 事 

1.平成 29年度実施予定のアンケート調査について 

2.全国介護支援専門員研修向上会議について 

3.その他 

第３回 

日 時 平成 30年１月 28日（日） 13:00～15:00 

会 場 フクラシア八重洲（東京都中央区区八重洲） 

議 事 

1．平成 29年度の調査結果について 

2．全国介護支援専門員研修向上会議について 

3．平成 29年度介護支援専門員研修改善に係る調査等事業報告書に

ついて 

4. その他 

第４回 

日 時 平成 30年３月 11日（日） 13:00～15:00 

会 場 フクラシア八重洲（東京都中央区区八重洲） 

議 事 

1.全国介護支援専門員研修向上会議について 

2.平成 29 年度介護支援専門員研修改善に係る調査等事業報告書に

ついて 

3.その他 
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3.研修向上委員会ワーキンググループ委員名簿 

1）委員名簿 

 氏 名 所 属 

◎ 齊木 大 株式会社日本総合研究所 創発戦略センター シニアスペシャリスト 

 原口 道子 公益財団法人東京都医学総合研究所 主席研究員 

 水上 直彦 石川県介護支援専門員協会 副会長 

 村田 雄二 特定非営利活動法人静岡県介護支援専門員協会 会長 

 山内 賢治 社会福祉法人神戸福生会高齢者ケアセンターながた 施設長 

（敬称略・五十音順、◎は座長、所属は就任当時） 

 2）オブザーバー 

石山 麗子 厚生労働省 老健局振興課 介護支援専門官 

門田 浩史 厚生労働省 老健局振興課 人材研修係 

（敬称略） 

 

4.研修向上委員会ワーキンググループ検討内容 

以下の日程で、研修向上委員会ワーキンググループを開催し検討を行った。 

第１回 

日 時 平成 29年 10月３日（火） 15:25～17:40 

会 場 ＡＰ東京八重洲通り 11階Ｏ会議室（東京都中央区京橋） 

議 事 

1.挨拶 

2.介護支援専門員研修制度、研修改善事業について 

3.平成 28年度介護支援専門員研修改善事業 事業計画について 

4.今後の進め方について 

5.その他 

ＷＥＢ 

会議 

日 時 平成 29年 10月 27日（金） 14:00～18:00 

議 事 
1.調査票（案）について 

2.その他 

第２回 

日 時 平成 29年 11月２日（木） 16:00～18:00 

会 場 
一般社団法人日本介護支援専門員協会 会議室 

（東京都千代田区神田小川町） 

議 事 
1.平成 29年度実施予定のアンケート調査について 

2.その他 

 

 

 

 

9

  

 

 

2.研修向上委員会検討内容 

以下の日程で研修向上委員会を開催し、検討を行った。 

第１回 

日 時 平成 29年 10月３日（火）13:30～15:00 

会 場 ＡＰ東京八重洲通り 11階Ｏ会議室（東京都中央区京橋） 

議 事 

1.挨拶 

2.介護支援専門員研修制度、研修改善事業について 

3.平成 29年度介護支援専門員研修改善事業 事業計画について 

4.今後の進め方について 

5.その他 

第２回 

日 時 平成 29年 11月３日（金・祝）9:55～12:00 

会 場 ＡＰ東京丸の内 ＲＯＯＭＦ（東京都千代田区丸の内） 

議 事 

1.平成 29年度実施予定のアンケート調査について 

2.全国介護支援専門員研修向上会議について 

3.その他 

第３回 

日 時 平成 30年１月 28日（日） 13:00～15:00 

会 場 フクラシア八重洲（東京都中央区区八重洲） 

議 事 

1．平成 29年度の調査結果について 

2．全国介護支援専門員研修向上会議について 

3．平成 29年度介護支援専門員研修改善に係る調査等事業報告書に

ついて 

4. その他 

第４回 

日 時 平成 30年３月 11日（日） 13:00～15:00 

会 場 フクラシア八重洲（東京都中央区区八重洲） 

議 事 

1.全国介護支援専門員研修向上会議について 

2.平成 29 年度介護支援専門員研修改善に係る調査等事業報告書に

ついて 

3.その他 
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第３回 

日 時 平成 30年１月 27日（土）13:00～17:00 

会 場 
一般社団法人日本介護支援専門員協会 会議室 

（東京都千代田区神田小川町） 

議 事 

1.平成 29年度の調査結果について 

2.全国介護支援専門員研修向上会議について 

3.平成 29 年度介護支援専門員研修改善に係る調査等事業報告書に

ついて 

4. その他 

第４回 

日 時 平成 30年３月６日（火）13:00～17:00 

会 場 
一般社団法人日本介護支援専門員協会 会議室 

（東京都千代田区神田小川町） 

議 事 

1.全国介護支援専門員研修向上会議について 

2.平成 29 年度介護支援専門員研修改善に係る調査等事業報告書に

ついて 

3.その他 
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Ⅱ 研修内容等改善のための調査、検証 

1.概要

本事業では介護支援専門員に係る研修の実施体制に関する実態を把握・分析しするため以下

の点について、アンケート調査およびヒアリング調査を行い、研修実施体制、実施方法、その他

について実態把握を行い、本事業における研修向上委員会（以下、研修向上委員会という。都道

府県に設置されている研修向上委員会については、「都道府県が設置している研修向上委員会」

記す）および研修向上委員会ワーキンググループにおいて調査結果に関する検討を行った。 

① 研修効果分析のための調査、検証（介護支援専門員実務研修の実態調査を含む）

② ＰＤＣＡサイクル構築のための調査、検証

 カリキュラムが改定されてから２年目を迎え、研修の実態や課題を両方の側面から分析する

必要性等からアンケート調査の対象を「47都道府県介護保険担当部局」および「研修実施機関」

とした。 

1)都道府県向け調査概要

（1）調査対象

調査対象は 47都道府県介護保険担当部局（介護支援専門員所管部局）とした。 

（2）調査実施時期 

平成 29年 11月 15日（金）～平成 29年 12月 18日（月） 

※締め切り後、１月９日受領分まで集計に反映 

（3）調査方法 

電子メールおよび郵送にて配布し、電子メールで回収した（一部、郵送にて回収）。 

（4）回収の状況 

配布数 47 

回収数 47 

回収率（対配布数）   100％ 

（5）調査票の主な構成 

平成 29年度法定研修について 

① 介護支援専門員の状況について

② 居宅介護支援事業所の状況について

③ 介護支援専門員研修ガイドラインの活用について
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第３回 

日 時 平成 30年１月 27日（土）13:00～17:00 

会 場 
一般社団法人日本介護支援専門員協会 会議室 

（東京都千代田区神田小川町） 

議 事 

1.平成 29年度の調査結果について 

2.全国介護支援専門員研修向上会議について 

3.平成 29 年度介護支援専門員研修改善に係る調査等事業報告書に

ついて 

4. その他 

第４回 

日 時 平成 30年３月６日（火）13:00～17:00 

会 場 
一般社団法人日本介護支援専門員協会 会議室 

（東京都千代田区神田小川町） 

議 事 

1.全国介護支援専門員研修向上会議について 

2.平成 29 年度介護支援専門員研修改善に係る調査等事業報告書に

ついて 

3.その他 
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④ 研修向上委員会の実態とその活動状況について

⑤ 実施研修の検証・評価について

⑥ 研修向上委員会の運営評価について

⑦ 都道府県における研修への参画等について

⑧ 法定研修の実施・運営について

⑨ 受講要件設定について

⑩ 講師等の人材育成について

⑪ 平成 28 年度の実務研修の実習の受入事業所について

調査票は本報告書の巻末・参考資料に掲載 

  （6）集計・分析 

調査には主に「選択肢の中から１つのみ選択する設問」と「選択肢の中から該当する

ものをすべて選択する設問」とがある。 

これらについて「選択肢の中から１つのみ選択する設問」については主に円グラフに

よりその結果を示し、さらに平均値・中央値・標準偏差・最大値・最小値を示した。 

「選択肢の中から該当するものをすべて選択する設問」については基本的に横棒グラフ

で結果を示した。 

なお、自由記述形式部分については回答都道府県名を特定できないようにし、結果を示

した。 

2）研修実施機関向け調査概要 

（1）調査対象 

調査対象は 47都道府県の以下の介護支援専門員研修の実施機関（83 ヶ所） 

①実務研修

②専門研修課程Ⅰ

③専門研修課程Ⅱ

④再研修

⑤更新研修（実務未経験者）

⑥更新研修（実務経験者）

⑦主任介護支援専門員研修

⑧主任介護支援専門員更新研修

1212 



  

 

 

 （2）調査実施時期 

平成 29年 11月 15日（金）～平成 29年 12月 18日（月） 

※締め切り後、１月９日受領分まで集計に反映 

 （3）調査方法 

電子メールおよび郵送にて配布し、電子メールで回収した（一部、郵送にて回収）。 

 （4）回収の状況 

配布数   83 

回収数   83 

回収率（対配布数）   100％ 

 （5）調査票の主な構成 

平成 29年度法定研修について 

①実施機関の種別や体制について 

②研修課程ごとの平準化への取り組みについて 

③研修課程ごとの実施状況について 

④コースデザインの方法について 

⑤講師やファシリテーターの育成とその活動支援について 

⑥講師やファシリテーターの選考や配置について 

⑦講師やファシリテーターの養成について 

⑧研修ガイドラインの活用について 

⑨研修のプログラムの設定について 

⑩教材などの活用について 

⑪修了評価について 

⑫実習体制の整備及び実習指導事業所への支援について 

調査票は本報告書の巻末・参考資料に掲載 

  （6）集計・分析 

調査には主に「選択肢の中から１つのみ選択する設問」と「選択肢の中から該当する

ものをすべて選択する設問」とがある。 

これらについて「選択肢の中から１つのみ選択する設問」については主に円グラフに

よりその結果を示し、さらに平均値・中央値・標準偏差・最大値・最小値を示した。 

「選択肢の中から該当するものをすべて選択する設問」については基本的に横棒グラフ

で結果を示した。 

なお、自由記述形式部分については回答都道府県名を特定できないようにし、結果を示

した。 
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④ 研修向上委員会の実態とその活動状況について

⑤ 実施研修の検証・評価について

⑥ 研修向上委員会の運営評価について

⑦ 都道府県における研修への参画等について

⑧ 法定研修の実施・運営について

⑨ 受講要件設定について

⑩ 講師等の人材育成について

⑪ 平成 28年度の実務研修の実習の受入事業所について

調査票は本報告書の巻末・参考資料に掲載 

  （6）集計・分析 

調査には主に「選択肢の中から１つのみ選択する設問」と「選択肢の中から該当する

ものをすべて選択する設問」とがある。 

これらについて「選択肢の中から１つのみ選択する設問」については主に円グラフに

よりその結果を示し、さらに平均値・中央値・標準偏差・最大値・最小値を示した。 

「選択肢の中から該当するものをすべて選択する設問」については基本的に横棒グラフ

で結果を示した。 

なお、自由記述形式部分については回答都道府県名を特定できないようにし、結果を示

した。 

2）研修実施機関向け調査概要 

（1）調査対象 

調査対象は 47都道府県の以下の介護支援専門員研修の実施機関（83 ヶ所） 

①実務研修

②専門研修課程Ⅰ

③専門研修課程Ⅱ

④再研修

⑤更新研修（実務未経験者）

⑥更新研修（実務経験者）

⑦主任介護支援専門員研修

⑧主任介護支援専門員更新研修
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Ⅲ 調査結果 

1.都道府県向け調査 

1）都道府県向け調査結果概要 

 

【図表１】問１ 介護支援専門員の登録者数 n=46 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表２】問２ 現任者数（介護支援専門員として従事している方）n=28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表３】問３ 平成29年度の主任介護支援専門員の登録者数 n=44 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n 46 

平 均 14157.7 

標準偏差 12090.1 

最小値 3723 

最大値 57402 

中央値 9748.5 

n 28 

平 均 5468.5 

標準偏差 6243.8 

最小値 1162 

最大値 28598 

中央値 3287.5 

n 44 

平 均 1167.9 

標準偏差 1015.2 

最小値 90 

最大値 5015 

中央値 916 

5000人未満
8.5%

5000人以上
8000人未満

31.9%

8000人以上
10000人未満

12.8%

10000人以上
15000人未満

19.1%

15000人以上
20000人未満

6.4%

20000人以上
19.1%

未回答

2.1%

1000人未満

0.0%1000人以上

2000人未満

10.6%

2000人以上

3000人未満

14.9%3000人以上

4000人未満

17.0%
4000人以上

5000人未満

2.1%

5000人

以上

14.9%

500人未満

25.0%

500人以上

1000人未満

27.3%

1000人以上

1500人未満

25.0%

1500人以上

2000人未満

11.4%

2000人以上

11.4%
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【図表４】問６ 研修ガイドラインに沿った形で研修を実施しているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表５】問６－１ 研修ガイドラインに沿っていない部分について 

（平成 29年度介護支援専門員研修改善に係る調査等事業「全国介護支援専門員研修向上会議（平成 30年２月 22-23

日開催）」使用資料より抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表６】問８ 研修向上委員会の設置の有無   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①ガイドラインに沿っている

57.4

②ガイドラインにほぼ沿っている

40.4

③都道府県独自で

実施している

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実務
(n=48)

専門Ⅰ
(n=50)

専門Ⅱ
(n=52)

主任
(n=46)

主任更新
(n=47)

20.8% 4.0% 1.9% 6.5% 6.4%

18.8% 4.0% 5.8% 0.0% 4.3%

14.6% 6.0% 9.6% 4.3% 12.8%

4.2% 0.0% 3.8% 0.0% 2.1%

50.0% 82.0% 73.1% 78.3% 68.1%

4.2% 0.0% 3.8% 2.2% 2.1%

0.0% 4.0% 1.9% 10.9% 4.3%

講義・演習一体型の科目を追加

実施要綱通り

その他

無回答

講義形式の科目で時間数追加

講義・演習一体型の科目で時間数を
追加
講義形式の科目を追加

①設置あり

85.1

①設置あり

76.9

②設置なし

14.9

②設置なし

20.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２９年度

平成２８年度
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Ⅲ 調査結果 

1.都道府県向け調査 

1）都道府県向け調査結果概要 

 

【図表１】問１ 介護支援専門員の登録者数 n=46 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表２】問２ 現任者数（介護支援専門員として従事している方）n=28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表３】問３ 平成29年度の主任介護支援専門員の登録者数 n=44 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n 46 

平 均 14157.7 

標準偏差 12090.1 

最小値 3723 

最大値 57402 

中央値 9748.5 

n 28 

平 均 5468.5 

標準偏差 6243.8 

最小値 1162 

最大値 28598 

中央値 3287.5 

n 44 

平 均 1167.9 

標準偏差 1015.2 

最小値 90 

最大値 5015 

中央値 916 

5000人未満
8.5%

5000人以上
8000人未満

31.9%

8000人以上
10000人未満

12.8%

10000人以上
15000人未満

19.1%

15000人以上
20000人未満

6.4%

20000人以上
19.1%

未回答

2.1%

1000人未満

0.0%1000人以上

2000人未満

10.6%

2000人以上

3000人未満

14.9%3000人以上

4000人未満

17.0%
4000人以上

5000人未満

2.1%

5000人

以上

14.9%

500人未満

25.0%

500人以上

1000人未満

27.3%

1000人以上

1500人未満

25.0%

1500人以上

2000人未満

11.4%

2000人以上

11.4%
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【図表７】問９ 研修向上委員会の委員構成  平成 28年度 n＝39／平成 29 年度 n＝47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表８】問 12 研修向上委員会の運営予算 平成 28年度 n＝39／平成 29 年度 n＝47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

51.4 

53.8 

25.6 

41.0 

41.0 

64.1 

48.7 

59.0 

15.4 

43.6 

10.3 

55.3 

66.0 

27.7 

51.1 

31.9 

53.2 

8.5 

55.3 

68.1 

29.8 

57.4 

27.7 

12.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

①学識者

②実務者（ケアマネジャー）

③実務者（ケアマネジャー以外）

④職能団体の代表者

⑤職能団体の指導者(リーダー層)

⑥研修実施機関の一部の職員

⑦研修実施機関のすべての職員

⑧講師／ファシリテーター

⑨都道府県の職員

⑩市区町村の職員

⑪地域包括支援センターの職員

⑫その他

無回答

平成２８年度 平成２９年度

①都道府県が全額負担

53.2

①都道府県が全額

負担

46.2

②都道府県が

一部負担

6.4

②都道府県が一部負担
0

③研修実施

機関が負担

25.5

③研修実施機関が負担

28.2

④その他

2.1

④その他

17.9

無回答

12.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２９年度

平成２８年度
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【図表９】問 14 研修向上委員会は実施した研修の検証、見直しを行っていますか 

平成 28 年度 n＝39／平成 29 年度 n＝47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 10】問 14-1 実施研修の検証、評価の視点について n＝38 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

①行っている

80.9

①行っている

59.0 

②行っていない

4.3

②行っていない

33.3 

無回答

14.9

無回答

7.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２９年度

平成２８年度

31.6 

50.0 

50.0 

52.6 

42.1

55.3

28.9

42.1

10.5

5.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

①研修事務（告知・受付・終了確認等）の適正

②研修講師及びファシリテーターの指導方法

③使用した資料・事例の評価及び改善点

④研修企画におけるシラバス、講義の組み立て

と効果の分析

⑤研修科目間の統一した指導の視点について

⑥研修終了評価の手法や効果

⑦受講者の負担軽減（移動や時間、費用等）

⑧研修課程間の連動性

⑨その他

無回答
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【図表７】問９ 研修向上委員会の委員構成  平成 28 年度 n＝39／平成 29 年度 n＝47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表８】問 12 研修向上委員会の運営予算 平成 28年度 n＝39／平成 29 年度 n＝47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

51.4 

53.8 

25.6 

41.0 

41.0 

64.1 

48.7 

59.0 

15.4 

43.6 

10.3 

55.3 

66.0 

27.7 

51.1 

31.9 

53.2 

8.5 

55.3 

68.1 

29.8 

57.4 

27.7 

12.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

①学識者

②実務者（ケアマネジャー）

③実務者（ケアマネジャー以外）

④職能団体の代表者

⑤職能団体の指導者(リーダー層)

⑥研修実施機関の一部の職員

⑦研修実施機関のすべての職員

⑧講師／ファシリテーター

⑨都道府県の職員

⑩市区町村の職員

⑪地域包括支援センターの職員

⑫その他

無回答

平成２８年度 平成２９年度

①都道府県が全額負担

53.2

①都道府県が全額

負担

46.2

②都道府県が

一部負担

6.4

②都道府県が一部負担
0

③研修実施

機関が負担

25.5

③研修実施機関が負担

28.2

④その他

2.1

④その他

17.9

無回答

12.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２９年度

平成２８年度
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【図表 11】問 17 都道府県の担当者が、研修の企画・検討への参加 

平成 28 年度 n＝39／平成 29 年度 n＝47 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 12】問 19 都道府県における研修向上委員会の実施状況あるいは運営評価について 

 国へ報告の実施    平成 28年度 n＝39／平成 29 年度 n＝47 

 

 

 

 

 

 

報告を行っていないと回答している都道府県が平成 28年度より増えているが、本調査への協

力都道府県数や全国介護支援専門員研修向上会議への参加率が上がるなど、報告の場面が増え

ている。 

 

【図表 13】問 26・27 講師、ファシリテーターの育成を都道府県として行っているか n＝47 

 

 

 

 

 

 

 

 

①すべての課程・科目で検討に

参加している 59.0 

①すべての課程・科目で

検討に参加している 43.5 

②一部の課程・科目の検

討に参加している 33.3 

②一部の課程・科目の検討

に参加している 38.5 

③全く参加

していない

7.7 

③全く参加

していない

15.4 

無回答

4.3 

無回答

2.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２９年度

平成２８年度

②行っていない 95.7

②行っていない 94.9 

無回答

4.3 

無回答

5.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２９年度

平成２８年度

①実施した

21.3

①実施した

17

②実施

予定

2.1 

②実施

予定

4.3 

③研修実施機関で

実施

36.2

③研修実施機関で

実施

27.7

④実施していない

27.7

④実施していない

40.4

⑤実施予定

はない

10.6 

⑤実施予定

はない

10.6 

無回答

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ファシリテーター

講師
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2）都道府県向け調査の全結果 

自由記述部分については、表組の左端の番号は JISX0401都道府県コードとはリンクしない。 

基本的に原文のままとしているが、回答都道府県名を特定できないようにした。 

以下、特に注記のない限り集計値の単位はすべて％（パーセンテージ）とする。 

■問１ 介護支援専門員の登録状況についてご回答ください

n 46 

平 均 14157.7 

標準偏差 12090.1 

最小値 3723 

最大値 57402 

中央値 9748.5 

■問２ 現任者数（介護支援専門員として従事している方）についてご回答ください

n 28 

平 均 5468.5 

標準偏差 6243.8 

最小値 1162 

最大値 28598 

中央値 3287.5 

■問２-１ 各研修の平成 29年度の受講（予定）者数、平成 30年度の受講見込み者数についてご回

答ください 

①
実
務
研
修

②
専
門
研
修
課
程
Ⅰ 

③
専
門
研
修
課
程
Ⅱ 

④
再
研
修

⑤
更
新
研
修

（
実
務
未
経
験
者
）

⑥
更
新
研
修

（
実
務
経
験
者
）

⑦
主
任
介
護
支
援

専
門
員
研
修

⑧
主
任
介
護
支
援

専
門
員
更
新
研
修

平成 29

年度受講

（予定）

者数 

n 46 46 44 46 43 36 47 47 

平 均 571.6 225.7 453.4 113.4 205.2 443.0 96.9 222.7 

標準偏差 529.3 242.1 621.9 128.8 240.0 325.4 80.8 239.5 

最小値 150 10 15 20 17 26 29 55 

最大値 2200 1059 3050 656 1200 1500 400 1500 

中央値 355 145 233 75.5 103 368 71 156 

平成 30

年度の受

講見込者

数 

n 39 38 38 40 35 29 40 40 

平 均 412.1 247.7 507.2 130.0 244.1 508.8 116.0 302.2 

標準偏差 411.7 298.7 617.9 131.0 300.4 413.3 83.9 411.5 

最小値 100 10 33 20 20 20 26 46 

最大値 2317 1630 2632 600 1500 2088 400 2500 

中央値 260 150 254 91.5 150 500 90 180 
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【図表 11】問 17 都道府県の担当者が、研修の企画・検討への参加 

平成 28年度 n＝39／平成 29 年度 n＝47 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 12】問 19 都道府県における研修向上委員会の実施状況あるいは運営評価について 

 国へ報告の実施    平成 28年度 n＝39／平成 29 年度 n＝47 

 

 

 

 

 

 

報告を行っていないと回答している都道府県が平成 28 年度より増えているが、本調査への協

力都道府県数や全国介護支援専門員研修向上会議への参加率が上がるなど、報告の場面が増え

ている。 

 

【図表 13】問 26・27 講師、ファシリテーターの育成を都道府県として行っているか n＝47 

 

 

 

 

 

 

 

 

①すべての課程・科目で検討に

参加している 59.0 

①すべての課程・科目で

検討に参加している 43.5 

②一部の課程・科目の検

討に参加している 33.3 

②一部の課程・科目の検討

に参加している 38.5 

③全く参加

していない

7.7 

③全く参加

していない

15.4 

無回答

4.3 

無回答

2.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２９年度

平成２８年度

②行っていない 95.7

②行っていない 94.9 

無回答

4.3 

無回答

5.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２９年度

平成２８年度

①実施した

21.3

①実施した

17

②実施

予定

2.1 

②実施

予定

4.3 

③研修実施機関で

実施

36.2

③研修実施機関で

実施

27.7

④実施していない

27.7

④実施していない

40.4

⑤実施予定

はない

10.6 

⑤実施予定

はない

10.6 

無回答

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ファシリテーター

講師
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■問３ 平成 29年度の主任介護支援専門員の登録者数（修了予定者含）数についてご回答ください

①登録者数（修了予定者含）数 ②内、主任更新研修受講修了者数

n 44 44 

平 均 1167.9 309.3 

標準偏差 1015.2 302.8 

最小値 90 55 

最大値 5015 1701 

中央値 916 238.5 

■問３ ②内、主任更新研修受講修了者数（Ⅱ）居宅介護支援事業所の状況について

n 46 

平 均 872.3 

標準偏差 843.2 

最小値 200 

最大値 3930 

中央値 581 

■問４ （平成 28 年度末の）居宅介護支援事業所数をご回答ください

n 46 

平 均 223.7 

標準偏差 178.1 

最小値 55 

最大値 863 

中央値 172.5 

■問４-１（平成 28年度末の）特定事業所加算を取得している事業所数をご回答ください

n 46 

平 均 226.8 

標準偏差 194.3 

最小値 55 

最大値 1084 

中央値 167 

■問５ 実務研修の実習の受入をしている事業所数をご回答ください n＝47

№ カテゴリ ％ 

1 ①特定事業所加算Ⅰ 68.1 

2 ②特定事業所加算Ⅱ 70.2 

3 ③特定事業所加算Ⅲ      70.2 

4 ④居宅介護支援事業所（特定事業所の算定なし） 40.4 

5 ⑤事業所総数しか把握していない 12.8 

6 ⑥内訳は把握していない 19.1 

無回答 0.0 
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■問５-１ 問５（実習の受入をしている事業所数）の内訳をご回答ください

①特定事業所加算

Ⅰ 

②特定事業所加算

Ⅱ 

③特定事業所加算

Ⅲ 

④居宅介護支援事

業所（特定事業所

の算定なし） 

n 32 33 33 18 

平 均 10.4 124.0 87.1 59.8 

標準偏差 9.8 103.1 72.1 109.8 

最小値 1 24 20 2 

最大値 52 493 318 447 

中央値 9 82 55 26 

■問６ 研修ガイドラインに沿った形で研修を実施しているかご回答ください（１つ選択）n＝47

№ カテゴリ ％ 

1 ①ガイドラインに沿っている   57.4 

2 ②ガイドラインにほぼ沿っている  40.4 

3 ③都道府県独自で実施している     2.1 

無回答 0.0 

■問６-１ 問６で、②（ガイドラインにほぼ沿っている）③（都道府県独自で実施している）を選択

した方のみご回答ください。研修ガイドラインに沿っていない部分についてご回答ください n＝20 

（複数選択可） ①
修
了
評
価
の
実
施

②
研
修
記
録
シ
ー
ト
の
実
施

③
研
修
手
法
の
特
徴
と
留
意
点

④
各
科
目
の
修
得
目
標

⑤
各
科
目
の
内
容

⑥
各
科
目
の
ポ
イ
ン
ト

⑦
講
義
・
演
習
の
展
開
例

⑧
把
握
し
て
い
な
い

無
回
答

実務研修 15.0 20.0 10.0 5.0 15.0 0.0 70.0 10.0 20.0 

専門研修課程Ⅰ 20.0 15.0 10.0 5.0 15.0 0.0 75.0 10.0 15.0 

専門研修課程Ⅱ 20.0 15.0 10.0 0.0 10.0 0.0 75.0 10.0 15.0 

主任介護支援専門員研修 15.0 25.0 10.0 5.0 15.0 5.0 75.0 10.0 15.0 

主任介護支援専門員更新研修 15.0 25.0 20.0 10.0 20.0 10.0 85.0 5.0 10.0 

■問６-２ 問６で、②（ガイドラインにほぼ沿っている）③（都道府県独自で実施している）を選択し

た方のみご回答ください。研修ガイドラインに沿っていない理由があれば、具体的にご記入ください 

1 
各科目の内容の中で列挙されている内容全てに触れるには時間が足りないため。 研修の展開につい

ては，講義の構成，重点的に取り上げる内容等により調整しているため。 

2 講義・演習の時間配分を変更。 

3 
ガイドラインを参考に、受講人数や会場の制約があるなかで、より効果的に実施できるよう工夫して

いる。 

4 
演習成果を上げるため、各研修 1日のみであるが、PT,OTを入れたグループワーク実施した。 演習

の時間配分を見直したもの。 

5 
ガイドラインを参考にしているが、修得目標をより深まるように、各研修委員会で検討し実施してい

るため 

21

■問３ 平成 29年度の主任介護支援専門員の登録者数（修了予定者含）数についてご回答ください

①登録者数（修了予定者含）数 ②内、主任更新研修受講修了者数

n 44 44 

平 均 1167.9 309.3 

標準偏差 1015.2 302.8 

最小値 90 55 

最大値 5015 1701 

中央値 916 238.5 

■問３ ②内、主任更新研修受講修了者数（Ⅱ）居宅介護支援事業所の状況について

n 46 

平 均 872.3 

標準偏差 843.2 

最小値 200 

最大値 3930 

中央値 581 

■問４ （平成 28年度末の）居宅介護支援事業所数をご回答ください

n 46 

平 均 223.7 

標準偏差 178.1 

最小値 55 

最大値 863 

中央値 172.5 

■問４-１（平成 28年度末の）特定事業所加算を取得している事業所数をご回答ください

n 46 

平 均 226.8 

標準偏差 194.3 

最小値 55 

最大値 1084 

中央値 167 

■問５ 実務研修の実習の受入をしている事業所数をご回答ください n＝47

№ カテゴリ ％ 

1 ①特定事業所加算Ⅰ 68.1 

2 ②特定事業所加算Ⅱ 70.2 

3 ③特定事業所加算Ⅲ      70.2 

4 ④居宅介護支援事業所（特定事業所の算定なし） 40.4 

5 ⑤事業所総数しか把握していない 12.8 

6 ⑥内訳は把握していない 19.1 

無回答 0.0 
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6 国の実施要綱の各科目の目的及び内容に沿っていない部分、科目間で重複する部分が一部あるため 

7 
同一課程で複数の機関を指定しているため。研修記録シートの代わりに本県では独自の自己評価シー

トを使用しているため。 

8 県協会独自のシートも併用している 

9 

主任：地域援助技術の演習において、地域の社会資源に広く目を向けられるよう地域ケア会議に限定

せず演習を実施。  

主任更新：ガイドラインどおりの講義時間では基本的な知識の修得に至らないため、講義時間を延長

して実施。また、演習で明らかとなった地域課題の解決策を実践できるよう課題解決策の検討の時間

を増やし、具体的な行動計画を作成。 

10 

＜実務研修・専門研修＞  

・ガイドラインは参考にさせていただきつつも、全面的にガイドラインどおりには実施できない、と

判断いたしました。時間を示していただいても、具体的な演習内容、演習シートや基礎教材が無いこ

とが影響しています。 

 ・検討委員会での協議を経て、全面的にシラバスを作成しました。  

＜主任研修・主任更新研修＞  

主任ＣＭ更新研修の科目ごとの「地域包括ケアシステムへの展開」の時間が足らないと考え、７科目

を統合した地域課題を検討するプログラムを追加した。 

11 
１．講義等の展開は修得目標が同様であれば講師の方法を否定できない。  

２．研修記録シートの 3か月後は、研修内容によっては就業時期等が確定しない場合は提出管理が困

難である。 

12 研修向上委員会の中で関連する項目は統合するなどの組み替えを行っているため 

13 演習の展開等、担当講師に任せているため。（参考にガイドラインは配布している） 

14 
別の様式（アンケート等）を使用して実施しており、この手法についても効果的であり有効であると

考えているため。 

15 講義・演習一体型科目の時間配分 

16 タイムスケジュールの変更、実習先の調整（受講者がリストから選択し、自身で調整する） 

17 
科目によっては理解を深めるために講義と演習の時間配分を調整しているため。主任介護支援専門員が

より実践的に取り組めるよう「課題整理総括表を用いた指導」を集中的に展開するため。 

■問６-３ 講義演習の展開例について、研修ガイドラインとの変更箇所など、該当するものをご回

答ください（複数回答可） n＝47 

①展開例通り

すべて行った 

②展開例を

一部変更した 

③展開例すべ

てを変更した 
無回答 

実務研修 42.6 36.2 8.5 14.9 

専門研修課程Ⅰ 40.4 34.0 8.5 19.1 

専門研修課程Ⅱ 42.6 34.0 8.5 17.0 

主任介護支援専門員研修 46.8 27.7 8.5 17.0 

主任介護支援専門員更新研修 38.3 38.3 10.6 12.8 

■問６-４ 問６-１で「⑦講義・演習の展開例」を選択した場合、該当するものをご回答ください

（複数回答可） n＝47 

①講義演習時

間を変更した 

②演習内容を

変更した
無回答 

実務研修 85.7 57.1 0.0 

専門研修課程Ⅰ 93.3 53.3 0.0 

専門研修課程Ⅱ 93.3 53.3 0.0 

主任介護支援専門員研修 46.7 66.7 13.3 

主任介護支援専門員更新研修 64.7 70.6 5.9 
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■問６-５ ガイドラインに沿って研修を実施する上で課題があれば具体的にお書きください

1 研修内容と研修時間のバランスの調整 

2 講義及び演習にかかる所要時間の配分の見直し 

3 
受講者によって実務経験年数に差があるため、ガイドラインと同じレベルでグループワークを実施す

ることが難しい。 

4 
施設系や実務経験が浅い介護支援専門員にとって、７類型の事例提出や演習を居宅系の介護支援専門

員と一緒に行なうことは負担が大きく、今後なんらかの配慮が必要と考えている。 

5 

・受講生の数に見合った講師の人数、設備が必要になるため、合格者数の変動がある現状で、合格発表

から準備期間の関係から、年度内にある程度の修了者を出すことが困難。（実務研修） 

・医療介護連携等が不足している。（主任更新） 

・ケアマネジメント過程におけるバイジーへの指導方法を学んでいないため，事例が出せない。（主

任更新） 

6 
ガイドラインに沿った研修を実施することができる指導者の育成を国レベルで実施し、指導内容や指

導方法を標準化・平準化することが必要と考えます。 

7 時間数が限られている中で、必要な内容を効果的に伝えること。 

8 

7 日間で 7類型の演習を受講者全員に義務付けることは経験に偏りがある受講者にとって難しい点が

ある。そこで当初 7類型全部事例作成から 4 類型に変更した。その結果により、より深い演習ができ

たと考えている。７事例疾患別で事前に自身の事例を提出して貰っているが、提出事例の提出に偏り

がある。 

9 
研修記録シートの活用方法が確立されていないため、修了評価が形式的なものになってしまうこと

（実務研修）。 

10 

・国の要綱の「目的・研修内容」とガイドライン(案）の「修得目標・研修内容が」合っていないた

め、テキスト作成時に苦慮した。 

・研修内容が科目間で重複しているものが多く、どの科目ではどの程度の内容を教えるなどの整理が

ついていないため、研修テキストの作成等に苦慮した。 

（例）①科目：「介護保険制度の理念・現状及びケアマネジメント」 研修内容：地域包括ケアシス

テムが求められる背景とその考え方、構築に向けた取組 状況に関する講義を行う。 

②科目：「地域包括ケアシステム及び社会資源」 研修内容：地域包括ケアシステムの構築が求めら

れる背景及び地域包括ケアシステムが目指す姿についての講義を行う。等 

11 
主任・主任更新を通してテキスト事例は使用せず、受講生もしくは現場からの事例提供をしていただ

き、演習の展開を行った。 

12 
受講生の中には、現任でない方が更新研修を受講されているため、事例の提出や演習時に苦慮されて

いる。 

13 

時間の関係で基本的には、ガイドラインに沿って実施する方向であるが、講師やファシリテーターが

講義・演習しやすい方法や事例等の内容によって個別性を尊重した。研修効果、評価を短時間でする

にはどうするのか。 

14 テキスト内容とガイドラインの内容とにずれがある課目があり、講師が混乱している。 

15 

・実習の実施方法 

・グループワークで事例検討後に事例研究を実施しているが、事例研究的な議題にならないことがある 

・7つの事例について演習を行うが、マンネリ化している 

■問７ ７つの事例の演習に対して提出される事例について、該当するものをご回答ください

（複数回答可） n＝47 

①書式を指

定している 

②ケアマネ

ジメントを

実践する上

で苦労した

事例を選定

するよう指

定している 

③好事例を

選定するよ

う指定して

いる 

④１つの事

例で複数の

科目に該当

する場合は

同じ事例の

使用を認め

ている 

無回答 

専門研修課程Ⅰ 78.7 14.9 4.3 42.6 10.6 

専門研修課程Ⅱ 87.2 19.1 4.3 55.3 4.3 

主任介護支援専門員更新研修 87.2 10.6 0.0 59.6 6.4 
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6 国の実施要綱の各科目の目的及び内容に沿っていない部分、科目間で重複する部分が一部あるため 

7 
同一課程で複数の機関を指定しているため。研修記録シートの代わりに本県では独自の自己評価シー

トを使用しているため。 

8 県協会独自のシートも併用している 

9 

主任：地域援助技術の演習において、地域の社会資源に広く目を向けられるよう地域ケア会議に限定

せず演習を実施。  

主任更新：ガイドラインどおりの講義時間では基本的な知識の修得に至らないため、講義時間を延長

して実施。また、演習で明らかとなった地域課題の解決策を実践できるよう課題解決策の検討の時間

を増やし、具体的な行動計画を作成。 

10 

＜実務研修・専門研修＞  

・ガイドラインは参考にさせていただきつつも、全面的にガイドラインどおりには実施できない、と

判断いたしました。時間を示していただいても、具体的な演習内容、演習シートや基礎教材が無いこ

とが影響しています。 

 ・検討委員会での協議を経て、全面的にシラバスを作成しました。  

＜主任研修・主任更新研修＞  

主任ＣＭ更新研修の科目ごとの「地域包括ケアシステムへの展開」の時間が足らないと考え、７科目

を統合した地域課題を検討するプログラムを追加した。 

11 
１．講義等の展開は修得目標が同様であれば講師の方法を否定できない。  

２．研修記録シートの 3か月後は、研修内容によっては就業時期等が確定しない場合は提出管理が困

難である。 

12 研修向上委員会の中で関連する項目は統合するなどの組み替えを行っているため 

13 演習の展開等、担当講師に任せているため。（参考にガイドラインは配布している） 

14 
別の様式（アンケート等）を使用して実施しており、この手法についても効果的であり有効であると

考えているため。 

15 講義・演習一体型科目の時間配分 

16 タイムスケジュールの変更、実習先の調整（受講者がリストから選択し、自身で調整する） 

17 
科目によっては理解を深めるために講義と演習の時間配分を調整しているため。主任介護支援専門員が

より実践的に取り組めるよう「課題整理総括表を用いた指導」を集中的に展開するため。 

■問６-３ 講義演習の展開例について、研修ガイドラインとの変更箇所など、該当するものをご回

答ください（複数回答可） n＝47 

①展開例通り

すべて行った 

②展開例を

一部変更した 

③展開例すべ

てを変更した 
無回答 

実務研修 42.6 36.2 8.5 14.9 

専門研修課程Ⅰ 40.4 34.0 8.5 19.1 

専門研修課程Ⅱ 42.6 34.0 8.5 17.0 

主任介護支援専門員研修 46.8 27.7 8.5 17.0 

主任介護支援専門員更新研修 38.3 38.3 10.6 12.8 

■問６-４ 問６-１で「⑦講義・演習の展開例」を選択した場合、該当するものをご回答ください

（複数回答可） n＝47 

①講義演習時

間を変更した 

②演習内容を

変更した
無回答 

実務研修 85.7 57.1 0.0 

専門研修課程Ⅰ 93.3 53.3 0.0 

専門研修課程Ⅱ 93.3 53.3 0.0 

主任介護支援専門員研修 46.7 66.7 13.3 

主任介護支援専門員更新研修 64.7 70.6 5.9 
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■問８ 研修向上委員会の設置の有無についてご回答ください（１つ選択）

※「研修向上委員会」は、「①ガイドラインを参考とした研修の実施②研修企画への参画③事業評価

④次回以降の研修（事業委託内容）に反映させる」ための会議体で、名称は異なっても①～④に類す

ることを一部またはすべてを実施している委員会を指します。 

※介護支援専門員ガイドライン８ページ参照 n＝47 

№ カテゴリ ％ 

1 ①設置あり 85.1 

2 ②設置なし 14.9 

無回答 0.0 

■問８-１ 問８で①（設置あり）を選択した方のみご回答ください 介護支援専門員にかかる研修

のガイドラインで示された研修向上委員会（名称が異なっても実態があれば可）の設置主体につい

てご回答ください（１つ選択） n＝40 

№ カテゴリ ％ 

1 ①都道府県が設置 52.5 

2 ②研修実施機関が設置（委託） 37.5 

3 ③左記以外で設置 10.0 

無回答 0.0 

■問８-２ 問８で①（設置あり）を選択した方のみご回答ください 研修向上委員会の実施要綱等

（運営マニュアルなども含む）の取り決めを作成されていますか（１つ選択） n＝40 

№ カテゴリ ％ 

1 ①作成している 77.5 

2 ②作成していない 22.5 

無回答 0.0 

■問９ 研修向上委員会の委員構成についてご回答ください（複数回答可能）n＝47

№ カテゴリ ％ 

1 ①学識者 55.3 

2 ②実務者（ケアマネジャー） 66.0 

3 ③実務者（ケアマネジャー以外） 27.7 

4 ④職能団体の代表者 51.1 

5 ⑤職能団体の指導者(リーダー層) 31.9 

6 ⑥研修実施機関の一部の職員 53.2 

7 ⑦研修実施機関のすべての職員 8.5 

8 ⑧講師／ファシリテーター 55.3 

9 ⑨都道府県の職員 68.1 

10 ⑩市区町村の職員 29.8 

11 ⑪地域包括支援センターの職員 57.4 

12 ⑫その他 27.7 

無回答 12.8 
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■問９ 研修向上委員会の委員構成 ⑫その他の委員

1 関係 NPO 法人の代表者 

2 
医療，保健，介護の専門知識を有する者 ※要項上は構成員に規定されていないが，実務者（ケ

アマネジャー），講師/ファシリテータも含む 

3 各法定研修委員会役員 

4 医師、訪問看護師、理学療法士、医療関係職員 

5 他県の研修実施機関の職員 

6 老人福祉施設協議会の役員 介護サービス事業者協議会連合会の役員 

7 
市町社会福祉協議会 

※注主任関係研修とその他研修で別の実施機関で行われているため、構成員が異なる。 

8 
設置要綱において、規定している委員構成は上記であるが、結果的に、地域包括支援センターの

職員も含まれている。また研修実施機関の職員が事務局として委員会に参加している。 

9 「⑨都道府県の職員」はオブザーバー参加 

10 

・基本的には、法定研修の講師等であること。  

・介護福祉士、社会福祉士、医師、看護師、主任介護支援専門員（包括、特定事業所加算算定事

業所）等  

・県職員は、事務局で委員会の企画・運営等を実施。 

11 介護支援専門員連絡協議会の事務局職員 

12 検討中 

13 
⑨都道府県の職員は，保健所の職員 県研修担当及び研修実施機関については，委員ではない

が，委員会へは参加している。 

■問 10 研修向上委員会に都道府県、研修実施機関の職員が参加していない場合のみご回答ください

研修向上委員会に対して各研修実施機関からどのような実施報告を受けていますか（複数回答可） 

n＝10 

№ カテゴリ ％ 

1 ①受講者に実施した研修全体に関するアンケート結果 0.0 

2 ②受講者に実施した自己評価に関するアンケート結果 0.0 

3 ③研修記録シート（事前、事後、実践後） 10.0 

4 ④受講者数、修了者数など受講者プロフィール 20.0 

5 ⑤講師に実施した研修全体に関するアンケート結果 0.0 

6 ⑥講師に実施した自己評価に関するアンケート結果 0.0 

7 ⑦研修実施機関の自己評価 0.0 

8 ⑧その他 20.0 

無回答 70.0 

■問 10 研修向上委員会に対して各研修実施機関からの実施報告 ⑧その他

1 補講状況・今後の予定・実施上の課題等 

2 研修実施報告書及び各実施団体との連絡協議会等において結果報告を受けている。 

3 県職員は事務局として、研修実施期間の職員はオブザーバーとして参加 

■問 10-１ 研修実施機関からの実施報告を受け、研修向上委員会では次年度以降の研修内容につい

て検討をしましたか（１つ選択） n＝47 

№ カテゴリ ％ 

1 ①検討した 63.8 

2 ②検討していない 4.3 

無回答 31.9 
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■問８ 研修向上委員会の設置の有無についてご回答ください（１つ選択）

※「研修向上委員会」は、「①ガイドラインを参考とした研修の実施②研修企画への参画③事業評価

④次回以降の研修（事業委託内容）に反映させる」ための会議体で、名称は異なっても①～④に類す

ることを一部またはすべてを実施している委員会を指します。 

※介護支援専門員ガイドライン８ページ参照 n＝47 

№ カテゴリ ％ 

1 ①設置あり 85.1 

2 ②設置なし 14.9 

無回答 0.0 

■問８-１ 問８で①（設置あり）を選択した方のみご回答ください 介護支援専門員にかかる研修

のガイドラインで示された研修向上委員会（名称が異なっても実態があれば可）の設置主体につい

てご回答ください（１つ選択） n＝40 

№ カテゴリ ％ 

1 ①都道府県が設置 52.5 

2 ②研修実施機関が設置（委託） 37.5 

3 ③左記以外で設置 10.0 

無回答 0.0 

■問８-２ 問８で①（設置あり）を選択した方のみご回答ください 研修向上委員会の実施要綱等

（運営マニュアルなども含む）の取り決めを作成されていますか（１つ選択） n＝40 

№ カテゴリ ％ 

1 ①作成している 77.5 

2 ②作成していない 22.5 

無回答 0.0 

■問９ 研修向上委員会の委員構成についてご回答ください（複数回答可能）n＝47

№ カテゴリ ％ 

1 ①学識者 55.3 

2 ②実務者（ケアマネジャー） 66.0 

3 ③実務者（ケアマネジャー以外） 27.7 

4 ④職能団体の代表者 51.1 

5 ⑤職能団体の指導者(リーダー層) 31.9 

6 ⑥研修実施機関の一部の職員 53.2 

7 ⑦研修実施機関のすべての職員 8.5 

8 ⑧講師／ファシリテーター 55.3 

9 ⑨都道府県の職員 68.1 

10 ⑩市区町村の職員 29.8 

11 ⑪地域包括支援センターの職員 57.4 

12 ⑫その他 27.7 

無回答 12.8 
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■問 10-２ 研修内容の検討を行う基となったものについてご回答ください（複数回答可） n＝47

№ カテゴリ ％ 

1 ①受講者に実施した研修全体に関するアンケート結果 40.4 

2 ②受講者に実施した自己評価に関するアンケート結果 27.7 

3 ③研修記録シート（事前、事後、実践後） 38.3 

4 ④受講者数、修了者数など受講者プロフィール 14.9 

5 ⑤講師に実施した研修全体に関するアンケート結果 17.0 

6 ⑥講師に実施した自己評価に関するアンケート結果 4.3 

7 ⑦研修実施機関の自己評価 14.9 

8 ⑧その他（下部にご記入ください） 21.3 

無回答 36.2 

■問 10-２ 研修内容の検討を行う基となったもの ⑧その他

1 研修実施機関からの報告等 

2 ファシリテーターに実施した受講生評価に関するアンケート 

3 

・補講状況 

・今後の予定 

・実施上の課題等 

4 研修向上委員会での意見照会結果 

5 
「介護支援専門員の研修実施体制に関するアンケート調査結果」（日本介護支援専門員協会が厚労省

からの委託にて実施） 

6 どのような研修を行ったか、講師の間で話し合いを行った。 

7 
・「講師引継書」  

・事務局の課題認識（まとめ） 

8 研修講師等の個々の意見を取りまとめ、検討課題としている。（アンケート調査まではしていない） 

9 研修講師や研修実施機関からの意見等 

■問 11 研修向上委員会に都道府県、研修実施機関の職員が参加していない場合のみご回答ください

研修向上委員会で議論された内容をどのように研修実施機関に伝達していますか（複数回答可） 

n＝10 

№ カテゴリ ％ 

1 ①文書の送付 0.0 

2 ②研修実施機関を集めて直接伝達 0.0 

3 ③研修実施機関が研修向上委員会のため、特段の伝達はしていない 10.0 

4 ④その他 10.0 

無回答 80.0 

■問 11 研修向上委員会で議論された内容をどのように研修実施機関に伝達しているか ④その他

1 研修実施機関が事務局として参加しているため、特段の伝達はしていない 

2 研修実施機関の職員はオブザーバーとして参加 

■問 12 研修向上委員会の運営予算についてご回答ください（１つ選択） n＝47

№ カテゴリ ％ 

1 ①都道府県が全額負担 53.2 

2 ②都道府県が一部負担 6.4 

3 ③研修実施機関が負担 25.5 

4 ④その他 2.1 

無回答 12.8 
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■問 12 研修向上委員会の運営予算 ④その他

1 （地域医療介護総合確保基金） 

2 研修向上委員会を開催するに当たって費用は発生していない 

■問 13 平成 28 年度及び平成 29 年度の研修向上委員会の開催実績回数（開催予定回数）をご回答

ください 

平成 28 年度の開催実績回数 平成 29年度の開催予定回数 

n 35 41

平 均 4.0 2.9

標準偏差 4.4 2.4

最小値 1 1

最大値 21 12

中央値 2 2

■問 14 研修向上委員会は実施した研修の検証、見直しを行っていますか（１つ選択） n＝47

№ カテゴリ ％ 

1 ①行っている 80.9 

2 ②行っていない 4.3 

無回答 14.9 

■問 14-１ 問 14 で①（行っている）を選択した方のみご回答ください 実施研修の検証、評価の

視点について教えてください（複数回答可） n＝38（%ベース） 

№ カテゴリ ％ 

1 ①研修事務（告知・受付・終了確認等）の適正 31.6 

2 ②研修講師及びファシリテーターの指導方法 50.0 

3 ③使用した資料・事例の評価及び改善点 50.0 

4 ④研修企画におけるシラバス、講義の組み立てと効果の分析 52.6 

5 ⑤研修科目間の統一した指導の視点について 42.1 

6 ⑥研修終了評価の手法や効果 55.3 

7 ⑦受講者の負担軽減（移動や時間、費用等） 28.9 

8 ⑧研修課程間の連動性 42.1 

9 ⑨その他 10.5 

無回答 5.3 

■問 14-１ 実施研修の検証、評価の視点について ⑨その他

1 

①ファシリテーターの数

②講師・ファシリテーターの質の平準化

③通信学習（ＤＶＤ講義）の評価

④テキスト

2 アンケート結果等に基づき、全般を検証。 

3 研修内容や方法等の詳細は、ワーキングで検討した結果を委員会で再度確認している。 

4 演習時のファシリテーターの配置について 

27

■問 10-２ 研修内容の検討を行う基となったものについてご回答ください（複数回答可） n＝47

№ カテゴリ ％ 

1 ①受講者に実施した研修全体に関するアンケート結果 40.4 

2 ②受講者に実施した自己評価に関するアンケート結果 27.7 

3 ③研修記録シート（事前、事後、実践後） 38.3 

4 ④受講者数、修了者数など受講者プロフィール 14.9 

5 ⑤講師に実施した研修全体に関するアンケート結果 17.0 

6 ⑥講師に実施した自己評価に関するアンケート結果 4.3 

7 ⑦研修実施機関の自己評価 14.9 

8 ⑧その他（下部にご記入ください） 21.3 

無回答 36.2 

■問 10-２ 研修内容の検討を行う基となったもの ⑧その他

1 研修実施機関からの報告等 

2 ファシリテーターに実施した受講生評価に関するアンケート 

3 

・補講状況 

・今後の予定 

・実施上の課題等 

4 研修向上委員会での意見照会結果 

5 
「介護支援専門員の研修実施体制に関するアンケート調査結果」（日本介護支援専門員協会が厚労省

からの委託にて実施） 

6 どのような研修を行ったか、講師の間で話し合いを行った。 

7 
・「講師引継書」  

・事務局の課題認識（まとめ） 

8 研修講師等の個々の意見を取りまとめ、検討課題としている。（アンケート調査まではしていない） 

9 研修講師や研修実施機関からの意見等 

■問 11 研修向上委員会に都道府県、研修実施機関の職員が参加していない場合のみご回答ください

研修向上委員会で議論された内容をどのように研修実施機関に伝達していますか（複数回答可） 

n＝10 

№ カテゴリ ％ 

1 ①文書の送付 0.0 

2 ②研修実施機関を集めて直接伝達 0.0 

3 ③研修実施機関が研修向上委員会のため、特段の伝達はしていない 10.0 

4 ④その他 10.0 

無回答 80.0 

■問 11 研修向上委員会で議論された内容をどのように研修実施機関に伝達しているか ④その他

1 研修実施機関が事務局として参加しているため、特段の伝達はしていない 

2 研修実施機関の職員はオブザーバーとして参加 

■問 12 研修向上委員会の運営予算についてご回答ください（１つ選択） n＝47

№ カテゴリ ％ 

1 ①都道府県が全額負担 53.2 

2 ②都道府県が一部負担 6.4 

3 ③研修実施機関が負担 25.5 

4 ④その他 2.1 

無回答 12.8 
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■問 14-２ 問 14 で①（行っている）を選択した方のみご回答ください 実施研修の検証、評価を受

け、研修の企画を変更した（もしくは変更を検討した）視点について教えてください（複数回答可） 

n＝38 

№ カテゴリ ％ 

1 ①研修事務（告知・受付・終了確認等）の適正 28.9 

2 ②研修講師及びファシリテーターの指導方法 44.7 

3 ③使用した資料・事例の評価及び改善点 42.1 

4 ④研修企画におけるシラバス、講義の組み立てと効果の分析 36.8 

5 ⑤研修科目間の統一した指導の視点について 39.5 

6 ⑥研修終了評価の手法や効果 34.2 

7 ⑦受講者の負担軽減（移動や時間、費用等） 26.3 

8 ⑧研修課程間の連動性 36.8 

9 ⑨その他 15.8 

無回答 7.9 

■問 14-２ 実施研修の検証、評価を受け、研修の企画を変更した（もしくは変更を検討した）視点

⑨その他

1 欠席等の扱いについて 

2 

②ファシリテーターについては、自己チェックリストを配布する。自己チェックリスト等を基にマニ

ュアルを作成する。 また、区市町村から推薦されるファシリテーターについては、今後、区市町村

に推薦理由を提出させる。  

③ＤＶＤの画像や音質について不明瞭な点は、受講生に資料を配布し補足する。 ＤＶＤを再撮影する

場合に備えて、講師への依頼や撮影方法等について各実施機関で共有のマニュアルを作成しておく。 

3 なし（基本的に H28年度方針で継続） 

4 研修内容の追加 

5 演習時のファシリテーターの配置を、１G１人から、２G１人に変更した。 

6 研修向上委員会によって研修内容の変更を行った点はない 

■問 14-３ 問 14 で②（行っていない）を選択した方のみご回答ください 実施研修の検証、見直

しを行っていない理由をご回答ください（複数回答可） n＝2（%ベース） 

№ カテゴリ ％ 

1 ①研修レベルが確保できていて必要がない 0.0 

2 ②研修実施機関がしているから 0.0 

3 ③研修向上委員会が未設置だから 50.0 

4 ④ガイドラインに沿って実施しているので必要がない 0.0 

5 ⑤事業検証・評価の方法が分からないから 0.0 

6 ⑥義務ではないから 0.0 

7 ⑦実施する時間や余裕がない 0.0 

8 ⑧その他 50.0 

無回答 0.0 

■問 14-３ 実施研修の検証、見直しを行っていない理由 ⑧その他

1 今後実施予定 
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■問15 研修向上委員会で研修の体制について、検討している点についてご回答ください（複数回答可）

n＝47 

№ カテゴリ ％ 

1 ①介護支援専門員実務研修の実習に関する要件 25.5 

2 
②主任介護支援専門員更新研修の受講要件

（年４回以上の研修会の参加に関するルール等） 
38.3 

3 ③法定研修と法定外研修の連動（不足している部分の補完等） 12.8 

4 ④読み替え研修（他都道府県での受講もしくは他都道府県の受講者の受け入れ） 4.3 

5 ⑤代替研修（欠席した科目について他の法定外研修での補完） 6.4 

6 ⑥e-ラーニングの導入 2.1 

7 ⑦その他 14.9 

無回答 34.0 

■問 15 研修向上委員会で研修の体制について、検討している点 ⑦その他

1 欠席，遅刻した場合の取扱等について 

2 専ⅠⅡで実施している演習（事例検討）の手法について 

3 専門研修の開催日程・主任更新研修の修了時評価 

4 新カリキュラムをどのように研修に定着させるかを検討 

5 修了評価・認定基準の策定(策定済) ・講義科目欠席者へのレポート題の検討・設定 

6 検討事例が発生する都度、検討することとしている。 

7 主に②を予定。その他必要事項についても検討予定。 

■問 16 研修の講師やファシリテーターが活動しやすくするために、研修向上委員会は支援を行っ

ていますか（１つ選択）n＝47 

№ カテゴリ ％ 

1 ①行っている 48.9 

2 ②行っていない 38.3 

無回答 12.8 

■問 16-１ 問 16 で①（行っている）を選択した方のみご回答ください 研修向上委員会の支援の

内容についてご回答ください（複数回答可） n＝23（％ベース） 

№ カテゴリ ％ 

1 ①シラバス・授業の展開方法 39.1 

2 ②事前教育の場を設けている 30.4 

3 ③講師（ファシリテーター）養成研修を実施した 21.7 

4 ④専門的な知識に関すること 17.4 

5 ⑤テキストの解釈に関すること 21.7 

6 ⑥講師の意見を吸い上げている 73.9 

7 ⑦講師、ファシリテーターの打ち合わせ会を開催している 60.9 

8 ⑧特定の講師に集中しないよう日程調整をしている 30.4 

9 ⑨その他 17.4 

無回答 0.0 
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■問 14-２ 問 14 で①（行っている）を選択した方のみご回答ください 実施研修の検証、評価を受

け、研修の企画を変更した（もしくは変更を検討した）視点について教えてください（複数回答可） 

n＝38 

№ カテゴリ ％ 

1 ①研修事務（告知・受付・終了確認等）の適正 28.9 

2 ②研修講師及びファシリテーターの指導方法 44.7 

3 ③使用した資料・事例の評価及び改善点 42.1 

4 ④研修企画におけるシラバス、講義の組み立てと効果の分析 36.8 

5 ⑤研修科目間の統一した指導の視点について 39.5 

6 ⑥研修終了評価の手法や効果 34.2 

7 ⑦受講者の負担軽減（移動や時間、費用等） 26.3 

8 ⑧研修課程間の連動性 36.8 

9 ⑨その他 15.8 

無回答 7.9 

■問 14-２ 実施研修の検証、評価を受け、研修の企画を変更した（もしくは変更を検討した）視点

⑨その他

1 欠席等の扱いについて 

2 

②ファシリテーターについては、自己チェックリストを配布する。自己チェックリスト等を基にマニ

ュアルを作成する。 また、区市町村から推薦されるファシリテーターについては、今後、区市町村

に推薦理由を提出させる。  

③ＤＶＤの画像や音質について不明瞭な点は、受講生に資料を配布し補足する。 ＤＶＤを再撮影する

場合に備えて、講師への依頼や撮影方法等について各実施機関で共有のマニュアルを作成しておく。 

3 なし（基本的に H28年度方針で継続） 

4 研修内容の追加 

5 演習時のファシリテーターの配置を、１G１人から、２G１人に変更した。 

6 研修向上委員会によって研修内容の変更を行った点はない 

■問 14-３ 問 14 で②（行っていない）を選択した方のみご回答ください 実施研修の検証、見直

しを行っていない理由をご回答ください（複数回答可） n＝2（%ベース） 

№ カテゴリ ％ 

1 ①研修レベルが確保できていて必要がない 0.0 

2 ②研修実施機関がしているから 0.0 

3 ③研修向上委員会が未設置だから 50.0 

4 ④ガイドラインに沿って実施しているので必要がない 0.0 

5 ⑤事業検証・評価の方法が分からないから 0.0 

6 ⑥義務ではないから 0.0 

7 ⑦実施する時間や余裕がない 0.0 

8 ⑧その他 50.0 

無回答 0.0 

■問 14-３ 実施研修の検証、見直しを行っていない理由 ⑧その他

1 今後実施予定 
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■問 16-１ 研修向上委員会の支援の内容 ⑨その他

1 職員がオブザーバーとして参加 

2 
社協実施分：①⑥⑦⑧ 

県協会実施分：①～⑧ 

3 具体的には、ワーキングで検討している。 

4 県版の研修目標を作成している 

■問 16-２ 問 16 で②（行っていない）を選択した方のみご回答ください 研修向上委員会が支援

を行わなかった理由は何ですか（複数回答可） n＝18（％ベース） 

№ カテゴリ ％ 

1 ①研修向上委員会の議論にでなかった 16.7 

2 ②研修向上委員会の議事に含まれていなかった 5.6 

3 ③研修実施機関に任せている 50.0 

4 ④講師やファシリテーターに任せている 22.2 

5 ⑤その他 33.3 

無回答 0.0 

■問 16-２ 研修向上委員会が支援を行わなかった理由 ⑤その他

1 検討中であるため 

2 必要性はあるが課題（議題）が多く、現状ではそこまで行えない 

3 
委員会は、検討の場であって直接支援を行う主体ではない。委員会の検討結果を踏まえ、各研修実施

機関が説明会や打合せ会の開催等を行っている。 

4 県として研修実施に係わる講師打合会等へも係わっているため 

5 支援内容、方法について検討中の段階であるため 

6 研修向上委員会が未設置だから 

■問 17都道府県の担当者が、研修の企画・検討に参加していますか（１つ選択） n＝47

№ カテゴリ ％ 

1 ①すべての課程・科目で検討に参加している 29.8 

2 ②一部の課程・科目の検討に参加している 48.9 

3 ③検討には全く参加していない 17.0 

無回答 4.3 

■問 17-１ 問 17 で①あるいは②を選択した方のみご回答ください 都道府県の担当者は研修企画

への参画はどのように行っていますか（複数回答可） n＝37 

№ カテゴリ ％ 

1 ①企画・検討の会議への出席 89.2 

2 ②研修の具体的な企画内容に関する文書による提案 5.4 

3 ③その他 16.2 

無回答 0.0 
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■問 17-１ 都道府県の担当者は研修企画への参画はどのように行っているか ③その他

1 研修実施機関と随時連絡調整を行っている。 

2 

新カリキュラムについては、研修実施機関と連携しながら（案）を作成し、研修向上委員会に諮り確

定した。その後の変更については、研修実施機関が変更案を都道府県に報告し、必ず都道府県で確認

を行っている。 

3 県が直接実施している研修について研修企画を行っている 

4 研修実施機関担当者との打合せ等 

5 研修の作業部会（ワーキング）の実施について報告を受け、適宜実施団体と調整を行っている。 

6 打合せ会等の内容について、事前協議している。 

■問 17-２ 問 17 で③（検討には全く参加していない）を選択した方のみご回答ください 都道府

県の担当者が研修企画への参画を行っていない理由をご回答ください（複数回答可） n＝8 

№ カテゴリ ％ 

1 ①具体的な内容は研修実施機関に任せているから 100.0 

2 ②貴都道府県担当者の時間の確保が難しいから 0.0 

3 ③その他 0.0 

無回答 0.0 

■問 17-３ 問 17-２で①を選択した方のみご回答ください 研修実施機関に任せている理由をご回

答ください 

1 研修実施機関からの実績報告等により適切な内容で研修が行われていること等を確認しているため。 

2 
研修制度が始まった当初から、継続して同機関が実施しており、 ノウハウの蓄積や講師との調整が

スムーズであるため。 

3 
研修期間には、経験豊富な介護支援専門員が多数所属し、今までから実践的で高い水準を確保した内

容の研修を実施できているため 

4 法定研修については、県が各団体を指定する方法で実施しているため。 

5 必要に応じて県と協議することとしているため 

6 研修実施機関は、各種関係機関とのネットワークを持っており、研修実施のノウハウも豊富であるため。 

7 研修内容の詳細については内容が専門的となるから 

8 現任の介護支援専門員の意見を取り入れ、より実務に即した実践的な研修内容とするため。 

■問 18 都道府県における研修向上委員会の運営に対する評価を行っていますか（１つ選択） n＝47

№ カテゴリ ％ 

1 ①行っている 8.5 

2 ②行っていない 85.1 

無回答 6.4 

■問 18-１ 問 18 で①（行っている）を選択した方のみご回答ください

運営評価の方法について教えてください 

1 担当室内で検討している。 

2 研修終了後、研修企画委員会を開催して反省会を行っている。 

3 前年度を振り返り、今後の向上委員会のあり方を検討したうえで、新年度の開催計画を立てている。 

■問 18-２ 問 18 で②（行っていない）を選択した方のみご回答ください

運営評価を行っていない理由を記入してください。 

1 評価基準を設定していないため 

2 委員会を未設置であるため 
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■問 16-１ 研修向上委員会の支援の内容 ⑨その他

1 職員がオブザーバーとして参加 

2 
社協実施分：①⑥⑦⑧ 

県協会実施分：①～⑧ 

3 具体的には、ワーキングで検討している。 

4 県版の研修目標を作成している 

■問 16-２ 問 16 で②（行っていない）を選択した方のみご回答ください 研修向上委員会が支援

を行わなかった理由は何ですか（複数回答可） n＝18（％ベース） 

№ カテゴリ ％ 

1 ①研修向上委員会の議論にでなかった 16.7 

2 ②研修向上委員会の議事に含まれていなかった 5.6 

3 ③研修実施機関に任せている 50.0 

4 ④講師やファシリテーターに任せている 22.2 

5 ⑤その他 33.3 

無回答 0.0 

■問 16-２ 研修向上委員会が支援を行わなかった理由 ⑤その他

1 検討中であるため 

2 必要性はあるが課題（議題）が多く、現状ではそこまで行えない 

3 
委員会は、検討の場であって直接支援を行う主体ではない。委員会の検討結果を踏まえ、各研修実施

機関が説明会や打合せ会の開催等を行っている。 

4 県として研修実施に係わる講師打合会等へも係わっているため 

5 支援内容、方法について検討中の段階であるため 

6 研修向上委員会が未設置だから 

■問 17都道府県の担当者が、研修の企画・検討に参加していますか（１つ選択） n＝47

№ カテゴリ ％ 

1 ①すべての課程・科目で検討に参加している 29.8 

2 ②一部の課程・科目の検討に参加している 48.9 

3 ③検討には全く参加していない 17.0 

無回答 4.3 

■問 17-１ 問 17 で①あるいは②を選択した方のみご回答ください 都道府県の担当者は研修企画

への参画はどのように行っていますか（複数回答可） n＝37 

№ カテゴリ ％ 

1 ①企画・検討の会議への出席 89.2 

2 ②研修の具体的な企画内容に関する文書による提案 5.4 

3 ③その他 16.2 

無回答 0.0 
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3 
当県における研修向上委員会は既存の別の会議と兼ねて実施しており，研修向上委員会としての運営

評価は行っていない。 

4 評価の方法が定まっていないため。 

5 評価という形ではなく、県が事務局として内容の検討を行っているため。 

6 今年度から設置しており，今後検討する。 

7 
研修向上委員会は平成２９年度に立ち上げたばかりで１回しか開催実績がないため。 今後評価は必

要である。具体的な評価方法が提示されるとありがたい。 

8 研修向上委員会設置後 2年目であり、評価方法等は未検討であるため 

9 ガイドラインに研修事業の評価についての記載はあるが、委員会の運営評価に関する記載がないため 

10 評価指標がないから。 

11 具体的な運営評価方法がわからない 

12 特に国等から求められていないため 

13 
研修の実施主体が指定研修機関であり、県が事業評価を行うものになじまないため。 また、県職員

も検討会議に参加しており、会議の場で出席者の意見を集約することが可能なため 

14 研修向上委員会が未設置のため 

15 運営評価方法について明記されていないため 

16 組織的な評価体制をとっていないため 

17 評価指標、評価方法を定めていないため 

18 研修向上委員会には都道府県も参加しており、都道府県として運営評価は行っていない。 

19 
平成 29年度は実施していないため。また、昨年度までは都道府県と研修実施団体が共同で資質向上

委員会を実施していたため。 

20 研修向上委員会の運営に関する問題点等については、委員会において議論しているため。 

21 県で設置・運営するため 

22 新カリキュラム実施分については、評価まで追いついていなかった。（今後実施） 

23 研修開催の現状を把握できているため 

24 研修向上委員会で、運営に関することについて議論とならなかったため。 

25 評価体制が整備されていない。 

26 運営評価の基準が不明なため 

27 評価基準を国が示していない 

28 協議内容が多く、評価等に関する時間が取れていない。また、評価基準等の検討は現在検討していない。 

29 今年度から開始したため、まだ評価をできる段階にない。 

30 研修向上委員会が未設置だから 

31 今後検討予定 

32 評価の方法がわからないため。 

33 事業評価までは至っていない 

34 随時県と調整しながら研修向上委員会を運営しているため。 

■問 19 都道府県における研修向上委員会の実施状況あるいは運営評価について国へ報告を行って

いますか（１つ選択） n＝47 

№ カテゴリ ％ 

1 ①行っている 0.0 

2 ②行っていない 95.7 

無回答 4.3 

■問 19-１ 問 19 で①（行っている）を選択した方のみご回答ください → 該当なし

3232 



■問 19-２ 問 19 で②（行っていない）を選択した方のみご回答ください

実施状況あるいは運営評価の報告を行っていない理由を選んでご回答ください  n＝47 

№ カテゴリ ％ 

1 ①国から報告内容を特に示されていないから 66.0 

2 ②国から照会や請求がないから 51.1 

3 ③報告する情報がないので必要性を感じていないから 6.4 

4 ④研修向上委員会が未設置だから 8.5 

5 ⑤義務ではないから 14.9 

6 ⑥その他 2.1 

無回答 2.1 

■問 20 平成 29年度実務研修の実習研修で、居宅介護支援事業所の実習受入状況について事前に把

握していますか（１つ選択） n＝47 

№ カテゴリ ％ 

1 ①行っている 87.2 

2 ②平成 29年度は行っていないが、30年度以降は行う予定 0.0 

3 ③行っておらず、今後も行う予定はない 10.6 

無回答 2.1 

■問 21 実習を受け入れる居宅介護支援事業所への研修（説明会）の実施についてご回答ください

（１つ選択） n＝47 

№ カテゴリ ％ 

1 ①行っている 89.4 

2 ②平成 29年度は行っていないが、30年度以降は行う予定 0.0 

3 ③行っておらず、今後も行う予定はない 8.5 

無回答 2.1 

■問 21-２ 問 21 で①（行っている）を選択した方のみご回答下さい

実習を受け入れる居宅介護支援事業所に対する、実習に関する説明の具体的な方法をご回答ください 

1 

①実習受入についての基本的な考え方

②実務研修のカリキュラム

③実習受入協力事業所に取り組んでいただきたいことについて、ガイドライン等に基づき、県、研修

実施機関、講師が説明 

2 県担当課からの説明、実務研修実施機関からの説明、昨年度指導担当者からの説明 

3 
県庁において指導者研修会を実施し，行政から実習受入についての制度的な説明，研修講師から実務

研修の内容及び実習受入におけるポイント・留意点等を説明。 

4 
合同説明会の開催。県から概要を示し、研修実施機関より具体的な実施方法(スケジュール等)につい

て説明。 

5 説明会形式で、県担当者と研修実施機関の担当者から説明。 

6 指定研修機関が開催。 

7 直接指導する主任介護支援専門員に対して講義３．５時間 

8 実習指導者向け説明会の開催 

9 県が実習の概要、実施機関が実習の詳細を各々資料（実習の手引き等）を用いて説明会を実施 
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3 
当県における研修向上委員会は既存の別の会議と兼ねて実施しており，研修向上委員会としての運営

評価は行っていない。 

4 評価の方法が定まっていないため。 

5 評価という形ではなく、県が事務局として内容の検討を行っているため。 

6 今年度から設置しており，今後検討する。 

7 
研修向上委員会は平成２９年度に立ち上げたばかりで１回しか開催実績がないため。 今後評価は必

要である。具体的な評価方法が提示されるとありがたい。 

8 研修向上委員会設置後 2年目であり、評価方法等は未検討であるため 

9 ガイドラインに研修事業の評価についての記載はあるが、委員会の運営評価に関する記載がないため 

10 評価指標がないから。 

11 具体的な運営評価方法がわからない 

12 特に国等から求められていないため 

13 
研修の実施主体が指定研修機関であり、県が事業評価を行うものになじまないため。 また、県職員

も検討会議に参加しており、会議の場で出席者の意見を集約することが可能なため 

14 研修向上委員会が未設置のため 

15 運営評価方法について明記されていないため 

16 組織的な評価体制をとっていないため 

17 評価指標、評価方法を定めていないため 

18 研修向上委員会には都道府県も参加しており、都道府県として運営評価は行っていない。 

19 
平成 29年度は実施していないため。また、昨年度までは都道府県と研修実施団体が共同で資質向上

委員会を実施していたため。 

20 研修向上委員会の運営に関する問題点等については、委員会において議論しているため。 

21 県で設置・運営するため 

22 新カリキュラム実施分については、評価まで追いついていなかった。（今後実施） 

23 研修開催の現状を把握できているため 

24 研修向上委員会で、運営に関することについて議論とならなかったため。 

25 評価体制が整備されていない。 

26 運営評価の基準が不明なため 

27 評価基準を国が示していない 

28 協議内容が多く、評価等に関する時間が取れていない。また、評価基準等の検討は現在検討していない。 

29 今年度から開始したため、まだ評価をできる段階にない。 

30 研修向上委員会が未設置だから 

31 今後検討予定 

32 評価の方法がわからないため。 

33 事業評価までは至っていない 

34 随時県と調整しながら研修向上委員会を運営しているため。 

■問 19 都道府県における研修向上委員会の実施状況あるいは運営評価について国へ報告を行って

いますか（１つ選択） n＝47 

№ カテゴリ ％ 

1 ①行っている 0.0 

2 ②行っていない 95.7 

無回答 4.3 

■問 19-１ 問 19で①（行っている）を選択した方のみご回答ください → 該当なし
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10 

研修実施機関が説明会を開催した。研修に参加できなかった事業所に、説明会当日に録画したＤＶＤ

を配付した。 （平成 29 年度は①新規に特定事業所加算を取得した事業所は悉皆であり、②既存事

業所で人事異動等により、説明会に参加したことがある職員が不在になってしまった場合は出席可と

した。また、研修実施機関のホームページで録画した動画を閲覧できるように設定し、説明会に参加

した事業所も実習受入前に振り返りが行えるよう視聴できるようにした。） 

11 指定機関による説明会の開催 

12 実習指導者事前研修会にて説明 

13 
パワーポイント、紙資料を用いての説明。（特に、昨年度との変更点と実施後のアンケート結果を中

心に） 

14 

実務研修実施前に、実習受入事業所の主任介護支援専門員等を集めた実習指導者養成研修会を行って

いる。研修会では、まず実習の内容について県内講師がパワーポイントを用いて説明し、その後、実

習に係る提出書類や事務手続きについて、県の担当者が実施要綱や様式等を用いて説明している。 

15 説明会形式で開催 

16 管理者を集めた説明会をＨ２８年度に２回開催 

17 指定研修機関が独自事業で説明会を行っている。 

18 
今年度見学実習を受入れる全事業所を対象に説明会を実施。県から見学実習の概要、実務研修の指定

機関である県介護支援専門員協会から内容について説明を行う。 

19 問 21－1の資料に沿って説明 

20 県担当者同席のうえ、研修実施機関が事業所向け説明会を開催し、紙資料で説明する。 

21 
県から研修制度や実習の趣旨等を説明した後、委託している研修実施機関から受入れに関する具体的

な内容について説明 

22 都道府県内を北部と南部の２会場に分け、実習受入協力事業所の指導者を集めて講習会を行っている。 

23 実施団体が実施にあたっての流れ、留意点等を説明し、質疑応答を行う。 

24 説明会にて実習受入事業所の変更・変更申請方法、実習生受入時の留意点について説明。 

25 検討中 

26 
実習の趣旨や手続き、基本的な実施方法等について説明し、それ以外は基本的にガイドラインのとお

りとしている。 

27 研修を実施した。 

28 実習の受け入れや指導方法を講義形式で説明。 

29 
研修実施機関が、実習受入担当者となる主任介護支援専門員を対象に、実習の指導方法や留意点につ

いて説明するため、説明会を実施。なお、県からも行政説明を行う。 

30 県の実施要項の提示、流れ等を PPTで説明。研修機関が契約等のスケジュールの説明。 

31 集合研修 
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・指針やガイドラインに基づいて、見学実習の基本的な事項について、県担当者が説明する。 

・平成 28年度に実習受入れ実績のある事業所に、実践報告をしていただく。 

・研修実施機関が実習受入れに関する書類の様式等について説明する。 

33 説明会を開催した 

34 
H28より、実習受入機関指導者養成研修を県介護支援専門員連絡協議会が実施。本研修受講済の事業

所へ依頼する。（毎年実施しているが、過去に参加された方へは自由参加としている。） 

35 県が実施した介護サービス事業者等集団指導を活用して説明 

36 

新規実習指導者に対しては、午前に県と研修実施機関の担当者から実習受入についての総論、事務手

続きの座学及び模擬ケアプラン作成実習における留意点・指導方法についてのグループワークを行

う。また、午後からは新規を含む実習指導者全員に対して前年の実習報告（実習生１名）・実習受入

報告（実習指導者１名）の発表、実習指導者振り返りシートの結果及び考察について講義、実習の総

括と今年度実習受入に向けてのグループワークを行う。 

37 実習指導者向け研修会を開催している（１日間講義形式） 

38 実習を受け入れる事業所の実習指導者に対し，集合研修を実施。 

39 まだ実施していない。1～2月頃に行う予定 
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■問 22 主任介護支援専門員研修（主任介護支援専門員更新研修）の修了日の設定方法について

ご回答ください（１つ選択）n＝47 

№ カテゴリ ％ 

1 ①研修最終日 = 修了日 としている 80.9 

2 ②年度末（３月 31日） ＝ 修了日 としている 2.1 

3 ③研修記録シート（３ヶ月後）の提出期限 ＝ 修了日 としている 8.5 

4 ④その他 8.5 

無回答 0.0 

■問 22 主任介護支援専門員研修（主任介護支援専門員更新研修）の修了日の設定方法 ④その他

1 
・主任研修：研修修了日を修了日  

・主任更新研修：28 年度は年度末、29年度以降は毎年度８月１日 

2 最終のレポートを講師が確認し、修了認定した日（毎年 11月 30日予定） 

3 修了認定が終了した日 

4 レポートによる修了評価後に設定 

■問 23 研修の実施形式についてご回答ください（複数回答可） n＝47

№ カテゴリ ％ 

1 ①都道府県直営で実施 2.1 

2 ②指定機関への委託にて実施 46.8 

3 ③指定機関が実施 78.7 

無回答 0.0 

■問 23-1 問 23で②（指定機関への委託にて実施）を選択した方のみご回答ください

平成 29年度の委託費をご回答ください（回答可能な範囲で構いません） 

①
実
務
研
修

②
専
門
研
修
課
程

Ⅰ 

③
専
門
研
修
課
程

Ⅱ 

④
再
研
修

⑤
更
新
研
修

（
実
務
未
経
験
者
）

⑥
更
新
研
修

（
実
務
経
験
者
）

⑦
主
任
介
護
支
援
専
門
員

研
修

⑧
主
任
介
護
支
援
専
門
員

更
新
研
修

全受講者数 

n 12 11 10 17 10 8 17 16 

平 均 315.0 135.1 222.6 92.1 123.6 295.4 86.9 187.0 

標準偏差 158.5 114.9 204.4 95.0 98.1 210.0 79.0 186.8 

最小値 150 10 39 20 30 62 29 59 

最大値 680 450 630 420 323 624 300 790 

中央値 247 121 185.5 52 85.5 253.5 71 134 

コース数 

n 10 10 10 15 7 7 17 16 

平 均 1.9 2.2 3.8 2.1 1.3 3.0 1.1 1.8 

標準偏差 0.9 1.4 3.0 1.8 0.5 2.9 0.3 1.8 

最小値 1 1 1 1 1 1 1 1 

最大値 3 5 10 6 2 9 2 8 

中央値 2 2 3 1 1 2 1 1 
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10 

研修実施機関が説明会を開催した。研修に参加できなかった事業所に、説明会当日に録画したＤＶＤ

を配付した。 （平成 29 年度は①新規に特定事業所加算を取得した事業所は悉皆であり、②既存事

業所で人事異動等により、説明会に参加したことがある職員が不在になってしまった場合は出席可と

した。また、研修実施機関のホームページで録画した動画を閲覧できるように設定し、説明会に参加

した事業所も実習受入前に振り返りが行えるよう視聴できるようにした。） 

11 指定機関による説明会の開催 

12 実習指導者事前研修会にて説明 

13 
パワーポイント、紙資料を用いての説明。（特に、昨年度との変更点と実施後のアンケート結果を中

心に） 

14 

実務研修実施前に、実習受入事業所の主任介護支援専門員等を集めた実習指導者養成研修会を行って

いる。研修会では、まず実習の内容について県内講師がパワーポイントを用いて説明し、その後、実

習に係る提出書類や事務手続きについて、県の担当者が実施要綱や様式等を用いて説明している。 

15 説明会形式で開催 

16 管理者を集めた説明会をＨ２８年度に２回開催 

17 指定研修機関が独自事業で説明会を行っている。 

18 
今年度見学実習を受入れる全事業所を対象に説明会を実施。県から見学実習の概要、実務研修の指定

機関である県介護支援専門員協会から内容について説明を行う。 

19 問 21－1の資料に沿って説明 

20 県担当者同席のうえ、研修実施機関が事業所向け説明会を開催し、紙資料で説明する。 

21 
県から研修制度や実習の趣旨等を説明した後、委託している研修実施機関から受入れに関する具体的

な内容について説明 

22 都道府県内を北部と南部の２会場に分け、実習受入協力事業所の指導者を集めて講習会を行っている。 

23 実施団体が実施にあたっての流れ、留意点等を説明し、質疑応答を行う。 

24 説明会にて実習受入事業所の変更・変更申請方法、実習生受入時の留意点について説明。 

25 検討中 

26 
実習の趣旨や手続き、基本的な実施方法等について説明し、それ以外は基本的にガイドラインのとお

りとしている。 

27 研修を実施した。 

28 実習の受け入れや指導方法を講義形式で説明。 

29 
研修実施機関が、実習受入担当者となる主任介護支援専門員を対象に、実習の指導方法や留意点につ

いて説明するため、説明会を実施。なお、県からも行政説明を行う。 

30 県の実施要項の提示、流れ等を PPTで説明。研修機関が契約等のスケジュールの説明。 

31 集合研修 

32 

・指針やガイドラインに基づいて、見学実習の基本的な事項について、県担当者が説明する。 

・平成 28年度に実習受入れ実績のある事業所に、実践報告をしていただく。 

・研修実施機関が実習受入れに関する書類の様式等について説明する。 

33 説明会を開催した 

34 
H28より、実習受入機関指導者養成研修を県介護支援専門員連絡協議会が実施。本研修受講済の事業

所へ依頼する。（毎年実施しているが、過去に参加された方へは自由参加としている。） 

35 県が実施した介護サービス事業者等集団指導を活用して説明 

36 

新規実習指導者に対しては、午前に県と研修実施機関の担当者から実習受入についての総論、事務手

続きの座学及び模擬ケアプラン作成実習における留意点・指導方法についてのグループワークを行

う。また、午後からは新規を含む実習指導者全員に対して前年の実習報告（実習生１名）・実習受入

報告（実習指導者１名）の発表、実習指導者振り返りシートの結果及び考察について講義、実習の総

括と今年度実習受入に向けてのグループワークを行う。 

37 実習指導者向け研修会を開催している（１日間講義形式） 

38 実習を受け入れる事業所の実習指導者に対し，集合研修を実施。 

39 まだ実施していない。1～2月頃に行う予定 
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委託費 

n 8 6 3 11 1 1 10 10 

平 均 1126.6 840.0 988.7 564.7 280.0 553.0 596.2 830.5 

標準偏差 994.4 888.7 456.2 511.9 572.5 1027.3 

最小値 240 87 553 68 68 119 

最大値 3274 2381 1463 1693 1797 3431 

中央値 806 474.5 950 428.4 395 451 

■問 24 平成 29 年度の法定研修実施に対する地域医療介護総合確保基金の交付状況をご回答ください

（１つ選択）n＝47 

№ カテゴリ ％ 

1 ①交付あり 51.1 

2 ②交付なし 48.9 

無回答 0.0 

■問 24-1 問 24で①（交付あり）を選択した方のみご回答ください

交付額を回答ください。（回答可能な範囲で構いません） 

Ⅰ Ⅱ 

n 10 13 8 5 2 3 12 10 

平 均 333.3 459.3 642.9 331.6 292.5 489.4 368.8 225.7 

標準偏差 261.9 917.2 1196.7 251.8 399.5 188.6 500.6 176.4 

最小値 42 69 51 109 10 277.3 68 29 

最大値 867 3468 3576 723 575 638 1898 600 

中央値 333 181 226 292 292.5 553 197 156.25 

■問 24-2 問 24で①（交付あり）を選択した方のみご回答ください

交付金の主な使途をご回答ください（複数回答可） n＝47 

№ カテゴリ ％ 

1 ①受講料の軽減（受講料に充当） 29.8 

2 ②会場費 14.9 

3 ③研修の講師謝金 19.1 

4 ④運営にかかる人件費 12.8 

5 ⑤その他 19.1 

無回答 51.1 

■問 24-2 交付金の主な使途 ⑤その他

1 研修を実施する上での全体的な経費に当て，受講料の軽減を図っている。 

2 全体経費が受講料収入で賄えない場合、県予算内で補助する 
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3 
・研修受講者全員が負担すべきでない経費（身体障害者受講支援の経費、募集案内送付経費） 

・受講者数の増減により研修事業費を受講料収入で賄えない場合に生じる事業費分 

4 実務研修実習指導者事前研修会開催費用 

5 研修全体に使途 

6 講師旅費、需要費 

7 補助金として交付 （補助額＝事業費－手数料収入） 

8 ②、③のほか、事業に必要な旅費、需用費、役務費など

9 研修等の委託料 

■問 25 独自に設定している要件を研修課程毎にご回答下さい

※特に昨年度から変更があった場合は変更点をご回答ください 

No カテゴリ 

1 実務研修 

・独自要件なし 

・なし 

・国の要綱通り 

・H28より特に変更なし 

2 専門研修課程Ⅰ 

3 専門研修課程Ⅱ 

4 再研修 

5 更新研修（実務未経験者） 

6 更新研修（実務経験者） 

7 主任介護支援専門員研修 

8 主任介護支援専門員更新研修 

■問 26 講師の育成を都道府県として行っていますか（１つ選択） n＝47

№ カテゴリ ％ 

1 ①実施した 17.0 

2 ②実施していない 40.4 

3 ③実施予定 4.3 

4 ④実施予定はない 10.6 

5 ⑤研修実施機関で実施 27.7 

無回答 0.0 

■問 26-1 問 26で②（実施していない）④（実施予定はない）を選択した方のみご回答ください

「実施していない」「実施予定はない」その理由を教えてください 

1 講師が不足していないため 

2 
研修講師の育成を目的とした研修は実施していないが、講師となりうる人材(主任介護支援専門員)の

指導力等を向上するための研修は実施している。 

3 研修実施機関にて講師を選定してきたため。（今後の都道府県の関わりについては検討課題としている。） 

4 予算措置が困難なため。 

5 講師を育成するための指導ができるスーパーバイザーや体制がなかったため。 

6 研修実施機関が行っているため 

7 研修機関に任せているため。 

8 必要性がないため 

9 県介護支援専門員協会が実施予定であるため 

10 実力ある人を選定し、事務局が研修カリキュラムの趣旨を説明している。 

11 
すでに当該研修に演習助手等としての経験を有する方に講師を依頼しているため。また、講師も受講

生と相互に学び合うという方針でいるため。 

12 実施方法、内容等がわからないため。 

13 現在講師となっているメンバーで人員は充足し、新たな講師の育成の必要性を感じていないため 

委託費 

n 8 6 3 11 1 1 10 10 

平 均 1126.6 840.0 988.7 564.7 280.0 553.0 596.2 830.5 

標準偏差 994.4 888.7 456.2 511.9 572.5 1027.3 

最小値 240 87 553 68 68 119 

最大値 3274 2381 1463 1693 1797 3431 

中央値 806 474.5 950 428.4 395 451 

■問 24 平成 29 年度の法定研修実施に対する地域医療介護総合確保基金の交付状況をご回答ください

（１つ選択）n＝47 

№ カテゴリ ％ 

1 ①交付あり 51.1 

2 ②交付なし 48.9 

無回答 0.0 

■問 24-1 問 24で①（交付あり）を選択した方のみご回答ください

交付額を回答ください。（回答可能な範囲で構いません） 

Ⅰ Ⅱ 

n 10 13 8 5 2 3 12 10 

平 均 333.3 459.3 642.9 331.6 292.5 489.4 368.8 225.7 

標準偏差 261.9 917.2 1196.7 251.8 399.5 188.6 500.6 176.4 

最小値 42 69 51 109 10 277.3 68 29 

最大値 867 3468 3576 723 575 638 1898 600 

中央値 333 181 226 292 292.5 553 197 156.25 

■問 24-2 問 24で①（交付あり）を選択した方のみご回答ください

交付金の主な使途をご回答ください（複数回答可） n＝47 

№ カテゴリ ％ 

1 ①受講料の軽減（受講料に充当） 29.8 

2 ②会場費 14.9 

3 ③研修の講師謝金 19.1 

4 ④運営にかかる人件費 12.8 

5 ⑤その他 19.1 

無回答 51.1 

■問 24-2 交付金の主な使途 ⑤その他

1 研修を実施する上での全体的な経費に当て，受講料の軽減を図っている。 

2 全体経費が受講料収入で賄えない場合、県予算内で補助する 
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14 他の研修の講師等、講師としての実績がある者に依頼しているため。 

15 必要性は感じているが、講師育成のノウハウがないため。 

16 先にファシリテーターとして経験を積んでもらっている 

17 
平成 28年度はファシリテーターの確保が困難であったため、平成 29年度はファシリテーターの養成

を優先した。 

18 ケアマネ協会等に人選をお願いしているため 

19 今後、実施について検討する 

20 
法定研修の講師としての育成はしていないが、圏域ごとに自立支援に向けたケアマネジメントに関す

る研修等を実施しているため。 

21 職能団体で研修を実施しているため 

22 講師に求められる専門的知識や経験等を考慮した結果、外部講師の方が適任であると考えているため。 

23 委託機関による調整会議を各研修ごとに行い、研修の質の向上を図っているため。 

■問 26-2 問 26で①（実施した）を選択した方のみご回答ください

実施した研修会等の方法や内容を教えてください 

1 

「主任介護支援専門員指導者養成研修」 現在講師及び支援者を担っていただいている方と今後担っ

ていただく予定の方を対象に，ケアマネ協会から講師を招き，計３日間の研修を実施。内容は，対人

援助の基本的な考え方や各研修のポイント，留意点等について。 

2 研修実施機関において、介護支援専門員指導者養成講習会（３日間１コース）を開催した。 

3 研修会に派遣 

4 主任介護支援専門員指導者養成研修を実施し、講師や演習ファシリテーターの養成を図った 

5 
地域医療介護総合確保基金を活用し、都道府県介護支援専門員協会に委託。講師としての心構え、必

要な知識、授業計画書作成演習、演習及び模擬講義演習等を行った。 

6 ・講師養成研修会（平成２８年度・２回） ・講師説明会（毎年度・年４回程度） 

7 

県介護支援専門員資質向上検討委員会で指導者養成研修受講者を決定し、県介護支援専門員協議会へ

委託している研修を受講する。研修内容は、提出事例を活用したロールプレイを含む研修で、その

後、実際の法定研修の見学を位置付けている。 

8 
演習における講師やファシリテーターの役割と助言・指導の進め方の講義、研修向上委員会での検討

状況やカリキュラム構成の目的等について伝達 

9 
法定研修の演習講師を新たに養成すること、講師間の共通認識及び研修資料の検討を行うため講義や

グループワーク等により研修を実施 

10 指導者として選定された方を対象に，指導者研修会を実施（委託） 

■問 27 ファシリテーターの育成を都道府県として行っていますか（１つ選択） n＝47

№ カテゴリ ％ 

1 ①実施した 21.3 

2 ②実施していない 27.7 

3 ③実施予定 2.1 

4 ④実施予定はない 10.6 

5 ⑤研修実施機関で実施 36.2 

無回答 2.1 
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■問 27-1 問 27で②（実施していない）④（実施予定はない）を選択した方のみご回答ください

「実施していない」「実施予定はない」その理由を教えてください 

1 ファシリテーターが不足していないため 

2 問 26-1回答同様。26-1で記載の研修会の中にファシリテ-ションに関しての内容も盛り込んでいる。 

3 研修実施機関にて講師を選定してきたため。（今後の都道府県の関わりについては検討課題としている。） 

4 予算措置が困難なため。 

5 研修実施機関が行っているため 

6 研修機関に任せているため。 

7 研修実施機関で実施しているため。 

8 法定研修と並行して実施するのが困難であるため 

9 
特化した研修会は開催していないが、初回ファシリテーターを依頼の際、事務局が役割を説明し、実

践の際にはベテランファシリテーターがフォローしている。 

10 主任介護支援専門員はすでにファシリテーターとしての力を備えている者であるため 

11 
現在ファシリテーターとなっているメンバーで人員は充足し、新たなファシリテーターの育成の必要

性を感じていないため 

12 ファシリテーターの実績がある者に依頼しているため。 

13 育成ノウハウがないため。 

14 ケアマネ協会等に人選をお願いしているため 

15 ファシリテーターがいないため 

16 研修実施機関が実施しているため。 

17 職能団体で研修を実施しているため 

■問 27-2 問 27で①（実施した）を選択した方のみご回答ください

実施した研修会等の方法や内容を教えてください 

1 問 26-2と同様の研修 

2 研修実施機関において、介護支援専門員指導者養成講習会（３日間１コース）を開催した。 

3 

研修名「ファシリテータースキルアップ研修」 

時間：「１日半」  

内容「ファシリテーション技術を学ぶ」「ケアプラン指導のポイント～ファシリテーション技術を使

って実践する～」 

4 １コース３回の講習会 

5 主任介護支援専門員指導者養成研修を実施し、講師や演習ファシリテーターの養成を図った 

6 
問 26－２同様に、地域医療介護総合確保基金を活用し、都道府県介護支援専門員協会に委託。講師

としての心構え、必要な知識、授業計画書作成演習、演習及び模擬講義演習等を行った。 

7 
・講師養成研修会（平成２８年度・２回） 

・講師説明会（毎年度・年４回程度） 

8 
介護支援専門員研修におけるファシリテーター活動について、個人ワーク、グループワークを行い、

まとめとして各グループで指南書を作成 

9 外部講師を招き、ファシリテーターの基礎的な内容について実施。 

10 指導者養成研修受講（新規）、指導者研修（現任）：自分の指導を振り返る（講義・演習）と実践 

11 
演習における講師やファシリテーターの役割と助言・指導の進め方の講義、研修向上委員会での検討

状況やカリキュラム構成の目的等について伝達 

12 
法定研修の演習講師を新たに養成すること、講師間の共通認識及び研修資料の検討を行うため講義や

グループワーク等により研修を実施 

13 問 26-2と同じ 

14 ファシリテーション技能に関する講義・演習を行った。 
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14 他の研修の講師等、講師としての実績がある者に依頼しているため。 

15 必要性は感じているが、講師育成のノウハウがないため。 

16 先にファシリテーターとして経験を積んでもらっている 

17 
平成 28年度はファシリテーターの確保が困難であったため、平成 29年度はファシリテーターの養成

を優先した。 

18 ケアマネ協会等に人選をお願いしているため 

19 今後、実施について検討する 

20 
法定研修の講師としての育成はしていないが、圏域ごとに自立支援に向けたケアマネジメントに関す

る研修等を実施しているため。 

21 職能団体で研修を実施しているため 

22 講師に求められる専門的知識や経験等を考慮した結果、外部講師の方が適任であると考えているため。 

23 委託機関による調整会議を各研修ごとに行い、研修の質の向上を図っているため。 

■問 26-2 問 26で①（実施した）を選択した方のみご回答ください

実施した研修会等の方法や内容を教えてください 

1 

「主任介護支援専門員指導者養成研修」 現在講師及び支援者を担っていただいている方と今後担っ

ていただく予定の方を対象に，ケアマネ協会から講師を招き，計３日間の研修を実施。内容は，対人

援助の基本的な考え方や各研修のポイント，留意点等について。 

2 研修実施機関において、介護支援専門員指導者養成講習会（３日間１コース）を開催した。 

3 研修会に派遣 

4 主任介護支援専門員指導者養成研修を実施し、講師や演習ファシリテーターの養成を図った 

5 
地域医療介護総合確保基金を活用し、都道府県介護支援専門員協会に委託。講師としての心構え、必

要な知識、授業計画書作成演習、演習及び模擬講義演習等を行った。 

6 ・講師養成研修会（平成２８年度・２回） ・講師説明会（毎年度・年４回程度） 

7 

県介護支援専門員資質向上検討委員会で指導者養成研修受講者を決定し、県介護支援専門員協議会へ

委託している研修を受講する。研修内容は、提出事例を活用したロールプレイを含む研修で、その

後、実際の法定研修の見学を位置付けている。 

8 
演習における講師やファシリテーターの役割と助言・指導の進め方の講義、研修向上委員会での検討

状況やカリキュラム構成の目的等について伝達 

9 
法定研修の演習講師を新たに養成すること、講師間の共通認識及び研修資料の検討を行うため講義や

グループワーク等により研修を実施 

10 指導者として選定された方を対象に，指導者研修会を実施（委託） 

■問 27 ファシリテーターの育成を都道府県として行っていますか（１つ選択） n＝47

№ カテゴリ ％ 

1 ①実施した 21.3 

2 ②実施していない 27.7 

3 ③実施予定 2.1 

4 ④実施予定はない 10.6 

5 ⑤研修実施機関で実施 36.2 

無回答 2.1 
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■問 28 講師、ファシリテーターの基準等を都道府県で独自に定めていますか（１つ選択） n＝47

№ カテゴリ ％ 

1 ①独自に定めている 8.5 

2 ②国の実施要綱の通り 91.5 

無回答 0.0 

■問 29 旧カリキュラム時（平成 27 年以前）と比較して新カリキュラム（平成 28 年以降）におけ

る講師・ファシリテーターの選定基準は変わりましたか（１つ選択） n＝47 

№ カテゴリ ％ 

1 ①変わった 19.1 

2 ②変わらない 80.9 

無回答 0.0 

■問 29-1 問 29で①（変わった）を選択した方のみご回答ください

変更点についてお書きください 

1 国の実施要綱通り 

2 
ファシリテーターを希望する主任介護支援専門員が新たに指導的役割を果たせるような取り組みを開

始した。 

3 

実務研修においては、従来は県介護支援専門員指導者のみが講師・ファシリテーターとして携わって

きたが、新カリキュラムとなり、国の要綱の規定に基づいて選定するうえで、科目によっては、一部

外部講師から選定するようになった。 

4 国の講師・ファシリテーター要件を基に選定基準を改定した。 

5 
国の要綱通りとしたため、一部の科目について、経験のある主任介護支援専門員を優先して講師に選

定した。 

6 
研修日程が増大した影響で講師（特に専門職に限られる場合）やファシリテーターの確保に苦慮して

いる 

7 相当の実務経験を重視（大学教員は減少） 

8 カリキュラム変更時に講師養成研修の回数を増加したことに伴い、上記「問２８－１」を要件とした 

9 今年度よりファシリテーター養成研修修了者を法定研修のファシリテーター候補として登録している。 
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2.研修実施機関向け調査

1）研修実施機関向け調査結果概要 

【図表 14】研修を実施した機関種別 

【図表 15】研修を計画的に運営する責任者（コースデザイン等を行っている担当者）の設置 

 

 

 

 

 

 

60.4

38.0

36.5

52.2

15.2

17.0

16.7

32.0

30.8

21.7

52.2

51.1

20.8

22.0

25.0

23.9

21.7

17

2.2

2.1

2.0

1.9

2.2

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①社会福祉協議会 ②都道府県介護支援専門員協会（協議会）

③介護支援専門員研修実施機関 ④地方公共団体

⑤その他 無回答

実務研修（n=48） 

専 門 研 修 課 程 Ⅰ

（n=50） 

専 門 研 修 課 程 Ⅱ

（n=52） 

再研修・更新研修

（n=46） 

主任介護支援専門員

研修（n=46） 

主任介護支援専門員

更新研修（n=47） 

52.1 

54.0 

55.8 

54.3 

58.7 

59.6 

4.2 

8.0 

7.7 

4.3 

8.7 

8.5 

43.8 

38.0 

36.5 

41.3 

32.6 

31.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①設置している ②設置予定 ③設置していない

実務研修（n=48） 

専 門 研 修 課 程 Ⅰ
（n=50） 

専 門 研 修 課 程 Ⅱ
（n=52） 

再 研 修 ・ 更 新 研 修
（n=46） 

主任介護支援専門員
研修（n=46） 

主任介護支援専門員
更新研修（n=47） 
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■問 28 講師、ファシリテーターの基準等を都道府県で独自に定めていますか（１つ選択） n＝47

№ カテゴリ ％ 

1 ①独自に定めている 8.5 

2 ②国の実施要綱の通り 91.5 

無回答 0.0 

■問 29 旧カリキュラム時（平成 27 年以前）と比較して新カリキュラム（平成 28 年以降）におけ

る講師・ファシリテーターの選定基準は変わりましたか（１つ選択） n＝47 

№ カテゴリ ％ 

1 ①変わった 19.1 

2 ②変わらない 80.9 

無回答 0.0 

■問 29-1 問 29で①（変わった）を選択した方のみご回答ください

変更点についてお書きください 

1 国の実施要綱通り 

2 
ファシリテーターを希望する主任介護支援専門員が新たに指導的役割を果たせるような取り組みを開

始した。 

3 

実務研修においては、従来は県介護支援専門員指導者のみが講師・ファシリテーターとして携わって

きたが、新カリキュラムとなり、国の要綱の規定に基づいて選定するうえで、科目によっては、一部

外部講師から選定するようになった。 

4 国の講師・ファシリテーター要件を基に選定基準を改定した。 

5 
国の要綱通りとしたため、一部の科目について、経験のある主任介護支援専門員を優先して講師に選

定した。 

6 
研修日程が増大した影響で講師（特に専門職に限られる場合）やファシリテーターの確保に苦慮して

いる 

7 相当の実務経験を重視（大学教員は減少） 

8 カリキュラム変更時に講師養成研修の回数を増加したことに伴い、上記「問２８－１」を要件とした 

9 今年度よりファシリテーター養成研修修了者を法定研修のファシリテーター候補として登録している。 
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【図表 16】その役割は誰が担っているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 17】法定研修に係るシラバス・演習の展開例を作成しているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

48.1 

54.8 

57.6 

48.1 

61.3 

68.8 

59.3 

38.7 

42.4 

44.4 

35.5 

40.6 

14.8 

12.9 

21.2 

14.8 

16.1 

15.6 

33.3 

25.8 

27.3 

40.7 

19.4 

25.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①研修向上委員会の委員 ②研修実施機関の職員 ③都道府県担当部局の職員 ④その他

実務研修（n=48） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅰ
（n=50） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅱ
（n=52） 
 
再 研 修 ・ 更 新 研 修
（n=46） 
 
主任介護支援専門員
研修（n=46） 
 
主任介護支援専門員
更新研修（n=47） 

40.4 

28.3 

41.3 

46.2 

42.0 

41.7 

21.3 

28.3 

17.4 

17.3 

22.0 

22.9 

12.8 

19.6 

8.7 

9.6 

12.0 

8.3 

10.6 

6.5 

4.3 

5.8 

8.0 

4.2 

14.9 

17.4 

26.1 

19.2 

16.0 

22.9 

0.0 

0.0 

2.2 

1.9 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①作成している

②科目によっては作成している

③演習部分のみ（または講義部分のみ）作成している（一つの科目の中で部分的に作成している）

④作成予定（検討中含む）

⑤作成していない（検討もしていない）

無回答

実務研修（n=48） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅰ
（n=50） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅱ
（n=52） 
 
再 研 修 ・ 更 新 研 修
（n=46） 
 
主任介護支援専門員
研修（n=46） 
 
主任介護支援専門員
更新研修（n=47） 
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【図表 18】シラバスの作成方法（作成者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 19】演習の展開例について「講師」「ファシリテーター」で共有しているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

95.8 

94.0 

90.4 

100.0 

76.1 

89.4 

2.1 

6.0 

5.8 

13.0 

10.6 

2.1 

3.8 

10.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①共有している ②共有していない 無回答

実務研修（n=48） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅰ
（n=50） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅱ
（n=52） 
 
再研修・更新研修
（n=46） 
 
主任介護支援専門員
研修（n=46） 
 
主任介護支援専門員
更新研修（n=47） 

2.9 

0.0 

3.2 

5.3 

5.3 

5.7 

22.9 

22.9 

9.7 

18.4 

18.4 

14.3 

34.3 

34.3 

32.3 

36.8 

36.8 

28.6 

37.1 

37.1 

51.6 

31.6 

34.2 

48.6 

2.9 

2.9 

3.2 

7.9 

5.3 

2.9 

0.0 

2.9 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①都道府県が作成 ②研修向上委員会が作成

③研修実施機関が作成 ④講師が作成（講師に作成を依頼）

⑤その他 無回答

実務研修（n=35） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅰ
（n=38） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅱ
（n=38） 
 
再 研 修 ・ 更 新 研 修
（n=31） 
 
主任介護支援専門員
研修（n=35） 
 
主任介護支援専門員
更新研修（n=35） 
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【図表 16】その役割は誰が担っているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 17】法定研修に係るシラバス・演習の展開例を作成しているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

48.1 

54.8 

57.6 

48.1 

61.3 

68.8 

59.3 

38.7 

42.4 

44.4 

35.5 

40.6 

14.8 

12.9 

21.2 

14.8 

16.1 

15.6 

33.3 

25.8 

27.3 

40.7 

19.4 

25.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①研修向上委員会の委員 ②研修実施機関の職員 ③都道府県担当部局の職員 ④その他

実務研修（n=48） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅰ
（n=50） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅱ
（n=52） 
 
再 研 修 ・ 更 新 研 修
（n=46） 
 
主任介護支援専門員
研修（n=46） 
 
主任介護支援専門員
更新研修（n=47） 

40.4 

28.3 

41.3 

46.2 

42.0 

41.7 

21.3 

28.3 

17.4 

17.3 

22.0 

22.9 

12.8 

19.6 

8.7 

9.6 

12.0 

8.3 

10.6 

6.5 

4.3 

5.8 

8.0 

4.2 

14.9 

17.4 

26.1 

19.2 

16.0 

22.9 

0.0 

0.0 

2.2 

1.9 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①作成している

②科目によっては作成している

③演習部分のみ（または講義部分のみ）作成している（一つの科目の中で部分的に作成している）

④作成予定（検討中含む）

⑤作成していない（検討もしていない）

無回答

実務研修（n=48） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅰ
（n=50） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅱ
（n=52） 
 
再 研 修 ・ 更 新 研 修
（n=46） 
 
主任介護支援専門員
研修（n=46） 
 
主任介護支援専門員
更新研修（n=47） 
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【図表 20】遅刻・早退者の取扱について （%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 21】講義・演習一体型科目における欠席者の取扱について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

70.2 

69.6 

73.9 

80.8 

80.0 

81.3 

14.9 

17.4 

10.9 

9.6 

8.0 

10.4 

14.9 

13.0 

10.9 

9.6 

10.0 

8.3 

0.0 

4.3 

0.0 

2.0 

0.0 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  100.0

実務研修（n=48） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅰ
（n=50） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅱ
（n=52） 
 
再研修・更新研修
（n=46） 
 
主任介護支援専門員
研修（n=46） 
 
主任介護支援専門員
更新研修（n=47） 

■①時間を決めて受け入れている  ■②受け入れていない  ■③その他 ■無回答 

38.3 

43.5 

30.4 

25.0 

28.0 

27.1 

38.3 

30.4 

37.0 

46.2 

50.0 

43.8 

8.5 

8.7 

8.7 

7.7 

8.0 

8.3 

12.8 

10.9 

17.4 

23.1 

18.0 

14.6 

19.1 

17.4 

15.2 

26.9 

26.0 

10.4 

4.3 

2.2 

0.0 

1.9 

0.0 

4.2 

34.0 

32.6 

39.1 

32.7 

32.0 

33.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①修了不可とし、別会場や次年度に全科目の再受講としている

②同一都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

③他の都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

④補講を開催して受講すれば可としている

⑤レポートの提出等をすれば修了可としている

⑥講義科目における欠席者の取扱を定めていない

⑦その他

無回答

実務研修（n=48） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅰ
（n=50） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅱ
（n=52） 
 
再研修・更新研修
（n=46） 
 
主任介護支援専門員
研修（n=46） 
 
主任介護支援専門員
更新研修（n=47） 
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【図表 22】受講要件設定について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 23】講師の養成に関する取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

66.0 

71.7 

91.3 

88.5 

90.0 

100.0 

34.0 

28.3 

6.5 

7.7 

10.0 

0.0 

0.0 

0.0 

2.2 

3.8 

0.0 

0.0 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  100.0

①介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り

②都道府県で独自の要件を設定している

無回答

実務研修（n=48） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅰ
（n=50） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅱ
（n=52） 
 
再研修・更新研修
（n=46） 
 
主任介護支援専門員
研修（n=46） 
 
主任介護支援専門員
更新研修（n=47） 

29.8 

30.4 

23.9 

28.8 

22.0 

16.7 

25.5 

23.9 

34.8 

36.5 

38.0 

33.3 

31.9 

37.0 

32.6 

25.0 

30.0 

35.4 

12.8 

8.7 

8.7 

9.6 

8.0 

12.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

2.0 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①講師向けの養成研修会を実施している

②講師間の連絡会等を開催している

③講師養成に関する取り組みは実施していない

④その他

無回答

実務研修（n=48） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅰ
（n=50） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅱ
（n=52） 
 
再研修・更新研修
（n=46） 
 
主任介護支援専門員
研修（n=46） 
 
主任介護支援専門員
更新研修（n=47） 
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【図表 20】遅刻・早退者の取扱について （%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 21】講義・演習一体型科目における欠席者の取扱について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

70.2 

69.6 

73.9 

80.8 

80.0 

81.3 

14.9 

17.4 

10.9 

9.6 

8.0 

10.4 

14.9 

13.0 

10.9 

9.6 

10.0 

8.3 

0.0 

4.3 

0.0 

2.0 

0.0 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  100.0

実務研修（n=48） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅰ
（n=50） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅱ
（n=52） 
 
再研修・更新研修
（n=46） 
 
主任介護支援専門員
研修（n=46） 
 
主任介護支援専門員
更新研修（n=47） 

■①時間を決めて受け入れている  ■②受け入れていない  ■③その他 ■無回答 

38.3 

43.5 

30.4 

25.0 

28.0 

27.1 

38.3 

30.4 

37.0 

46.2 

50.0 

43.8 

8.5 

8.7 

8.7 

7.7 

8.0 

8.3 

12.8 

10.9 

17.4 

23.1 

18.0 

14.6 

19.1 

17.4 

15.2 

26.9 

26.0 

10.4 

4.3 

2.2 

0.0 

1.9 

0.0 

4.2 

34.0 

32.6 

39.1 

32.7 

32.0 

33.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①修了不可とし、別会場や次年度に全科目の再受講としている

②同一都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

③他の都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

④補講を開催して受講すれば可としている

⑤レポートの提出等をすれば修了可としている

⑥講義科目における欠席者の取扱を定めていない

⑦その他

無回答

実務研修（n=48） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅰ
（n=50） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅱ
（n=52） 
 
再研修・更新研修
（n=46） 
 
主任介護支援専門員
研修（n=46） 
 
主任介護支援専門員
更新研修（n=47） 
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【図表 24】ファシリテーターの養成に関する取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 25】ガイドラインに示された科目ごとの時間数を、休憩時間を含むものとして捉えて実

施しているか（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

48.9 

47.8 

47.8 

50.0 

52.0 

50.0 

48.9 

47.8 

47.8 

50.0 

48.0 

50.0 

2.1 

4.3 

4.3 

0.0 

0.0 

0.0 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  100.0

実務研修（n=48） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅰ
（n=50） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅱ
（n=52） 
 
再研修・更新研修
（n=46） 
 
主任介護支援専門員
研修（n=46） 
 
主任介護支援専門員
更新研修（n=47） 

■①含んでいる ■②含んでいない（別に休憩時間を設定している） ■無回答 

10.6 

10.9 

0.0 

1.9 

2.0 

6.3 

46.8 

52.2 

30.4 

42.3 

40.0 

33.3 

14.9 

13.0 

17.4 

21.2 

22.0 

18.8 

27.7 

23.9 

43.5 

34.6 

32.0 

35.4 

4.3 

0.0 

6.5 

3.8 

6.0 

10.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①主任研修や主任更新研修等の法定研修の中でファシリテーター養成の内容を盛り込んでいる

②法定研修とは別にファシリテーター向けの養成研修会を実施している

③ファシリテーター間の連絡会等を開催している

④ファシリテーター養成に関する取り組みは実施していない

⑤その他

実務研修（n=48） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅰ
（n=50） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅱ
（n=52） 
 
再研修・更新研修
（n=46） 
 
主任介護支援専門員
研修（n=46） 
 
主任介護支援専門員
更新研修（n=47） 
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【図表 26】実習の手引きについて  n＝48 

 

 

 

 

 

 

【図表 27】研修趣旨に関する実習受入事業所向けの説明会の実施状況 n＝48 

 

 

 

 

 

 

【図表 28】説明会で使用した資料について n＝48 

 

 

 

 

 

 

【図表 29】実習指導における具体的な内容について n＝48 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①独自に定めた手引きがある

68.8 
②テキストを使用して対応している

25.0 

③その他

6.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①実施した 85.4 ②実施していない

10.4

③その他

6.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①実務研修テキストを

配布して使用した

4.2

④特に資料は使用は

しなかった

2.1

無回答

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

②実務研修テキストの 

各自持参を依頼した 0.0 

③独自の配布資料で行った 87.5 

47.9

6.3

20.8

2.1

16.7

4.2

2.1

0% 20% 40% 60%

①実習指導者に対し、実習中に指導すべき内容について、事前に

研修を開催した

②「実務研修ガイドライン」及び「介護支援専門員養成研修におけ

る実習受入に関する指針」の記載内容を共有した

③実習の手順や考え方等を詳細化した副教材（テキスト）を作成・

配布するなどにより、対応した

④主任介護支援専門員などの実習指導者となりうる層を対象とし

た研修を実施する際、実習中に指導すべき内容について組み込…

⑤とくに指導方法などは説明しなかった（各事業所に委ねた）

⑥その他

無回答

47

  

 

 

【図表 24】ファシリテーターの養成に関する取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 25】ガイドラインに示された科目ごとの時間数を、休憩時間を含むものとして捉えて実

施しているか（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

48.9 

47.8 

47.8 

50.0 

52.0 

50.0 

48.9 

47.8 

47.8 

50.0 

48.0 

50.0 

2.1 

4.3 

4.3 

0.0 

0.0 

0.0 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  100.0

実務研修（n=48） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅰ
（n=50） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅱ
（n=52） 
 
再研修・更新研修
（n=46） 
 
主任介護支援専門員
研修（n=46） 
 
主任介護支援専門員
更新研修（n=47） 

■①含んでいる ■②含んでいない（別に休憩時間を設定している） ■無回答 

10.6 

10.9 

0.0 

1.9 

2.0 

6.3 

46.8 

52.2 

30.4 

42.3 

40.0 

33.3 

14.9 

13.0 

17.4 

21.2 

22.0 

18.8 

27.7 

23.9 

43.5 

34.6 

32.0 

35.4 

4.3 

0.0 

6.5 

3.8 

6.0 

10.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①主任研修や主任更新研修等の法定研修の中でファシリテーター養成の内容を盛り込んでいる

②法定研修とは別にファシリテーター向けの養成研修会を実施している

③ファシリテーター間の連絡会等を開催している

④ファシリテーター養成に関する取り組みは実施していない

⑤その他

実務研修（n=48） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅰ
（n=50） 
 
専 門 研 修 課 程 Ⅱ
（n=52） 
 
再研修・更新研修
（n=46） 
 
主任介護支援専門員
研修（n=46） 
 
主任介護支援専門員
更新研修（n=47） 
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【図表 30】実習受け入れ機関の選定方法について n＝48 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 31】実習受け入れ機関への受講者の割り振りについて n＝48 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 39】実習に関する提出物（模擬ケアプラン等）の評価者について n＝48 

 

 

【図表 32】実習に関する提出物（模擬ケアプラン等）の評価者について n＝48 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

64.6

27.1

2.1

4.2

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

①特定事業所であればすべてを対象とした

②特定事業所のみならず、主任介護支援専門員が

いる居宅介護支援事業所も対象とした

③同行型研修のアドバイザー（主任介護支援専門

員）の所属する事業所

④独自の基準にて選定した

無回答

27.1

66.7

0

6.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

①受講者自身で探すよう説明した

②実習受け入れ機関は実施機関側で指定した

③探すのが困難な受講者についてのみ斡旋（あっせ

ん）した

④その他

27.1

20.8

31.3

20.8

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

①実習受け入れ機関に評価まで行うよう依頼した

②実施機関側で独自に行った

③研修講師に評価を依頼した

④特に提出物の評価はしなかった
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【図表 33】研修課程ごとの評価方法について（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 34】研修記録シートを活用した場合、事前・事後・3 か月後すべてを活用したか （%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0 

0.0 

2.6 

0.0 

0.0 

0.0 

85.4 

87.8 

84.6 

81.6 

84.1 

79.1 

22.0 

19.5 

15.4 

20.4 

27.3 

25.6 

2.4 

0.0 

2.6 

4.1 

6.8 

4.7 

31.7 

29.3 

0.0 

6.1 

6.8 

7.0 

24.4 

22.0 

23.1 

26.5 

29.5 

30.2 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  100.0

①テスト
②レポート
③口頭試験
④受講者間の相互評価
⑤実技
⑥講師・ファシリテーター等による評価（習熟度、受講姿勢、意欲等による総合的な評価）
⑦研修記録シート
無回答

実務研修（n=48） 

 

専 門 研 修 課 程 Ⅰ

（n=50） 

 

専 門 研 修 課 程 Ⅱ

（n=52） 

 

再研修・更新研修

（n=46） 

 

主任介護支援専門員

研修（n=46） 

 

主任介護支援専門員

更新研修（n=47） 

6.4 

10.9 

13.0 

7.7 

10.0 

10.4 

4.3 

2.2 

4.3 

3.8 

4.0 

10.4 

51.1 

54.3 

41.3 

44.2 

46.0 

35.4 

34.0 

32.6 

37.0 

40.4 

38.0 

43.8 

2.1 

0.0 

2.2 

1.9 

2.0 

0.0 

2.1 

0.0 

2.2 

1.9 

0.0 

0.0 

 0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0

①事前のみ ②事後のみ ③事前と事後 ④事前、事後、3か月後とも実施 ⑤その他 無回答

実務研修（n=48） 

 

専門研修課程Ⅰ

（n=50） 

 

専門研修課程Ⅱ

（n=52） 

 

再研修・更新研修

（n=46） 

 

主任介護支援専

門員研修（n=46） 

 

主任介護支援専

門 員 更 新 研 修

（n=47） 
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【図表 30】実習受け入れ機関の選定方法について n＝48 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 31】実習受け入れ機関への受講者の割り振りについて n＝48 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 39】実習に関する提出物（模擬ケアプラン等）の評価者について n＝48 

 

 

【図表 32】実習に関する提出物（模擬ケアプラン等）の評価者について n＝48 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

64.6

27.1

2.1

4.2

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

①特定事業所であればすべてを対象とした

②特定事業所のみならず、主任介護支援専門員が

いる居宅介護支援事業所も対象とした

③同行型研修のアドバイザー（主任介護支援専門

員）の所属する事業所

④独自の基準にて選定した

無回答

27.1

66.7

0

6.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

①受講者自身で探すよう説明した

②実習受け入れ機関は実施機関側で指定した

③探すのが困難な受講者についてのみ斡旋（あっせ

ん）した

④その他

27.1

20.8

31.3

20.8

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

①実習受け入れ機関に評価まで行うよう依頼した

②実施機関側で独自に行った

③研修講師に評価を依頼した

④特に提出物の評価はしなかった
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【図表 35】研修記録シートを一部でも活用した場合、集計をしたか (％) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 36】研修で実施される講義や演習等についてアンケートを行っている場合、その対象者(％) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3 

8.7 

8.7 

5.8 

10.0 

6.3 

6.4 

8.7 

8.7 

5.8 

8.0 

10.4 

44.7 

41.3 

43.5 

46.2 

40.0 

45.8 

44.7 

41.3 

39.1 

42.3 

42.0 

37.5 

 0.0  5.0  10.0  15.0  20.0  25.0  30.0  35.0  40.0  45.0  50.0

①集計した ②集計していない ③活用しなかった 無回答

実務研修（n=48） 

 

専 門 研 修 課 程 Ⅰ

（n=50） 

 

専 門 研 修 課 程 Ⅱ

（n=52） 

 

再研修・更新研修

（n=46） 

 

主任介護支援専門員

研修（n=46） 

 

主任介護支援専門員

更新研修（n=47） 

4.3 

2.2 

0.0 

0.0 

0.0 

2.1 

27.7 

26.1 

26.1 

23.1 

24.0 

20.8 

23.4 

21.7 

26.1 

38.5 

30.0 

31.3 

21.3 

23.9 

23.9 

30.8 

30.0 

29.2 

59.6 

67.4 

58.7 

57.7 

58.0 

56.3 

 0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0

①受講者向けに実施している ②講師向けに実施している

③ファシリテーター向けに実施している ④アンケートは実施していない

無回答

実務研修（n=48） 

 

専門研修課程Ⅰ

（n=50） 

 

専門研修課程Ⅱ

（n=52） 

 

再研修・更新研修

（n=46） 

 

主任介護支援専

門員研修（n=46） 

 

主任介護支援専

門 員 更 新 研 修

（n=47） 
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【図表 37】受講者による講師の評価について (％) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 38】研修評価の考え方や方法について講師・ファシリテーターへの周知方法（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実務研修（n=48） 

 

専門研修課程Ⅰ

（n=50） 

 

専門研修課程Ⅱ

（n=52） 

 

再研修・更新研修

（n=46） 

 

主任介護支援専

門員研修（n=46） 

 

主任介護支援専

門 員 更 新 研 修

（n=47） 

 

実務研修（n=48） 

 

専門研修課程Ⅰ

（n=50） 

 

専門研修課程Ⅱ

（n=52） 

 

再研修・更新研修

（n=46） 

 

主任介護支援専

門員研修（n=46） 

 

主任介護支援専

門 員 更 新 研 修

（n=47） 

42.6 

34.8 

37.0 

42.3 

38.0 

39.6 

2.1 

6.5 

6.5 

9.6 

12.0 

6.3 

34.0 

43.5 

43.5 

32.7 

36.0 

35.4 

17.0 

0.0 

8.7 

13.5 

12.0 

14.6 

4.3 

15.2 

4.3 

1.9 

2.0 

4.2 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  100.0

①講師・ファシリテーターを集めた説明会を開催している

②説明資料を作成して配布している

③特段の説明は実施していない

④その他：

無回答

29.8 

28.3 

26.1 

26.9 

24.0 

31.3 

66.0 

69.6 

71.7 

73.1 

74.0 

68.8 

4.3 

2.2 

2.2 

0.0 

2.0 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  100.0

①評価を実施している ②評価を実施していない 無回答
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【図表 35】研修記録シートを一部でも活用した場合、集計をしたか (％) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 36】研修で実施される講義や演習等についてアンケートを行っている場合、その対象者(％) 
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8.7 

5.8 
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6.3 

6.4 

8.7 

8.7 

5.8 

8.0 

10.4 

44.7 

41.3 

43.5 

46.2 

40.0 

45.8 

44.7 

41.3 

39.1 

42.3 

42.0 

37.5 

 0.0  5.0  10.0  15.0  20.0  25.0  30.0  35.0  40.0  45.0  50.0

①集計した ②集計していない ③活用しなかった 無回答

実務研修（n=48） 

 

専 門 研 修 課 程 Ⅰ

（n=50） 

 

専 門 研 修 課 程 Ⅱ

（n=52） 

 

再研修・更新研修

（n=46） 

 

主任介護支援専門員

研修（n=46） 

 

主任介護支援専門員

更新研修（n=47） 

4.3 

2.2 

0.0 

0.0 

0.0 

2.1 

27.7 

26.1 

26.1 

23.1 

24.0 

20.8 

23.4 

21.7 

26.1 

38.5 

30.0 

31.3 

21.3 

23.9 

23.9 

30.8 

30.0 

29.2 

59.6 

67.4 

58.7 

57.7 

58.0 

56.3 

 0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0

①受講者向けに実施している ②講師向けに実施している

③ファシリテーター向けに実施している ④アンケートは実施していない

無回答

実務研修（n=48） 

 

専門研修課程Ⅰ

（n=50） 

 

専門研修課程Ⅱ

（n=52） 

 

再研修・更新研修

（n=46） 

 

主任介護支援専

門員研修（n=46） 

 

主任介護支援専

門 員 更 新 研 修

（n=47） 

50 51 



  

 

 

【図表 39】研修評価の活用方法について（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 40】研修評価（フィードバック）の仕組みはできているか（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実務研修（n=48） 

 

専門研修課程Ⅰ

（n=50） 

 

専門研修課程Ⅱ

（n=52） 

 

再研修・更新研修

（n=46） 

 

主任介護支援専

門員研修（n=46） 

 

主任介護支援専

門 員 更 新 研 修

（n=47） 

実務研修（n=48） 
 
専門研修課程Ⅰ
（n=50） 
 
専門研修課程Ⅱ
（n=52） 
 
再研修・更新研修
（n=46） 
 
主任介護支援専
門員研修（n=46） 
 
主任介護支援専
門 員 更 新 研 修
（n=47） 

29.8 

26.1 

23.9 

25.0 

26.0 

33.3 

2.1 

2.2 

4.3 

5.8 

6.0 

2.1 

31.9 

30.4 

15.2 

21.2 

20.0 

14.6 

23.4 

21.7 

37.0 

32.7 

36.0 

41.7 

10.6 

13.0 

15.2 

9.6 

10.0 

8.3 

2.1 

6.5 

4.3 

5.8 

2.0 

0.0 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  100.0

①すでに仕組みは出来ており、都道府県や研修向上委員会と運用している

②現在、作成中

③今後、作成する予定がある

④現時点で作成予定はない

⑤その他

無回答

34.0 

21.7 

19.6 

30.8 

22.0 

25.0 

21.3 

21.7 

19.6 

19.2 

26.0 

20.8 

19.1 

21.7 

17.4 

21.2 

20.0 

22.9 

21.3 

26.1 

37.0 

25.0 

28.0 

29.2 

4.3 

8.7 

6.5 

3.8 

4.0 

2.1 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  100.0

①講師・ファシリテーターを集めた説明会（報告会）を開催している

②研修評価の結果について資料を作成して配布している

③特段の活用は実施していない

④その他：

無回答
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2）研修実施機関向け調査の全結果 

研修課程によって設問番号が異なるものについては、表組の左端に設問番号を記した。 

自由記述部分については、表組の左端の番号は JISX0401都道府県コードとはリンクしない。 

基本的に原文のままとしているが、回答都道府県名を特定できないようにした。 

以下、特に注記のない限り集計値の単位はすべて％（パーセンテージ）とする。 

 

■機関種別 

  

n 

①
社
会
福
祉
協
議
会 

②
都
道
府
県
介
護
支
援

専
門
員
協
会
（
協
議
会
） 

③
介
護
支
援
専
門
員 

研
修
実
施
機
関 

④
地
方
公
共
団
体 

⑤
そ
の
他 

無
回
答 

実務研修 48 60.4  16.7  20.8  0.0  0.0  2.1  

専門研修課程Ⅰ 50 38.0  32.0  22.0  0.0  2.0  6.0  

専門研修課程Ⅱ 52 36.5  30.8  25.0  0.0  1.9  5.8  

再研修・更新研修 46 52.2  21.7  23.9  0.0  0.0  2.2  

主任介護支援専門員研修 46 15.2  52.2  21.7  2.2  2.2  6.5  

主任介護支援専門員更新研修 47 17.0  51.1  17.0  2.1  4.3  8.5  

 

■問 1 平成 28年度に実施した実務研修の修了時期についてご回答ください（１つ選択）n＝48 

№ カテゴリ ％ 

1 ①平成 29年 3月までに修了 43.8  

2 ②平成 29年 4月以降に修了 56.3  

 無回答 0.0  

 

■問 2 平成 29年度（今年度）の実務研修の修了予定時期についてご回答ください（１つ選択） 

n＝48 

№ カテゴリ ％ 

1 ①平成 30年 3月までに修了 45.8  

2 ②平成 30年 4月以降に修了 54.2  

 無回答 0.0  
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【図表 39】研修評価の活用方法について（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 40】研修評価（フィードバック）の仕組みはできているか（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実務研修（n=48） 

 

専門研修課程Ⅰ

（n=50） 

 

専門研修課程Ⅱ

（n=52） 

 

再研修・更新研修

（n=46） 

 

主任介護支援専

門員研修（n=46） 

 

主任介護支援専

門 員 更 新 研 修

（n=47） 

実務研修（n=48） 
 
専門研修課程Ⅰ
（n=50） 
 
専門研修課程Ⅱ
（n=52） 
 
再研修・更新研修
（n=46） 
 
主任介護支援専
門員研修（n=46） 
 
主任介護支援専
門 員 更 新 研 修
（n=47） 

29.8 

26.1 

23.9 

25.0 

26.0 

33.3 

2.1 

2.2 

4.3 

5.8 

6.0 

2.1 

31.9 

30.4 

15.2 

21.2 

20.0 

14.6 

23.4 

21.7 

37.0 

32.7 

36.0 

41.7 

10.6 

13.0 

15.2 

9.6 

10.0 

8.3 

2.1 

6.5 

4.3 

5.8 

2.0 

0.0 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  100.0

①すでに仕組みは出来ており、都道府県や研修向上委員会と運用している

②現在、作成中

③今後、作成する予定がある

④現時点で作成予定はない

⑤その他

無回答

34.0 

21.7 

19.6 

30.8 

22.0 

25.0 

21.3 

21.7 

19.6 

19.2 

26.0 

20.8 

19.1 

21.7 

17.4 

21.2 

20.0 

22.9 

21.3 

26.1 

37.0 

25.0 

28.0 

29.2 

4.3 

8.7 

6.5 

3.8 

4.0 

2.1 

 0.0  20.0  40.0  60.0  80.0  100.0

①講師・ファシリテーターを集めた説明会（報告会）を開催している

②研修評価の結果について資料を作成して配布している

③特段の活用は実施していない

④その他：

無回答
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■問３ 研修全般の質やバランスを確保するため、研修課程毎または介護支援専門員研修全般に

おいて、各科目間や各研修課程間の連動性を調整し、齟齬が発生しないよう統括し、研修を計画

的に運営する責任者（コースデザイン等を行っている担当者）を設置しているかご回答ください。 

（１つ選択）（％） 

  

 

n 

①設置し

ている 

②現時点

ではいな

いが、設

置予定 

③設置し

ていない

（予定も

なし） 

無回答 

問３ 実務研修 48 52.1  4.2  43.8  0.0  

問１ 専門研修課程Ⅰ 50 54.0  8.0  38.0  0.0  

問１ 専門研修課程Ⅱ 52 55.8  7.7  36.5  0.0  

問１ 再研修・更新研修 46 54.3  4.3  41.3  0.0  

問１ 主任介護支援専門員研修 46 58.7  8.7  32.6  0.0  

問１ 主任介護支援専門員更新研修 47 59.6  8.5  31.9  0.0  

 

■問３-１ 【問３で①～②を選択した方のみ】その方の名称（呼び名）をご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 県介護支援専門員研修研修向上委員会・研修リーダー 

2 介護支援専門員研修委員会 

3 事務局 

4 介護支援専門員資質向上事業企画委員会 

5 実務研修委員長 

6 研修向上委員会 

7 介護支援専門員実務研修担当 

8 研修企画委員 

9 福祉カレッジ教務部教授 

10 専任講師 

11 県介護支援専門員研修企画・検討委員会実務部会 

12 
特に名称の検討はしていませんが、「担当主任」的な名称になるかと思います。また、今年度から指導

担当者・事務局による企画会議の中で、連動性を調整する場を持つようにしています。 

13 運営委員会 

14 介護支援専門員研修向上委員会介護支援専門員研修向上のためのワーキング会議 

15 社会福祉研修センター長 

16 生涯研修部 

17 指定・委託研修委員会 

18 介護支援専門員研修向上委員会検討部会 

19 法定研修運営委員会 

20 名称は無い。事務局の研修担当者が対応している。 

21 生涯研修委員会 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 介護支援専門員専門研修・更新研修（実務経験者）企画委員会 

2 県介護支援専門員研修向上委員会・研修リーダー 

3 県介護支援専門員研修委員会 

4 法定研修部長 

5 事務局 

6 介護支援専門員資質向上事業企画委員会 

7 各委員会には委員長、副委員長を配置（研修向上委員会のメンバーになる） 
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8 研修向上委員会 

9 介護支援専門員専門研修担当 

10 研修企画検討委員会 

11 専任講師 

12 県介護支援専門員研修企画・検討委員会専門Ⅰ・Ⅱ部会 

13 
特に名称の検討はしていませんが、「担当主任」的な名称になるかと思います。また、今年度から指導

担当者・事務局による企画会議の中で、連動性を調整する場を持つようにしています。 

14 運営委員会 

15 研修向上委員 

16 指導者養成・ガイドライン活用方法検討 WG 

17 介護支援専門員研修向上委員会検討部会 

18 指定・委託研修委員会 

19 法定研修運営委員 

20 
生涯研修部会を創設し、圏域の支部から研修員を出してもらい会議をして計画的に運営講師、サブ講

師、日程、会場の調整等を行っている。 

21 研修向上委員会 

22 生涯研修委員会 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 介護支援専門員専門研修・更新研修（実務経験者）企画委員会 

2 県介護支援専門員研修向上委員会・研修リーダー 

3 県介護支援専門員研修委員会 

4 法定研修部長 

5 事務局 

6 介護支援専門員資質向上事業企画委員会 

7 各委員会には委員長、副委員長を配置（研修向上委員会のメンバーになる） 

8 研修向上委員会研修検討委員会 

9 研修向上委員会 

10 介護支援専門員専門研修担当 

11 研修企画検討委員会 

12 未定 

13 専任講師 

14 県介護支援専門員研修企画・検討委員会専門Ⅰ・Ⅱ部会 

15 
特に名称の検討はしていませんが、「担当主任」的な名称になるかと思います。また、今年度から指導

担当者・事務局による企画会議の中で、連動性を調整する場を持つようにしています。 

16 現在はまだ具体的に決まっていない。 

17 研修事務局担当者 

18 運営委員会 

19 研修向上委員 

20 指導者養成・ガイドライン活用方法検討 WG 

21 介護支援専門員研修向上委員会検討部会 

22 指定・委託研修委員会 

23 法定研修運営委員会 

24 
生涯研修部会を創設し、圏域の支部から研修員を出してもらい会議をして計画的に運営講師、サブ講

師、日程、会場の調整等を行っている。 

25 研修向上委員会 

26 生涯研修委員会 

 

  

 

 

■問３ 研修全般の質やバランスを確保するため、研修課程毎または介護支援専門員研修全般に

おいて、各科目間や各研修課程間の連動性を調整し、齟齬が発生しないよう統括し、研修を計画

的に運営する責任者（コースデザイン等を行っている担当者）を設置しているかご回答ください。 

（１つ選択）（％） 

  

 

n 

①設置し

ている 

②現時点

ではいな

いが、設

置予定 

③設置し

ていない

（予定も

なし） 

無回答 

問３ 実務研修 48 52.1  4.2  43.8  0.0  

問１ 専門研修課程Ⅰ 50 54.0  8.0  38.0  0.0  

問１ 専門研修課程Ⅱ 52 55.8  7.7  36.5  0.0  

問１ 再研修・更新研修 46 54.3  4.3  41.3  0.0  

問１ 主任介護支援専門員研修 46 58.7  8.7  32.6  0.0  

問１ 主任介護支援専門員更新研修 47 59.6  8.5  31.9  0.0  

 

■問３-１ 【問３で①～②を選択した方のみ】その方の名称（呼び名）をご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 県介護支援専門員研修研修向上委員会・研修リーダー 

2 介護支援専門員研修委員会 

3 事務局 

4 介護支援専門員資質向上事業企画委員会 

5 実務研修委員長 

6 研修向上委員会 

7 介護支援専門員実務研修担当 

8 研修企画委員 

9 福祉カレッジ教務部教授 

10 専任講師 

11 県介護支援専門員研修企画・検討委員会実務部会 

12 
特に名称の検討はしていませんが、「担当主任」的な名称になるかと思います。また、今年度から指導

担当者・事務局による企画会議の中で、連動性を調整する場を持つようにしています。 

13 運営委員会 

14 介護支援専門員研修向上委員会介護支援専門員研修向上のためのワーキング会議 

15 社会福祉研修センター長 

16 生涯研修部 

17 指定・委託研修委員会 

18 介護支援専門員研修向上委員会検討部会 

19 法定研修運営委員会 

20 名称は無い。事務局の研修担当者が対応している。 

21 生涯研修委員会 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 介護支援専門員専門研修・更新研修（実務経験者）企画委員会 

2 県介護支援専門員研修向上委員会・研修リーダー 

3 県介護支援専門員研修委員会 

4 法定研修部長 

5 事務局 

6 介護支援専門員資質向上事業企画委員会 

7 各委員会には委員長、副委員長を配置（研修向上委員会のメンバーになる） 
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≪再研修・更新研修≫ 

1 県介護支援専門員研修向上委員会・研修リーダー 

2 県介護支援専門員研修委員会 

3 マネージメント講師会議及び講師連絡会議 

4 事務局 

5 介護支援専門員資質向上事業企画委員会 

6 実務研修委員長 

7 研修向上委員会 

8 福祉カレッジ教務部教授 

9 研修企画委員 

10 専任講師 

11 県介護支援専門員研修企画・検討委員会実務部会 

12 
特に名称の検討はしていませんが、「担当主任」的な名称になるかと思います。また、今年度から指導

担当者・事務局による企画会議の中で、連動性を調整する場を持つようにしています。 

13 現在はまだ具体的に決まっていない。 

14 運営委員会 

15 介護支援専門員研修向上委員会介護支援専門員研修向上のためのワーキング会議 

16 社会福祉研修センター長 

17 指定・委託研修委員会 

18 法定研修運営委員会 

19 
生涯研修部会をつくり、圏域の支部から研修員を出してもらい会議をして計画的に運営講師、サブ講

師、日程、会場の調整等を行っている。 

20 生涯研修委員会 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 主任介護支援専門員研修・主任介護支援専門員更新研修運営会議 

2 県介護支援専門員研修向上委員会・研修リーダー 

3 研修委員 

4 県介護支援専門員研修委員会 

5 事務局 

6 総括責任者 

7 各委員会には委員長、副委員長を配置（研修向上委員会のメンバーになる） 

8 研修向上委員会 

9 生涯研修体系構築推進委員会 

10 研修企画検討委員会 

11 研修検討委員会委員長 

12 県介護支援専門員研修企画・検討委員会主任・主任更新部会 

13 
特に名称の検討はしていませんが、「担当主任」的な名称になるかと思います。また、今年度から指導

担当者・事務局による企画会議の中で、連動性を調整する場を持つようにしています。 

14 現在はまだ具体的に決まっていない。 

15 法定研修内容検討部会 

16 法定研修担当委員 

17 運営委員会 

18 研修向上委員 

19 指定・委託研修委員会 

20 
生涯研修部会をつくり、圏域の支部から研修員を出してもらい会議をして計画的に運営講師、サブ講

師、日程、会場の調整等を行っている。 

21 研修向上委員会 

22 生涯研修委員会 
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≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 主任介護支援専門員研修・主任介護支援専門員更新研修運営会議 

2 県介護支援専門員研修向上委員会・研修リーダー 

3 研修委員 

4 県介護支援専門員研修委員会 

5 法定研修部長 

6 事務局 

7 総括責任者 

8 各委員会には委員長、副委員長を配置（研修向上委員会のメンバーになる） 

9 研修向上委員会研修検討委員会 

10 研修企画検討委員会 

11 研修検討委員会 

12 主任介護支援専門員更新研修推進委員会 

13 愛介連教育研修部 

14 県介護支援専門員研修企画・検討委員会主任・主任更新部会 

15 現在はまだ具体的に決まっていない。 

16 法定研修内容検討部会 

17 法定研修委員 

18 運営委員会 

19 研修向上委員 

20 指導者養成・ガイドライン活用方法検討 WG 

21 指定・委託研修委員会 

22 法定研修運営委員会 

23 研修向上委員会 

24 生涯研修委員会 

 

■問３－２ 【問３で①～②を選択した方のみ】その役割は誰が担っているかご回答ください 

（複数回答可）※研修向上委員会の説明は別シート【回答方法等】をご確認ください。 

  

 

n 

①
研
修
向
上
委
員
会
の
委
員 

②
研
修
実
施
機
関
の
職
員 

③
都
道
府
県
担
当
部
局
の
職
員 

④
そ
の
他 

無
回
答 

問３-２ 実務研修 27 48.1  59.3  14.8  33.3  0.0  

問１-２ 専門研修課程Ⅰ 31 54.8  38.7  12.9  25.8  6.5  

問１-２ 専門研修課程Ⅱ 33 57.6  42.4  21.2  27.3  3.0  

問１-２ 再研修・更新研修 27 48.1  44.4  14.8  40.7  0.0  

問１-２ 主任介護支援専門員研修 31 61.3  35.5  16.1  19.4  3.2  

問１-２ 主任介護支援専門員更新研修 32 68.8  40.6  15.6  25.0  0.0  
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≪再研修・更新研修≫ 

1 県介護支援専門員研修向上委員会・研修リーダー 

2 県介護支援専門員研修委員会 

3 マネージメント講師会議及び講師連絡会議 

4 事務局 

5 介護支援専門員資質向上事業企画委員会 

6 実務研修委員長 

7 研修向上委員会 

8 福祉カレッジ教務部教授 

9 研修企画委員 

10 専任講師 

11 県介護支援専門員研修企画・検討委員会実務部会 

12 
特に名称の検討はしていませんが、「担当主任」的な名称になるかと思います。また、今年度から指導

担当者・事務局による企画会議の中で、連動性を調整する場を持つようにしています。 

13 現在はまだ具体的に決まっていない。 

14 運営委員会 

15 介護支援専門員研修向上委員会介護支援専門員研修向上のためのワーキング会議 

16 社会福祉研修センター長 

17 指定・委託研修委員会 

18 法定研修運営委員会 

19 
生涯研修部会をつくり、圏域の支部から研修員を出してもらい会議をして計画的に運営講師、サブ講

師、日程、会場の調整等を行っている。 

20 生涯研修委員会 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 主任介護支援専門員研修・主任介護支援専門員更新研修運営会議 

2 県介護支援専門員研修向上委員会・研修リーダー 

3 研修委員 

4 県介護支援専門員研修委員会 

5 事務局 

6 総括責任者 

7 各委員会には委員長、副委員長を配置（研修向上委員会のメンバーになる） 

8 研修向上委員会 

9 生涯研修体系構築推進委員会 

10 研修企画検討委員会 

11 研修検討委員会委員長 

12 県介護支援専門員研修企画・検討委員会主任・主任更新部会 

13 
特に名称の検討はしていませんが、「担当主任」的な名称になるかと思います。また、今年度から指導

担当者・事務局による企画会議の中で、連動性を調整する場を持つようにしています。 

14 現在はまだ具体的に決まっていない。 

15 法定研修内容検討部会 

16 法定研修担当委員 

17 運営委員会 

18 研修向上委員 

19 指定・委託研修委員会 

20 
生涯研修部会をつくり、圏域の支部から研修員を出してもらい会議をして計画的に運営講師、サブ講

師、日程、会場の調整等を行っている。 

21 研修向上委員会 

22 生涯研修委員会 
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■問４ 貴都道府県では法定研修に係るシラバス・演習の展開例を作成していますか。最も近い

ものをご回答ください（１つ選択） 

※シラバスとは、講義の目的、講義の計画、事前準備、講義の進め方等の講義の全体像を示す文

書を指します 

  

 

n 

①
作
成
し
て
い
る 

②
科
目
に
よ
っ
て
は
作
成
し
て
い
る 

③
演
習
部
分
の
み
（
ま
た
は
講
義
部
分
の
み
）
作
成
し

て
い
る
（
一
つ
の
科
目
の
中
で
部
分
的
に
作
成
し
て
い
る
） 

④
作
成
予
定
（
検
討
中
含
む
） 

⑤
作
成
し
て
い
な
い
（
検
討
も
し
て
い
な
い
） 

無
回
答 

問４ 実務研修 48 41.7  22.9  8.3  4.2  22.9  0.0  

問２ 専門研修課程Ⅰ 50 42.0  22.0  12.0  8.0  16.0  0.0  

問２ 専門研修課程Ⅱ 52 46.2  17.3  9.6  5.8  19.2  1.9  

問２ 再研修・更新研修 46 41.3  17.4  8.7  4.3  26.1  2.2  

問２ 主任介護支援専門員研修 46 28.3  28.3  19.6  6.5  17.4  0.0  

問２ 主任介護支援専門員更新研修 47 40.4  21.3  12.8  10.6  14.9  0.0  

 

■問４－１ 【問４で①～③を選択した方のみ】シラバスの作成方法について最も近いものをご

回答ください（１つ選択） 

  

 

n 

①
都
道
府
県
が
作
成 

②
研
修
向
上
委
員
会
が
作
成 

③
研
修
実
施
機
関
が
作
成 

④
講
師
が
作
成 

（
講
師
に
作
成
を
依
頼
） 

⑤
そ
の
他 

無
回
答 

問４－１ 実務研修 35 5.7  14.3  28.6  48.6  2.9  0.0  

問２－１ 専門研修課程Ⅰ 38 5.3  18.4  36.8  34.2  5.3  0.0  

問２－１ 専門研修課程Ⅱ 38 5.3  18.4  36.8  31.6  7.9  0.0  

問２－１ 再研修・更新研修 31 3.2  9.7  32.3  51.6  3.2  0.0  

問２－１ 主任介護支援専門員研修 35 0.0  22.9  34.3  37.1  2.9  2.9  

問２－１ 主任介護支援専門員更新研修 35 2.9  22.9  34.3  37.1  2.9  0.0  
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■問４－２ 演習の展開例について「講師」「ファシリテーター」で共有しているか、ご回答く

ださい （１つ選択）  

  

 

n 

①共有して

いる 

②共有して

いない 

無回答 

問４－２ 実務研修 48 95.8  2.1  2.1  

問３ 専門研修課程Ⅰ 50 94.0  6.0  0.0  

問３ 専門研修課程Ⅱ 52 90.4  5.8  3.8  

問３ 再研修・更新研修 46 100.0  0.0  0.0  

問３ 主任介護支援専門員研修 46 76.1  13.0  10.9  

問３ 主任介護支援専門員更新研修 47 89.4  10.6  0.0  

 

■問５ 遅刻・早退者の取扱についてご回答ください（１つ選択） 

  

 

n 

①時間を

決めて受

け入れて

いる 

②受け入

れていな

い 

③その他 無回答 

問５ 実務研修 48 81.3  10.4  8.3  0.0 

問４ 専門研修課程Ⅰ 50 80.0  8.0  10.0  2.0 

問４ 専門研修課程Ⅱ 52 80.8  9.6  9.6  0.0 

問４ 再研修・更新研修 46 73.9  10.9  10.9  4.3 

問４ 主任介護支援専門員研修 46 69.6  17.4  13.0  0.0 

問４ 主任介護支援専門員更新研修 47 70.2  14.9  14.9  0.0 

 

■問５－１ 【問５で①（時間を決めて受け入れている）を選択した方のみ】 

具体的な取り決め等がありましたらご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 公けには遅刻厳禁。対応としては 30分未満の遅刻までは受入れ。 

2 研修開始時刻から 30分以内であれば受け入れている。 

3 研修実施機関で内規を定めている 

4 

原則開始 10 分以内であれば受講可としている。また，天候等による公共交通機関の遅延の場合，講

師及び県担当者と相談の上，30分以内の遅刻については受講可とすることがある。その際，研修内

容によってはレポートの提出を求める場合もある。 

5 概ね 20～30 分程度としている。 

6 遅刻・早退のあった場合は県に報告し協議のうえ対応を決めている。 

7 １日あたり 10分の遅刻、離席までは可としている。 

8 遅刻は 10分のみ認めている 

9 開始 30分前までは遅刻として認める。早退は認めていない。 

10 遅刻・早退ともに、30分間を限度に受け入れている 

11 
遅刻の場合、公共交通機関の遅れによる場合に限り、研修開始後 30分以内の遅刻であること、会場

到着時に遅延証明書を受付に提出できることが前提 

12 
20分以上の遅刻はどんな事情であれ認めないが、以内であれば遅延証明書の提示等、遅刻理由によ

り認めることもある。 

13 研修開始から 20分まで受け入れ可としている。早退は原則認めていない。 

14 20分以内なら可 

15 30分以内まで可 

16 やむを得ない理由がある場合に限り時間を限って受け入れる。 

17 30分まではレポート提出、合計 1時間以上は未修了 

18 30分以内→受講可。その科目のレポートを課す。30分以上→欠席扱い。 
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■問４ 貴都道府県では法定研修に係るシラバス・演習の展開例を作成していますか。最も近い

ものをご回答ください（１つ選択） 

※シラバスとは、講義の目的、講義の計画、事前準備、講義の進め方等の講義の全体像を示す文

書を指します 

  

 

n 

①
作
成
し
て
い
る 

②
科
目
に
よ
っ
て
は
作
成
し
て
い
る 

③
演
習
部
分
の
み
（
ま
た
は
講
義
部
分
の
み
）
作
成
し

て
い
る
（
一
つ
の
科
目
の
中
で
部
分
的
に
作
成
し
て
い
る
） 

④
作
成
予
定
（
検
討
中
含
む
） 

⑤
作
成
し
て
い
な
い
（
検
討
も
し
て
い
な
い
） 

無
回
答 

問４ 実務研修 48 41.7  22.9  8.3  4.2  22.9  0.0  

問２ 専門研修課程Ⅰ 50 42.0  22.0  12.0  8.0  16.0  0.0  

問２ 専門研修課程Ⅱ 52 46.2  17.3  9.6  5.8  19.2  1.9  

問２ 再研修・更新研修 46 41.3  17.4  8.7  4.3  26.1  2.2  

問２ 主任介護支援専門員研修 46 28.3  28.3  19.6  6.5  17.4  0.0  

問２ 主任介護支援専門員更新研修 47 40.4  21.3  12.8  10.6  14.9  0.0  

 

■問４－１ 【問４で①～③を選択した方のみ】シラバスの作成方法について最も近いものをご

回答ください（１つ選択） 

  

 

n 

①
都
道
府
県
が
作
成 

②
研
修
向
上
委
員
会
が
作
成 

③
研
修
実
施
機
関
が
作
成 

④
講
師
が
作
成 

（
講
師
に
作
成
を
依
頼
） 

⑤
そ
の
他 

無
回
答 

問４－１ 実務研修 35 5.7  14.3  28.6  48.6  2.9  0.0  

問２－１ 専門研修課程Ⅰ 38 5.3  18.4  36.8  34.2  5.3  0.0  

問２－１ 専門研修課程Ⅱ 38 5.3  18.4  36.8  31.6  7.9  0.0  

問２－１ 再研修・更新研修 31 3.2  9.7  32.3  51.6  3.2  0.0  

問２－１ 主任介護支援専門員研修 35 0.0  22.9  34.3  37.1  2.9  2.9  

問２－１ 主任介護支援専門員更新研修 35 2.9  22.9  34.3  37.1  2.9  0.0  
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19 原則として遅刻は認めていないが、内規で止むを得ない事情等により、30分未満は受け入れている。 

20 30分以上受講できない状態が続いた時 

21 1～10分までは理由書記載により可。11～30分まではレポート提出により可。 

22 講義研修 15 分演習研修 20分 

23 研修開始後 30分以内・研修修了前 30分以降は遅刻、早退を認めています。 

24 

１科目当たり 15分以上の遅刻、離席、早退が認められた場合は当該科目の履修を認めない。１研修

当たり、累積 30分以上の遅刻、離席、早退が認められた場合は当該研修の履修を認めない。（県介

護支援専門員研修修了認定基準要領） 

25 原則 15分以内であれば受入れる。それ以上の場合は、理由によって検討。 

26 30分以上の遅刻、途中退席した場合は、欠席したものとして取り扱う。 

27 一科目 30分以内 

28 研修開始後 30分以内の遅刻に限り受講を認めている。 

29 遅刻 15分以内。早退は受け入れていない。 

30 10分以内であれば受け入れている。 

31 
30分未満の場合は、やむを得ない事由以外の場合は口頭注意。30分以上の場合は、遅刻理由等を勘

案して補習レポートを課す。科目の半分超の場合は、欠科とみなし補習対応。 

32 
開始 10分以内であり、正当な理由がある場合に限り、別途レポートの提出をもって受講とみなして

います。 

33 やむを得ない事情であれば、20分まで認めている。ただし、取扱いについて見直し予定。 

34 公共交通機関の遅延以外は概ね 30分を目安にしている。 

35 県と協議し、30分未満の遅刻・早退者については受け入れている。 

36 30分までの遅刻は１回に限り受け入れている 

37 遅刻・早退の連絡は必ず事前にするものとし、30分以上の遅刻・早退は認めない。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 

遅刻・早退・中抜けは 30分以内まで認めている。30分を超える場合は欠席扱いとし、他のコースで同

一講義を振替え受講することで修了できるよう取り計らっている。最終回の日程を欠席した場合は、や

むを得ない理由であると認められ、かつ介護支援専門員証の更新手続き上、年度内に修了する必要があ

るかどうかで補講対象とするか否かを判断している。やむを得ない理由とは、原則、公共交通機関の遅

れ、２親等以内の親族の生命に関わる事象の発生、災害その他これに匹敵するものとしている。 

2 開始時間・終了時間の前後 30 分以内 

3 研修実施機関内部規定 

4 

原則開始 10 分以内であれば受講可としている。また，天候等による公共交通機関の遅延の場合，講

師及び県担当者と相談の上，30分以内の遅刻については受講可とすることがある。その際，研修内

容によってはレポートの提出を求める場合もある。 

5 概ね 20～30 分程度としている。 

6 

①概ね 10分以内の場合は注意勧告のみとする。ただし、数分の遅刻でも複数回に渡る場合などは、

受講態度の問題として修了評価において審議し、相応の対処を講じる。 

②概ね 10分以上 30分以内の場合は、事務局から講師に依頼し、未受講部分についてレポートによる

評価を実施する。ただし、複数回に渡る場合などは、修了評価において審議の対象とする。 

③概ね 30分以上の場合は欠席と同様に扱う。事務局は受講者に遅刻の理由を確認し、要件に当ては

まる場合は、代替手段による対応を行う。 

7 
（遅刻）科目の規定時間の 1/6までの時間の遅刻は受け入れる。時間によって、レポートの提出等を

求める。 

8 15分以内の遅刻・早退のみ受け入れいている 

9 遅刻は 10分のみ認めている 

10 公共交通機関の遅延によるものについては、研修開始 30 分までは参加可能 

11 電車遅延のみ受入（遅延証明証が必要） 

12 30分以内の遅刻まで受け入れている 

13 研修日の電車遅延のみ遅延証明書持参された場合は救済 
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14 
20分以上の遅刻はどんな事情であれ認めないが、以内であれば遅延証明書の提示等、遅刻理由によ

り認めることもある。 

15 研修開始から 20分まで受け入れ可としている。早退は原則認めていない。 

16 講義開始 20 分までは入場・受講可能 

17 30分以内まで可 

18 やむを得ない理由がある場合に限り時間を限って受け入れる。 

19 30分まではレポート提出、合計 1時間以上は未修了 

20 30分以内→受講可。その科目のレポートを課す。30分以上→欠席扱い。早退は欠席扱い。 

21 原則として遅刻は認めていないが、内規で止むを得ない事情等により、３０分未満は受け入れている。 

22 30分以上受講できない状態が続いた時 

23 1～10分までは理由書記載により可。11～30分まではレポート提出により可。 

24 

１科目当たり 15分以上の遅刻、離席、早退が認められた場合は当該科目の履修を認めない。１研修

当たり、累積 30分以上の遅刻、離席、早退が認められた場合は当該研修の履修を認めない。（県介

護支援専門員研修修了認定基準要領） 

25 原則 15分以内であれば受入れる。それ以上の場合は、理由によって検討。 

26 30分以上の遅刻、途中退席した場合は、欠席したものとして取り扱う。 

27 30分以内の遅刻・早退は受講可。 

28 
20分以内の遅刻は認める（但し、やむを得ない理由（葬儀・災害・怪我・病気・公共交通機関の遅

れ等）に限る）。 

29 遅刻は、概ね 15分以内であれば受講を認める。 

30 10分以内であれば受け入れている。 

31 
30分未満の場合は、やむを得ない事由以外の場合は口頭注意。30分以上の場合は、遅刻理由等を勘

案して補習レポートを課す。科目の半分超の場合は、欠科とみなし補習対応。 

32 
開始 10分以内であり、正当な理由がある場合に限り、別途レポートの提出をもって受講とみなしい

ています。 

33 やむを得ない事情であれば、20分まで認めている。ただし、取扱いについて見直し予定。 

34 公共交通機関の遅延以外は概ね 30分を目安にしている。 

35 
研修開始後 20分以内で会場にあに合えば、ペナルティ―をもうけ、その項目に応じた課題を出しレ

ポートを記載してもらっている。（2000字以内） 

36 30分までの遅刻は１回に限り受け入れている 

37 遅刻・早退の連絡は必ず事前にするものとし、30分以上の遅刻・早退は認めない。 

38 20分以上の遅刻は不可 

39 やむを得ない理由等で、30分以内なら、可能としている。 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 

遅刻・早退・中抜けは 30分以内まで認めている。30分を超える場合は欠席扱いとし、他のコースで同

一講義を振替え受講することで修了できるよう取り計らっている。最終回の日程を欠席した場合は、や

むを得ない理由であると認められ、かつ介護支援専門員証の更新手続き上、年度内に修了する必要があ

るかどうかで補講対象とするか否かを判断している。やむを得ない理由とは、原則、公共交通機関の遅

れ、２親等以内の親族の生命に関わる事象の発生、災害その他これに匹敵するものとしている。 

2 開始時間・終了時間の前後３０分以内 

3 実施機関で内規を決めている 

4 

原則開始 10 分以内であれば受講可としている。また，天候等による公共交通機関の遅延の場合，講

師及び県担当者と相談の上，30分以内の遅刻については受講可とすることがある。その際，研修内

容によってはレポートの提出を求める場合もある。 

5 概ね 20～30 分程度としている。 

6 

①概ね 10分以内の場合は注意勧告のみとする。ただし、数分の遅刻でも複数回に渡る場合などは、

受講態度の問題として修了評価において審議し、相応の対処を講じる。 

②概ね 10分以上 30分以内の場合は、事務局から講師に依頼し、未受講部分についてレポートによる評

価を実施する。ただし、複数回に渡る場合などは、修了評価において審議の対象とする。 

  

 

 

19 原則として遅刻は認めていないが、内規で止むを得ない事情等により、30分未満は受け入れている。 

20 30分以上受講できない状態が続いた時 

21 1～10分までは理由書記載により可。11～30分まではレポート提出により可。 

22 講義研修 15 分演習研修 20分 

23 研修開始後 30分以内・研修修了前 30分以降は遅刻、早退を認めています。 

24 

１科目当たり 15分以上の遅刻、離席、早退が認められた場合は当該科目の履修を認めない。１研修

当たり、累積 30分以上の遅刻、離席、早退が認められた場合は当該研修の履修を認めない。（県介

護支援専門員研修修了認定基準要領） 

25 原則 15分以内であれば受入れる。それ以上の場合は、理由によって検討。 

26 30分以上の遅刻、途中退席した場合は、欠席したものとして取り扱う。 

27 一科目 30分以内 

28 研修開始後 30分以内の遅刻に限り受講を認めている。 

29 遅刻 15分以内。早退は受け入れていない。 

30 10分以内であれば受け入れている。 

31 
30分未満の場合は、やむを得ない事由以外の場合は口頭注意。30分以上の場合は、遅刻理由等を勘

案して補習レポートを課す。科目の半分超の場合は、欠科とみなし補習対応。 

32 
開始 10分以内であり、正当な理由がある場合に限り、別途レポートの提出をもって受講とみなして

います。 

33 やむを得ない事情であれば、20分まで認めている。ただし、取扱いについて見直し予定。 

34 公共交通機関の遅延以外は概ね 30分を目安にしている。 

35 県と協議し、30分未満の遅刻・早退者については受け入れている。 

36 30分までの遅刻は１回に限り受け入れている 

37 遅刻・早退の連絡は必ず事前にするものとし、30分以上の遅刻・早退は認めない。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 

遅刻・早退・中抜けは 30分以内まで認めている。30分を超える場合は欠席扱いとし、他のコースで同

一講義を振替え受講することで修了できるよう取り計らっている。最終回の日程を欠席した場合は、や

むを得ない理由であると認められ、かつ介護支援専門員証の更新手続き上、年度内に修了する必要があ

るかどうかで補講対象とするか否かを判断している。やむを得ない理由とは、原則、公共交通機関の遅

れ、２親等以内の親族の生命に関わる事象の発生、災害その他これに匹敵するものとしている。 

2 開始時間・終了時間の前後 30 分以内 

3 研修実施機関内部規定 

4 

原則開始 10 分以内であれば受講可としている。また，天候等による公共交通機関の遅延の場合，講

師及び県担当者と相談の上，30分以内の遅刻については受講可とすることがある。その際，研修内

容によってはレポートの提出を求める場合もある。 

5 概ね 20～30 分程度としている。 

6 

①概ね 10分以内の場合は注意勧告のみとする。ただし、数分の遅刻でも複数回に渡る場合などは、

受講態度の問題として修了評価において審議し、相応の対処を講じる。 

②概ね 10分以上 30分以内の場合は、事務局から講師に依頼し、未受講部分についてレポートによる

評価を実施する。ただし、複数回に渡る場合などは、修了評価において審議の対象とする。 

③概ね 30分以上の場合は欠席と同様に扱う。事務局は受講者に遅刻の理由を確認し、要件に当ては

まる場合は、代替手段による対応を行う。 

7 
（遅刻）科目の規定時間の 1/6までの時間の遅刻は受け入れる。時間によって、レポートの提出等を

求める。 

8 15分以内の遅刻・早退のみ受け入れいている 

9 遅刻は 10分のみ認めている 

10 公共交通機関の遅延によるものについては、研修開始 30 分までは参加可能 

11 電車遅延のみ受入（遅延証明証が必要） 

12 30分以内の遅刻まで受け入れている 

13 研修日の電車遅延のみ遅延証明書持参された場合は救済 
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③概ね 30分以上の場合は欠席と同様に扱う。事務局は受講者に遅刻の理由を確認し、要件に当ては

まる場合は、代替手段による対応を行う。 

7 
（遅刻）科目の規定時間の 1/6までの時間の遅刻は受け入れる。時間によって、レポートの提出等を

求める。 

8 15分以内の遅刻・早退のみ受け入れいている 

9 遅刻は 10分のみ認めている 

10 公共交通機関の遅延によるものについては、研修開始 30 分までは参加可能 

11 電車遅延のみ受入（遅延証明証が必要） 

12 30分以内の遅刻まで受け入れている 

13 
遅刻の場合、公共交通機関の遅れによる場合に限り、研修開始後 30分以内の遅刻であること、会場

到着時に遅延証明書を受付に提出できることが前提 

14 
20分以上の遅刻はどんな事情であれ認めないが、以内であれば遅延証明書の提示等、遅刻理由によ

り認めることもある。 

15 遅刻は、講義開始 20分後まで認める。 

16 研修開始から 20分まで受け入れ可としている。早退は原則認めていない。 

17 講義開始 20 分までは入場、受講可。 

18 30分以内まで可 

19 やむを得ない理由がある場合に限り時間を限って受け入れる。 

20 30分まではレポート提出、合計 1時間以上は未修了 

21 原則として遅刻は認めていないが、内規で止むを得ない事情等により、３０分未満は受け入れている。 

22 30分以上受講できない状態が続いた時 

23 1～10分までは理由書記載により可。11～30分まではレポート提出により可。 

24 公共交通機関の遅延の場合のみ、30 分以内の入室を認める（遅延証明必要） 

25 

１科目当たり 15分以上の遅刻、離席、早退が認められた場合は当該科目の履修を認めない。１研修

当たり、累積 30分以上の遅刻、離席、早退が認められた場合は当該研修の履修を認めない。（県介

護支援専門員研修修了認定基準要領） 

26 原則 15分以内であれば受入れる。それ以上の場合は、理由によって検討。 

27 30分以上の遅刻、途中退席した場合は、欠席したものとして取り扱う。 

28 30分以内の遅刻・早退は受講可。 

29 
20分以内の遅刻は認める（但し、やむを得ない理由（葬儀・災害・怪我・病気・公共交通機関の遅

れ等）に限る）。 

30 遅刻は、概ね 15分以内であれは受講を認める 

31 10分以内であれば受け入れている。 

32 
30分未満の場合は、やむを得ない事由以外の場合は口頭注意。30分以上の場合は、遅刻理由等を勘

案して補習レポートを課す。科目の半分超の場合は、欠科とみなし補習対応。 

33 
開始 10分以内であり、正当な理由がある場合に限り、別途レポートの提出をもって受講とみなしい

ています。 

34 やむを得ない事情であれば、20分まで認めている。ただし、取扱いについて見直し予定。 

35 公共交通機関の遅延以外は概ね 30分を目安にしている。 

36 
研修開始後 20分以内で会場にあに合えば、ペナルティ―をもうけ、その項目に応じた課題を出しレ

ポートを記載してもらっている。（2000字以内） 

37 30分までの遅刻は１回に限り受け入れている 

38 遅刻・早退の連絡は必ず事前にするものとし、30分以上の遅刻・早退は認めない。 

39 20分以上の遅刻は不可 

40 やむを得ない理由等で、30分以内なら、可能としている。 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 公けには遅刻厳禁。対応としては 30分未満の遅刻までは受入れ。 

2 開始時刻から 30分以内であれば受け入れている。 

3 研修実施機関内部規定 
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4 

原則開始 10 分以内であれば受講可としている。また，天候等による公共交通機関の遅延の場合，講

師及び県担当者と相談の上，30分以内の遅刻については受講可とすることがある。その際，研修内

容によってはレポートの提出を求める場合もある。 

5 概ね 20～30 分程度としている。 

6 遅刻・早退のあった場合は県に報告し協議のうえ対応を決めている。 

7 遅刻は 10分のみ認めている 

8 公共交通機関の遅延によるものについては、研修開始 30 分までは参加可能 

9 電車遅延のみ受入（遅延証明証が必要） 

10 遅刻・早退ともに、30分間を限度に受け入れている 

11 
遅刻の場合、公共交通機関の遅れによる場合に限り、研修開始後 30分以内の遅刻であること、会場

到着時に遅延証明書を受付に提出できることが前提 

12 
20分以上の遅刻はどんな事情であれ認めないが、以内であれば遅延証明書の提示等、遅刻理由によ

り認めることもある。 

13 30分以内まで可 

14 やむを得ない理由がある場合に限り時間を限って受け入れる。 

15 30分まではレポート提出、合計 1時間以上は未修了 

16 原則として遅刻は認めていないが、内規で止むを得ない事情等により、３０分未満は受け入れている。 

17 30分以上受講できない状態が続いた時 

18 1～10分までは理由書記載により可。11～30分まではレポート提出により可。 

19 

１科目当たり 15分以上の遅刻、離席、早退が認められた場合は当該科目の履修を認めない。１研修

当たり、累積 30分以上の遅刻、離席、早退が認められた場合は当該研修の履修を認めない。（県介

護支援専門員研修修了認定基準要領） 

20 原則 15分以内であれば受入れる。それ以上の場合は、理由によって検討。 

21 30分以上の遅刻、途中退席した場合は、欠席したものとして取り扱う。 

22 １科目 30分以内 

23 研修開始後 30分以内の遅刻に限り受講を認めている。 

24 遅刻は、概ね 15分以内であれば受講を認める 

25 10分以内であれば受け入れている。 

26 
30分未満の場合は、やむを得ない事由以外の場合は口頭注意。30分以上の場合は、遅刻理由等を勘

案して補習レポートを課す。科目の半分超の場合は、欠科とみなし補習対応。 

27 やむを得ない事情であれば、20分まで認めている。ただし、取扱いについて見直し予定。 

28 公共交通機関の遅延以外は概ね 30分を目安にしている。 

29 

研修開始後 20分以内で会場にあに合えば、ペナルティ―をもうけ、その項目に応じた課題を出しレ

ポートを記載してもらっている。（2000字以内）早退（親族の死亡等）した場合は、補講をしても

らっている。 

30 30分までの遅刻は１回に限り受け入れている 

31 遅刻・早退の連絡は必ず事前にするものとし、30分以上の遅刻・早退は認めない。 

32 やむを得ない理由等で、30分以内なら、可能としている。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 

遅刻・早退・中抜けは 30 分以内まで認めている。30分を超える場合は欠席扱いとし、他のコースで

同一講義を振替え受講することで修了できるよう取り計らっている。 最終回の日程を欠席した場合

は、やむを得ない理由であると認められた場合は補講を実施する。やむを得ない理由とは、原則、公

共交通機関の遅れ、２親等以内の親族の生命に関わる事象の発生、災害その他これに匹敵するものと

している。 

2 開始時間・終了時間前後 30分以内 

3 概ね 20～30 分程度としている。 

4 
①概ね 10分以内の場合は注意勧告のみとする。ただし、数分の遅刻でも複数回に渡る場合などは、

受講態度の問題として修了評価において審議し、相応の対処を講じる。  

  

 

 

③概ね 30分以上の場合は欠席と同様に扱う。事務局は受講者に遅刻の理由を確認し、要件に当ては

まる場合は、代替手段による対応を行う。 

7 
（遅刻）科目の規定時間の 1/6までの時間の遅刻は受け入れる。時間によって、レポートの提出等を

求める。 

8 15分以内の遅刻・早退のみ受け入れいている 

9 遅刻は 10分のみ認めている 

10 公共交通機関の遅延によるものについては、研修開始 30 分までは参加可能 

11 電車遅延のみ受入（遅延証明証が必要） 

12 30分以内の遅刻まで受け入れている 

13 
遅刻の場合、公共交通機関の遅れによる場合に限り、研修開始後 30分以内の遅刻であること、会場

到着時に遅延証明書を受付に提出できることが前提 

14 
20分以上の遅刻はどんな事情であれ認めないが、以内であれば遅延証明書の提示等、遅刻理由によ

り認めることもある。 

15 遅刻は、講義開始 20分後まで認める。 

16 研修開始から 20分まで受け入れ可としている。早退は原則認めていない。 

17 講義開始 20 分までは入場、受講可。 

18 30分以内まで可 

19 やむを得ない理由がある場合に限り時間を限って受け入れる。 

20 30分まではレポート提出、合計 1時間以上は未修了 

21 原則として遅刻は認めていないが、内規で止むを得ない事情等により、３０分未満は受け入れている。 

22 30分以上受講できない状態が続いた時 

23 1～10分までは理由書記載により可。11～30分まではレポート提出により可。 

24 公共交通機関の遅延の場合のみ、30 分以内の入室を認める（遅延証明必要） 

25 

１科目当たり 15分以上の遅刻、離席、早退が認められた場合は当該科目の履修を認めない。１研修

当たり、累積 30分以上の遅刻、離席、早退が認められた場合は当該研修の履修を認めない。（県介

護支援専門員研修修了認定基準要領） 

26 原則 15分以内であれば受入れる。それ以上の場合は、理由によって検討。 

27 30分以上の遅刻、途中退席した場合は、欠席したものとして取り扱う。 

28 30分以内の遅刻・早退は受講可。 

29 
20分以内の遅刻は認める（但し、やむを得ない理由（葬儀・災害・怪我・病気・公共交通機関の遅

れ等）に限る）。 

30 遅刻は、概ね 15分以内であれは受講を認める 

31 10分以内であれば受け入れている。 

32 
30分未満の場合は、やむを得ない事由以外の場合は口頭注意。30分以上の場合は、遅刻理由等を勘

案して補習レポートを課す。科目の半分超の場合は、欠科とみなし補習対応。 

33 
開始 10分以内であり、正当な理由がある場合に限り、別途レポートの提出をもって受講とみなしい

ています。 

34 やむを得ない事情であれば、20分まで認めている。ただし、取扱いについて見直し予定。 

35 公共交通機関の遅延以外は概ね 30分を目安にしている。 

36 
研修開始後 20分以内で会場にあに合えば、ペナルティ―をもうけ、その項目に応じた課題を出しレ

ポートを記載してもらっている。（2000字以内） 

37 30分までの遅刻は１回に限り受け入れている 

38 遅刻・早退の連絡は必ず事前にするものとし、30分以上の遅刻・早退は認めない。 

39 20分以上の遅刻は不可 

40 やむを得ない理由等で、30分以内なら、可能としている。 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 公けには遅刻厳禁。対応としては 30分未満の遅刻までは受入れ。 

2 開始時刻から 30分以内であれば受け入れている。 

3 研修実施機関内部規定 
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②概ね 10分以上 30分以内の場合は、事務局から講師に依頼し、未受講部分についてレポートによる評

価を実施する。ただし、複数回に渡る場合などは、修了評価において審議の対象とする。  

③概ね 30分以上の場合は欠席と同様に扱う。事務局は受講者に遅刻の理由を確認し、要件に当ては

まる場合は、代替手段による対応を行う。 

5 
（遅刻）科目の規定時間の 1/6 までの時間の遅刻は受け入れる。時間によって、レポートの提出等を

求める。 

6 15分以内の遅刻・早退のみ受け入れいている 

7 １科目 10分以内（公共交通機関の遅延は証明書提出、時間については、県と協議） 

8 30分以内の遅刻まで受け入れている 

9 20分以上 

10 30分以内まで可 

11 
遅刻者とは研修開始時間に 1分でも遅れた者を指す。 遅刻時間が 30分以内の場合－当該課目の修得

目標に沿った内容のレポート提出 遅刻時間が 1時間以上の場合－欠席として取り扱う。 

12 遅刻は 30分まで可。早退は認めない。 

13 30分以上受講できない状態が続いた時 

14 1～10分までは理由書記載により可。11～30分まではレポート提出により可。 

15 正当な理由による 1科目 15分未満の遅刻・早退・離席 

16 原則 15分以内であれば受入れる。それ以上の場合は、理由によって検討。 

17 30分以上の遅刻、途中退席した場合は、欠席したものとして取り扱う。 

18 30分以内の遅刻・早退は受講可。 

19 

20分以内の遅刻であれば受け入れている。 また、１回目の遅刻（20分以内）の際に、２回目以降

は認めない旨を伝え、２回目以降、遅刻した場合は受講停止。 但し、遅延証明書や診断書等の証明

できるものがあれば、別途検討する。 

20 遅刻は、概ね１５分以内であれば受講を認める 

21 
【やむを得ない場合】10分未満受講可 10分以上レポート提出し該当科目の次年度受講 

【自己の都合】10分未満誓約書提出 10 分以上全科目未受講とする 

22 
30分未満の場合は、やむを得ない事由以外の場合は口頭注意。 30分以上の場合は、遅刻理由等を

勘案して補習レポートを課す。 科目の半分超の場合は、欠科とみなし補習対応。 

23 やむを得ない事情であれば、20分まで認めている。ただし、取扱いについて見直し予定。 

24 
研修開始後 20分以内で会場にあに合えば、ペナルティ―をもうけ、その項目に応じた課題を出しレ

ポートを記載してもらっている。（2000字以内） 

25 （遅刻）30分以内（早退）認めない 

26 遅刻・早退の連絡は必ず事前にするものとし、30分以上の遅刻・早退は認めない。 

27 20分以上の遅刻は不可 

28 やむを得ない理由等で、30分以内なら、可能としている。 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫  

1 

遅刻・早退・中抜けは 30分以内まで認めている。30分を超える場合は欠席扱いとし、他のコースで同

一講義を振替え受講することで修了できるよう取り計らっている。最終回の日程を欠席した場合は、や

むを得ない理由であると認められ、かつ主任介護支援専門員修了証もしくは介護支援専門員証の有効期

間が年度内に満了する場合に限り、補講を実施する。やむを得ない理由とは、原則、公共交通機関の遅

れ、２親等以内の親族の生命に関わる事象の発生、災害その他これに匹敵するものとしている。 

2 開始時間・終了時間の前後 30 分以内 

3 遅刻時間により、遅刻届のみ、レポート提出、未修了 

4 概ね 20～30 分程度としている。 

5 15分以内の遅刻・早退のみ受け入れいている 

6 遅刻は 10分のみ認めている 

7 １科目 10分以内（公共交通機関の遅延は証明書提出、時間については、県と協議） 

8 30分以内の遅刻まで受け入れている 

9 30分以内まで可 
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10 
遅刻者とは研修開始時間に 1 分でも遅れた者を指す。遅刻時間が 30 分以内の場合－当該課目の修得

目標に沿った内容のレポート提出遅刻時間が 1時間以上の場合－欠席として取り扱う。 

11 遅刻は 30分まで可。早退は認めない。 

12 30分以上受講できない状態が続いた時 

13 
30分を超える遅刻、早退は未終了。(補講必要)遅刻の場合 10分までは連絡票の提出。10分～30分

までは連絡票とレポート(任意の A4用紙にその課日のレポート)を提出。 

14 正当な理由による 1科目 15分未満の遅刻・早退・離席 

15 原則 15分以内であれば受入れる。それ以上の場合は、理由によって検討。 

16 30分以上の遅刻、途中退席した場合は、欠席したものとして取り扱う。 

17 30分以内の遅刻・早退は受講可。 

18 
20分以内の遅刻は認める（但し、やむを得ない理由（葬儀・災害・怪我・病気・公共交通機関の遅

れ等）に限る）。 

19 遅刻は、概ね 15分以内であれば受講を認める 

20 
【やむを得ない場合】10分未満受講可 10分以上レポート提出し該当科目の次年度受講 

【自己の都合】10分未満誓約書提出 10 分以上全科目未受講とする 

21 
30分未満の場合は、やむを得ない事由以外の場合は口頭注意。30分以上の場合は、遅刻理由等を勘

案して補習レポートを課す。科目の半分超の場合は、欠科とみなし補習対応。 

22 やむを得ない事情であれば、20分まで認めている。ただし、取扱いについて見直し予定。 

23 公共交通機関の遅延以外は概ね 30分を目安にしている。 

24 （遅刻）30分以内（早退）認めない 

25 遅刻・早退の連絡は必ず事前にするものとし、30分以上の遅刻・早退は認めない。 

26 20分以上の遅刻は不可 

27 やむを得ない理由等で、30分以内なら、可能としている。 

 

■問５－２ 【問５で③（その他）を選択した方のみ】 

その他の内容についてご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 遅刻時間により規定を設け対応している 

2 遅刻、早退理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認めている。 

3 遅刻は開始 30分までは認めているが、早退は認めていない。 

4 電車の遅延の事情のみ、30分以内到着であれば受講可 

5 遅刻、早退について時間を設定し、レポート提出にて対応。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 理由に制限をつけている 

2 遅刻は開始 30分までは認めているが、早退は認めていない。 

3 電車の遅延の事情のみ、30分以内到着であれば受講可 

4 
講義の場合はビデオ聴講による補講とレポート提出により当該科目の修了とみなしている。演習科目

については遅刻・早退の受入はしていないが、一部別のコースで対応可能な場合は受入している。 

5 遅刻、早退について時間を設定し、レポート提出にて対応。 

6 遅刻、早退理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認めている。 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 遅刻・早退の理由により対応 

2 理由に制限あり 

3 遅刻は開始 30分までは認めているが、早退は認めていない。 

4 
講義の場合はビデオ聴講によるとレポート提出により当該科目の修了とみなしている。演習科目につ

いては遅刻・早退の受入はしていないが、一部別のコースで対応可能な場合は受入している。 

  

 

 

②概ね 10分以上 30分以内の場合は、事務局から講師に依頼し、未受講部分についてレポートによる評

価を実施する。ただし、複数回に渡る場合などは、修了評価において審議の対象とする。  

③概ね 30分以上の場合は欠席と同様に扱う。事務局は受講者に遅刻の理由を確認し、要件に当ては

まる場合は、代替手段による対応を行う。 

5 
（遅刻）科目の規定時間の 1/6 までの時間の遅刻は受け入れる。時間によって、レポートの提出等を

求める。 

6 15分以内の遅刻・早退のみ受け入れいている 

7 １科目 10分以内（公共交通機関の遅延は証明書提出、時間については、県と協議） 

8 30分以内の遅刻まで受け入れている 

9 20分以上 

10 30分以内まで可 

11 
遅刻者とは研修開始時間に 1分でも遅れた者を指す。 遅刻時間が 30分以内の場合－当該課目の修得

目標に沿った内容のレポート提出 遅刻時間が 1時間以上の場合－欠席として取り扱う。 

12 遅刻は 30分まで可。早退は認めない。 

13 30分以上受講できない状態が続いた時 

14 1～10分までは理由書記載により可。11～30分まではレポート提出により可。 

15 正当な理由による 1科目 15分未満の遅刻・早退・離席 

16 原則 15分以内であれば受入れる。それ以上の場合は、理由によって検討。 

17 30分以上の遅刻、途中退席した場合は、欠席したものとして取り扱う。 

18 30分以内の遅刻・早退は受講可。 

19 

20分以内の遅刻であれば受け入れている。 また、１回目の遅刻（20分以内）の際に、２回目以降

は認めない旨を伝え、２回目以降、遅刻した場合は受講停止。 但し、遅延証明書や診断書等の証明

できるものがあれば、別途検討する。 

20 遅刻は、概ね１５分以内であれば受講を認める 

21 
【やむを得ない場合】10分未満受講可 10分以上レポート提出し該当科目の次年度受講 

【自己の都合】10分未満誓約書提出 10 分以上全科目未受講とする 

22 
30分未満の場合は、やむを得ない事由以外の場合は口頭注意。 30分以上の場合は、遅刻理由等を

勘案して補習レポートを課す。 科目の半分超の場合は、欠科とみなし補習対応。 

23 やむを得ない事情であれば、20分まで認めている。ただし、取扱いについて見直し予定。 

24 
研修開始後 20分以内で会場にあに合えば、ペナルティ―をもうけ、その項目に応じた課題を出しレ

ポートを記載してもらっている。（2000字以内） 

25 （遅刻）30分以内（早退）認めない 

26 遅刻・早退の連絡は必ず事前にするものとし、30分以上の遅刻・早退は認めない。 

27 20分以上の遅刻は不可 

28 やむを得ない理由等で、30分以内なら、可能としている。 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫  

1 

遅刻・早退・中抜けは 30分以内まで認めている。30分を超える場合は欠席扱いとし、他のコースで同

一講義を振替え受講することで修了できるよう取り計らっている。最終回の日程を欠席した場合は、や

むを得ない理由であると認められ、かつ主任介護支援専門員修了証もしくは介護支援専門員証の有効期

間が年度内に満了する場合に限り、補講を実施する。やむを得ない理由とは、原則、公共交通機関の遅

れ、２親等以内の親族の生命に関わる事象の発生、災害その他これに匹敵するものとしている。 

2 開始時間・終了時間の前後 30 分以内 

3 遅刻時間により、遅刻届のみ、レポート提出、未修了 

4 概ね 20～30 分程度としている。 

5 15分以内の遅刻・早退のみ受け入れいている 

6 遅刻は 10分のみ認めている 

7 １科目 10分以内（公共交通機関の遅延は証明書提出、時間については、県と協議） 

8 30分以内の遅刻まで受け入れている 

9 30分以内まで可 
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5 遅刻、早退について時間を設定し、レポート提出にて対応。 

6 遅刻、早退理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認めている。 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 
遅刻や早退の理由による（交通遮断や本人の疾病、三親等以内の葬儀で領収証や会葬はがきなどエビ

デンスが提示された場合、あるいは事務局が認めた場合） 

2 遅刻は開始 30分までは認めているが、早退は認めていない。 

3 電車の遅延の事情のみ、30分以内到着であれば受講可 

4 遅刻、早退について時間を設定し、レポート提出にて対応。 

5 遅刻、早退理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認めている。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 受講者の原因によらない場合のみ 30分 

2 遅刻・早退の理由により対応 

3 理由には制限をつけている 

4 遅刻は開始 30分までは認めているが、早退は認めていない。 

5 電車の遅延の事情のみ、30分以内到着であれば受講可 

6 遅刻、早退について時間を設定し、レポート提出にて対応。 

7 遅刻、早退理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認めている。 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 受講者の原因によらない場合のみ 30分 

2 遅刻・早退の理由により対応 

3 理由に制限あり 

4 個別状況等の判断に依る 

5 災害や、公共交通機関で支障が出た場合に対応する 

6 電車の遅延の事情のみ、30分以内到着であれば受講可 

7 遅刻、早退について時間を設定し、レポート提出にて対応。 

8 遅刻、早退理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認めている。 

 

■問６ 講義科目における欠席者の取扱についてご回答ください（複数回答可） n＝48 

≪実務研修≫ 

№ カテゴリ ％ 

1 ①修了不可とし、別会場や次年度に全科目の再受講としている 22.9 

2 ②同一都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている 50.0 

3 ③他の都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている 8.3 

4 ④補講を開催して受講すれば可としている 20.8 

5 ⑤レポートの提出等をすれば修了可としている 16.7 

6 ⑥講義科目における欠席者の取扱を定めていない 2.1 

7 ⑦その他 35.4 

  無回答 0.0 
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■問６－１ 【問６で④（補講を開講して受講すれば可としている）を選択した方のみ】 

補講の具体的な内容についてご回答ください（例：別コースの新設や通信教育、e-ラーニング等） 

≪実務研修≫ 

1 別日程で対応している 

2 
講義時に収録しておいた録画を視聴し、ミニワーク等については、受講者が複数の場合は受講者どうしで

実施する。受講者が単独の場合はその場でレポートを書かせる、または後日提出させる等 

3 ビデオ補講等 

4 録画映像による学習とレポート提出 

5 講義を録画し、ビデオ補講を実施している。 

6 ④＋⑥ 

7 
本県での基準においてやむを得ない理由で欠席となった場合のみ補講可能としている。講義科目はビデ

オ録画の視聴補講を年度内実施演習科目は次年度に限って研修の中で補講を受け入れる。 

8 
ビデオ視聴（大規模研修）による補講または別コースの研修日（小規模研修）の同一科目の受講によ

る（本県では講義主体の大規模研修と演習主体の小規模研修に分けて実施している） 

9 講義のみの科目について、ビデオ撮影したものを補講日に受講し、レポートの提出とする。 

10 別日に同一科目時間によるビデオ補講。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 

講義をそのまま実施することもあれば、あらかじめ録音してあった最終回の講義の音声を聞いたうえ

でレポートを提出させる方法を取る場合もある（講義の内容や受講者の居住地、証の期限までの時間

的余裕、講師の調整などを勘案して方法を決定）。 

2 他組の際に補講 

3 実際の研修を録画したものを、視聴させ、その後レポート提出を行なわすもの 

4 講義のみの科目について、ビデオ撮影したものを補講日に受講し、レポートの提出とする。 

5 録画映像による学習とレポート提出 

6 他法定研修の類似課目を受講で可としている（ただし、実施時間は配当の時間数以上） 

7 担当講師に内容は一任している。 

8 ビデオ補講等 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 

講義をそのまま実施することもあれば、あらかじめ録音してあった最終回の講義の音声を聞いたうえ

でレポートを提出させる方法を取る場合もある（講義の内容や受講者の居住地、証の期限までの時間

的余裕、講師の調整などを勘案して方法を決定）。事例検討の時間の補講を行う場合は、事例検討の

メンバーの“サクラ”まで雇って実施したこともあるが、収支の問題もあるので代替方法を考える必

要を感じている。 

2 未修了科目を他組で受講可能な場合補講としている。 

3 実際の研修を録画したものを、視聴させ、その後レポート提出を行なわすもの 

4 講義のみの科目について、ビデオ撮影したものを補講日に受講し、レポートの提出とする。 

5 録画映像による学習とレポート提出 

6 講義科目を録画し、ビデオ補講を実施している。 

7 同研修カリキュラムの日程がある場合のみ、同年度内を基本として振替受講を行い対応している。 

8 DVD聴講 

9 他法定研修の類似科目を受講で可としている（ただし、実施時間は該当の時間数以上） 

10 担当講師に内容は一任している。 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 別研修内の同一科目を受講することで修了と認定 

2 
講義時に収録しておいた録画を視聴し、ミニワーク等については、受講者が複数の場合は受講者どう

しで実施する。受講者が単独の場合はその場でレポートを書かせる、または後日提出させる等 

  

 

 

5 遅刻、早退について時間を設定し、レポート提出にて対応。 

6 遅刻、早退理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認めている。 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 
遅刻や早退の理由による（交通遮断や本人の疾病、三親等以内の葬儀で領収証や会葬はがきなどエビ

デンスが提示された場合、あるいは事務局が認めた場合） 

2 遅刻は開始 30分までは認めているが、早退は認めていない。 

3 電車の遅延の事情のみ、30分以内到着であれば受講可 

4 遅刻、早退について時間を設定し、レポート提出にて対応。 

5 遅刻、早退理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認めている。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 受講者の原因によらない場合のみ 30分 

2 遅刻・早退の理由により対応 

3 理由には制限をつけている 

4 遅刻は開始 30分までは認めているが、早退は認めていない。 

5 電車の遅延の事情のみ、30分以内到着であれば受講可 

6 遅刻、早退について時間を設定し、レポート提出にて対応。 

7 遅刻、早退理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認めている。 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 受講者の原因によらない場合のみ 30分 

2 遅刻・早退の理由により対応 

3 理由に制限あり 

4 個別状況等の判断に依る 

5 災害や、公共交通機関で支障が出た場合に対応する 

6 電車の遅延の事情のみ、30分以内到着であれば受講可 

7 遅刻、早退について時間を設定し、レポート提出にて対応。 

8 遅刻、早退理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認めている。 

 

■問６ 講義科目における欠席者の取扱についてご回答ください（複数回答可） n＝48 

≪実務研修≫ 

№ カテゴリ ％ 

1 ①修了不可とし、別会場や次年度に全科目の再受講としている 22.9  

2 ②同一都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている 50.0  

3 ③他の都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている 8.3  

4 ④補講を開催して受講すれば可としている 20.8  

5 ⑤レポートの提出等をすれば修了可としている 16.7  

6 ⑥講義科目における欠席者の取扱を定めていない 2.1  

7 ⑦その他 35.4  

  無回答 0.0  
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3 講義のみの科目について、ビデオ撮影したものを補講日に受講し、レポートの提出とする。 

4 録画映像による学習とレポート提出 

5 講義科目を録画し、ビデオ補講を実施している。 

6 
本県での基準においてやむを得ない理由で欠席となった場合のみ補講可能としている。講義科目はビデ

オ録画の視聴補講を年度内実施演習科目は次年度に限って研修の中で補講を受け入れる。 

7 
ビデオ視聴（大規模研修）による補講または別コースの研修日（小規模研修）の同一科目の受講によ

る（本県では講義主体の大規模研修と演習主体の小規模研修に分けて実施している） 

8 ビデオ補講等 

9 アセスメントからケアプラン作成及び事例検討・事例研究についての内容を実施している。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 実施機関役員に参加していただき、講義演習を行う。 

2 講義のみの科目について、ビデオ撮影したものを補講日に受講し、レポートの提出とする。 

3 録画映像による学習とレポート提出 

4 次年度に同一科目の受講で可とする。 

5 ビデオ補講 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 

遅刻・早退・中抜けは 30 分以内まで認めている。30分を超える場合は欠席扱いとし、他のコースで

同一講義を振替え受講することで修了できるよう取り計らっている。最終回の日程を欠席した場合

は、自己都合か公共交通の遅延など自己都合によらない事由かによって、補講対象とするか否かを判

断する（前者は補講対象とならない）。なおかつ主任介護支援専門員もしくは介護支援専門員証の、

年度内に修了する必要があるかどうかも判断材料としている。 

2 未修了科目を他組で受講可能としている。 

3 日本介護支援専門員協会開催の講師養成研修会等に講師を派遣している。 

4 録画映像による学習とレポート提出 

5 担当講師に内容は一任している。 

6 ビデオ補講等 

 

■問６－２ 【問６で⑦（その他）を選択した方のみ】 

その他の方法や内容についてご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 
欠席となった時点で修了不可とし、やむを得ないと判断される場合には修了不可となった研修課程以

降を別の研修回で受講して修了を認める。 

2 
前期（実習終了）と後期とで分けて判断する。前期が修了している場合のみ次年度以降、後期日程か

らの受講を認める。 

3 修了不可とし、次年度に未受講科目を受講することで可としている 

4 修了不可とし、別会場や次年度に同科目を再受講すれば修了可とする。 

5 やむを得ない理由がある場合に限り、受講延期願を受け付ける。 

6 やむえない事情の場合、代替措置あり（研修時間全体の 3 分の１以内） 

7 
欠席をされたその日以降、最終日までを別会場、または次年度研修へ振り替えている。課目に連続性

があるため、その日のみを振り替えることは出来ない。 

8 当該科目のＤＶＤを聴講。＋レポート作成。 

9 
原則は次年度に全科目の再受講としているが、やむを得ない理由（３親等以内の不幸・感染症の罹

患・本人の責めによらない事故等）である場合は当該研修のみでコース変更を行う。 

10 修了不可とし、別会場や次年度に欠席した科目の再受講としている 

11 ②はやむを得ない理由があり、事前に連絡があった者のみに限る。 

12 やむを得ない事情であれば、全科目でなく、該当科目のみを再受講で可としている。 
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13 
欠席理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認め、欠席した講義のレポ

ートを提出させている。 

14 年度内は修了不可としているが、次年度欠席科目を受講すれば修了とする。 

15 
やむをえない欠席（感染症等の罹患、観光葬祭等）の場合は、レポート提出並びに次年度に同一科目

を受講することで、修了可となる。 

16 
原則、修了不可としているが、理由によっては部分的に別日程で受講を認める他、次年度の補講及び

レポート提出とする場合がある。 

17 
県介護支援専門員実務研修等の一部科目の受講延長について（内規）が制定されており、延長期間は

次年度までとなっています。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 修了不可とし、次年度に未受講科目を受講することで可としている 

2 

基本的には未修了科目が生じた時点で当該研修課程での修了を不可としているが、欠席の理由により

「やむを得ない」と認められた場合、直近の同一研修で不足科目を受講させることを認めている。た

だし、受講科目は未修了科目により異なる（前後の連動性などを加味し判断している。例：未修了 1

科目→前後の連動性が高い場合は 1科目のみの受講とは限らない） 

3 修了不可とし、別会場や次年度に同科目を再受講すれば修了可とする。 

4 
講義はビデオ、演習は別コースを受講、別コースがない場合、あるいは終了している場合は次年度に

受講 

5 やむを得ない理由がある場合に限り、受講延期願を受け付ける。 

6 やむえない事情の場合、代替措置あり（研修時間全体の 3 分の１以内） 

7 
欠席をされたその日以降、最終日までを別会場、または次年度研修へ振り替えている。課目に連続性

があるため、その日のみを振り替えることは出来ない。 

8 講義のみ→ＤＶＤ＋レポート提出講義・演習→終了不可とし、次年度に未修了科目を補講。 

9 欠席日以降の日程を証の有効期間内で履修すれば修了可としている。 

10 
原則は次年度に全科目の再受講としているが、やむを得ない理由（３親等以内の不幸・感染症の罹

患・本人の責めによらない事故等）である場合は当該研修のみでコース変更を行う。 

11 修了不可とし、別会場や次年度に欠席した科目の再受講としている 

12 ②はやむを得ない理由があり、事前に連絡があった者のみに限る。 

13 
修了不可であるが、やむを得ない事情であれば、全科目でなく、該当科目のみを次年度再受講で可と

している。 

14 
欠席理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認め、欠席した講義のレポ

ートを提出させている。また、演習は、1 年に限り未受講科目を次年度受講して修了としている。 

15 急用による 1日の欠席は認め、その代わり補講をお金を出して受講してもらうようにしている。 

16 
やむをえない欠席（感染症等の罹患、冠婚葬祭等）の場合は、レポート提出並びに次年度に同一科目

を受講することで、修了可となる。 

17 
原則、修了不可としているが、理由によっては部分的に別日程で受講を認める他、次年度の補講及び

レポート提出とする場合がある。 

18 
やむを得ないと認められる場合で、前受講科目の時間数が、１/2に満たさない場合は再度、全科目

を受講。 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 修了不可とし、次年度に未受講科目を受講することで可としている 

2 

基本的には未修了科目が生じた時点で当該研修課程での修了を不可としているが、欠席の理由により

「やむを得ない」と認められた場合、直近の同一研修で不足科目を受講させることを認めている。た

だし、受講科目は未修了科目により異なる（前後の連動性などを加味し判断している。例：未修了 1

科目→前後の連動性が高い場合は 1科目のみの受講とは限らない） 

3 修了不可とし、別会場や次年度に同科目を再受講すれば修了可とする。 

4 
講義はビデオ、演習は別コースを受講、別コースがない場合、あるいは終了している場合は次年度に

受講 

  

 

 

3 講義のみの科目について、ビデオ撮影したものを補講日に受講し、レポートの提出とする。 

4 録画映像による学習とレポート提出 

5 講義科目を録画し、ビデオ補講を実施している。 

6 
本県での基準においてやむを得ない理由で欠席となった場合のみ補講可能としている。講義科目はビデ

オ録画の視聴補講を年度内実施演習科目は次年度に限って研修の中で補講を受け入れる。 

7 
ビデオ視聴（大規模研修）による補講または別コースの研修日（小規模研修）の同一科目の受講によ

る（本県では講義主体の大規模研修と演習主体の小規模研修に分けて実施している） 

8 ビデオ補講等 

9 アセスメントからケアプラン作成及び事例検討・事例研究についての内容を実施している。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 実施機関役員に参加していただき、講義演習を行う。 

2 講義のみの科目について、ビデオ撮影したものを補講日に受講し、レポートの提出とする。 

3 録画映像による学習とレポート提出 

4 次年度に同一科目の受講で可とする。 

5 ビデオ補講 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 

遅刻・早退・中抜けは 30 分以内まで認めている。30分を超える場合は欠席扱いとし、他のコースで

同一講義を振替え受講することで修了できるよう取り計らっている。最終回の日程を欠席した場合

は、自己都合か公共交通の遅延など自己都合によらない事由かによって、補講対象とするか否かを判

断する（前者は補講対象とならない）。なおかつ主任介護支援専門員もしくは介護支援専門員証の、

年度内に修了する必要があるかどうかも判断材料としている。 

2 未修了科目を他組で受講可能としている。 

3 日本介護支援専門員協会開催の講師養成研修会等に講師を派遣している。 

4 録画映像による学習とレポート提出 

5 担当講師に内容は一任している。 

6 ビデオ補講等 

 

■問６－２ 【問６で⑦（その他）を選択した方のみ】 

その他の方法や内容についてご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 
欠席となった時点で修了不可とし、やむを得ないと判断される場合には修了不可となった研修課程以

降を別の研修回で受講して修了を認める。 

2 
前期（実習終了）と後期とで分けて判断する。前期が修了している場合のみ次年度以降、後期日程か

らの受講を認める。 

3 修了不可とし、次年度に未受講科目を受講することで可としている 

4 修了不可とし、別会場や次年度に同科目を再受講すれば修了可とする。 

5 やむを得ない理由がある場合に限り、受講延期願を受け付ける。 

6 やむえない事情の場合、代替措置あり（研修時間全体の 3 分の１以内） 

7 
欠席をされたその日以降、最終日までを別会場、または次年度研修へ振り替えている。課目に連続性

があるため、その日のみを振り替えることは出来ない。 

8 当該科目のＤＶＤを聴講。＋レポート作成。 

9 
原則は次年度に全科目の再受講としているが、やむを得ない理由（３親等以内の不幸・感染症の罹

患・本人の責めによらない事故等）である場合は当該研修のみでコース変更を行う。 

10 修了不可とし、別会場や次年度に欠席した科目の再受講としている 

11 ②はやむを得ない理由があり、事前に連絡があった者のみに限る。 

12 やむを得ない事情であれば、全科目でなく、該当科目のみを再受講で可としている。 
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5 やむを得ない理由がある場合に限り、受講延期願を受け付ける。 

6 やむえない事情の場合、代替措置あり（研修時間全体の 3 分の１以内） 

7 
欠席をされたその日以降、最終日までを別会場、または次年度研修へ振り替えている。課目に連続性

があるため、その日のみを振り替えることは出来ない。 

8 講義のみ→ＤＶＤ,レポート提出講義・演習→終了不可とし、次年度に未修了科目を補講。 

9 欠席日以降の日程を証の有効期間内で履修すれば修了可としている。 

10 
原則は次年度に全科目の再受講としているが、やむを得ない理由（３親等以内の不幸・感染症の罹

患・本人の責めによらない事故等）である場合は当該研修のみでコース変更を行う。 

11 修了不可とし、別会場や次年度に欠席した科目の再受講としている 

12 ②はやむを得ない理由があり、事前に連絡があった者のみに限る。 

13 
修了不可であるが、やむを得ない事情であれば、全科目でなく、該当科目のみを次年度再受講で可と

している。 

14 
欠席理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認め、欠席した講義のレポ

ートを提出させている。また、演習は、受講科目を次年度受講して修了としている。 

15 
やむをえない欠席（感染症等の罹患、冠婚葬祭等）の場合は、レポート提出並びに次年度に同一科目

を受講することで、修了可となる。 

16 
原則、修了不可としているが、理由によっては部分的に別日程で受講を認める他、次年度の補講及び

レポート提出とする場合がある。 

17 
やむを得ないと認められる場合で、前受講科目の時間数が、１/2に満たさない場合は再度、全科目

を受講。 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 
欠席となった時点で修了不可とし、やむを得ないと判断される場合には修了不可となった研修課程以

降を別の研修回で受講して修了を認める。 

2 
欠席を事務局が認めた場合、該当科目のみ延期受講を可とし、次年度までの開講機会で受講可として

いる。ただし、日割りによる受講料を徴収する 

3 修了不可とし、次年度に未受講科目を再受講することで可としている 

4 翌年度に限り未受講の科目を履修することで修了可としている。 

5 修了不可とし、別会場や次年度に同科目を再受講すれば修了可とする。 

6 次年度に未受講課目を受講 

7 やむを得ない理由がある場合に限り、受講延期願を受け付ける。 

8 やむえない事情の場合、代替措置あり（研修時間全体の 3 分の１以内） 

9 
欠席をされたその日以降、最終日までを別会場、または次年度研修へ振り替えている。課目に連続性

があるため、その日のみを振り替えることは出来ない。 

10 
原則は次年度に全科目の再受講としているが、やむを得ない理由（３親等以内の不幸・感染症の罹

患・本人の責めによらない事故等）である場合は当該研修のみでコース変更を行う。 

11 同一都道府県内での実務研修の同一科目の受講で可としている 

12 個別協議 

13 修了不可とし、別会場や次年度に欠席した科目の再受講としている 

14 
修了不可であるが、やむを得ない事情であれば、全科目でなく、該当科目のみを次年度再受講で可と

している。 

15 
欠席理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認め、欠席した講義のレポ

ートを提出させている。また、演習は、1 年に限り未受講科目を次年度受講して修了としている。 

16 
やむをえない欠席（感染症等の罹患、冠婚葬祭等）の場合は、レポート提出並びに次年度に同一科目

を受講することで、修了可となる。 

17 
原則、修了不可としているが、理由によっては部分的に別日程で受講を認める他、次年度の補講及び

レポート提出とする場合がある。 

18 
やむを得ないと認められる場合で、前受講科目の時間数が、１/2に満たさない場合は再度、全科目

を受講。 
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≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 未修了科目のみを次年度受講し終了とする。 

2 その都度協議 

3 年１回の開催のため、次年度に未修了の科目のみの受講としている。 

4 

基本的には未修了科目が生じた時点で当該研修課程での修了を不可としているが、欠席の理由により

「やむを得ない」と認められた場合、直近の同一研修で不足科目を受講させることを認めている。た

だし、受講科目は未修了科目により異なる（前後の連動性などを加味し判断している。例：未修了 1

科目→前後の連動性が高い場合は 1科目のみの受講とは限らない） 

5 修了不可とし、別会場や次年度に同科目を再受講すれば修了可とする。 

6 
講義はビデオ、演習は別コースを受講、別コースがない場合、あるいは終了している場合は次年度に

受講 

7 理由によっては、来年度、欠席科目の受講で修了とする。（ただし、受講料は全額改めて負担） 

8 
欠席をされたその日以降、最終日までを別会場、または次年度研修へ振り替えている。課目に連続性

があるため、その日のみを振り替えることは出来ない。 

9 
原則は次年度に全科目の再受講としているが、やむを得ない理由（３親等以内の不幸・感染症の罹

患・本人の責めによらない事故等）である場合は当該研修のみでコース変更を行う。 

10 
やむ得ない欠席と自己都合による欠席に分けており、自己都合欠席は問 5①のとおりであるが、やむ

得ない場合はレポートを提出し、次年度該当科目を受講する 

11 
修了不可であるが、やむを得ない事情であれば、全科目でなく、該当科目のみを次年度再受講で可と

している。 

12 
欠席理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認め、欠席した講義のレポ

ートを提出させている。また、演習は、受講科目を次年度受講して修了としている。 

13 
原則、修了不可としているが、理由によっては部分的に別日程で受講を認める他、次年度の補講及び

レポート提出とする場合がある。 

14 
やむを得ないと認められる場合で、前受講科目の時間数が、１/2に満たさない場合は再度、全科目

を受講。 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 その都度協議 

2 年１回の開催のため、次年度に未修了の科目のみの受講としている。 

3 修了不可とし、次年度に未受講科目を再受講することで可としている 

4 

基本的には未修了科目が生じた時点で当該研修課程での修了を不可としているが、欠席の理由により

「やむを得ない」と認められた場合、直近の同一研修で不足科目を受講させることを認めている。た

だし、受講科目は未修了科目により異なる（前後の連動性などを加味し判断している。例：未修了 1

科目→前後の連動性が高い場合は 1科目のみの受講とは限らない） 

5 修了不可とし、別会場や次年度に同科目を再受講すれば修了可とする。 

6 
講義はビデオ、演習は別コースを受講、別コースがない場合、あるいは終了している場合は次年度に

受講 

7 理由によっては、来年度、欠席科目の受講で修了とする。（ただし、受講料は全額改めて負担） 

8 次年度に同一科目の受講で可とする。 

9 原則全科目の受講を修了要件としている 

10 
原則は次年度に全科目の再受講としているが、やむを得ない理由（３親等以内の不幸・感染症の罹

患・本人の責めによらない事故等）である場合は当該研修のみでコース変更を行う。 

11 
やむ得ない欠席と自己都合による欠席に分けており、自己都合欠席は問 5①のとおりであるが、やむ

得ない場合はレポートを提出し、次年度該当科目を受講する 

12 
修了不可であるが、やむを得ない事情であれば、全科目でなく、該当科目のみを次年度再受講で可と

している。 

13 
欠席理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認め、欠席した講義のレポ

ートを提出させている。また、演習は、受講科目を次年度受講して修了としている。 
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5 やむを得ない理由がある場合に限り、受講延期願を受け付ける。 

6 やむえない事情の場合、代替措置あり（研修時間全体の 3 分の１以内） 

7 
欠席をされたその日以降、最終日までを別会場、または次年度研修へ振り替えている。課目に連続性

があるため、その日のみを振り替えることは出来ない。 

8 講義のみ→ＤＶＤ,レポート提出講義・演習→終了不可とし、次年度に未修了科目を補講。 

9 欠席日以降の日程を証の有効期間内で履修すれば修了可としている。 

10 
原則は次年度に全科目の再受講としているが、やむを得ない理由（３親等以内の不幸・感染症の罹

患・本人の責めによらない事故等）である場合は当該研修のみでコース変更を行う。 

11 修了不可とし、別会場や次年度に欠席した科目の再受講としている 

12 ②はやむを得ない理由があり、事前に連絡があった者のみに限る。 

13 
修了不可であるが、やむを得ない事情であれば、全科目でなく、該当科目のみを次年度再受講で可と

している。 

14 
欠席理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認め、欠席した講義のレポ

ートを提出させている。また、演習は、受講科目を次年度受講して修了としている。 

15 
やむをえない欠席（感染症等の罹患、冠婚葬祭等）の場合は、レポート提出並びに次年度に同一科目

を受講することで、修了可となる。 

16 
原則、修了不可としているが、理由によっては部分的に別日程で受講を認める他、次年度の補講及び

レポート提出とする場合がある。 

17 
やむを得ないと認められる場合で、前受講科目の時間数が、１/2に満たさない場合は再度、全科目

を受講。 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 
欠席となった時点で修了不可とし、やむを得ないと判断される場合には修了不可となった研修課程以

降を別の研修回で受講して修了を認める。 

2 
欠席を事務局が認めた場合、該当科目のみ延期受講を可とし、次年度までの開講機会で受講可として

いる。ただし、日割りによる受講料を徴収する 

3 修了不可とし、次年度に未受講科目を再受講することで可としている 

4 翌年度に限り未受講の科目を履修することで修了可としている。 

5 修了不可とし、別会場や次年度に同科目を再受講すれば修了可とする。 

6 次年度に未受講課目を受講 

7 やむを得ない理由がある場合に限り、受講延期願を受け付ける。 

8 やむえない事情の場合、代替措置あり（研修時間全体の 3 分の１以内） 

9 
欠席をされたその日以降、最終日までを別会場、または次年度研修へ振り替えている。課目に連続性

があるため、その日のみを振り替えることは出来ない。 

10 
原則は次年度に全科目の再受講としているが、やむを得ない理由（３親等以内の不幸・感染症の罹

患・本人の責めによらない事故等）である場合は当該研修のみでコース変更を行う。 

11 同一都道府県内での実務研修の同一科目の受講で可としている 

12 個別協議 

13 修了不可とし、別会場や次年度に欠席した科目の再受講としている 

14 
修了不可であるが、やむを得ない事情であれば、全科目でなく、該当科目のみを次年度再受講で可と

している。 

15 
欠席理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認め、欠席した講義のレポ

ートを提出させている。また、演習は、1 年に限り未受講科目を次年度受講して修了としている。 

16 
やむをえない欠席（感染症等の罹患、冠婚葬祭等）の場合は、レポート提出並びに次年度に同一科目

を受講することで、修了可となる。 

17 
原則、修了不可としているが、理由によっては部分的に別日程で受講を認める他、次年度の補講及び

レポート提出とする場合がある。 

18 
やむを得ないと認められる場合で、前受講科目の時間数が、１/2に満たさない場合は再度、全科目

を受講。 
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14 
原則、修了不可としているが、理由によっては部分的に別日程で受講を認める他、次年度の補講及び

レポート提出とする場合がある。 

15 
やむを得ないと認められる場合で、前受講科目の時間数が、１/2に満たさない場合は再度、全科目

を受講。 

 

■問７ 講義・演習一体型科目における欠席者の取扱についてご回答ください（複数回答可） 

  

（複数回答可） 

n 

   

 

 

 

 

 

問７ 実務研修 48 27.1  43.8  8.3  14.6  10.4  4.2  33.3  2.1  

問５ 専門研修課程Ⅰ 50 28.0  50.0  8.0  18.0  26.0  0.0  32.0  0.0  

問５ 専門研修課程Ⅱ 52 25.0  46.2  7.7  23.1  26.9  1.9  32.7  0.0  

問５ 再研修・更新研修 46 30.4  37.0  8.7  17.4  15.2  0.0  39.1  0.0  

問５ 主任介護支援専門員研修 46 43.5  30.4  8.7  10.9  17.4  2.2  32.6  0.0  

問５ 主任介護支援専門員更新研修 47 38.3  38.3  8.5  12.8  19.1  4.3  34.0  0.0  

 

■問７－１ 【問７で④（補講を開催して受講すれば可としている）を選択した方のみ】 

補講の具体的な内容についてご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 
講義・演習時に収録しておいた録画を視聴し、ミニワーク・演習については、受講者が複数の場合は受

講者どうしで実施する。受講者が単独の場合はその場でレポートを書かせる、または後日提出させる等 

2 録画映像による学習とレポート提出 

3 
本県での基準においてやむを得ない理由で欠席となった場合のみ補講可能としている。講義科目はビデ

オ録画の視聴補講を年度内実施演習科目は次年度に限って研修の中で補講を受け入れる。 

4 
ビデオ視聴（大規模研修）による補講または別コースの研修日（小規模研修）の同一科目の受講によ

る（本県では講義主体の大規模研修と演習主体の小規模研修に分けて実施している） 

5 別日に同一科目時間によるビデオ補講。（県と協議の上、場合によってはレポートの提出等もあり） 
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≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 

講義をそのまま実施することもあれば、あらかじめ録音してあった最終回の講義の音声を聞いたうえ

でレポートを提出させる方法を取る場合もある（講義の内容や受講者の居住地、証の期限までの時間

的余裕、講師の調整などを勘案して方法を決定）。 

2 他組の際に補講 

3 実際の研修を録画したものを、視聴させ、その後レポート提出を行なわすもの 

4 講義のみの科目について、ビデオ撮影したものを補講日に受講し、レポートの提出とする。 

5 録画映像による学習とレポート提出 

6 他法定研修の類似課目を受講で可としている（ただし、実施時間は配当の時間数以上） 

7 担当講師に内容は一任している。 

8 ビデオ補講等 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 

講義をそのまま実施することもあれば、あらかじめ録音してあった最終回の講義の音声を聞いたうえ

でレポートを提出させる方法を取る場合もある（講義の内容や受講者の居住地、証の期限までの時間

的余裕、講師の調整などを勘案して方法を決定）。事例検討の時間の補講を行う場合は、事例検討の

メンバーの“サクラ”まで雇って実施したこともあるが、収支の問題もあるので代替方法を考える必

要を感じている。 

2 未修了科目を他組で受講可能な場合補講としている。 

3 実際の研修を録画したものを、視聴させ、その後レポート提出を行なわすもの 

4 講義のみの科目について、ビデオ撮影したものを補講日に受講し、レポートの提出とする。 

5 録画映像による学習とレポート提出 

6 講義科目を録画し、ビデオ補講を実施している。 

7 同研修カリキュラムの日程がある場合のみ、同年度内を基本として振替受講を行い対応している。 

8 DVD聴講 

9 他法定研修の類似科目を受講で可としている（ただし、実施時間は該当の時間数以上） 

10 担当講師に内容は一任している。 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 別研修内の同一科目を受講することで修了と認定 

2 
講義時に収録しておいた録画を視聴し、ミニワーク等については、受講者が複数の場合は受講者どう

しで実施する。受講者が単独の場合はその場でレポートを書かせる、または後日提出させる等 

3 講義のみの科目について、ビデオ撮影したものを補講日に受講し、レポートの提出とする。 

4 録画映像による学習とレポート提出 

5 講義科目を録画し、ビデオ補講を実施している。 

6 
本県での基準においてやむを得ない理由で欠席となった場合のみ補講可能としている。講義科目はビデ

オ録画の視聴補講を年度内実施演習科目は次年度に限って研修の中で補講を受け入れる。 

7 
ビデオ視聴（大規模研修）による補講または別コースの研修日（小規模研修）の同一科目の受講によ

る（本県では講義主体の大規模研修と演習主体の小規模研修に分けて実施している） 

8 ビデオ補講等 

9 アセスメントからケアプラン作成及び事例検討・事例研究についての内容を実施している。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 実施機関役員に参加していただき、講義演習を行う。 

2 講義のみの科目について、ビデオ撮影したものを補講日に受講し、レポートの提出とする。 

3 録画映像による学習とレポート提出 

4 次年度に同一科目の受講で可とする。 

5 ビデオ補講 

 

  

 

 

14 
原則、修了不可としているが、理由によっては部分的に別日程で受講を認める他、次年度の補講及び

レポート提出とする場合がある。 

15 
やむを得ないと認められる場合で、前受講科目の時間数が、１/2に満たさない場合は再度、全科目

を受講。 

 

■問７ 講義・演習一体型科目における欠席者の取扱についてご回答ください（複数回答可） 

  

（複数回答可） 

n 

   

 

 

 

 

 

問７ 実務研修 48 27.1  43.8  8.3  14.6  10.4  4.2  33.3  2.1  

問５ 専門研修課程Ⅰ 50 28.0  50.0  8.0  18.0  26.0  0.0  32.0  0.0  

問５ 専門研修課程Ⅱ 52 25.0  46.2  7.7  23.1  26.9  1.9  32.7  0.0  

問５ 再研修・更新研修 46 30.4  37.0  8.7  17.4  15.2  0.0  39.1  0.0  

問５ 主任介護支援専門員研修 46 43.5  30.4  8.7  10.9  17.4  2.2  32.6  0.0  

問５ 主任介護支援専門員更新研修 47 38.3  38.3  8.5  12.8  19.1  4.3  34.0  0.0  

 

■問７－１ 【問７で④（補講を開催して受講すれば可としている）を選択した方のみ】 

補講の具体的な内容についてご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 
講義・演習時に収録しておいた録画を視聴し、ミニワーク・演習については、受講者が複数の場合は受

講者どうしで実施する。受講者が単独の場合はその場でレポートを書かせる、または後日提出させる等 

2 録画映像による学習とレポート提出 

3 
本県での基準においてやむを得ない理由で欠席となった場合のみ補講可能としている。講義科目はビデ

オ録画の視聴補講を年度内実施演習科目は次年度に限って研修の中で補講を受け入れる。 

4 
ビデオ視聴（大規模研修）による補講または別コースの研修日（小規模研修）の同一科目の受講によ

る（本県では講義主体の大規模研修と演習主体の小規模研修に分けて実施している） 

5 別日に同一科目時間によるビデオ補講。（県と協議の上、場合によってはレポートの提出等もあり） 
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≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 

遅刻・早退・中抜けは 30 分以内まで認めている。30分を超える場合は欠席扱いとし、他のコースで

同一講義を振替え受講することで修了できるよう取り計らっている。最終回の日程を欠席した場合

は、自己都合か公共交通の遅延など自己都合によらない事由かによって、補講対象とするか否かを判

断する（前者は補講対象とならない）。なおかつ主任介護支援専門員もしくは介護支援専門員証の、

年度内に修了する必要があるかどうかも判断材料としている。 

2 未修了科目を他組で受講可能としている。 

3 録画映像による学習とレポート提出 

4 担当講師に内容は一任している。 

5 ビデオ補講等 

 

■問７－２ 【問７で⑦（その他）を選択した方のみ】 

その他の方法や内容についてご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 
欠席となった時点で修了不可とし、やむを得ないと判断される場合には修了不可となった研修課程以

降を別の研修回で受講して修了を認める。 

2 一体型科目を全て受講してもらう。 

3 
前期（実習終了）と後期とで分けて判断する。前期が修了している場合のみ次年度以降、後期日程か

らの受講を認める。講義科目と演習科目とで区別はない。 

4 修了不可とし、次年度に未受講科目を受講することで可としている 

5 修了不可とし、別会場や次年度に同科目を再受講すれば修了可とする。 

6 やむを得ない理由がある場合に限り、受講延期願を受け付ける。 

7 やむえない事情の場合、代替措置あり（研修時間全体の 3 分の１以内） 

8 
欠席をされたその日以降、最終日までを次回研修、または次年度研修へ振り替えている。課目に連続

性があるため、その日のみを振り替えることは出来ない。 

9 欠席した場合、それ以降の受講は不可。未修得科目は、次年度の実務研修にて補講を受け修了とする。 

10 欠席日以降の日程を次年度から３年以内で履修すれば修了可としている 

11 
原則は次年度に全科目の再受講としているが、やむを得ない理由（３親等以内の不幸・感染症の罹

患・本人の責めによらない事故等）である場合は当該研修のみでコース変更を行う。 

12 修了不可とし、未受講科目全てを次年度で補講していただく。 

13 修了不可とし、別会場や次年度に欠席した科目の再受講としている 

14 ②はやむを得ない理由があり、事前に連絡があった者のみに限る。 

15 
修了不可であるが、やむを得ない事情であれば、全科目でなく、該当科目のみを次年度再受講で可と

している。 

16 1 年に限り未受講科目を次年度受講して修了としている。 

17 年度内は修了不可としているが、次年度欠席科目を受講すれば修了とする。 

18 
やむをえない欠席（感染症等の罹患、冠婚葬祭等）の場合は、レポート提出並びに次年度に同一科目

を受講することで、修了可となる。 

19 
原則、修了不可としているが、理由によっては部分的に別日程で受講を認める他、次年度の補講及び

レポート提出とする場合がある。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 修了不可とし、次年度に未受講科目を受講することで可としている 

2 

基本的には未修了科目が生じた時点で当該研修課程での修了を不可としているが、欠席の理由により

「やむを得ない」と認められた場合、直近の同一研修で不足科目を受講させることを認めている。た

だし、受講科目は未修了科目により異なる（前後の連動性などを加味し判断している。例：未修了 1

科目→前後の連動性が高い場合は 1科目のみの受講とは限らない） 

3 修了不可とし、別会場や次年度に同科目を再受講すれば修了可とする。 

4 
講義はビデオ、演習は別コースを受講、別コースがない場合、あるいは終了している場合は次年度に

受講 
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5 やむを得ない理由がある場合に限り、受講延期願を受け付ける。 

6 やむえない事情の場合、代替措置あり（研修時間全体の 3 分の１以内） 

7 
欠席をされたその日以降、最終日までを別会場、または次年度研修へ振り替えている。課目に連続性

があるため、その日のみを振り替えることは出来ない。 

8 講義のみ→ＤＶＤ＋レポート提出講義・演習→終了不可とし、次年度に未修了科目を補講。 

9 欠席日以降の日程を証の有効期間内で履修すれば修了可としている。 

10 
原則は次年度に全科目の再受講としているが、やむを得ない理由（３親等以内の不幸・感染症の罹

患・本人の責めによらない事故等）である場合は当該研修のみでコース変更を行う。 

11 修了不可とし、別会場や次年度に欠席した科目の再受講としている 

12 ②はやむを得ない理由があり、事前に連絡があった者のみに限る。 

13 
修了不可であるが、やむを得ない事情であれば、全科目でなく、該当科目のみを次年度再受講で可と

している。 

14 
欠席理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認め、欠席した講義のレポート

を提出させている。また、演習は、1年に限り未受講科目を次年度受講して修了としている。 

15 急用による 1日の欠席は認め、その代わり補講をお金を出して受講してもらうようにしている。 

16 
やむをえない欠席（感染症等の罹患、冠婚葬祭等）の場合は、レポート提出並びに次年度に同一科目

を受講することで、修了可となる。 

17 
原則、修了不可としているが、理由によっては部分的に別日程で受講を認める他、次年度の補講及び

レポート提出とする場合がある。 

18 
やむを得ないと認められる場合で、前受講科目の時間数が、１/2に満たさない場合は再度、全科目

を受講。 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 修了不可とし、次年度に未受講科目を受講することで可としている 

2 

基本的には未修了科目が生じた時点で当該研修課程での修了を不可としているが、欠席の理由により

「やむを得ない」と認められた場合、直近の同一研修で不足科目を受講させることを認めている。た

だし、受講科目は未修了科目により異なる（前後の連動性などを加味し判断している。例：未修了 1

科目→前後の連動性が高い場合は 1科目のみの受講とは限らない） 

3 修了不可とし、別会場や次年度に同科目を再受講すれば修了可とする。 

4 
講義はビデオ、演習は別コースを受講、別コースがない場合、あるいは終了している場合は次年度に

受講 

5 やむを得ない理由がある場合に限り、受講延期願を受け付ける。 

6 やむえない事情の場合、代替措置あり（研修時間全体の 3 分の１以内） 

7 
欠席をされたその日以降、最終日までを別会場、または次年度研修へ振り替えている。課目に連続性

があるため、その日のみを振り替えることは出来ない。 

8 講義のみ→ＤＶＤ,レポート提出講義・演習→終了不可とし、次年度に未修了科目を補講。 

9 欠席日以降の日程を証の有効期間内で履修すれば修了可としている。 

10 
原則は次年度に全科目の再受講としているが、やむを得ない理由（３親等以内の不幸・感染症の罹

患・本人の責めによらない事故等）である場合は当該研修のみでコース変更を行う。 

11 修了不可とし、別会場や次年度に欠席した科目の再受講としている 

12 ②はやむを得ない理由があり、事前に連絡があった者のみに限る。 

13 
修了不可であるが、やむを得ない事情であれば、全科目でなく、該当科目のみを次年度再受講で可と

している。 

14 
欠席理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認め、欠席した講義のレポ

ートを提出させている。また、演習は、受講科目を次年度受講して修了としている。 

15 
やむをえない欠席（感染症等の罹患、冠婚葬祭等）の場合は、レポート提出並びに次年度に同一科目

を受講することで、修了可となる。 

16 
原則、修了不可としているが、理由によっては部分的に別日程で受講を認める他、次年度の補講及び

レポート提出とする場合がある。 

  

 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 

遅刻・早退・中抜けは 30 分以内まで認めている。30分を超える場合は欠席扱いとし、他のコースで

同一講義を振替え受講することで修了できるよう取り計らっている。最終回の日程を欠席した場合

は、自己都合か公共交通の遅延など自己都合によらない事由かによって、補講対象とするか否かを判

断する（前者は補講対象とならない）。なおかつ主任介護支援専門員もしくは介護支援専門員証の、

年度内に修了する必要があるかどうかも判断材料としている。 

2 未修了科目を他組で受講可能としている。 

3 録画映像による学習とレポート提出 

4 担当講師に内容は一任している。 

5 ビデオ補講等 

 

■問７－２ 【問７で⑦（その他）を選択した方のみ】 

その他の方法や内容についてご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 
欠席となった時点で修了不可とし、やむを得ないと判断される場合には修了不可となった研修課程以

降を別の研修回で受講して修了を認める。 

2 一体型科目を全て受講してもらう。 

3 
前期（実習終了）と後期とで分けて判断する。前期が修了している場合のみ次年度以降、後期日程か

らの受講を認める。講義科目と演習科目とで区別はない。 

4 修了不可とし、次年度に未受講科目を受講することで可としている 

5 修了不可とし、別会場や次年度に同科目を再受講すれば修了可とする。 

6 やむを得ない理由がある場合に限り、受講延期願を受け付ける。 

7 やむえない事情の場合、代替措置あり（研修時間全体の 3 分の１以内） 

8 
欠席をされたその日以降、最終日までを次回研修、または次年度研修へ振り替えている。課目に連続

性があるため、その日のみを振り替えることは出来ない。 

9 欠席した場合、それ以降の受講は不可。未修得科目は、次年度の実務研修にて補講を受け修了とする。 

10 欠席日以降の日程を次年度から３年以内で履修すれば修了可としている 

11 
原則は次年度に全科目の再受講としているが、やむを得ない理由（３親等以内の不幸・感染症の罹

患・本人の責めによらない事故等）である場合は当該研修のみでコース変更を行う。 

12 修了不可とし、未受講科目全てを次年度で補講していただく。 

13 修了不可とし、別会場や次年度に欠席した科目の再受講としている 

14 ②はやむを得ない理由があり、事前に連絡があった者のみに限る。 

15 
修了不可であるが、やむを得ない事情であれば、全科目でなく、該当科目のみを次年度再受講で可と

している。 

16 1 年に限り未受講科目を次年度受講して修了としている。 

17 年度内は修了不可としているが、次年度欠席科目を受講すれば修了とする。 

18 
やむをえない欠席（感染症等の罹患、冠婚葬祭等）の場合は、レポート提出並びに次年度に同一科目

を受講することで、修了可となる。 

19 
原則、修了不可としているが、理由によっては部分的に別日程で受講を認める他、次年度の補講及び

レポート提出とする場合がある。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 修了不可とし、次年度に未受講科目を受講することで可としている 

2 

基本的には未修了科目が生じた時点で当該研修課程での修了を不可としているが、欠席の理由により

「やむを得ない」と認められた場合、直近の同一研修で不足科目を受講させることを認めている。た

だし、受講科目は未修了科目により異なる（前後の連動性などを加味し判断している。例：未修了 1

科目→前後の連動性が高い場合は 1科目のみの受講とは限らない） 

3 修了不可とし、別会場や次年度に同科目を再受講すれば修了可とする。 

4 
講義はビデオ、演習は別コースを受講、別コースがない場合、あるいは終了している場合は次年度に

受講 
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17 
やむを得ないと認められる場合で、前受講科目の時間数が、１/2に満たさない場合は再度、全科目

を受講。 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 
欠席となった時点で修了不可とし、やむを得ないと判断される場合には修了不可となった研修課程以

降を別の研修回で受講して修了を認める。 

2 
欠席を事務局が認めた場合、該当科目のみ延期受講を可とし、次年度までの開講機会で受講可として

いる。ただし、日割りによる受講料を徴収する 

3 修了不可とし、次年度に未受講科目を再受講することで可としている 

4 翌年度に限り未受講の科目を履修することで修了可としている。 

5 修了不可とし、別会場や次年度に同科目を再受講すれば修了可とする。 

6 次年度に未受講課目を受講 

7 やむを得ない理由がある場合に限り、受講延期願を受け付ける。 

8 やむえない事情の場合、代替措置あり（研修時間全体の 3 分の１以内） 

9 
欠席をされたその日以降、最終日までを別会場、または次年度研修へ振り替えている。課目に連続性

があるため、その日のみを振り替えることは出来ない。 

10 
原則は次年度に全科目の再受講としているが、やむを得ない理由（３親等以内の不幸・感染症の罹

患・本人の責めによらない事故等）である場合は当該研修のみでコース変更を行う。 

11 同一都道府県内での実務研修の同一科目の受講で可としている 

12 個別協議 

13 修了不可とし、別会場や次年度に欠席した科目の再受講としている 

14 
修了不可であるが、やむを得ない事情であれば、全科目でなく、該当科目のみを次年度再受講で可と

している。 

15 
欠席理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認め、欠席した講義のレポート

を提出させている。また、演習は、1年に限り未受講科目を次年度受講して修了としている。 

16 
やむをえない欠席（感染症等の罹患、冠婚葬祭等）の場合は、レポート提出並びに次年度に同一科目

を受講することで、修了可となる。 

17 
原則、修了不可としているが、理由によっては部分的に別日程で受講を認める他、次年度の補講及び

レポート提出とする場合がある。 

18 
やむを得ないと認められる場合で、前受講科目の時間数が、１/2に満たさない場合は再度、全科目

を受講。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 未修了科目のみを次年度受講し終了とする。 

2 その都度協議 

3 年１回の開催のため、次年度に未修了の科目のみの受講としている。 

4 

基本的には未修了科目が生じた時点で当該研修課程での修了を不可としているが、欠席の理由により

「やむを得ない」と認められた場合、直近の同一研修で不足科目を受講させることを認めている。た

だし、受講科目は未修了科目により異なる（前後の連動性などを加味し判断している。例：未修了 1

科目→前後の連動性が高い場合は 1科目のみの受講とは限らない） 

5 修了不可とし、別会場や次年度に同科目を再受講すれば修了可とする。 

6 
講義はビデオ、演習は別コースを受講、別コースがない場合、あるいは終了している場合は次年度に

受講 

7 理由によっては、来年度、欠席科目の受講で修了とする。（ただし、受講料は全額改めて負担） 

8 
欠席をされたその日以降、最終日までを別会場、または次年度研修へ振り替えている。課目に連続性

があるため、その日のみを振り替えることは出来ない。 

9 
原則は次年度に全科目の再受講としているが、やむを得ない理由（３親等以内の不幸・感染症の罹

患・本人の責めによらない事故等）である場合は当該研修のみでコース変更を行う。 

10 
やむ得ない欠席と自己都合による欠席に分けており、自己都合欠席は問 5①のとおりであるが、やむ

得ない場合はレポートを提出し、次年度該当科目を受講する 
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11 
修了不可であるが、やむを得ない事情であれば、全科目でなく、該当科目のみを次年度再受講で可と

している。 

12 
欠席理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認め、欠席した講義のレポ

ートを提出させている。また、演習は、受講科目を次年度受講して修了としている。 

13 
原則、修了不可としているが、理由によっては部分的に別日程で受講を認める他、次年度の補講及び

レポート提出とする場合がある。 

14 
やむを得ないと認められる場合で、前受講科目の時間数が、１/2に満たさない場合は再度、全科目

を受講。 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 その都度協議 

2 年１回の開催のため、次年度に未修了の科目のみの受講としている。 

3 修了不可とし、次年度に未受講科目を再受講することで可としている 

4 

基本的には未修了科目が生じた時点で当該研修課程での修了を不可としているが、欠席の理由により

「やむを得ない」と認められた場合、直近の同一研修で不足科目を受講させることを認めている。た

だし、受講科目は未修了科目により異なる（前後の連動性などを加味し判断している。例：未修了 1

科目→前後の連動性が高い場合は 1科目のみの受講とは限らない） 

5 修了不可とし、別会場や次年度に同科目を再受講すれば修了可とする。 

6 
講義はビデオ、演習は別コースを受講、別コースがない場合、あるいは終了している場合は次年度に

受講 

7 理由によっては、来年度、欠席科目の受講で修了とする。（ただし、受講料は全額改めて負担） 

8 次年度に同一科目の受講で可とする。 

9 原則全科目の受講を修了要件としている 

10 
原則は次年度に全科目の再受講としているが、やむを得ない理由（３親等以内の不幸・感染症の罹

患・本人の責めによらない事故等）である場合は当該研修のみでコース変更を行う。 

11 
やむ得ない欠席と自己都合による欠席に分けており、自己都合欠席は問 5①のとおりであるが、やむ

得ない場合はレポートを提出し、次年度該当科目を受講する 

12 
修了不可であるが、やむを得ない事情であれば、全科目でなく、該当科目のみを次年度再受講で可と

している。 

13 
欠席理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認め、欠席した講義のレポ

ートを提出させている。また、演習は、受講科目を次年度受講して修了としている。 

14 
原則、修了不可としているが、理由によっては部分的に別日程で受講を認める他、次年度の補講及び

レポート提出とする場合がある。 

15 
やむを得ないと認められる場合で、前受講科目の時間数が、１/2に満たさない場合は再度、全科目

を受講。 

 

■問８ 研修実施機関の形態についてご回答ください（１つ選択） 

  

 

n 

①都道府

県直営に

よる実施 

②委託に

よる実施 

③指定実

施機関に

よる実施 

無回答 

問８ 実務研修 48 0.0  20.8  79.2  0.0 

問６ 専門研修課程Ⅰ 50 0.0  24.0  76.0  0.0 

問６ 専門研修課程Ⅱ 52 0.0  21.2  76.9  1.9 

問６ 再研修・更新研修 46 0.0  26.1  71.7  2.2 

問６ 主任介護支援専門員研修 46 2.2  41.3  54.3  2.2 

問６ 主任介護支援専門員更新研修 47 2.1  36.2  59.6  2.1 

 

 

 

  

 

 

17 
やむを得ないと認められる場合で、前受講科目の時間数が、１/2に満たさない場合は再度、全科目

を受講。 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 
欠席となった時点で修了不可とし、やむを得ないと判断される場合には修了不可となった研修課程以

降を別の研修回で受講して修了を認める。 

2 
欠席を事務局が認めた場合、該当科目のみ延期受講を可とし、次年度までの開講機会で受講可として

いる。ただし、日割りによる受講料を徴収する 

3 修了不可とし、次年度に未受講科目を再受講することで可としている 

4 翌年度に限り未受講の科目を履修することで修了可としている。 

5 修了不可とし、別会場や次年度に同科目を再受講すれば修了可とする。 

6 次年度に未受講課目を受講 

7 やむを得ない理由がある場合に限り、受講延期願を受け付ける。 

8 やむえない事情の場合、代替措置あり（研修時間全体の 3 分の１以内） 

9 
欠席をされたその日以降、最終日までを別会場、または次年度研修へ振り替えている。課目に連続性

があるため、その日のみを振り替えることは出来ない。 

10 
原則は次年度に全科目の再受講としているが、やむを得ない理由（３親等以内の不幸・感染症の罹

患・本人の責めによらない事故等）である場合は当該研修のみでコース変更を行う。 

11 同一都道府県内での実務研修の同一科目の受講で可としている 

12 個別協議 

13 修了不可とし、別会場や次年度に欠席した科目の再受講としている 

14 
修了不可であるが、やむを得ない事情であれば、全科目でなく、該当科目のみを次年度再受講で可と

している。 

15 
欠席理由を確認し、健康上や葬祭等やむを得ない状況であるときに限って認め、欠席した講義のレポート

を提出させている。また、演習は、1年に限り未受講科目を次年度受講して修了としている。 

16 
やむをえない欠席（感染症等の罹患、冠婚葬祭等）の場合は、レポート提出並びに次年度に同一科目

を受講することで、修了可となる。 

17 
原則、修了不可としているが、理由によっては部分的に別日程で受講を認める他、次年度の補講及び

レポート提出とする場合がある。 

18 
やむを得ないと認められる場合で、前受講科目の時間数が、１/2に満たさない場合は再度、全科目

を受講。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 未修了科目のみを次年度受講し終了とする。 

2 その都度協議 

3 年１回の開催のため、次年度に未修了の科目のみの受講としている。 

4 

基本的には未修了科目が生じた時点で当該研修課程での修了を不可としているが、欠席の理由により

「やむを得ない」と認められた場合、直近の同一研修で不足科目を受講させることを認めている。た

だし、受講科目は未修了科目により異なる（前後の連動性などを加味し判断している。例：未修了 1

科目→前後の連動性が高い場合は 1科目のみの受講とは限らない） 

5 修了不可とし、別会場や次年度に同科目を再受講すれば修了可とする。 

6 
講義はビデオ、演習は別コースを受講、別コースがない場合、あるいは終了している場合は次年度に

受講 

7 理由によっては、来年度、欠席科目の受講で修了とする。（ただし、受講料は全額改めて負担） 

8 
欠席をされたその日以降、最終日までを別会場、または次年度研修へ振り替えている。課目に連続性

があるため、その日のみを振り替えることは出来ない。 

9 
原則は次年度に全科目の再受講としているが、やむを得ない理由（３親等以内の不幸・感染症の罹

患・本人の責めによらない事故等）である場合は当該研修のみでコース変更を行う。 

10 
やむ得ない欠席と自己都合による欠席に分けており、自己都合欠席は問 5①のとおりであるが、やむ

得ない場合はレポートを提出し、次年度該当科目を受講する 
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■問９ 延べ実施日数についてご回答ください（貴機関が実施する本課程の研修日数の合計） 

      n 平均 
標準 

偏差 
最小値 最大値 中央値 

問９ 実務研修 

全体日数 46 34.5 41.8 10 210 17

全体集合研修日数 37 9.5 9.3 1 34 6

コース別日数 37 13.6 3.4 1 20 15

全コース数 39 4.1 3.8 1 17 2

問７ 専門研修課程Ⅰ 

全体日数 48 16.4 12.3 7 62 10

全体集合研修日数 33 7.7 6.0 1 24 8

コース別日数 38 10.3 7.8 4 45 8.5

全コース数 43 2.8 1.8 1 9 2

問７ 専門研修課程Ⅱ 

全体日数 49 17.5 21.0 4 120 8

全体集合研修日数 34 6.6 8.1 1 32 4

コース別日数 44 6.4 5.9 3 42 5

全コース数 47 5.3 4.9 1 31 4

問７ 再研修・更新研修 

全体日数 43 21.3 27.2 8 156 11

全体集合研修日数 32 8.2 6.7 1 30 8

コース別日数 36 10.3 5.9 4 42 10

全コース数 40 3.0 3.0 1 15 2

問７ 
主任介護支援専門員

研修 

全体日数 45 12.4 2.6 10 24 12

全体集合研修日数 33 9.9 3.7 2 14 12

コース別日数 20 10.6 2.7 1 13 12

全コース数 25 1.5 1.4 1 8 1

問７ 
主任介護支援専門員 

更新研修 

全体日数 46 12.0 9.5 7 49 8

全体集合研修日数 33 6.5 3.2 1 16 8

コース別日数 24 9.7 8.6 5 49 8

全コース数 29 2.7 3.0 1 16 2

 

 

■問 10 平成 28年度の受講者数についてご回答ください 

    n 平均 
標準 

偏差 
最小値 最大値 中央値 

問 10 実務研修 47 320.1 287.3 64 1300 196 

問８ 専門研修課程Ⅰ 50 263.6 200.6 64 1059 204.5 

問８ 専門研修課程Ⅱ 51 587.1 487.5 78 2950 460 

問８ 再研修・更新研修 46 314.2 295.7 44 1502 233.5 

問８ 主任介護支援専門員研修 45 94.3 77.7 29 390 74 

問８ 主任介護支援専門員更新研修 47 206.5 223.6 55 1400 154 
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■問 11 受講料の設定方法とその額をご回答ください（１つ選択） 

    n 

①受講料にテ

キスト代を含

む(受講料以外

の費用は掛か

らない) 

②受講料にテ

キスト代等を

含まない 

無回答 

問 11 実務研修 48 35.4  64.6  0.0  

問９ 専門研修課程Ⅰ 50 42.0  58.0  0.0  

問９ 専門研修課程Ⅱ 52 46.2  53.8  0.0  

問９ 再研修・更新研修 46 34.8  65.2  0.0  

問９ 主任介護支援専門員研修 46 50.0  47.8  2.2  

問９ 主任介護支援専門員更新研修 47 51.1  46.8  2.1  

 

■問 11①受講料にテキスト代を含む(受講料以外の費用は掛からない)場合の受講料 

(テキスト代等含む） 

    n 平 均 
標準 

偏差 
最小値 最大値 中央値 

問 11 実務研修 15 56742.7 4320.3 49000 64640 58000 

問９ 専門研修課程Ⅰ 19 35210.5 8186.0 17000 45000 35000 

問９ 専門研修課程Ⅱ 23 25013.0 5664.6 14000 32000 25000 

問９ 再研修・更新研修 16 36231.3 9223.9 8000 50640 38000 

問９ 主任介護支援専門員研修 21 45230.5 11304.5 23000 67500 44200 

問９ 主任介護支援専門員更新研修 24 37255.3 11405.4 3888 53000 39750 

 

■問 11 ②受講料にテキスト代等を含まない場合の受講料 

      n 平 均 
標準 

偏差 
最小値 最大値 中央値 

問 11-2 実務研修 

受講料 30 45415.7 10406.9 12000 60000 47500 

テキスト代 30 11228.4 7175.5 3000 46000 10260 

その他費用 12 2716.0 2715.7 356 10260 1810 

問９-１ 専門研修課程Ⅰ 

受講料 29 29476.6 9030.8 8000 47000 30000 

テキスト代 26 5705.8 1530.8 2800 9000 6000 

その他費用 0          

問９-１ 専門研修課程Ⅱ 

受講料 28 23351.4 21074.5 8000 127000 20000 

テキスト代 25 4689.9 4478.2 1000 25600 4000 

その他費用 3 936.7 1163.9 230 2280 300 

問９-１ 再研修・更新研修 

受講料 30 31115.0 9608.0 8000 55000 31000 

テキスト代 29 9466.9 3016.5 2000 18000 9000 

その他費用 5 994.0 829.4 120 2000 1000 

問９-１ 主任介護支援専門員研修 

受講料 22 39036.4 8820.7 17000 53000 39000 

テキスト代 17 4340.0 1500.7 3000 10000 4000 

その他費用 1 6368.0         

問９-１ 
主任介護支援専門員 

更新研修 

受講料 22 30182.7 8517.2 17000 43000 32000 

テキスト代 20 4171.6 1565.1 1000 10000 4104 

その他費用 1 230.0         
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■問９ 延べ実施日数についてご回答ください（貴機関が実施する本課程の研修日数の合計） 

      n 平均 
標準 

偏差 
最小値 最大値 中央値 

問９ 実務研修 

全体日数 46 34.5 41.8 10 210 17 

全体集合研修日数 37 9.5 9.3 1 34 6 

コース別日数 37 13.6 3.4 1 20 15 

全コース数 39 4.1 3.8 1 17 2 

問７ 専門研修課程Ⅰ 

全体日数 48 16.4 12.3 7 62 10 

全体集合研修日数 33 7.7 6.0 1 24 8 

コース別日数 38 10.3 7.8 4 45 8.5 

全コース数 43 2.8 1.8 1 9 2 

問７ 専門研修課程Ⅱ 

全体日数 49 17.5 21.0 4 120 8 

全体集合研修日数 34 6.6 8.1 1 32 4 

コース別日数 44 6.4 5.9 3 42 5 

全コース数 47 5.3 4.9 1 31 4 

問７ 再研修・更新研修 

全体日数 43 21.3 27.2 8 156 11 

全体集合研修日数 32 8.2 6.7 1 30 8 

コース別日数 36 10.3 5.9 4 42 10 

全コース数 40 3.0 3.0 1 15 2 

問７ 
主任介護支援専門員

研修 

全体日数 45 12.4 2.6 10 24 12 

全体集合研修日数 33 9.9 3.7 2 14 12 

コース別日数 20 10.6 2.7 1 13 12 

全コース数 25 1.5 1.4 1 8 1 

問７ 
主任介護支援専門員 

更新研修 

全体日数 46 12.0 9.5 7 49 8 

全体集合研修日数 33 6.5 3.2 1 16 8 

コース別日数 24 9.7 8.6 5 49 8 

全コース数 29 2.7 3.0 1 16 2 

 

 

■問 10 平成 28年度の受講者数についてご回答ください 

    n 平均 
標準 

偏差 
最小値 最大値 中央値 

問 10 実務研修 47 320.1 287.3 64 1300 196 

問８ 専門研修課程Ⅰ 50 263.6 200.6 64 1059 204.5 

問８ 専門研修課程Ⅱ 51 587.1 487.5 78 2950 460 

問８ 再研修・更新研修 46 314.2 295.7 44 1502 233.5 

問８ 主任介護支援専門員研修 45 94.3 77.7 29 390 74 

問８ 主任介護支援専門員更新研修 47 206.5 223.6 55 1400 154 

 

 

 

 

 

78 79 



  

 

 

■問 12 補助金または基金の交付についてご回答ください（１つ選択） 

    n 

①補助や交付あ

り(一部あるい

は全部) 

②補助や交付は

無い 
無回答 

問 12 実務研修 48 31.3  68.8  0.0  

問 10 専門研修課程Ⅰ 50 38.0  62.0  0.0  

問 10 専門研修課程Ⅱ 52 36.5  63.5  0.0  

問 10 再研修・更新研修 46 30.4  67.4  2.2  

問 10 主任介護支援専門員研修 46 37.0  58.7  4.3  

問 10 主任介護支援専門員更新研修 47 34.0  66.0  0.0  

 

■問 13 受講要件設定についてご回答ください（１つ選択）  

    ｎ 

①介護支援専門

員資質向上事業

実施要綱の通り 

②都道府県で独

自の要件を設定

している 

無回答 

問 13 実務研修 48 100.0  0.0  0.0  

問 11 専門研修課程Ⅰ 50 90.0  10.0  0.0  

問 11 専門研修課程Ⅱ 52 88.5  7.7  3.8  

問 11 再研修・更新研修 46 91.3  6.5  2.2  

問 11 主任介護支援専門員研修 46 71.7  28.3  0.0  

問 11 主任介護支援専門員更新研修 47 66.0  34.0  0.0  

 

 

■問 13-1 【問 13で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方のみ】 

独自に設定している要件をご回答ください  

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 更新については 1 か月以上勤務していたものとする。 

2 介護支援専門員資質向上事業実施要綱の要件＋現在、介護支援専門員として実務についていること 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 前回の有効期限から 3年以上勤務しているものとする。3年経過した時点で受講は可能となる。 

2 介護支援専門員資質向上事業実施要綱の要件＋現在、介護支援専門員として実務についていること 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 
介護支援専門員資質向上事業実施要綱の要件＋過去５年間の実務経験にかかわらず、現在、介護支援

専門員として実務についていないこと 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 

１）常勤の介護支援専門員（専従・兼務を問わない）として従事した期間※が、通算して 5年（60

ヵ月）以上であり、かつ、地域の介護支援専門員に対する指導等の活動実績を有する者として、市町

村長が推薦する者。  

２）介護支援専門員の資格を有する市町村職員のうち、地域包括支援センターへの配置が確実に予定さ

れている者で、市町村や基幹型在宅介護支援センターにおいて地域の介護支援専門員に対する相談、支

援等の業務に 5年（60ヵ月）以上従事した経験があり、市町村長が推薦する者。なお、常勤の介護支

援専門員（専従・兼務を問わない）の従事期間※を通算することができる。  

２）介護支援専門員の資格を有し、地域包括支援センターに配置されている又は過去に配置されてい

た保健師（準ずる者を含む）＊3及び社会福祉士（準ずる者を含む）＊4であって、地域の介護支援

専門員に対する相談、支援等の業務に従事した期間が通算 5年（60ヵ月）以上あり、かつ、地域の

80 



  

 

 

介護支援専門員への指導支援に関し十分な知識及び能力を有する者として、市町村長が推薦する者。

なお、常勤の介護支援専門員（専従・兼務を問わない）に従事した期間※を通算することができる。 

2 

①実務従事期間 5 年以上であり、法定研修の講師として携わっている者。今後も協力可能で、指導的

立場にある者 

②市町村や在宅介護支援センターにおいて地域の介護支援専門員に対する相談・支援等の業務に５年

（60か月）以上従事した経験があり、市町村長が特に推薦する者 

③現在、地域包括支援センターに配置されている保健師（準ずる者含む）または社会福祉士（準ずる

者含む）であって、地域の介護支援専門員に対する相談・支援等の業務に５年（60 か月）以上従事

した経験があり、市町村長が特に推薦する者 

3 

・在宅介護支援センターの相談員との兼務で介護支援専門員として従事した期間が通算 5年（60ヶ

月）以上で現に介護支援専門員の業務に従事している者。  

・地域包括支援センターに配属予定の者で市町村の推薦を受けた者。 

4 区市町村による推薦を必須とする 

5 専門Ⅰ、Ⅱの修了した者。 現に介護支援専門員として従事しているもの 

6 

④介護支援専門員として従事した期間（兼務の期間を含む）が通算して 5年（60か月）以上であっ

て、次のいずれかに該当する者。 ア．梨県が実施する介護支援専門員等研修（下表）において、講

師またはファシリテーターとしての経験を有する者。  

平成 18年度以降：実務研修、実務従事者基礎研修、専門研修過・更新研修Ⅰ 専門県研修・更新研

修Ⅱ、更新研修・再検収、介護予防ケア ケアマネジメント従事者研修  

平成 17年度以前：実務研修、現任研修、基礎研修過程１・２、専門研修 

7 

専任・兼任問わず常勤の介護支援専門員として従事した期間が通算して 3年（36ヶ月）以上であ

り、地域包括支援センター又は在宅介護支援センターでの経験を有し、新たに地域包括支援センター

で主任介護支援専門員として配置が予定されている経験豊富な介護支援専門員であって、市町村が推

薦する方 

8 
市直営の包括については県が独自の判断を実施。また一連の研修は主任以上としているため、講師陣

で主任でない方には県と協議の上。 

9 

介護支援専門員の業務に関し十分な知識と経験を有する者であり、①介護支援専門員として従事した

期間が 5年以上であって、徳島県が実施する研修向上事業の講師を継続して務めている者②市町村の

介護保険関係窓口で地域の介護支援専門員への相談支援業務に 5年以上従事し、市町村長の推薦する

介護支援専門員 

10 

受講決定のための評価委員会を設けている。申込時の提出事例の内容を精査（ニーズの抽出具合、ア

セスメントの状況、ケアマネとしての倫理的配慮など）し、点数化し、受講するレベルに達している

のかどうかを評価している。結果は県に答申し、受講決定の判断は県が行う。 

11 

（都道府県独自要件） 

（ア）専任兼任を問わず介護支援専門員として実務に従事した期間が通算５年以上あり、かつ県、市

町村の実施する介護支援専門員を対象にした研修の講師を務めたことがある者。 

（イ）地域包括支援センターに主任介護支援専門員として配属予定の者で、地域の介護支援専門員に

対する相談対応や支援等に関する知識及び能力を有する者として市町村の推薦を受けた者。ただし、

以下の実務経験どちらかを有するものとする。 

（a）専任兼任を問わず介護支援専門員として通算５年以上実務に従事した経験がある。 

（b）介護支援専門員の資格を有し、市町村や在宅介護支援センター、地域包括支援センターにおい

て地域の介護支援専門員に対する相談・支援等の業務に通算５年以上従事した経験がある。なお、専

任兼任を問わず介護支援専門員として実務に従事した期間も含む。 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 

１）地域包括支援センターに従事または従事を予定している者であって、主任介護支援専門員として

の業務に十分な知識と経験を有する者として市町村長が推薦する者 

２）介護支援専門員実務研修の実習において指導した者 

３）初任介護支援専門員ＯＪＴ事業においてアドバイザーとして指導した者 

４）介護支援専門員地域同行型研修において指導者として従事した者 

2 

①実務研修の実習指導者となり実習生の指導に当たった者 

②地域包括支援センターに配置されている者であり、地域の介護支援専門員に対する相談・支援の業

務を継続的に行っており、市町村長が推薦する者 

3 実務研修の実習指導者を講師・ファシリテーターの経験があるものにした。 

  

 

 

■問 12 補助金または基金の交付についてご回答ください（１つ選択） 

    n 

①補助や交付あ

り(一部あるい

は全部) 

②補助や交付は

無い 
無回答 

問 12 実務研修 48 31.3  68.8  0.0  

問 10 専門研修課程Ⅰ 50 38.0  62.0  0.0  

問 10 専門研修課程Ⅱ 52 36.5  63.5  0.0  

問 10 再研修・更新研修 46 30.4  67.4  2.2  

問 10 主任介護支援専門員研修 46 37.0  58.7  4.3  

問 10 主任介護支援専門員更新研修 47 34.0  66.0  0.0  

 

■問 13 受講要件設定についてご回答ください（１つ選択）  

    ｎ 

①介護支援専門

員資質向上事業

実施要綱の通り 

②都道府県で独

自の要件を設定

している 

無回答 

問 13 実務研修 48 100.0  0.0  0.0  

問 11 専門研修課程Ⅰ 50 90.0  10.0  0.0  

問 11 専門研修課程Ⅱ 52 88.5  7.7  3.8  

問 11 再研修・更新研修 46 91.3  6.5  2.2  

問 11 主任介護支援専門員研修 46 71.7  28.3  0.0  

問 11 主任介護支援専門員更新研修 47 66.0  34.0  0.0  

 

 

■問 13-1 【問 13で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方のみ】 

独自に設定している要件をご回答ください  

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 更新については 1 か月以上勤務していたものとする。 

2 介護支援専門員資質向上事業実施要綱の要件＋現在、介護支援専門員として実務についていること 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 前回の有効期限から 3年以上勤務しているものとする。3年経過した時点で受講は可能となる。 

2 介護支援専門員資質向上事業実施要綱の要件＋現在、介護支援専門員として実務についていること 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 
介護支援専門員資質向上事業実施要綱の要件＋過去５年間の実務経験にかかわらず、現在、介護支援

専門員として実務についていないこと 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 

１）常勤の介護支援専門員（専従・兼務を問わない）として従事した期間※が、通算して 5年（60

ヵ月）以上であり、かつ、地域の介護支援専門員に対する指導等の活動実績を有する者として、市町

村長が推薦する者。  

２）介護支援専門員の資格を有する市町村職員のうち、地域包括支援センターへの配置が確実に予定さ

れている者で、市町村や基幹型在宅介護支援センターにおいて地域の介護支援専門員に対する相談、支

援等の業務に 5年（60ヵ月）以上従事した経験があり、市町村長が推薦する者。なお、常勤の介護支

援専門員（専従・兼務を問わない）の従事期間※を通算することができる。  

２）介護支援専門員の資格を有し、地域包括支援センターに配置されている又は過去に配置されてい

た保健師（準ずる者を含む）＊3及び社会福祉士（準ずる者を含む）＊4であって、地域の介護支援

専門員に対する相談、支援等の業務に従事した期間が通算 5年（60ヵ月）以上あり、かつ、地域の
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4 
要件①については法定研修に限り、複数年度 5回以上ある者。 

要件②については 3時間以上の介護支援専門員の質の向上に係る研修に限る等 

5 
毎年度介護支援専門員実務研修実習指導者研修を受講し、かつ介護支援専門員実務研修の実習指導を

行った実習責任者 

6 
・県介護支援専門員実務研修の実習指導を行った者 

・県介護支援専門員地域同行型研修に参加し、アドバイザーとして全課程を修了した者 

7 区市町村による推薦等 

8 介護支援専門員実務研修に係る実習指導者の実績が有る者 

9 実務研修の見学実習で指導した者 

10 主任更新研修を受けるための研修受講回数を年間 6回としている 

11 法定外研修年４回(20時間)以上参加したもの 

12 
介護支援専門員への助言・指導及び地域包括ケアシステムの構築に向けた地域づくりの実践への協力

が可能であり、市町長からの推薦がある者。 

13 

①講師やファシリテーター⇒講師やファシリテーター、実務研修の実習指導者 

③日本ケアマネジメント学会⇒日本ケアマネジメント学会、日本介護支援専門員協会、県介護支援専

門員連絡協議会 

14 

（ア）現に地域包括支援センターに主任介護支援専門員として配属されている者で、地域の介護支援

専門員に対する相談対応や支援等に関する知識及び能力を有する者として市町村の推薦を受けた者 

（イ）地域包括支援センターに主任介護支援専門員として配属予定の者で、介護支援専門員の資格を

有し、市町村や在宅介護支援センター、地域包括支援センターにおいて地域の介護支援専門員に対す

る相談・支援等の業務に従事した経験があり、地域の介護支援専門員に対する相談対応や支援等に関

する知識及び能力を有する者として市町村の推薦を受けた者 

※（その他の要件）別添参照 

 

■問 14 1日あたりの会場費をご回答ください 

≪実務研修≫ 

n 42 

平 均 99298.8 

標準偏差 88817.9 

最小値 900 

最大値 410000 

中央値 85000 

 

■問 15 一人のファシリテーターが担当するグループ数についてご回答ください（１つ選択） 

  n 

① 

10 

グループ 

以上 

② 

５～９グ

ループ 

③ 

２～４ 

グループ 

④ 

１ 

グループ 

無回答 

問 15 実務研修 48 8.3  25.0  54.2  8.3  4.2  

問 12 専門研修課程Ⅰ 50 10.0  30.0  52.0  2.0  6.0  

問 12 専門研修課程Ⅱ 52 9.6  32.7  46.2  5.8  5.8  

問 12 再研修・更新研修 46 6.5  32.6  52.2  4.3  4.3  

問 12 主任介護支援専門員研修 46 10.9  26.1  32.6  17.4  13.0  

問 12 主任介護支援専門員更新研修 47 10.6  38.3  25.5  8.5  17.0  
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■問 16 講師への委嘱内容に関する規約・規程等、ルールがあればご回答ください（１つ選択） 

 （１つ選択） n 
①規約・規程等

がある 

②規約・規程等

がない 
無回答 

問 16 実務研修 48 27.1  70.8  2.1  

問 13 専門研修課程Ⅰ 50 24.0  74.0  2.0  

問 13 専門研修課程Ⅱ 52 23.1  73.1  3.8  

問 13 再研修・更新研修 46 26.1  71.7  2.2  

問 13 主任介護支援専門員研修 46 21.7  78.3  0.0  

問 13 主任介護支援専門員更新研修 47 17.0  78.7  4.3  

 

■問 17 講師謝金に関する規約・規程等についてご回答ください（１つ選択）  

 （１つ選択） n 
①規約・規程等

がある 

②規約・規程等

がない 
無回答 

問 17 実務研修 48 83.3  16.7  0.0  

問 14 専門研修課程Ⅰ 50 90.0  10.0  0.0  

問 14 専門研修課程Ⅱ 52 88.5  9.6  1.9  

問 14 再研修・更新研修 46 82.6  17.4  0.0  

問 14 主任介護支援専門員研修 46 78.3  21.7  0.0  

問 14 主任介護支援専門員更新研修 47 70.2  27.7  2.1  

 

■問 18 今年度の講師の確保状況について近いものをご回答ください（複数回答可） 

≪実務研修≫ n＝48 

№ カテゴリ ％ 

1 ①昨年度までの講師を起用した 93.8 

2 ②新たに養成した 14.6 

3 ③独自のネットワークで声をかけた 31.3 

4 ④他の団体や機関に紹介を依頼した 41.7 

5 ⑤市町村からの推薦を受けた 2.1 

6 ⑥都道府県外の講師を起用した 4.2 

7 ⑦大学などの研究者に依頼した 10.4 

8 ⑧地域同行型研修のアドバイザー（主任介護支援専門員）に依頼した 0.0 

9 ⑨都道府県内の主任介護支援専門員に依頼した 22.9 

10 
⑩都道府県内の特定事業所加算を取得している居宅介護支援事業所の 

主任介護支援専門員に依頼した 
2.1 

 無回答 0.0 

 

■問 19 今年度のファシリテーターの確保状況について近いものをご回答ください（複数回答可） 

≪実務研修≫ n＝48 

№ カテゴリ ％ 

1 ①昨年度までのファシリテーターを起用した 87.5 

2 ②新たに養成した 31.3 

3 ③独自のネットワークで声をかけた 31.3 

4 ④他の団体や機関に紹介を依頼した 27.1 

5 ⑤市町村からの推薦を受けた 0.0 

6 ⑥講師に推薦を依頼した 14.6 
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4 
要件①については法定研修に限り、複数年度 5回以上ある者。 

要件②については 3時間以上の介護支援専門員の質の向上に係る研修に限る等 

5 
毎年度介護支援専門員実務研修実習指導者研修を受講し、かつ介護支援専門員実務研修の実習指導を

行った実習責任者 

6 
・県介護支援専門員実務研修の実習指導を行った者 

・県介護支援専門員地域同行型研修に参加し、アドバイザーとして全課程を修了した者 

7 区市町村による推薦等 

8 介護支援専門員実務研修に係る実習指導者の実績が有る者 

9 実務研修の見学実習で指導した者 

10 主任更新研修を受けるための研修受講回数を年間 6回としている 

11 法定外研修年４回(20時間)以上参加したもの 

12 
介護支援専門員への助言・指導及び地域包括ケアシステムの構築に向けた地域づくりの実践への協力

が可能であり、市町長からの推薦がある者。 

13 

①講師やファシリテーター⇒講師やファシリテーター、実務研修の実習指導者 

③日本ケアマネジメント学会⇒日本ケアマネジメント学会、日本介護支援専門員協会、県介護支援専

門員連絡協議会 

14 

（ア）現に地域包括支援センターに主任介護支援専門員として配属されている者で、地域の介護支援

専門員に対する相談対応や支援等に関する知識及び能力を有する者として市町村の推薦を受けた者 

（イ）地域包括支援センターに主任介護支援専門員として配属予定の者で、介護支援専門員の資格を

有し、市町村や在宅介護支援センター、地域包括支援センターにおいて地域の介護支援専門員に対す

る相談・支援等の業務に従事した経験があり、地域の介護支援専門員に対する相談対応や支援等に関

する知識及び能力を有する者として市町村の推薦を受けた者 

※（その他の要件）別添参照 

 

■問 14 1日あたりの会場費をご回答ください 

≪実務研修≫ 

n 42 

平 均 99298.8 

標準偏差 88817.9 

最小値 900 

最大値 410000 

中央値 85000 

 

■問 15 一人のファシリテーターが担当するグループ数についてご回答ください（１つ選択） 

   n 

① 

10 

グループ 

以上 

② 

５～９グ

ループ 

③ 

２～４ 

グループ 

④ 

１ 

グループ 

無回答 

問 15 実務研修 48 8.3  25.0  54.2  8.3  4.2  

問 12 専門研修課程Ⅰ 50 10.0  30.0  52.0  2.0  6.0  

問 12 専門研修課程Ⅱ 52 9.6  32.7  46.2  5.8  5.8  

問 12 再研修・更新研修 46 6.5  32.6  52.2  4.3  4.3  

問 12 主任介護支援専門員研修 46 10.9  26.1  32.6  17.4  13.0  

問 12 主任介護支援専門員更新研修 47 10.6  38.3  25.5  8.5  17.0  
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7 ⑦都道府県外のファシリテーターを起用した 0.0 

8 ⑧大学などの研究者に依頼した 2.1 

9 ⑨地域同行型研修のアドバイザー（主任介護支援専門員）に依頼した 0.0 

10 ⑩都道府県内の主任介護支援専門員に依頼した 22.9 

11 
⑪都道府県内の特定事業所加算を取得している居宅介護支援事業所の主任介護

支援専門員に依頼した 
4.2 

 無回答 4.2 

 

  （複数回答可） ｎ 

 

 

  

 

  

 
 

 

 

 

問 15 専門研修課程Ⅰ 50 96.0 24.0  24.0  36.0  0.0  4.0  14.0  0.0  24.0  4.0  0.0  

問 15 専門研修課程Ⅱ 52 96.2 28.8  38.5  36.5  0.0  3.8  9.6  0.0  23.1  3.8  0.0  

問 15 再研修・更新研修 46 100.0  23.9  37.0  34.8  0.0  2.2  13.0  0.0  21.7  2.2  0.0  

問 15 主任介護支援専門員研修 46 95.7 30.4  37.0  21.7  0.0  26.1  26.1  0.0  32.6  4.3  0.0  

問 15 主任介護支援専門員更新研修 47 85.1 29.8  27.7  14.9  2.1  19.1  12.8  0.0  23.4  4.3  4.3  

 

■問 20 研修趣旨に関するファシリテーター向けの説明会の実施状況をご回答ください（１つ選択） 

  （１つ選択） ｎ 

①説明会

を実施し

た 

②説明会

は実施せ

ず、文書

を配布し

た 

③説明会

の実施は

せず、文

書なども

配布して

いない 

無回答 

問 20 実務研修 48 64.6  16.7  14.6  4.2  

問 16 専門研修課程Ⅰ 50 54.0  24.0  22.0  0.0  

問 16 専門研修課程Ⅱ 52 61.5  19.2  17.3  1.9  

問 16 再研修・更新研修 46 58.7  19.6  17.4  4.3  

問 16 主任介護支援専門員研修 46 50.0  17.4  28.3  4.3  

問 16 主任介護支援専門員更新研修 47 51.1  17.0  27.7  4.3  
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■問 20-1 【問 20で③（説明会の実施はせず、文書なども配布していない）と回答された方の

みご回答ください】実施していない理由をご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 
過年度より関わっていただいている方であることから、研修趣旨等はご理解いただいているとの判断

をしたため。 

2 
全員が主任介護支援専門員であり、また昨年度からの継続であるため、趣旨等についてはご理解いた

だいている。 

3 今後整備する予定 

4 ファシリテーターは起用していない。 

5 
ファシリテーターの登用に関する公的な取り決めがない。なお、ファシリテーターの登用は今年度も

声掛けにより行ってはおり、その勉強会は行った。 

6 コースごとの主講師との打ち合わせにより対応。 

7 講師を含めた研修打ち合わせ会を実施している。 

8 昨年度、個別説明を実施済み。今年度、新たな講師には個別説明を実施した。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 ファシリテーター経験者より個別指導 

2 28年度に行ったため 

3 今後整備する予定 

4 基本的にファシリテーターは配置していない 

5 ファシリテーターを配置していない 

6 
ファシリテーターの登用に関する公的な取り決めがない。なお、講師とファシリテーターの打合せは

行った（講義前 30分）。 

7 研修実施機関の担当者と打ち合わせをしている。 

8 

H27地域医療介護総合確保基金事業で、講師養成研修を実施 H28は予算上開催が出来なかった。その

為、選定は養成研修を受講した方を起用した。説明会を実施しなかった代わりにシラバスを作成した

講師の講義を見学頂き、研修会場で説明を行った。 

9 

研修部会で各協力支部の研修員に説明を行い、その研修員からファシリに説明をしていただいた。そ

の後リーダーになる方から、自分のコマに協力してくれるファシリを集めてもらい講義の流れをうち

合わせてもらった。 

10 昨年度、個別説明を実施済み。 

11 専門Ⅰはファシリテータを配置していません。 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 28年度に行ったため 

2 今後整備する予定 

3 基本的にファシリテーターは配置していない 

4 ファシリテーターを配置していない 

5 
ファシリテーターの登用に関する公的な取り決めがない。なお、講師とファシリテーターの打合せは

行った（講義前 30分）。 

6 研修実施機関の担当者と打ち合わせをしている。 

7 

H27地域医療介護総合確保基金事業で、講師養成研修を実施 H28は予算上開催が出来なかった。その

為、選定は養成研修を受講した方を起用した。説明会を実施しなかった代わりにシラバスを作成した

講師の講義を見学頂き、研修会場で説明を行った。 

8 昨年度、個別説明を実施済み。今年度、新たな講師には個別説明を実施した。 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 
過年度より関わっていただいている方であることから、研修趣旨等はご理解いただいているとの判断

をしたため。 

2 今後整備する予定 

85

  

 

 

7 ⑦都道府県外のファシリテーターを起用した 0.0  

8 ⑧大学などの研究者に依頼した 2.1  

9 ⑨地域同行型研修のアドバイザー（主任介護支援専門員）に依頼した 0.0  

10 ⑩都道府県内の主任介護支援専門員に依頼した 22.9  

11 
⑪都道府県内の特定事業所加算を取得している居宅介護支援事業所の主任介護

支援専門員に依頼した 
4.2  

 無回答 4.2  

 

  （複数回答可） ｎ 

 

 

  

 

  

 
 

 

 

 

問 15 専門研修課程Ⅰ 50 96.0  24.0  24.0  36.0  0.0  4.0  14.0  0.0  24.0  4.0  0.0  

問 15 専門研修課程Ⅱ 52 96.2  28.8  38.5  36.5  0.0  3.8  9.6  0.0  23.1  3.8  0.0  

問 15 再研修・更新研修 46 100.0  23.9  37.0  34.8  0.0  2.2  13.0  0.0  21.7  2.2  0.0  

問 15 主任介護支援専門員研修 46 95.7  30.4  37.0  21.7  0.0  26.1  26.1  0.0  32.6  4.3  0.0  

問 15 主任介護支援専門員更新研修 47 85.1  29.8  27.7  14.9  2.1  19.1  12.8  0.0  23.4  4.3  4.3  

 

■問 20 研修趣旨に関するファシリテーター向けの説明会の実施状況をご回答ください（１つ選択） 

  （１つ選択） ｎ 

①説明会

を実施し

た 

②説明会

は実施せ

ず、文書

を配布し

た 

③説明会

の実施は

せず、文

書なども

配布して

いない 

無回答 

問 20 実務研修 48 64.6  16.7  14.6  4.2  

問 16 専門研修課程Ⅰ 50 54.0  24.0  22.0  0.0  

問 16 専門研修課程Ⅱ 52 61.5  19.2  17.3  1.9  

問 16 再研修・更新研修 46 58.7  19.6  17.4  4.3  

問 16 主任介護支援専門員研修 46 50.0  17.4  28.3  4.3  

問 16 主任介護支援専門員更新研修 47 51.1  17.0  27.7  4.3  
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3 ファシリテーターを配置していない 

4 
ファシリテーターの登用に関する公的な取り決めがない。なお、講師とファシリテーターの打合せは

行った（講義前 30分）。 

5 研修実施機関の担当者と打ち合わせをしている。 

6 

H27地域医療介護総合確保基金事業で、講師養成研修を実施 H28は予算上開催が出来なかった。その

為、選定は養成研修を受講した方を起用した。説明会を実施しなかった代わりにシラバスを作成した

講師の講義を見学頂き、研修会場で説明を行った。 

7 電話で連絡を行い、研修の趣旨内容の説明を行った。 

8 昨年度、個別説明を実施済み。今年度、新たな講師には個別説明を実施した。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 

ファシリテーターは配置していない。講義によっては講師を２名体制にしているものもあるが、どちら

が講師で、どちらがファシリという位置づけはしていないし、２名体制をとっている科目の講師はいず

れも運営会議のメンバーなので、会議の席上で打合せを済ませているため、説明会の必要はない。 

2 メイン講師が直接選出し、直接ファシリテーターに趣旨進め方などを説明 

3 28年度に行ったため 

4 今後整備する予定 

5 基本的にファシリテーターは配置していない 

6 ファシリテーターは基本的に配置していない。 

7 
ファシリテーターは、当協会の理事が担当しており、理事会もしくは事前に法定研修担当者からの簡

単な打合せは行っている。 

8 ファシリテーターを配置していない 

9 ファシリテーター育成研修や研修講師等養成研修を実施し、その中で伝えている。 

10 いずれの科目も講師のみで実施し、ファシリテーターが不在のため。 

11 
ファシリテーターの登用に関する公的な取り決めがない。なお、「対人援助者監督指導」のみファシ

リテーターを配置。ファシリテーターは講師の意見により人選し決定している。 

12 研修実施機関の担当者と打ち合わせをしている。 

13 

H27地域医療介護総合確保基金事業で、講師養成研修を実施 H28は予算上開催が出来なかった。その

為、選定は養成研修を受講した方を起用した。説明会を実施しなかった代わりにシラバスを作成した

講師の講義を見学頂き、研修会場で説明を行った。 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 

ファシリテーターを配置していないと、何度も言わせないでほしい。調査票の選択肢の設け方がおかし

いと、去年、あれだけ指摘したのに、何も改善されていない。これだけ問題数が多いのだから、回答者

の負担を考えて、「ファシリテーターを配置していない」という選択肢を設けて、以降の質問を飛ばせ

るようにすべき。４つもの研修の回答をする側の身になってほしい。 

2 各々講師と事前打合せをしてもらっているため 

3 28年度に行ったため 

4 今後整備する予定 

5 ファシリテーターを配置する予定がないため。 

6 
ファシリテーターは当協会の理事が行っており、理事会での申し送りや事前に簡単な打合せを行って

いる。 

7 講師が自分の担当以外の科目でファシリテーターを担っているため。 

8 ファシリテーターを配置していない 

9 講師の意見にて、ファシリテーターはおいていない 

10 研修実施機関の担当者と打ち合わせをしている。 

11 グループワークを行っているが、ファシリテーターはおいていない。 

12 

H27地域医療介護総合確保基金事業で、講師養成研修を実施 H28は予算上開催が出来なかった。その

為、選定は養成研修を受講した方を起用した。説明会を実施しなかった代わりにシラバスを作成した

講師の講義を見学頂き、研修会場で説明を行った。 
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■問 21 講師の選定基準についてご回答ください（１つ選択） 

  （１つ選択） ｎ 

①介護支援専門

員資質向上事業

実施要綱の通り 

②都道府県で独

自の要件を設定

している 

無回答 

問 21 実務研修 48 97.9  2.1  0.0  

問 17 専門研修課程Ⅰ 50 90.0  8.0  2.0  

問 17 専門研修課程Ⅱ 52 94.2  3.8  1.9  

問 17 再研修・更新研修 46 95.7  0.0  4.3  

問 17 主任介護支援専門員研修 46 93.5  4.3   2.2  

問 17 主任介護支援専門員更新研修 47 91.5  4.3  4.3  

 

■問 21-1 【問 21で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方のみ】 

独自に設定している科目、要件をご回答ください 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 
介護支援専門員資質向上事業実施要綱に基づく+協会の会員であること、主任・講師のためのフォロ

ーアップ研修を受講していること等 

2 介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り、ケアマネマイスター 

3 
これまで、現場で実践者として圏域で活躍をされている方で、それぞれの科目の説明と演習、教材を

作ることができる方を、それぞれの支部より推薦してもらう。 

4 
各地域振興局職員、各市町村地域包括支援センター職員、県介護支援専門員協議会所属の指導者を推

薦して県と協議して決定。 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 
介護支援専門員資質向上事業実施要綱に基づく＋協会の会員であること、主任・講師のためのフォロ

ーアップ研修を受講していること等 

2 介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り、ケアマネマイスター 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 
介護支援専門員資質向上事業実施要綱に基づく+協会の会員であること、主任・講師のためのフォロ

ーアップ研修を受講していること等 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 
介護支援専門員資質向上事業実施要綱に基づく+協会の会員であること、主任・講師のためのフォロ

ーアップ研修を受講していること等 

 

■問 22 講師を最終的に決定するのは誰ですか。最も近いものをご回答ください（１つ選択） 

  （１つ選択） ｎ 
①都道

府県 

②研修

向上委

員会 

③研修

実施機

関 

④その

他                             
無回答 

問 22 実務研修 48 10.4  16.7  68.8  4.2  0.0 

問 18 専門研修課程Ⅰ 50 8.0  26.0  60.0  6.0  0.0 

問 18 専門研修課程Ⅱ 52 7.7  23.1  63.5  5.8  0.0 

問 18 再研修・更新研修 46 13.0  15.2  67.4  4.3  0.0 

問 18 主任介護支援専門員研修 46 2.2  34.8  58.7  4.3  0.0 

問 18 主任介護支援専門員更新研修 47 6.4  29.8  59.6  2.1  2.1 
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3 ファシリテーターを配置していない 

4 
ファシリテーターの登用に関する公的な取り決めがない。なお、講師とファシリテーターの打合せは

行った（講義前 30分）。 

5 研修実施機関の担当者と打ち合わせをしている。 

6 

H27地域医療介護総合確保基金事業で、講師養成研修を実施 H28は予算上開催が出来なかった。その

為、選定は養成研修を受講した方を起用した。説明会を実施しなかった代わりにシラバスを作成した

講師の講義を見学頂き、研修会場で説明を行った。 

7 電話で連絡を行い、研修の趣旨内容の説明を行った。 

8 昨年度、個別説明を実施済み。今年度、新たな講師には個別説明を実施した。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 

ファシリテーターは配置していない。講義によっては講師を２名体制にしているものもあるが、どちら

が講師で、どちらがファシリという位置づけはしていないし、２名体制をとっている科目の講師はいず

れも運営会議のメンバーなので、会議の席上で打合せを済ませているため、説明会の必要はない。 

2 メイン講師が直接選出し、直接ファシリテーターに趣旨進め方などを説明 

3 28年度に行ったため 

4 今後整備する予定 

5 基本的にファシリテーターは配置していない 

6 ファシリテーターは基本的に配置していない。 

7 
ファシリテーターは、当協会の理事が担当しており、理事会もしくは事前に法定研修担当者からの簡

単な打合せは行っている。 

8 ファシリテーターを配置していない 

9 ファシリテーター育成研修や研修講師等養成研修を実施し、その中で伝えている。 

10 いずれの科目も講師のみで実施し、ファシリテーターが不在のため。 

11 
ファシリテーターの登用に関する公的な取り決めがない。なお、「対人援助者監督指導」のみファシ

リテーターを配置。ファシリテーターは講師の意見により人選し決定している。 

12 研修実施機関の担当者と打ち合わせをしている。 

13 

H27地域医療介護総合確保基金事業で、講師養成研修を実施 H28は予算上開催が出来なかった。その

為、選定は養成研修を受講した方を起用した。説明会を実施しなかった代わりにシラバスを作成した

講師の講義を見学頂き、研修会場で説明を行った。 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 

ファシリテーターを配置していないと、何度も言わせないでほしい。調査票の選択肢の設け方がおかし

いと、去年、あれだけ指摘したのに、何も改善されていない。これだけ問題数が多いのだから、回答者

の負担を考えて、「ファシリテーターを配置していない」という選択肢を設けて、以降の質問を飛ばせ

るようにすべき。４つもの研修の回答をする側の身になってほしい。 

2 各々講師と事前打合せをしてもらっているため 

3 28年度に行ったため 

4 今後整備する予定 

5 ファシリテーターを配置する予定がないため。 

6 
ファシリテーターは当協会の理事が行っており、理事会での申し送りや事前に簡単な打合せを行って

いる。 

7 講師が自分の担当以外の科目でファシリテーターを担っているため。 

8 ファシリテーターを配置していない 

9 講師の意見にて、ファシリテーターはおいていない 

10 研修実施機関の担当者と打ち合わせをしている。 

11 グループワークを行っているが、ファシリテーターはおいていない。 

12 

H27地域医療介護総合確保基金事業で、講師養成研修を実施 H28は予算上開催が出来なかった。その

為、選定は養成研修を受講した方を起用した。説明会を実施しなかった代わりにシラバスを作成した

講師の講義を見学頂き、研修会場で説明を行った。 
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■問 22-1 【問 22で④（その他）を選択した方のみ】その他の具体的な内容をご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 実務研修部会 

2 
県ケアマネ協会をはじめとした各関係団体に講師推薦をいただいている。推薦枠については、県向上

委員会にて決定したもの。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 当該研修委員会 

2 専門Ⅰ部会 

3 
研修・情報交換会（年１回・研修実施機関主催）・連絡会（年２回・県行政主催）を開催し、研修内

容及び修了評価のあり方等の協議を行っている。 

4 
県ケアマネ協会をはじめとした各関係団体に講師推薦をいただいている。推薦枠については、県向上

委員会にて決定したもの。 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 当該研修委員会 

2 専門Ⅱ部会 

3 講師調整は介護支援専門員協会にて行う。 

4 
研修・情報交換会（年１回・研修実施機関主催）・連絡会（年２回・県行政主催）を開催し、研修内

容及び修了評価のあり方等の協議を行っている。 

5 
県ケアマネ協会をはじめとした各関係団体に講師推薦をいただいている。推薦枠については、県向上

委員会にて決定したもの。 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 実務研修部会 

2 
県ケアマネ協会をはじめとした各関係団体に講師推薦をいただいている。推薦枠については、県向上

委員会にて決定したもの。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 当該研修委員会 

2 
県ケアマネ協会をはじめとした各関係団体に講師推薦をいただいている。推薦枠については、県向上委員会

にて決定したもの。県外講師については、県ケアマネ協会から紹介してもらい依頼した。 

3 主任介護支援専門員、講師養成研修受講者より選定 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 当該研修委員会 
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■問 23 講師の養成に関する取り組みついてご回答ください（１つ選択） 

 （１つ選択） ｎ 

①講師

向けの

養成研

修会を

実施し

ている 

②講師

間の連

絡会等

を開催

してい

る 

③講師

養成に

関する

取り組

みは実

施して

いない 

④その

他                                                                                          
無回答 

問 23 実務研修 48 16.7  33.3  35.4  12.5  2.1  

問 19 専門研修課程Ⅰ 50 22.0  38.0  30.0  8.0  2.0  

問 19 専門研修課程Ⅱ 52 28.8  36.5  25.0  9.6  0.0  

問 19 再研修・更新研修 46 23.9  34.8  32.6  8.7  0.0  

問 19 主任介護支援専門員研修 46 30.4  23.9  37.0  8.7  0.0  

問 19 主任介護支援専門員更新研修 47 29.8  25.5  31.9  12.8  0.0  

 

■問 23-1 【問 23で④（その他）を選択した方のみ】 

講師の養成について工夫していることなどをご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 
平成 28年度は指導者（講師）を対象として説明会を実施した。平成 29年度は前年度踏襲のため実施

せず。 

2 県ケアマネージャー協会に依頼している。 

3 

主任介護支援専門員研修を修了された方々に声をかけ、希望者があれば講師登録をする。「見学 → 

既存講師とともに指導（ファシリテーター） → 単独で指導（ファシリテーター） →メイン講師

として指導」という流れで実施している。 

4 Ⅰ．初回：聴講 → Ⅱ．二回目：ファシリテータ → Ⅲ．三回目：講師 

5 日本介護支援専門員協会開催の講師養成研修会等に講師を派遣している。 

6 
研修・情報交換会（年１回・研修実施機関主催）・連絡会（年２回・県行政主催）を開催し、研修内

容及び修了評価のあり方等の協議を行っている。 

7 ファシリテーターの中から選んで、先進県の現任研修の実施状況などを経験させている。 

8 県主催で講師養成研修会を実施している。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 
すでに実績を積んでいる講師から紹介された新たな講師候補者に、研修会場へ何度か見学に来てもらい

（遠方者には旅費を支給）、数か月後、または翌年度から講師を担当してもらっている。 

2 県ケアマネジャー協会に依頼している。 

3 

主任介護支援専門員研修修了者の中から一定の条件を満たした者をファシリテーターとして選出して

いる。ファシリテーターとなった者はベテランのファシリと組み、当該研修でのファシリテーターを

経験していく。（講師よりまずはファシリテーターとして経験） 

4 日本介護支援専門員協会開催の講師養成研修会等に講師を派遣している。 

5 県介護支援専門員協会に講師の選定・日程調整を依頼している 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 
すでに実績を積んでいる講師から紹介された新たな講師候補者に、研修会場へ何度か見学に来てもらい

（遠方者には旅費を支給）、数か月後、または翌年度から講師を担当してもらっている。 

2 県ケアマネジャー協会に依頼している。 

3 

主任介護支援専門員研修修了者の中から一定の条件を満たした者をファシリテーターとして選出して

いる。ファシリテーターとなった者はベテランのファシリと組み、当該研修でのファシリテーターを

経験していく。（講師よりまずはファシリテーターとして経験） 

4 日本介護支援専門員協会開催の講師養成研修会等に講師を派遣している。 
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■問 22-1 【問 22で④（その他）を選択した方のみ】その他の具体的な内容をご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 実務研修部会 

2 
県ケアマネ協会をはじめとした各関係団体に講師推薦をいただいている。推薦枠については、県向上

委員会にて決定したもの。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 当該研修委員会 

2 専門Ⅰ部会 

3 
研修・情報交換会（年１回・研修実施機関主催）・連絡会（年２回・県行政主催）を開催し、研修内

容及び修了評価のあり方等の協議を行っている。 

4 
県ケアマネ協会をはじめとした各関係団体に講師推薦をいただいている。推薦枠については、県向上

委員会にて決定したもの。 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 当該研修委員会 

2 専門Ⅱ部会 

3 講師調整は介護支援専門員協会にて行う。 

4 
研修・情報交換会（年１回・研修実施機関主催）・連絡会（年２回・県行政主催）を開催し、研修内

容及び修了評価のあり方等の協議を行っている。 

5 
県ケアマネ協会をはじめとした各関係団体に講師推薦をいただいている。推薦枠については、県向上

委員会にて決定したもの。 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 実務研修部会 

2 
県ケアマネ協会をはじめとした各関係団体に講師推薦をいただいている。推薦枠については、県向上

委員会にて決定したもの。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 当該研修委員会 

2 
県ケアマネ協会をはじめとした各関係団体に講師推薦をいただいている。推薦枠については、県向上委員会

にて決定したもの。県外講師については、県ケアマネ協会から紹介してもらい依頼した。 

3 主任介護支援専門員、講師養成研修受講者より選定 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 当該研修委員会 
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5 講師の補佐としてサブ講師をたて、次期講師の育成を行っている 

6 県介護支援専門員協会に講師の選定・日程調整を依頼している 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 県ケアマネジャー協会に依頼している。 

2 日本介護支援専門員協会開催の講師養成研修会等に講師を派遣している。 

3 

主任介護支援専門員研修を修了された方々に声をかけ、希望者があれば講師登録をする。「見学→既

存講師とともに指導（ファシリテーター）→単独で指導（ファシリテーター）→メイン講師として指

導」という流れで実施している。 

4 実務研修の講師(一部)が兼務 

5 研修実施機関の担当者と打ち合わせをしている。 

6 ファシリテーターの中から選んで、先進県の現任研修の実施状況などを経験させている。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 

主任介護支援専門員研修修了者の中から一定の条件を満たした者をファシリテーターとして選出して

いる。ファシリテーターとなった者はベテランのファシリと組み、当該研修でのファシリテーターを

経験していく。（講師よりまずはファシリテーターとして経験） 

2 日本介護支援専門員協会開催の講師養成研修会等に講師を派遣している。 

3 その科目に精通した学識経験者を選定している 

4 研修実施機関の担当者と打ち合わせをしている。 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 

主任介護支援専門員研修修了者の中から一定の条件を満たした者をファシリテーターとして選出して

いる。ファシリテーターとなった者はベテランのファシリと組み、当該研修でのファシリテーターを

経験していく。（講師よりまずはファシリテーターとして経験） 

2 日本介護支援専門員協会開催の講師養成研修会等に講師を派遣している。 

3 
講師は、学識経験者や、研修向上委員会の委員等に依頼し、新たな講師においては、職能団体等の推

薦を得て対応した 

4 日本福祉大学に講師の選定・日程調整を依頼している 

5 

向上委員会にて、主任更新研修については受講生である主任ケアマネの中から講師を選考し、お互い

に高めあうことを主旨としている。ただし、来年度以降については見直しも検討している。また受講

生であるので、グループの進行役も担うことになる。（ファシリテーターは配置していない） 

6 研修実施機関の担当者と打ち合わせをしている。 

 

■問 24 ファシリテーターの選定基準についてご回答ください（１つ選択） 

   ｎ 

①都道府県で

独自の要件を

設定している 

②要件は特に

定めていない 
無回答 

問 24 実務研修 48 25.0  72.9  2.1  

問 20 専門研修課程Ⅰ 50 34.0  60.0  6.0  

問 20 専門研修課程Ⅱ 52 34.6  63.5  1.9  

問 20 再研修・更新研修 46 23.9  73.9  2.2  

問 20 主任介護支援専門員研修 46 32.6  60.9  6.5  

問 20 主任介護支援専門員更新研修 47 23.4  61.7  14.9  
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■問 24-1 【問 24で①（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方のみ】 

独自に設定している要件をご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 県内での活動状況を参考にしている。 

2 

主任研修修了者の中から、一定の条件を満たした者をファシリテーターとして選出している。ファシ

リテーターとなった者はベテランのファシリテーターと組み、まずは専門研修及び主任研修のファシ

リテーターを経験してから、実務研修のファシリテーターとして選出される。 

3 区市町村による推薦、または研修機関・講師による推薦 

4 主任介護支援専門員 

5 

専任の介護支援専門員として従事した期間が通算して 5 年以上かつ介護支援専門員に係る研修の企

画、講師やファシリテーターの経験を有する者で、次の①～②いずれかの条件に該当する者。①日本

ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマネジャー②主任介護支援専門員研修を修了した者 

6 講師として登録してもらっている方々に依頼している 

7 主任介護支援専門員 

8 主任介護支援員研修受講済者の中から、従事協力要請を受けて頂ける方を基本としている。 

9 県が主催する介護支援専門員指導者検討会の出席者 

10 主任介護支援専門員、講師養成研修受講者より選定 

11 
主任介護支援専門員を対象とした講師養成の為の研修会に参加した方を中心に県内の講師登録者名簿

を作成している。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 県内での活動状況を参考にしている。 

2 主任介護支援専門員 

3 
介護支援専門員資質向上事業実施要綱に基づく+協会の会員であること、主任・講師のためのフォロ

ーアップ研修を受講していること等 

4 主任研修修了者の中から、選考（基準の一例：年齢、受講態度、ファシリの評価、提出課題の中身など） 

5 区市町村による推薦、または研修機関・講師による推薦 

6 ファシリテーター養成講座を受講した主任介護支援専門員 

7 所定の研修を修了した介護支援専門員 

8 

専任の介護支援専門員として従事した期間が通算して 5 年以上かつ介護支援専門員に係る研修の企

画、講師やファシリテーターの経験を有する者で、次の①～②いずれかの条件に該当する者。①日本

ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマネジャー②主任介護支援専門員研修を修了した者 

9 
ファシリテーターを希望する者で、県介護支援専門員連絡協議会が実施する主任ケアマネを対象とし

た指導者養成研修を受講した者。 

10 主任介護支援専門員 

11 講師：介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通りと同じ 

12 介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り 

13 主任介護支援専門員、講師養成研修受講者より選定 

14 専門Ⅰはファシリテータを配置していません。 

15 
各地域振興局職員、各市町村地域包括支援センター職員、県介護支援専門員協議会所属の指導者を推

薦して県と協議して決定。 

16 主任介護支援専門員を対象に、ファシリテーター養成研修を実施。 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 県内での活動状況を参考にしている。 

2 
介護支援専門員資質向上事業実施要綱に基づく+協会の会員であること、主任・講師のためのフォロ

ーアップ研修を受講していること等 

3 主任研修修了者の中から、選考（基準の一例：年齢、受講態度、ファシリの評価、提出課題の中身など） 

4 区市町村による推薦、または研修機関・講師による推薦 

5 ファシリテーター養成講座を受講した主任介護支援専門員 
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5 講師の補佐としてサブ講師をたて、次期講師の育成を行っている 

6 県介護支援専門員協会に講師の選定・日程調整を依頼している 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 県ケアマネジャー協会に依頼している。 

2 日本介護支援専門員協会開催の講師養成研修会等に講師を派遣している。 

3 

主任介護支援専門員研修を修了された方々に声をかけ、希望者があれば講師登録をする。「見学→既

存講師とともに指導（ファシリテーター）→単独で指導（ファシリテーター）→メイン講師として指

導」という流れで実施している。 

4 実務研修の講師(一部)が兼務 

5 研修実施機関の担当者と打ち合わせをしている。 

6 ファシリテーターの中から選んで、先進県の現任研修の実施状況などを経験させている。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 

主任介護支援専門員研修修了者の中から一定の条件を満たした者をファシリテーターとして選出して

いる。ファシリテーターとなった者はベテランのファシリと組み、当該研修でのファシリテーターを

経験していく。（講師よりまずはファシリテーターとして経験） 

2 日本介護支援専門員協会開催の講師養成研修会等に講師を派遣している。 

3 その科目に精通した学識経験者を選定している 

4 研修実施機関の担当者と打ち合わせをしている。 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 

主任介護支援専門員研修修了者の中から一定の条件を満たした者をファシリテーターとして選出して

いる。ファシリテーターとなった者はベテランのファシリと組み、当該研修でのファシリテーターを

経験していく。（講師よりまずはファシリテーターとして経験） 

2 日本介護支援専門員協会開催の講師養成研修会等に講師を派遣している。 

3 
講師は、学識経験者や、研修向上委員会の委員等に依頼し、新たな講師においては、職能団体等の推

薦を得て対応した 

4 日本福祉大学に講師の選定・日程調整を依頼している 

5 

向上委員会にて、主任更新研修については受講生である主任ケアマネの中から講師を選考し、お互い

に高めあうことを主旨としている。ただし、来年度以降については見直しも検討している。また受講

生であるので、グループの進行役も担うことになる。（ファシリテーターは配置していない） 

6 研修実施機関の担当者と打ち合わせをしている。 

 

■問 24 ファシリテーターの選定基準についてご回答ください（１つ選択） 

   ｎ 

①都道府県で

独自の要件を

設定している 

②要件は特に

定めていない 
無回答 

問 24 実務研修 48 25.0  72.9  2.1  

問 20 専門研修課程Ⅰ 50 34.0  60.0  6.0  

問 20 専門研修課程Ⅱ 52 34.6  63.5  1.9  

問 20 再研修・更新研修 46 23.9  73.9  2.2  

問 20 主任介護支援専門員研修 46 32.6  60.9  6.5  

問 20 主任介護支援専門員更新研修 47 23.4  61.7  14.9  
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6 

専任の介護支援専門員として従事した期間が通算して 5 年以上かつ介護支援専門員に係る研修の企

画、講師やファシリテーターの経験を有する者で、次の①～②いずれかの条件に該当する者。①日本

ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマネジャー②主任介護支援専門員研修を修了した者 

7 希望する者で、県介護支援専門員連絡協議会が実施する指導者研修を受講した主任ケアマネ。 

8 都道府県講師養成研修修了者 

9 主任介護支援専門員 

10 講師：介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通りと同じ 

11 介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り 

12 主任介護支援専門員、講師養成研修受講者より選定 

13 
主任介護支援専門員を対象とした講師養成の為の研修会に参加した方を中心に県内の講師登録者名簿

を作成している。 

14 
各地域振興局職員、各市町村地域包括支援センター職員、県介護支援専門員協議会所属の指導者を推

薦して県と協議して決定。 

15 主任介護支援専門員を対象に、ファシリテーター養成研修を実施。 

 

≪再研修・更新研修≫ 
1 県内での活動状況を参考にしている。 

2 

主任研修修了者の中から、一定の条件を満たした者をファシリテーターとして選出している。ファシ

リテーターとなった者はベテランのファシリテーターと組み、まずは専門研修及び主任研修のファシ

リテーターを経験してから、実務研修及び更新・再研修のファシリテーターとして選出される。 

3 区市町村による推薦、または研修機関・講師による推薦 

4 所定の研修を修了した介護支援専門員 

5 

専任の介護支援専門員として従事した期間が通算して 5 年以上かつ介護支援専門員に係る研修の企

画、講師やファシリテーターの経験を有する者で、次の①～②いずれかの条件に該当する者。①日本

ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマネジャー②主任介護支援専門員研修を修了した者 

6 講師として登録してもらっている方々に依頼している 

7 
ファシリテーターを希望する者で、滋賀県介護支援専門員連絡協議会が実施する主任ケアマネを対象

とした指導者養成研修を受講した者。 

8 主任介護支援専門員 

9 主任介護支援専門員、講師養成研修受講者より選定 

10 
主任介護支援専門員を対象とした講師養成の為の研修会に参加した方を中心に県内の講師登録者名簿

を作成している。 

11 主任介護支援専門員を対象に、ファシリテーター養成研修を実施。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 現任，主任，地域リーダー，養成研修受講 

2 県内外の活動状況を参考にした。 

3 
介護支援専門員資質向上事業実施要綱に基づく+協会の会員であること、主任・講師のためのフォロ

ーアップ研修を受講していること等 

4 主任研修修了者の中から、選考（基準の一例：年齢、受講態度、ファシリの評価、提出課題の中身など） 

5 
主任ケアマネであって、過去に主任研修又は専門研修Ⅱで講師又はファシリテーターの経験がありか

つ、講師等養成研修に参加した者 

6 主任介護支援専門員であること 

7 ファシリテーター養成講座を受講した主任介護支援専門員 

8 
都道府県ではないが、実施機関として設定している。 主任介護支援専門員であること、質の向上研

修を受講していること。 

9 ファシリテーターは基本的に配置していない 

10 県の協会で独自に実施している指導者養成研修修了生 

11 主任介護支援専門員 

12 主任介護支援専門員、講師養成研修受講者より選定 
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13 
主任介護支援専門員を対象とした講師養成の為の研修会に参加した方を中心に県内の講師登録者名簿

を作成している。 

14 
各地域振興局職員、各市町村地域包括支援センター職員、県介護支援専門員協議会所属の指導者を推

薦して県と協議して決定。 

15 主任介護支援専門員を対象に、ファシリテーター養成研修を実施。 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 現任，主任，地域リーダー，養成研修受講 

2 県内での活動状況を参考にしている。 

3 
介護支援専門員資質向上事業実施要綱に基づく+協会の会員であること、主任・講師のためのフォロ

ーアップ研修を受講していること等 

4 
特に要件は定めていないが、本研修修了者を次回時のファシリテーターとして協力してもらってい

る。研修修了者へ「ファシリテーターの経験の場」として提供・養成 

5 区市町村による推薦、または研修機関・講師による推薦 

6 前年度の主任介護支援専門員更新研修修了者 

7 県内の登録講師に依頼している 

8 県の委託で当会が開催するファシリテータ養成研修を修了している。 

9 ファシリテーターを配置していない 

10 主任介護支援専門員、講師養成研修受講者 

11 主任介護支援専門員更新研修を修了した講師に依頼している。 

 

■問 25 ファシリテーターを最終的に決定するのは誰ですか。最も近いものをご回答ください 

（１つ選択） 

   ｎ 
①都道

府県 

②研修

向上委

員会 

③研修

実施機

関 

④その

他                                                                                             
無回答 

問 25 実務研修 48 6.3  10.4  77.1  4.2  2.1  

問 21 専門研修課程Ⅰ 50 4.0  16.0  66.0  12.0  2.0  

問 21 専門研修課程Ⅱ 52 5.8  17.3  67.3  9.6  0.0  

問 21 再研修・更新研修 46 4.3  13.0  73.9  4.3  4.3  

問 21 主任介護支援専門員研修 46 2.2  21.7  58.7  13.0  4.3  

問 21 主任介護支援専門員更新研修 47 2.1  21.3  57.4  6.4  12.8  

 

■問 25-1【問 25で④（その他）を選択した方のみ】その他の具体的な内容をご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 県ケアマネージャー協会に依頼している。 

2 実務研修部会 

3 ファシリテーターは起用していない。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 県ケアマネジャー協会に依頼している。 

2 当該研修委員会 

3 ワーキング部会 

4 専門Ⅰ部会 

5 基本的にファシリテーターは配置していない 

6 県介護支援専門員協会キャリアアップ登録制度 

7 ファシリテーターを配置していない 

8 専門Ⅰではファシリテータを配置していない 

  

 

 

6 

専任の介護支援専門員として従事した期間が通算して 5 年以上かつ介護支援専門員に係る研修の企

画、講師やファシリテーターの経験を有する者で、次の①～②いずれかの条件に該当する者。①日本

ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマネジャー②主任介護支援専門員研修を修了した者 

7 希望する者で、県介護支援専門員連絡協議会が実施する指導者研修を受講した主任ケアマネ。 

8 都道府県講師養成研修修了者 

9 主任介護支援専門員 

10 講師：介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通りと同じ 

11 介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り 

12 主任介護支援専門員、講師養成研修受講者より選定 

13 
主任介護支援専門員を対象とした講師養成の為の研修会に参加した方を中心に県内の講師登録者名簿

を作成している。 

14 
各地域振興局職員、各市町村地域包括支援センター職員、県介護支援専門員協議会所属の指導者を推

薦して県と協議して決定。 

15 主任介護支援専門員を対象に、ファシリテーター養成研修を実施。 

 

≪再研修・更新研修≫ 
1 県内での活動状況を参考にしている。 

2 

主任研修修了者の中から、一定の条件を満たした者をファシリテーターとして選出している。ファシ

リテーターとなった者はベテランのファシリテーターと組み、まずは専門研修及び主任研修のファシ

リテーターを経験してから、実務研修及び更新・再研修のファシリテーターとして選出される。 

3 区市町村による推薦、または研修機関・講師による推薦 

4 所定の研修を修了した介護支援専門員 

5 

専任の介護支援専門員として従事した期間が通算して 5 年以上かつ介護支援専門員に係る研修の企

画、講師やファシリテーターの経験を有する者で、次の①～②いずれかの条件に該当する者。①日本

ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマネジャー②主任介護支援専門員研修を修了した者 

6 講師として登録してもらっている方々に依頼している 

7 
ファシリテーターを希望する者で、滋賀県介護支援専門員連絡協議会が実施する主任ケアマネを対象

とした指導者養成研修を受講した者。 

8 主任介護支援専門員 

9 主任介護支援専門員、講師養成研修受講者より選定 

10 
主任介護支援専門員を対象とした講師養成の為の研修会に参加した方を中心に県内の講師登録者名簿

を作成している。 

11 主任介護支援専門員を対象に、ファシリテーター養成研修を実施。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 現任，主任，地域リーダー，養成研修受講 

2 県内外の活動状況を参考にした。 

3 
介護支援専門員資質向上事業実施要綱に基づく+協会の会員であること、主任・講師のためのフォロ

ーアップ研修を受講していること等 

4 主任研修修了者の中から、選考（基準の一例：年齢、受講態度、ファシリの評価、提出課題の中身など） 

5 
主任ケアマネであって、過去に主任研修又は専門研修Ⅱで講師又はファシリテーターの経験がありか

つ、講師等養成研修に参加した者 

6 主任介護支援専門員であること 

7 ファシリテーター養成講座を受講した主任介護支援専門員 

8 
都道府県ではないが、実施機関として設定している。 主任介護支援専門員であること、質の向上研

修を受講していること。 

9 ファシリテーターは基本的に配置していない 

10 県の協会で独自に実施している指導者養成研修修了生 

11 主任介護支援専門員 

12 主任介護支援専門員、講師養成研修受講者より選定 
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≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 県ケアマネジャー協会に依頼している。 

2 講師の所属する専門職団体で介護支援専門員の資格のあるもの 

3 当該研修委員会 

4 ワーキング部会 

5 基本的にファシリテーターは配置していない 

6 都道府県講師名簿より選定 

7 県介護支援専門員協会キャリアアップ登録制度 

8 ファシリテーターを配置していない 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 実務研修部会 

2 ファシリテーターを配置していない 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 担当の講師が決めている。 

2 当該研修委員会 

3 基本的にファシリテーターは配置していない 

4 県介護支援専門員協会キャリアアップ登録制度 

5 
主任研修では、ファシリテーターを置いていないため。 但し、更新・専門Ⅰ・Ⅱや主任更新研修で

は、ファシリテーターを置いている。 

6 ファシリテーターを配置していない 

7 ファシリテーターはつけていない 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 当該研修委員会 

2 県の協会で独自に実施している指導者養成研修修了生 

3 県介護支援専門員協会キャリアアップ登録制度 

4 ファシリテーターを配置していない 

5 ファシリテーターを配置していない 
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■問 26 ファシリテーターの養成についてご回答ください（複数回答可） 

 

（複数選択可） 

ｎ 

①
主
任
研
修
や
主
任
更
新
研
修
等
の
法
定
研
修
の
中
で

フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
養
成
の
内
容
を
盛
り
込
ん
で
い
る

②
法
定
研
修
と
は
別
に
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
向
け
の

養
成
研
修
会
を
実
施
し
て
い
る 

③
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
間
の
連
絡
会
等
を
開
催
し
て

い
る 

④
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
養
成
に
関
す
る
取
り
組
み
は

実
施
し
て
い
な
い 

⑤
そ
の
他 

  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
   

 
 
 
 
  
 
  

無
回
答 

問 26 実務研修 48 6.3  33.3  18.8 35.4  10.4  4.2  

問 22 専門研修課程Ⅰ 50 2.0  40.0  22.0 32.0  6.0  4.0  

問 22 専門研修課程Ⅱ 52 1.9  42.3  21.2 34.6  3.8  1.9  

問 22 再研修・更新研修 46 0.0  30.4  17.4 43.5  6.5  4.3  

問 22 主任介護支援専門員研修 46 10.9  52.2  13.0 23.9  0.0  10.9  

問 22 主任介護支援専門員更新研修 47 10.6  46.8  14.9 27.7  4.3  8.5  

 

■問 26-1 【問 26で⑤（その他）を選択した方のみ】ファシリテーターの養成について工夫し

ていることなどをご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 県ケアマネージャー協会に依頼している。 

2 講師の養成の一環として行っている 

3 連絡会を開催し、従事内容の説明を実施している。 

4 
研修・情報交換会（年１回・研修実施機関主催）・連絡会（年２回・県行政主催）を開催し、研修内

容及び修了評価のあり方等の協議を行っている。 

5 県主催で講師養成研修会を実施している。 

6 今年度、県がケアマネ協会に委託し、養成研修を実施予定。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 県ケアマネジャー協会に依頼している。 

2 

主任介護支援専門員研修修了者の中から一定の条件を満たした者をファシリテーターとして選出して

いる。ファシリテーターとなった者はベテランのファシリと組み、当該研修でのファシリテーターを

経験していく。（講師よりまずはファシリテーターとして経験） 

3 基本的にファシリテーターは配置していない 

4 
研修・情報交換会（年１回・研修実施機関主催）・連絡会（年２回・県行政主催）を開催し、研修内

容及び修了評価のあり方等の協議を行っている。 

5 特別に行っていない。 

6 今年度、県がケアマネ協会に委託し、養成研修を実施予定。 

7 専門Ⅰではファシリテータを配置していない 

8 年５回以上の養成研修（介護支援専門員等指導者研修） 
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≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 県ケアマネジャー協会に依頼している。 

2 講師の所属する専門職団体で介護支援専門員の資格のあるもの 

3 当該研修委員会 

4 ワーキング部会 

5 基本的にファシリテーターは配置していない 

6 都道府県講師名簿より選定 

7 県介護支援専門員協会キャリアアップ登録制度 

8 ファシリテーターを配置していない 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 実務研修部会 

2 ファシリテーターを配置していない 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 担当の講師が決めている。 

2 当該研修委員会 

3 基本的にファシリテーターは配置していない 

4 県介護支援専門員協会キャリアアップ登録制度 

5 
主任研修では、ファシリテーターを置いていないため。 但し、更新・専門Ⅰ・Ⅱや主任更新研修で

は、ファシリテーターを置いている。 

6 ファシリテーターを配置していない 

7 ファシリテーターはつけていない 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 当該研修委員会 

2 県の協会で独自に実施している指導者養成研修修了生 

3 県介護支援専門員協会キャリアアップ登録制度 

4 ファシリテーターを配置していない 

5 ファシリテーターを配置していない 
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≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 県ケアマネジャー協会に依頼している。 

2 

主任介護支援専門員研修修了者の中から一定の条件を満たした者をファシリテーターとして選出して

いる。ファシリテーターとなった者はベテランのファシリと組み、当該研修でのファシリテーターを

経験していく。（講師よりまずはファシリテーターとして経験） 

3 基本的にファシリテーターは配置していない 

4 講師連絡会を実施。 

5 
研修・情報交換会（年１回・研修実施機関主催）・連絡会（年２回・県行政主催）を開催し、研修内

容及び修了評価のあり方等の協議を行っている。 

6 今年度、県がケアマネ協会に委託し、養成研修を実施予定。 

7 年３回以上の養成研修 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 県ケアマネジャー協会に依頼している。 

2 連絡会を開催し、従事内容の説明を実施している。 

3 講師の養成の一環として行っている 

4 今年度、県がケアマネ協会に委託し、養成研修を実施予定。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 

主任介護支援専門員研修修了者の中から一定の条件を満たした者をファシリテーターとして選出して

いる。ファシリテーターとなった者はベテランのファシリと組み、当該研修でのファシリテーターを

経験していく。（講師よりまずはファシリテーターとして経験） 

2 講師連絡会で、研修内容の説明およびファシリテーターの役割について説明している。 

3 基本的にファシリテーターは配置していない 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 
本研修修了者には次回時のファシリテーターとして協力してもらっている。「ファシリテーターの経

験の場」、ファシリの育成・養成 

2 講師の養成の一環として行っている 

3 ファシリテーターを配置していない 

4 主任介護支援専門員を対象に、ファシリテーター養成研修を実施。 

 

■問 27 主要教材（テキスト）を誰が決定していますか。最も近いものをご回答ください 

（１つ選択）  

  

ｎ 

①都道

府県 

②研修

向上委

員会 

③研修

実施機

関 

④その

他 
無回答 

問 27 実務研修 48 6.3  35.4  45.8  12.5  0.0  

問 23 専門研修課程Ⅰ 50 4.0  36.0  42.0  16.0  2.0  

問 23 専門研修課程Ⅱ 52 3.8  34.6  42.3  19.2  0.0  

問 23 再研修・更新研修 46 6.5  23.9  50.0  15.2  4.3  

問 23 主任介護支援専門員研修 46 4.3  23.9  43.5  23.9  4.3  

問 23 主任介護支援専門員更新研修 47 6.4  34.0  46.8  12.8  0.0  
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■問 28 主要教材の概要をご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 講師作成 

2 講師が作成したスライドを印刷・配布 

3 研修実施機関と主担当講師にて最終決定をしている。 

4 実務研修部会 

5 都道府県と研修実施機関の協議 

6 法定研修作業部会 

7 ①と③ 

8 講師 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 介護支援専門員更新研修〔前期〕専門研修Ⅰ（版テキスト）/総合研究調査会発行 

2 講義資料 

3 アセスメント項目を独自に作成。 

4 独自に作成 

5 各科目に対応する資料を各講師が作成 

6 講師作成のレジュメ 

7 講師、演習指導者の作成したレジュメ 

8 講師作成資料 

9 各講座の講師によるテキスト 

10 独自に作成している 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 介護支援専門員更新研修〔後期〕専門研修Ⅱ（都道府県版テキスト）/総合研究調査会発行 

2 アセスメント項目を独自に作成。 

3 独自に作成 

4 各科目に対応する資料を各講師が作成 

5 講師作成のレジュメ 

6 講師、演習指導者の作成したレジュメ 

7 講師作成資料 

8 各講座の講師によるテキスト 

9 独自に作成している 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 集合研修テキスト／ｅラーニングノート 

2 アセスメント項目を独自に作成。 

3 独自に作成 

4 居宅サービス計画書作成の手引き 

5 五訂居宅サービス計画書作成の手引き 

6 講師、演習指導者の作成したレジュメ 

7 各講師作成資料 

8 独自に作成している 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 都道府県主任介護支援専門員研修【都道府県版】テキスト 

2 独自に作成 

3 講師作成のテキスト 
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≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 県ケアマネジャー協会に依頼している。 

2 

主任介護支援専門員研修修了者の中から一定の条件を満たした者をファシリテーターとして選出して

いる。ファシリテーターとなった者はベテランのファシリと組み、当該研修でのファシリテーターを

経験していく。（講師よりまずはファシリテーターとして経験） 

3 基本的にファシリテーターは配置していない 

4 講師連絡会を実施。 

5 
研修・情報交換会（年１回・研修実施機関主催）・連絡会（年２回・県行政主催）を開催し、研修内

容及び修了評価のあり方等の協議を行っている。 

6 今年度、県がケアマネ協会に委託し、養成研修を実施予定。 

7 年３回以上の養成研修 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 県ケアマネジャー協会に依頼している。 

2 連絡会を開催し、従事内容の説明を実施している。 

3 講師の養成の一環として行っている 

4 今年度、県がケアマネ協会に委託し、養成研修を実施予定。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 

主任介護支援専門員研修修了者の中から一定の条件を満たした者をファシリテーターとして選出して

いる。ファシリテーターとなった者はベテランのファシリと組み、当該研修でのファシリテーターを

経験していく。（講師よりまずはファシリテーターとして経験） 

2 講師連絡会で、研修内容の説明およびファシリテーターの役割について説明している。 

3 基本的にファシリテーターは配置していない 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 
本研修修了者には次回時のファシリテーターとして協力してもらっている。「ファシリテーターの経

験の場」、ファシリの育成・養成 

2 講師の養成の一環として行っている 

3 ファシリテーターを配置していない 

4 主任介護支援専門員を対象に、ファシリテーター養成研修を実施。 

 

■問 27 主要教材（テキスト）を誰が決定していますか。最も近いものをご回答ください 

（１つ選択）  

   

ｎ 

①都道

府県 

②研修

向上委

員会 

③研修

実施機

関 

④その

他 
無回答 

問 27 実務研修 48 6.3  35.4  45.8  12.5  0.0  

問 23 専門研修課程Ⅰ 50 4.0  36.0  42.0  16.0  2.0  

問 23 専門研修課程Ⅱ 52 3.8  34.6  42.3  19.2  0.0  

問 23 再研修・更新研修 46 6.5  23.9  50.0  15.2  4.3  

問 23 主任介護支援専門員研修 46 4.3  23.9  43.5  23.9  4.3  

問 23 主任介護支援専門員更新研修 47 6.4  34.0  46.8  12.8  0.0  
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4 講師が作成 

5 講師、演習指導者の作成したレジュメ 

6 各講義の講師によるテキスト 

7 独自に作成している 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 都道府県主任介護支援専門員更新研修テキスト【都道府県版】 

2 各講義の講師作成テキスト 

3 独自に作成 

4 各単元ごとに、主任介護支援専門員更新研修ガイドライン等を参考に作成した 

5 講師、演習指導者の作成したレジュメ 

6 講師作成資料 

7 独自に作成している 

 

■問 29 副教材（PPT等）の配布の有無についてご回答ください（１つ選択） 

   

ｎ 

①副教材（PPT

等）の配布が

ある 

②副教材（PPT

等）の配布が

ない 

無回答 

問 29 実務研修 48 83.3  16.7  0.0  

問 24 専門研修課程Ⅰ 50 82.0  18.0  0.0  

問 24 専門研修課程Ⅱ 52 82.7  15.4  1.9  

問 24 再研修・更新研修 46 80.4  19.6  0.0  

問 24 主任介護支援専門員研修 46 89.1  10.9  0.0  

問 24 主任介護支援専門員更新研修 47 80.9  19.1  0.0  

 

■問 30 ワークシートの使用の有無についてご回答ください（１つ選択） 

   

ｎ 

①ワークシー

トの使用がある 

②ワークシー

トの使用がない 
無回答 

問 30 実務研修 48 93.8  6.3  0.0  

問 25 専門研修課程Ⅰ 50 98.0  2.0  0.0  

問 25 専門研修課程Ⅱ 52 92.3  7.7  0.0  

問 25 再研修・更新研修 46 93.5  4.3  2.2  

問 25 主任介護支援専門員研修 46 97.8  2.2  0.0  

問 25 主任介護支援専門員更新研修 47 93.6  6.4  0.0  
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■問 31 研修科目・研修時間数を実施要綱よりも多く設定している場合がありましたらご回答

ください（複数回答可） 

  

ｎ 

①
講
義
形
式
の
科
目
で
時
間
数

を
追
加
し
て
い
る 

②
講
義
・
演
習
一
体
型
の
科
目

で
時
間
数
を
追
加
し
て
い
る 

③
講
義
形
式
の
科
目
を
追
加
し

て
い
る 

④
講
義
・
演
習
一
体
型
の
科
目

を
追
加
し
て
い
る 

⑤
実
施
要
綱
通
り
（
科
目
や
時

間
数
の
追
加
は
な
い
） 

⑥
そ
の
他 

無
回
答 

問 31 実務研修 48 20.8  18.8  14.6  4.2  50.0  4.2  0.0  

問 26 専門研修課程Ⅰ 50 4.0  4.0  6.0  0.0  82.0  0.0  4.0  

問 26 専門研修課程Ⅱ 52 1.9  5.8  9.6  3.8  73.1  3.8  1.9  

問 26 再研修・更新研修 46 8.7  8.7  6.5  15.2  65.2  2.2  0.0  

問 26 主任介護支援専門員研修 46 6.5  0.0  4.3  0.0  78.3  2.2  10.9  

問 26 主任介護支援専門員更新研修 47 6.4  4.3  12.8  2.1  68.1  2.1  4.3  

 

■問 31-1 【問 31で②③を選択した方のみ】 

実施要綱以外に時間数を追加した理由、追加した時間数をご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 必要な知識を習得するには演習時間が不足するため。総計 90分追加 

2 
「受付及び相談並びに契約」介護支援専門員業務の第一段階であり、規定の時間では、伝えきれない

ため。 

3 「認定調査員」の資格が得られるよう「要介護認定のしくみ」という 2 時間の科目を追加している。 

4 実習報告に関する時間が短すぎると判断し、追加している 

5 県の認定調査員研修を兼ねているため、認定調査研修の規程時間分増加している。 

6 
「実習振り返り」において、課題整理総括表等の作成・指導のため、時間数を 1時間 30分追加して

いる。 

7 
「ケアマネジメントに必要な基礎知識及び技術」において、県立大作成の演習シートを使用し必要な

時間を計上しているため。追加時間は６時間。 

8 人権学習を 2時間実施 

9 ＩＣＦをより理解してもらうために 45 分の講義を追加した。 

10 実施要綱の時間で理解をさせるには時間が足りないため。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 課題整理総括表について初めての受講生が多いため、１時間半の講義時間を設けた。 

2 「ケアマネジメントの演習について」の時間を 30分追加７類型についての説明 

3 課題整理総括表について、知らない人も多いので、2時間の講義演習を追加している。 

4 
研修向上委員会・同委員会検討部会において、委員が講義及び演習の進め方を検討するなかで、時間

の追加が必要との意見があったため。 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 課題整理総括表について初めての受講生が多いため、1時間半の講義時間を設けた。 

2 ７疾患別の演習にあたってのオリエンテーションを２時間講義追加 

3 「ケアマネジメントの演習について」の時間を 30分追加７類型についての説明 

4 課題整理総括表について、知らない人も多いので、2時間の講義演習を追加している。 
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4 講師が作成 

5 講師、演習指導者の作成したレジュメ 

6 各講義の講師によるテキスト 

7 独自に作成している 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 都道府県主任介護支援専門員更新研修テキスト【都道府県版】 

2 各講義の講師作成テキスト 

3 独自に作成 

4 各単元ごとに、主任介護支援専門員更新研修ガイドライン等を参考に作成した 

5 講師、演習指導者の作成したレジュメ 

6 講師作成資料 

7 独自に作成している 

 

■問 29 副教材（PPT 等）の配布の有無についてご回答ください（１つ選択） 

   

ｎ 

①副教材（PPT

等）の配布が

ある 

②副教材（PPT

等）の配布が

ない 

無回答 

問 29 実務研修 48 83.3  16.7  0.0  

問 24 専門研修課程Ⅰ 50 82.0  18.0  0.0  

問 24 専門研修課程Ⅱ 52 82.7  15.4  1.9  

問 24 再研修・更新研修 46 80.4  19.6  0.0  

問 24 主任介護支援専門員研修 46 89.1  10.9  0.0  

問 24 主任介護支援専門員更新研修 47 80.9  19.1  0.0  

 

■問 30 ワークシートの使用の有無についてご回答ください（１つ選択） 

   

ｎ 

①ワークシー

トの使用がある 

②ワークシー

トの使用がない 
無回答 

問 30 実務研修 48 93.8  6.3  0.0  

問 25 専門研修課程Ⅰ 50 98.0  2.0  0.0  

問 25 専門研修課程Ⅱ 52 92.3  7.7  0.0  

問 25 再研修・更新研修 46 93.5  4.3  2.2  

問 25 主任介護支援専門員研修 46 97.8  2.2  0.0  

問 25 主任介護支援専門員更新研修 47 93.6  6.4  0.0  
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5 
研修向上委員会・同委員会検討部会において、委員が講義及び演習の進め方を検討するなかで、時間

の追加が必要との意見があったため。 

6 人権学習を 2時間追加している 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 
ケアプラン作成の説明、演習一人の利用者を選定し、各自でケアプランを作成し、グループ内で発表

を行う。 

2 
研修向上委員会・同委員会検討部会において、委員が講義及び演習の進め方を検討するなかで、時間

の追加が必要との意見があったため。 

3 
「アセスメント及び居宅サービス計画等作成の総合演習」において、県立大作成の演習シートを使用

し必要な時間を計上しているため。追加時間は２時間。 

4 人権学習を 2時間追加している 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 （理由）県・人権担当課からの依頼にて「人権研修」を追加している（時間数）１時間 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 ７類型を用いた演習に係る事前説明等「人作り・地域作り活動計画シート」を用いた演習等 

2 リハビリテーション及び福祉用具に関する事例」の講義時間を 1時間追加 

3 
研修目的を受講生に周知し、修得目標を達成するための効果的な演習とするため、介護支援専門員研修

見直しの経緯とねらい、演習目的と進め方（ファシリテーターの役割等）について 2時間の講義を追加 

4 人権学習を 2時間追加している 

5 （理由）県・人権担当課からの依頼にて「人権研修」を追加している（時間数）１時間 

 

■問 31-2 【問 31で④⑤を選択した方のみ】 

実施要綱以外に科目を追加した理由、追加した内容をご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 アセスメント及び居宅サービス計画などの総合演習Ⅰ 

2 昨年度の受講傾向より「課題整理総括表の作成方法について」（1.5時間）の講義・演習科目を追加。 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 
事例の提出を課しているにも関わらず、受講者が作成した事例に対して十分な事例検討・事例研修を

行う時間がないため。 

2 

ケアマネジメントにおける実践事例の研究及び発表に使用する事例を提出させ、グループごとに事例

を選択させる「提出事例の報告及び領域事例の選択」（2時間）、研修全体を振り返る「意見交換及

びまとめ」（2 時間）を追加して実施。 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 

現在の更新・再研修受講対象者は、課題整理総括表及び評価表については学習経験がないため、後期

研修の「ケアマネジメントの展開」の科目に先立って、「課題整理総括表・評価表の説明と記載演

習」（講義及び演習 3時間）を追加している。 

2 受講者の理解度をより高めるため 

3 昨年度の受講傾向より「課題整理総括表の作成について」（1.5時間）の講義・演習科目を追加 

4 
第 15章ｰ①基礎理解に「課題整理総括表の活用について説明できる」を追加新規の表であるので、受

講者が一巡するまでは追加する（３０分程度）「五訂居宅サービス計画書作成の手引き」を使用する 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 災害対策に関する演習を実施している。 
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≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 受講者の理解度をより高めるため 

 

■問 32 講義・演習一体型科目の時間配分、内容等はガイドライン通りに実施しているかご回

答ください（１つ選択） 

  

ｎ 

①ガイド

ライン通

りに実施

した 

②ガイド

ラインか

ら変更し

たものも

ある 

③分から

ない（実

施方法は

講師に任

せており

研修実施

機関にて

把握して

いない） 

無回答 

問 32 実務研修 48 56.3  37.5  4.2  2.1  

問 27 専門研修課程Ⅰ 50 58.0  34.0  8.0  0.0  

問 27 専門研修課程Ⅱ 52 55.8  38.5  5.8  0.0  

問 27 再研修・更新研修 46 56.5  34.8  4.3  4.3  

問 27 主任介護支援専門員研修 46 52.2  39.1  8.7  0.0  

問 27 主任介護支援専門員更新研修 47 53.2  38.3  6.4  2.1  

 

■問 32-1 【問 32で②（ガイドラインから変更したものもある）を選択した方のみ】 

講義・演習一体型科目の時間配分、内容等をガイドラインから変更した理由・内容をご回答く

ださい。時間配分や内容がわかるものがありましたら、電子データをご提供ください。 

≪実務研修≫ 

1 
通信学習システムを導入したこと、企画委員会等において内容を検討したことによりガイドラインか

ら変更となっている 

2 より理解が深まるよう講義演習を交互に行いながら進められるようにした。 

3 

「アセスメント及び居宅サービス計画等作成の総合演習」について、実習で各自が作成した事例をグ

ループ演習で使用することを通して、一連のケアマネジメントプロセスの確認をしていくことから、

グループワークの時間を十分に確保したことと、サービス担当者会議演習の準備として、事例を深

め、再検討する時間を設定したことから、時間数を 2.5 時間拡張した。（具体的なタイムスケジュー

ル等は作成中のため、今回のデータ提供は不可） 

4 受講者の理解度をより高めるため 

5 
「アセスメント及び居宅サービス計画書等の作成演習（5H）」、「ケアマネジメントの展開（3H）」

を５分割し、各疾患別のケアプラン作成演習の時間を増やしている。 

6 
特に第７章は示されたタイムスケジュールで実施することは非常に難しいため、タイムスケジュール

を変更しているが、科目に設定されている全体時間は変えていない。 

7 講師の力量に応じて 

8 

・ガイドラインは参考にさせていただきつつも、全面的にガイドラインどおりには実施できない、と

判断いたしました。時間を示していただいても、具体的な演習内容、演習シートや基礎教材が無いこ

とが影響しています。 

・検討委員会での協議を経て、全面的にシラバスを作成しました。・当所の課題認識は、ガイドライ

ンとは、何だったのか？（最低基準か、参考資料か？）という点にあります。 

9 
研修を効率的に実施するため、「ケアマネジメントの展開（各疾患別）」において講義部分と演習部

分を分けて実施した。 

10 研修タイムスケジュール.xlsx 

11 グループワークの時間を多めにするなど、講師の判断で変更している場合がある。 

12 
研修向上委員会・同委員会検討部会において、委員が講義及び演習の進め方を検討するなかで、変更

が必要との意見があったため。 
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5 
研修向上委員会・同委員会検討部会において、委員が講義及び演習の進め方を検討するなかで、時間

の追加が必要との意見があったため。 

6 人権学習を 2時間追加している 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 
ケアプラン作成の説明、演習一人の利用者を選定し、各自でケアプランを作成し、グループ内で発表

を行う。 

2 
研修向上委員会・同委員会検討部会において、委員が講義及び演習の進め方を検討するなかで、時間

の追加が必要との意見があったため。 

3 
「アセスメント及び居宅サービス計画等作成の総合演習」において、県立大作成の演習シートを使用

し必要な時間を計上しているため。追加時間は２時間。 

4 人権学習を 2時間追加している 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 （理由）県・人権担当課からの依頼にて「人権研修」を追加している（時間数）１時間 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 ７類型を用いた演習に係る事前説明等「人作り・地域作り活動計画シート」を用いた演習等 

2 リハビリテーション及び福祉用具に関する事例」の講義時間を 1時間追加 

3 
研修目的を受講生に周知し、修得目標を達成するための効果的な演習とするため、介護支援専門員研修

見直しの経緯とねらい、演習目的と進め方（ファシリテーターの役割等）について 2時間の講義を追加 

4 人権学習を 2時間追加している 

5 （理由）県・人権担当課からの依頼にて「人権研修」を追加している（時間数）１時間 

 

■問 31-2 【問 31で④⑤を選択した方のみ】 

実施要綱以外に科目を追加した理由、追加した内容をご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 アセスメント及び居宅サービス計画などの総合演習Ⅰ 

2 昨年度の受講傾向より「課題整理総括表の作成方法について」（1.5時間）の講義・演習科目を追加。 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 
事例の提出を課しているにも関わらず、受講者が作成した事例に対して十分な事例検討・事例研修を

行う時間がないため。 

2 

ケアマネジメントにおける実践事例の研究及び発表に使用する事例を提出させ、グループごとに事例

を選択させる「提出事例の報告及び領域事例の選択」（2時間）、研修全体を振り返る「意見交換及

びまとめ」（2 時間）を追加して実施。 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 

現在の更新・再研修受講対象者は、課題整理総括表及び評価表については学習経験がないため、後期

研修の「ケアマネジメントの展開」の科目に先立って、「課題整理総括表・評価表の説明と記載演

習」（講義及び演習 3時間）を追加している。 

2 受講者の理解度をより高めるため 

3 昨年度の受講傾向より「課題整理総括表の作成について」（1.5時間）の講義・演習科目を追加 

4 
第 15章ｰ①基礎理解に「課題整理総括表の活用について説明できる」を追加新規の表であるので、受

講者が一巡するまでは追加する（３０分程度）「五訂居宅サービス計画書作成の手引き」を使用する 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 災害対策に関する演習を実施している。 
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13 指導計画書添付 

14 
講義の進行上、ミニワーク等を省略した科目がある。データに関しては、タイムスケジュールや資料

等の量が多いため、提供不可。 

15 科目によっては理解を深めるために、講義時間と演習時間の配分を増減している。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 

・会場までの移動距離であったり気候などの環境の問題から、56時間のうち 21時間 15分はｅ-ラーニ

ングで実施している。このため、ガイドライン通りのタイムテーブルでは実施できない。 

・ガイドラインに掲載の時間配分や進め方は「あくまで一例」だという説明を受けたので（2015年

２月の貴会主催のガイドライン説明会）、もともと参考にしていない。 

2 より理解が深まるよう講義演習を交互に行いながら進められるようにした。 

3 
ガイドラインを参考にしているが、修得目標がより深まるように当該研修委員会で検討し実施してい

るため。 

4 「リ・アセスメント支援シート」を演習で使用する為に時間配分を変更している 

5 
「状態に応じた・・・」は、内容が広範囲にわたっているため、地域密着型サービスは「家族へ

の・・・」においても講義を行っている。 

6 受講者の理解度をより高めるため 

7 各講師が決定 

8 

・ガイドラインは参考にさせていただきつつも、全面的にガイドラインどおりには実施できない、と

判断いたしました。時間を示していただいても、具体的な演習内容、演習シートや基礎教材が無いこ

とが影響しています。 

・検討委員会での協議を経て、全面的にシラバスを作成しました。 

・当所の課題認識は、ガイドラインとは、何だったのか？（最低基準か、参考資料か？）という点に

あります。 

9 グループワークの時間を多めにするなど、講師の判断で変更している場合がある。 

10 指導計画書添付（課程１指導計画書） 

11 科目によっては理解を深めるために、講義時間と演習時間の配分を増減している。 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 

・会場までの移動距離であったり気候などの環境の問題から、32時間のうち 11時間 55分はｅ-ラーニ

ングで実施している。このため、ガイドライン通りのタイムテーブルでは実施できない。 

・ガイドラインに掲載の時間配分や進め方は「あくまで一例」だという説明を受けたので（2015年

２月の貴会主催のガイドライン説明会）、もともと参考にしていない。 

・ガイドラインでは、7つの分類による状態別の事例を受講者が持ち寄って事例検討することになっ

ており、該当する事例がないグループは研修実施機関があらかじめ用意した既存の事例を使って検討

することとしている。しかしこの方法では、タイムテーブルや演習方法も別途用意する必要が生じる

ため、物理的に実施できない（例えば、7 人のグループを編成して、7 事例の検討時間を組んでいる

場合、事務局が用意した１事例を挿入するごとに、持参した事例を検討してもらえない受講者が出て

しまう）。よって、実施機関では演習用の既存の事例は用意していない。他にやり方があるなら教え

てほしい。 

2 より理解が深まるよう講義演習を交互に行いながら進められるようにした。 

3 
ガイドラインを参考にしているが、修得目標がより深まるように当該研修委員会で検討し実施してい

るため。 

4 受講者の理解度、ファシリテーターの意見を鑑みて 

5 

事例研究の展開方法を理解するために、社会資源の活用の視点に関する科目の中で事例研究法に触れ

る箇所がガイドライン上あったため、社会資源の活用の視点に関する科目を一日目の午後に設定。持

ちより事例を用いた、事例研究のデモンストレーションを行っている。 

6 受講者の理解度をより高めるため 

7 
トータルの時間を増えることがないように、各科目において別途課題を課して事前学習をしてもらう

ことで１時間程度短縮し、事例検討・事例研究の時間を確保している。 

8 講師による 
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9 

・ガイドラインは参考にさせていただきつつも、全面的にガイドラインどおりには実施できない、と

判断いたしました。時間を示していただいても、具体的な演習内容、演習シートや基礎教材が無いこ

とが影響しています。 

・検討委員会での協議を経て、全面的にシラバスを作成しました。 

・当所の課題認識は、ガイドラインとは、何だったのか？（最低基準か、参考資料か？）という点に

あります。 

10 グループワークの時間を多めにするなど、講師の判断で変更している場合がある。 

11 
ケアマネジメントにおける実践の振り返り及び課題の設定について、受講者一人一人のケアマネジメ

ントを振り返るため、時間を増やした。 

12 指導計画書（課程２指導計画書） 

13 科目によっては理解を深めるために、講義時間と演習時間の配分を増減している。 

14 受講生の持参事例を活用した研修を行うため、時間配分の調整が必要であった。 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 
通信学習システムを導入したこと、企画委員会等において内容を検討したことによりガイドラインか

ら変更となっている 

2 より理解が深まるよう講義演習を交互に行いながら進められるようにした。 

3 
ガイドラインの内容は、多岐に渡る内容の為、所定の時間での研修実施をしても、成果が見込めない

と判断した為、内容を絞って時間配分を構成した 

4 受講者の理解度をより高めるため 

5 
「アセスメント及び居宅サービス計画書等の作成演習（5H）」、「ケアマネジメントの展開（3H）」

を５分割し、各疾患別のケアプラン作成演習の時間を増やしている。 

6 
特に第 16章は示されたタイムスケジュールで実施することは非常に難しいため、タイムスケジュー

ルを変更しているが、科目に設定されている全体時間は変えていない。 

7 講師による 

8 

・ガイドラインは参考にさせていただきつつも、全面的にガイドラインどおりには実施できない、と

判断いたしました。時間を示していただいても、具体的な演習内容、演習シートや基礎教材が無いこ

とが影響しています。 

・検討委員会での協議を経て、全面的にシラバスを作成しました。 

・当所の課題認識は、ガイドラインとは、何だったのか？（最低基準か、参考資料か？）という点に

あります。 

9 
研修を効率的に実施するため、「ケアマネジメントの展開（各疾患別）」において講義部分と演習部

分を分けて実施した。 

10 グループワークの時間を多めにするなど、講師の判断で変更している場合がある。 

11 
ケアマネジメントにおける実践の振り返り及び課題の設定について、受講者一人一人のケアマネジメ

ントを振り返るため、時間を増やした。 

12 指導計画書（未経験・再研修指導計画書） 

13 科目によっては理解を深めるために、講義時間と演習時間の配分を増減している。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 都道府県の施策として、主任介護支援専門員に周知したい内容のため  

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 
・ガイドラインに掲載の時間配分や進め方は「あくまで一例」だという説明を受けたので（2015年２

月の貴会主催のガイドライン説明会）、もともと参考にしていない。 

2 より理解が深まるよう講義演習を交互に行いながら進められるようにした。 

3 受講者の理解度、ファシリテーターの意見を鑑みて 

4 受講者の理解度をより高めるため 

5 
7 テーマの視点で指導事例を提出いただいている。全員が提出した事例について検討、振り返りがで

きるようにする。 

  

 

 

13 指導計画書添付 

14 
講義の進行上、ミニワーク等を省略した科目がある。データに関しては、タイムスケジュールや資料

等の量が多いため、提供不可。 

15 科目によっては理解を深めるために、講義時間と演習時間の配分を増減している。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 

・会場までの移動距離であったり気候などの環境の問題から、56時間のうち 21時間 15分はｅ-ラーニ

ングで実施している。このため、ガイドライン通りのタイムテーブルでは実施できない。 

・ガイドラインに掲載の時間配分や進め方は「あくまで一例」だという説明を受けたので（2015年

２月の貴会主催のガイドライン説明会）、もともと参考にしていない。 

2 より理解が深まるよう講義演習を交互に行いながら進められるようにした。 

3 
ガイドラインを参考にしているが、修得目標がより深まるように当該研修委員会で検討し実施してい

るため。 

4 「リ・アセスメント支援シート」を演習で使用する為に時間配分を変更している 

5 
「状態に応じた・・・」は、内容が広範囲にわたっているため、地域密着型サービスは「家族へ

の・・・」においても講義を行っている。 

6 受講者の理解度をより高めるため 

7 各講師が決定 

8 

・ガイドラインは参考にさせていただきつつも、全面的にガイドラインどおりには実施できない、と

判断いたしました。時間を示していただいても、具体的な演習内容、演習シートや基礎教材が無いこ

とが影響しています。 

・検討委員会での協議を経て、全面的にシラバスを作成しました。 

・当所の課題認識は、ガイドラインとは、何だったのか？（最低基準か、参考資料か？）という点に

あります。 

9 グループワークの時間を多めにするなど、講師の判断で変更している場合がある。 

10 指導計画書添付（課程１指導計画書） 

11 科目によっては理解を深めるために、講義時間と演習時間の配分を増減している。 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 

・会場までの移動距離であったり気候などの環境の問題から、32時間のうち 11時間 55分はｅ-ラーニ

ングで実施している。このため、ガイドライン通りのタイムテーブルでは実施できない。 

・ガイドラインに掲載の時間配分や進め方は「あくまで一例」だという説明を受けたので（2015年

２月の貴会主催のガイドライン説明会）、もともと参考にしていない。 

・ガイドラインでは、7つの分類による状態別の事例を受講者が持ち寄って事例検討することになっ

ており、該当する事例がないグループは研修実施機関があらかじめ用意した既存の事例を使って検討

することとしている。しかしこの方法では、タイムテーブルや演習方法も別途用意する必要が生じる

ため、物理的に実施できない（例えば、7 人のグループを編成して、7 事例の検討時間を組んでいる

場合、事務局が用意した１事例を挿入するごとに、持参した事例を検討してもらえない受講者が出て

しまう）。よって、実施機関では演習用の既存の事例は用意していない。他にやり方があるなら教え

てほしい。 

2 より理解が深まるよう講義演習を交互に行いながら進められるようにした。 

3 
ガイドラインを参考にしているが、修得目標がより深まるように当該研修委員会で検討し実施してい

るため。 

4 受講者の理解度、ファシリテーターの意見を鑑みて 

5 

事例研究の展開方法を理解するために、社会資源の活用の視点に関する科目の中で事例研究法に触れ

る箇所がガイドライン上あったため、社会資源の活用の視点に関する科目を一日目の午後に設定。持

ちより事例を用いた、事例研究のデモンストレーションを行っている。 

6 受講者の理解度をより高めるため 

7 
トータルの時間を増えることがないように、各科目において別途課題を課して事前学習をしてもらう

ことで１時間程度短縮し、事例検討・事例研究の時間を確保している。 

8 講師による 
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6 グループワークの時間を多めにするなど、講師の判断で変更している場合がある。 

7 受講生の指導事例に対するスーパービジョンを行い、実践力の向上を図るため。 

8 

講義演習一体型科目は基本的に 7事例に沿った展開をしているが、主任介護支援専門員の持ちより指

導事例が多様で困難なものが多いため、決められた時間より多かったり少なかったりする。そのた

め、事例に合わせた時間配分となっている。 

9 指導計画書（主任更新指導計画書） 

 

■問 33 講義・演習一体型講義の工夫についてご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 所有資格、勤務先種別を踏まえてグループを作成。科目によってはファシリテーターを配置 

2 グループワークの設定について、職種ごとに偏らないように分けている。 

3 記載例に同じ 

4 地域や背景職種で分けている。 

5 ファシリテーター１人の対し、受講生 20程度になるよう配置している。 

6 
各グループの構成として、男女比を調整するとともに、基礎資格として医療系・福祉系分野が分散さ

れるようにしている 

7 グループワークの設定、ファシリテーターの配置等 

8 ファシリテーターは基礎資格・年代が偏らないようにしました。 

9 特に工夫はしていない。 

10 グループワークの設定（資格、所属種別等ができる限り分散するように分けている） 

11 グループワークの設定（背景職種で分けている） 

12 同一法人、同一事業所等勤務先が重ならないよう考慮する 

13 
グループメンバーは様々な資格保持者が集まるように編成している後期の事例は、講師提供による事

例を用いた演習を行う 

14 元職（福祉系、医療系等）、男女比率に注意しグループ分け。研修内にてグループ編成を 3回行う。 

15 
グループワークの設定（地域や背景職種で分散している）講義・進行・ファシリで背景職種が統一さ

れないようにしている 

16 グループを設定する際に、「男女のバランス」「地域の偏り」を考慮している 

17 ファシリテーターの配置 

18 ロールプレイングを盛り込み、受講者一人ひとりが主体的に参加できるよう配慮している。 

19 演習科目には、主担当講師のほか、ファシリテーターの講師を配置。（全３名体制） 

20 グループワークの設定／ファシリテーターの配置 

21 地域・年齢・男女別・資格等を見てグループを組んでいる 

22 
・所属の種別、地域、基礎資格等を考慮してグループ分けをしている。 

・グループは毎回変更。・ファシリテーターの配置。 

23 
グループワークでは、一つのグループ内に福祉職や医療・他職種が混合となるように設定している。

職種によって気づきや視点がことなるため。 

24 基礎資格や勤務先を参考にグループ編成している 

25 グループワークの設定。（職種分けをしている） 

26 
グループワークの設定（性別、年齢、受講資格、事業所がまんべんなくバラけるようにグループ分け

をしている）・ファシリテーターの配置（科目に応じて変更している） 

27 地域や職種が異なる者がグループを構成するように設定している。 

28 グループワークの設定を背景職種で分けている。ファシリテーターは３Gに１人以上置いている。 

29 ファシリテーターの配置 

30 
エリアや元職種により分けている。また、ファシリテーターが介入しグループワークがスムーズに進

むようにしている。 

31 グループワークの設定（背景職種で分けている） 

32 講義を専門職に依頼し、演習は介護支援専門員に講師を依頼。ファシリテーターの配置等行う。 
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33 

グループ設定⇒基礎資格・居住地区・男女比が均等に振り分けられるように考慮。ファシリテーター

の配置⇒ベテランの近くに経験が浅いファシリテータを配置 

34 演習グループは、基礎資格や性別、地域等を考慮して編成している。 

35 グループワークの設定（地域や背景職種や性別で分けている） 

36 
臨席ワーク、グループワークを実施。グループワークでは、できるだけ多職種、他地域の受講生と交

流できるようなメンバーで構成している。 

37 シラバスに基づいて実施している。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 

ｅ-ラーニングが一方的に視聴するだけの時間になっているため、集合研修ではｅ-ラーニングの振り
返りの時間を設けるとともに、大半は個人ワークとグループワークの時間を当てている。グループの
メンバー編成は、基本的に所属先の種類や基礎資格、男女比、居住地域、経験年数が偏らないように
行い、科目ごとにメンバーをシャッフルしている。「個人での学習及び介護支援専門員相互間の学
習」「研修全体を振り返っての意見交換、講評及びネットワーク」では、近隣地域の人同士で組み、
今後のネットワーク作りに生かせるように配慮している。 

2 グループワークの設定（他地域での組み合わせ） 

3 グループは多職種が混在するようにしている。 

4 
A チーム（入退院、リハビリ、看取り）Bチーム（認知症対応、家族支援、多様なサービス、社会資

源）の 2つの編成でグループ分け、演習を行っている。ファシリテーターを配置している 

5 
講義は専門分野の講師が組み立てを行う。シームレスの観点から、居宅・施設を分けずにグループ設

定した。 

6 
１疾患別演習タイトルごとに、受講生も持ち寄り事例を使用。ＡＭは全グループ共通事例として演習

開催。ＰＭは各グループ単位ごとでグループ事例にて演習を実施。 

7 

・例にあるようにグループは、所属、地域を考慮し決定・ミニワークを講義の合間にいれ、できる限

り受講者「参加型」になるよう構成。 

・グループではできるだけ多くの方と意見交換ができるよう日程ごとに組み合わせを変更。 

・ファシリは他研修において当該科目（領域）の担当者を可能な限り配置（研修間の連動） 

8 講義部分に関して、一部自宅学習（ＤＶＤ）のコースを設定している 

9 1日 2科目では研修時間が長時間となるため、2日間連続で 3 科目の設定としている。 

10 どの科目も同じルーティーンで行っている。 

11 グループワークの実施、ファシリテーターの配置 

12 グループワークの設定（資格、所属種別等ができる限り分散するように分けている） 

13 グループワークの設定（職種、年数等で分けている）ファシリテーターの配置 

14 グループ分けを背景職種で行っている。 

15 同一法人、同一事業所等勤務先が重ならないよう考慮する 

16 グループメンバーは様々な資格保持者が集まるように編成している講師提供による事例を用いた演習 

17 
グループワークの設定（地域や背景職種で分けている）／ファシリテーターの配置等／グループを数

回編成 

18 
グループワークの設定（地域や背景職種で分散している）講義・進行・ファシリで背景職種が統一さ

れないようにしている 

19 ワーキングチームで検討を進めている。 

20 

・主担当講師の他ファシリテーターを配置。（全３名体制）・演習に入る前に、受講生が戸惑うことが

無いよう、「本研修の事例検討のすすめ方（講義 1.5時間）」という科目を独自に設定。 

・特に７科目（事例検討）の演習進行は、全科目同じ時間進行で、同じ演習シートを用いて演習を行

っている。７科目同じリズムで実施することで、アセスメント→プラン作成→サービス担当者会議ま

での、知識や技術の確実な定着を図ります。 

・「個人での学習・相互間学習」と「振り返り・ネットワーク作り」の２科目を、最終日に一括で実

施している。単なるネットワーク作りではなく、研修後の「学習課題の設定（自己研鑽のアクション

プランの作成）」と、それを紹介し合ったうえでの「ネットワーク作り」という設えにし、具体的な

ネットワーク作りに結び付けられるように工夫しています。 

21 グループワークの設定（年齢・男女比・職種を考慮している）／ファシリテーターの設置 

22 科目によっては居宅・施設を分ける日、一緒にする日を作っている 

  

 

 

6 グループワークの時間を多めにするなど、講師の判断で変更している場合がある。 

7 受講生の指導事例に対するスーパービジョンを行い、実践力の向上を図るため。 

8 

講義演習一体型科目は基本的に 7事例に沿った展開をしているが、主任介護支援専門員の持ちより指

導事例が多様で困難なものが多いため、決められた時間より多かったり少なかったりする。そのた

め、事例に合わせた時間配分となっている。 

9 指導計画書（主任更新指導計画書） 

 

■問 33 講義・演習一体型講義の工夫についてご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 所有資格、勤務先種別を踏まえてグループを作成。科目によってはファシリテーターを配置 

2 グループワークの設定について、職種ごとに偏らないように分けている。 

3 記載例に同じ 

4 地域や背景職種で分けている。 

5 ファシリテーター１人の対し、受講生 20程度になるよう配置している。 

6 
各グループの構成として、男女比を調整するとともに、基礎資格として医療系・福祉系分野が分散さ

れるようにしている 

7 グループワークの設定、ファシリテーターの配置等 

8 ファシリテーターは基礎資格・年代が偏らないようにしました。 

9 特に工夫はしていない。 

10 グループワークの設定（資格、所属種別等ができる限り分散するように分けている） 

11 グループワークの設定（背景職種で分けている） 

12 同一法人、同一事業所等勤務先が重ならないよう考慮する 

13 
グループメンバーは様々な資格保持者が集まるように編成している後期の事例は、講師提供による事

例を用いた演習を行う 

14 元職（福祉系、医療系等）、男女比率に注意しグループ分け。研修内にてグループ編成を 3回行う。 

15 
グループワークの設定（地域や背景職種で分散している）講義・進行・ファシリで背景職種が統一さ

れないようにしている 

16 グループを設定する際に、「男女のバランス」「地域の偏り」を考慮している 

17 ファシリテーターの配置 

18 ロールプレイングを盛り込み、受講者一人ひとりが主体的に参加できるよう配慮している。 

19 演習科目には、主担当講師のほか、ファシリテーターの講師を配置。（全３名体制） 

20 グループワークの設定／ファシリテーターの配置 

21 地域・年齢・男女別・資格等を見てグループを組んでいる 

22 
・所属の種別、地域、基礎資格等を考慮してグループ分けをしている。 

・グループは毎回変更。・ファシリテーターの配置。 

23 
グループワークでは、一つのグループ内に福祉職や医療・他職種が混合となるように設定している。

職種によって気づきや視点がことなるため。 

24 基礎資格や勤務先を参考にグループ編成している 

25 グループワークの設定。（職種分けをしている） 

26 
グループワークの設定（性別、年齢、受講資格、事業所がまんべんなくバラけるようにグループ分け

をしている）・ファシリテーターの配置（科目に応じて変更している） 

27 地域や職種が異なる者がグループを構成するように設定している。 

28 グループワークの設定を背景職種で分けている。ファシリテーターは３Gに１人以上置いている。 

29 ファシリテーターの配置 

30 
エリアや元職種により分けている。また、ファシリテーターが介入しグループワークがスムーズに進

むようにしている。 

31 グループワークの設定（背景職種で分けている） 

32 講義を専門職に依頼し、演習は介護支援専門員に講師を依頼。ファシリテーターの配置等行う。 
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・所属の種別、地域、基礎資格等を考慮してグループ分けをしている。 

・グループは毎回変更。 

・ファシリテーターの配置。 

24 受講者が研修に主体的に参加しやすいように、ＫＪ法を活用して演習を組み立てた。 

25 

・グループワークの設定（性別、年齢、受講資格、事業所がまんべんなくバラけるようにグループ分

けをしている） 

・ファシリテーターの配置（科目に応じて変更している） 

26 地域や職種、経験年数の異なる者がグループを構成するように設定している。 

27 
グループワークの設定を背景職種、性別、年齢で分け、同研修内でなるべく被らないよう、各回調整

している。ファシリテーターは３Gに１人以上置いている。 

28 ファシリテーターの配置 

29 
エリアや元職種により分けている。また、ファシリテーターが介入しグループワークがスムーズに進

むようにしている。 

30 グループワークの設定（背景職種で分けている） 

31 
講義を専門職にお願いし、事例演習は主任介護支援専門員に講師を依頼。ファシリテーターの配置等

行っている。 

32 男女比・所属種別にてグループを設定 6グループに 1名の割合でファシリテーターを配置 

33 グループワークの設定（地域や背景職種や性別で分けている） 

34 
臨席ワーク、グループワークを実施。グループワークでは、できるだけ多職種、他地域の受講生と交

流できるようなメンバーで構成している。 

35 
同じ地域の介護支援専門員が、なるべく同じグループにならないように配慮している。（各地の情報

を共有するため） 

36 シラバスを作成し、共有している。 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 

ｅ-ラーニングが一方的に視聴するだけの時間になっているため、集合研修ではｅ-ラーニングの振り返

りの時間を設けるとともに、個人ワークとグループワークの時間を多めにとっている。グループのメン

バー編成は、事前にｅ-ラーニングシステム上で提出する事例の分類を申告してもらい、それをもと

に、すべてのグループに７つの事例が配分されるよう、メンバー編成する。なおかつ、所属先の種類や

基礎資格、男女比、居住地域、経験年数が偏らないように組んでいる。 

2 グループワークの設定（他地域での組み合わせ） 

3 記載例に同じ。 

4 地域や背景職種で分けている。 

5 
A チーム（入退院、リハビリ、看取り）Bチーム（認知症対応、家族支援、多様なサービス、社会資

源）の 2つの編成でグループ分け、演習を行っている。ファシリテーターを配置している 

6 
講義は専門分野の講師が組み立てを行う。シームレスの観点から、居宅・施設を分けずにグループ設

定した。 

7 受講生の持ち寄り提出事例を、７疾患別演習のいずれかで演習グループワークとして使用した 

8 

・例にあるようにグループは、所属、地域を考慮し決定・研修日数は多くなるが、1日で 1領域とし

ている。同一日で領域を複数行うと混乱するため（昨年度からの反省点）このような研修日設定とし

ている。 

・事例検討が深まるよう、研修日は 2日連続などで設定している。 

9 グループの設定（地域や背景職種で分けている） 

10 １日 2科目では研修時間が長時間となるため、２日間連続で３科目の実施としている。 

11 

・事例研究法のデモンストレーションで、進行の仕方を覚えてもらい、デモンストレーションに参加

したメンバーが各グループに戻り、二日目午前の事例研究の進行を務める。その際、デモンストレー

ションに参加するメンバーは、申し込み時に尋ねている、主任ケアマネか、複数回の受講かを参考に

あらかじめ事例研究に慣れているであろうと思われる受講生を人選。事例研究がスムーズに流れるよ

うに工夫している。 

・デモンストレーションを行うコマ（社会資源の活用の視点に関する科目）以外の 6科目の事例研究の

進行は、前記のメンバーを皮切りに輪番制とし、ほとんどの受講生が司会進行を経験できるようにして

いるが、8人編成のグループにしているため、2名ほど体験しない受講生もいる。 

106 



  

 

 

12 グループワークの実施、ファシリテーターの配置等 

13 グループワークの設定（資格、所属種別等ができる限り分散するように分けている） 

14 グループ分けを背景職種で行っている 

15 グループは前半の 3日間と後半の 3日間で変更して、多くの方と意見交換できるようにしている。 

16 
グループメンバーは様々な資格保持者が集まるように編成している講師提供による事例を用いた演習

を行う 

17 
グループワークの設定（地域や背景職種で分散している）講義・進行・ファシリで背景職種が統一さ

れないようにしている 

18 事例検討・事例研究の際には提出事例の内容（居宅か、施設か）で分けている 

19 ワーキングチームで検討して進めている。 

20 
全受講者からの提出事例をもとに、科目に応じた事例選出をグループ（基本 8人）にて行い、演習を

実施。 

21 

・主担当講師の他、ファシリテーターを配置。（全３名体制）・演習に入る前に、受講生が戸惑うことが

無いよう、「本研修の事例研究のすすめ方（講義 1.5時間）」という科目を独自に設定。 

・特に７科目（事例検討）の演習進行は、極力、全科目同じ時間進行で、同じ演習シートを用いて演習

を行っている。７科目同じリズムで実施することで、事例紹介、個別課題・地域課題の可視化、課題解

決の方法の検討、自身のケアマネジメントの振り返りまでの、知識や技術の確実な定着を図ります。 

・１科目あたり４時間という時間は、求められることを行う上では大変短いと考えられますので、有

効活用するよう、事例紹介は、自己紹介も兼ねて、２日目、３日目（3科目分）、５日目（3科目

分）で一括して行うようにします。 

22 
グループワークの設定（年齢・男女比・職種・演習時の役割分担・実務の有無を考慮している）／フ

ァシリテーターの設置 

23 
・所属の種別、地域、基礎資格等を考慮してグループ分けをしている。 

・グループは毎回変更。・ファシリテーターの配置。 

24 受講者が研修に主体的に参加しやすいように、ＫＪ法を活用して演習を組み立てた。 

25 

・グループワークの設定（性別、年齢、受講資格、事業所がまんべんなくバラけるようにグループ分

けをしている） 

・ファシリテーターの配置（科目に応じて変更している） 

26 地域や職種、経験年数の異なる者がグループを構成するように設定している。 

27 
グループワークの設定を背景職種、性別、年齢で分け、同研修内でなるべく被らないよう、各回調整

している。ファシリテーターは３Gに１人以上置いている。 

28 ファシリテーターの配置 

29 
エリアや元職種により分けている。また、ファシリテーターが介入しグループワークがスムーズに進

むようにしている。 

30 グループワークの設定（背景職種で分けている） 

31 ファシリテーターの配置等 

32 男女比・所属種別にてグループを設定 6グループに 1名の割合でファシリテーターを配置 

33 グループワークの設定（地域や背景職種や性別で分けている） 

34 
臨席ワーク、グループワークを実施。グループワークでは、できるだけ多職種、他地域の受講生と交

流できるようなメンバーで構成している。 

35 
同じ地域の介護支援専門員が、なるべく同じグループにならないように配慮している。（各地の情報

を共有するため） 

36 シラバスを作成し、共有している。 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 所有資格、勤務先種別を踏まえてグループを作成。科目によってはファシリテーターを配置 

2 グループワークの設定について、職種ごとにならないように分けている。 

3 地域や背景職種で分けている。 

4 グループ分けをコース毎に行い、メンバーも地域や職種等を考慮して分けている 
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・所属の種別、地域、基礎資格等を考慮してグループ分けをしている。 

・グループは毎回変更。 

・ファシリテーターの配置。 

24 受講者が研修に主体的に参加しやすいように、ＫＪ法を活用して演習を組み立てた。 

25 

・グループワークの設定（性別、年齢、受講資格、事業所がまんべんなくバラけるようにグループ分

けをしている） 

・ファシリテーターの配置（科目に応じて変更している） 

26 地域や職種、経験年数の異なる者がグループを構成するように設定している。 

27 
グループワークの設定を背景職種、性別、年齢で分け、同研修内でなるべく被らないよう、各回調整

している。ファシリテーターは３Gに１人以上置いている。 

28 ファシリテーターの配置 

29 
エリアや元職種により分けている。また、ファシリテーターが介入しグループワークがスムーズに進

むようにしている。 

30 グループワークの設定（背景職種で分けている） 

31 
講義を専門職にお願いし、事例演習は主任介護支援専門員に講師を依頼。ファシリテーターの配置等

行っている。 

32 男女比・所属種別にてグループを設定 6グループに 1名の割合でファシリテーターを配置 

33 グループワークの設定（地域や背景職種や性別で分けている） 

34 
臨席ワーク、グループワークを実施。グループワークでは、できるだけ多職種、他地域の受講生と交

流できるようなメンバーで構成している。 

35 
同じ地域の介護支援専門員が、なるべく同じグループにならないように配慮している。（各地の情報

を共有するため） 

36 シラバスを作成し、共有している。 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 

ｅ-ラーニングが一方的に視聴するだけの時間になっているため、集合研修ではｅ-ラーニングの振り返

りの時間を設けるとともに、個人ワークとグループワークの時間を多めにとっている。グループのメン

バー編成は、事前にｅ-ラーニングシステム上で提出する事例の分類を申告してもらい、それをもと

に、すべてのグループに７つの事例が配分されるよう、メンバー編成する。なおかつ、所属先の種類や

基礎資格、男女比、居住地域、経験年数が偏らないように組んでいる。 

2 グループワークの設定（他地域での組み合わせ） 

3 記載例に同じ。 

4 地域や背景職種で分けている。 

5 
A チーム（入退院、リハビリ、看取り）Bチーム（認知症対応、家族支援、多様なサービス、社会資

源）の 2つの編成でグループ分け、演習を行っている。ファシリテーターを配置している 

6 
講義は専門分野の講師が組み立てを行う。シームレスの観点から、居宅・施設を分けずにグループ設

定した。 

7 受講生の持ち寄り提出事例を、７疾患別演習のいずれかで演習グループワークとして使用した 

8 

・例にあるようにグループは、所属、地域を考慮し決定・研修日数は多くなるが、1日で 1領域とし

ている。同一日で領域を複数行うと混乱するため（昨年度からの反省点）このような研修日設定とし

ている。 

・事例検討が深まるよう、研修日は 2日連続などで設定している。 

9 グループの設定（地域や背景職種で分けている） 

10 １日 2科目では研修時間が長時間となるため、２日間連続で３科目の実施としている。 

11 

・事例研究法のデモンストレーションで、進行の仕方を覚えてもらい、デモンストレーションに参加

したメンバーが各グループに戻り、二日目午前の事例研究の進行を務める。その際、デモンストレー

ションに参加するメンバーは、申し込み時に尋ねている、主任ケアマネか、複数回の受講かを参考に

あらかじめ事例研究に慣れているであろうと思われる受講生を人選。事例研究がスムーズに流れるよ

うに工夫している。 

・デモンストレーションを行うコマ（社会資源の活用の視点に関する科目）以外の 6科目の事例研究の

進行は、前記のメンバーを皮切りに輪番制とし、ほとんどの受講生が司会進行を経験できるようにして

いるが、8人編成のグループにしているため、2名ほど体験しない受講生もいる。 
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5 
①グループワークの設定（多職種が混ざるように配置、グループ替え２回） 

②担当ファシリテータを配置 

6 演習の都度、グループメンバーをシャッフル。より多くの地域のメンバーと情報交換できる内容とした 

7 記載例）グループワークの設定（地域や背景職種で分けている）／ファシリテーターの配置等 

8 特に工夫はしていない。 

9 記載例）グループワークの設定（地域や背景職種で分けている）／ファシリテーターの配置等 

10 グループワークの設定（資格、所属種別等ができる限り分散するように分けている） 

11 グループ分けを背景職種で行っている 

12 同一法人、同一事業所等勤務先が重ならないよう考慮する 

13 
グループメンバーは様々な資格保持者が集まるように編成している事例は、講師提供による事例を用

いた演習を行う 

14 
グループワークの設定（地域や背景職種で分散している）講義・進行・ファシリで背景職種が統一さ

れないようにしている 

15 グループを設定する際に、「男女のバランス」「地域の偏り」を考慮している 

16 テキストに沿って進めており特に独自の工夫はない。 

17 演習科目には、主担当講師のほか、ファシリテーターの講師を配置。（全３名体制） 

18 グループワークの設定／ファシリテーターの配置 

19 

・所属の種別、地域、基礎資格等を考慮してグループ分けをしている。 

・グループは毎回変更。 

・ファシリテーターの配置。 

20 
グループワークでは、一つのグループ内に福祉職や医療・他職種が混合となるように設定している。

職種によって気づきや視点がことなるため。 

21 基礎資格や勤務先を参考にグループ編成している 

22 

・グループワークの設定（性別、年齢、受講資格、事業所がまんべんなくバラけるようにグループ分

けをしている） 

・ファシリテーターの配置（科目に応じて変更している） 

23 地域や職種、経験年数の異なる者がグループを構成するように設定している。 

24 
グループワークの設定を背景職種、性別、年齢で分け、同研修内でなるべく被らないよう、各回調整

している。ファシリテーターは３Gに１人以上置いている。 

25 ファシリテーターの配置 

26 
エリアや元職種により分けている。また、ファシリテーターが介入しグループワークがスムーズに進

むようにしている。 

27 グループワークの設定（背景職種で分けている） 

28 講義を専門職に依頼し、演習は介護支援専門員に講師を依頼。ファシリテーターの配置等を行っている。 

29 男女比・所属種別にてグループを設定 6グループに 1名の割合でファシリテーターを配置 

30 グループワークのメンバーを施設系、在宅系に分けて実施している。 

31 グループワークの設定（地域や背景職種や性別で分けている） 

32 
臨席ワーク、グループワークを実施。グループワークでは、できるだけ多職種、他地域の受講生と交

流できるようなメンバーで構成している。 

33 シラバスを作成し、共有している。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 

・個人ワークとグループワークを交互に織り交ぜ、グループ編成も科目や演習内容によって２人１

組、４人１組、６人１組というように構成人数を変えてるようにしている。  

・考えていることを文章化することが苦手な人が多いので、なるべく演習シートを設けて言葉を整理

する方法も身に付けられるように配慮している。 

2 地域や背景職種で分けている。 

3 
講義は専門分野の講師が組み立てを行う。 シームレスの観点から、居宅・施設を分けずにグループ

設定した。  

4 研修後も勉強会や連携が図れるよう、グループ分けは同じ地域になるよう設定した。 
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5 科目により PTや OTをお呼びしている  

6 

・例にあるようにグループは、所属、地域を考慮し決定 

・ミニワークを講義の合間にいれ、できる限り受講者「参加型」になるよう構成。 

・グループではできるだけ多くの方と意見交換ができるよう日程ごとに組み合わせを変更。 

7 グループの設定（地域や背景職種で分けている）／ファシリテーターの配置等 

8 グループワークの設定（地域や背景職種で分けている）／ファシリテーターの配置等 

9 ファシリテーターの配置を 2 グループに 1 人としている。 

10 グループワーク、ファシリテーターの配置等 

11 グループワークの設定（資格、所属種別等ができる限り分散するように分けている） 

12 

グループ分け－基礎職種を均等に割り振る。（医師・歯科医師、保健師・看護師、社会福祉士・社会

福祉主事、介護福祉士、その他） メンバーを毎回変更する。 1グループに 1名のファシリテータ

ーを付け、研修開始前に打ち合わせ、研修後に反省と情報共有を行う。（1科目のファシリテーター

は同じメンバー）  

13 研修後も繋がりが持てるように、グループはなるべく地域ごとにまとまるように組み合わせている。 

14 グループメンバーは様々な資格保持者が集まるように編成している 

15 
ファシリテーターを 1グループに 1人付け、グループメンバーの理解を補ったり流れを導いたりと、

受講生にきめ細かい対応が出来るようにしている。 

16 グループを設定する際に、「男女のバランス」「地域の偏り」を考慮している 

17 同一法人でのグループはなるべく避ける。受講態度を見て、配慮を行うことがある。 

18 日程によってグループを組み替えている 

19 グループは毎回変更。ファシリテーターの配置。 

20 
できるだけ、同事業所、同法人を一緒のグループにしない。 また、各グループで男女の比率が異な

らないようにする。 

21 研修等を通しファシリテーターを育成し、効果的な配置を図っている。 

22 地域や職種、経験年数の異なる者がグループを構成するように設定している。 

23 ファシリテーターの配置 

24 
エリアや元職種により分けている。また、ファシリテーターが介入しグループワークがスムーズに進

むようにしている。 

25 
グループワークのメンバー設定（地域や背景職種で分けている）。持ち寄り事例で多様な困難事例を

選んで講師が展開し、受講者に考えさせる研修で時間配分も一律でない。 

26 男女比・所属種別にてグループを設定 6 グループに 1名の割合でファシリテーターを配置 

27 
・グループワークの設定：性別、年齢、地域、背景職種 

・ファシリテーターの配置：受講者のキャラクターにあわせてファシリテーターを配置 

28 グループワークでは、できるだけ多職種、他地域の受講生と交流できるようなメンバーで構成した。 

29 
同じ地域の介護支援専門員が、なるべく同じグループにならないように配慮している。（各地の情報

を共有するため） 

30 シラバスを作成し、共有している。 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 専門Ⅱや主任研修と同じ。それ以外の工夫があるなら逆に教えてほしい。 

2 地域性を考慮し編編成をおこなった 

3 地域や背景職種で分けている。 

4 
A チーム（入退院、リハビリ、看取り）Bチーム（認知症対応、家族支援、多様なサービス、社会資

源）の 2つの編成でグループ分け、演習を行っている。ファシリテーターを配置している 

5 事例検討が十分にできるような、事例数や時間配分委している 

6 

・例にあるようにグループは、所属、地域を考慮し決定 

・グループではできるだけ多くの方と意見交換ができるよう組み合わせを変更。 

・ファシリは他研修において当該科目（領域）を担当するものも可能な限り担当（研修間の連動） 

7 グループワークの設定（資格、所属種別等ができる限り分散するように分けている） 

  

 

 

5 
①グループワークの設定（多職種が混ざるように配置、グループ替え２回） 

②担当ファシリテータを配置 

6 演習の都度、グループメンバーをシャッフル。より多くの地域のメンバーと情報交換できる内容とした 

7 記載例）グループワークの設定（地域や背景職種で分けている）／ファシリテーターの配置等 

8 特に工夫はしていない。 

9 記載例）グループワークの設定（地域や背景職種で分けている）／ファシリテーターの配置等 

10 グループワークの設定（資格、所属種別等ができる限り分散するように分けている） 

11 グループ分けを背景職種で行っている 

12 同一法人、同一事業所等勤務先が重ならないよう考慮する 

13 
グループメンバーは様々な資格保持者が集まるように編成している事例は、講師提供による事例を用

いた演習を行う 

14 
グループワークの設定（地域や背景職種で分散している）講義・進行・ファシリで背景職種が統一さ

れないようにしている 

15 グループを設定する際に、「男女のバランス」「地域の偏り」を考慮している 

16 テキストに沿って進めており特に独自の工夫はない。 

17 演習科目には、主担当講師のほか、ファシリテーターの講師を配置。（全３名体制） 

18 グループワークの設定／ファシリテーターの配置 

19 

・所属の種別、地域、基礎資格等を考慮してグループ分けをしている。 

・グループは毎回変更。 

・ファシリテーターの配置。 

20 
グループワークでは、一つのグループ内に福祉職や医療・他職種が混合となるように設定している。

職種によって気づきや視点がことなるため。 

21 基礎資格や勤務先を参考にグループ編成している 

22 

・グループワークの設定（性別、年齢、受講資格、事業所がまんべんなくバラけるようにグループ分

けをしている） 

・ファシリテーターの配置（科目に応じて変更している） 

23 地域や職種、経験年数の異なる者がグループを構成するように設定している。 

24 
グループワークの設定を背景職種、性別、年齢で分け、同研修内でなるべく被らないよう、各回調整

している。ファシリテーターは３Gに１人以上置いている。 

25 ファシリテーターの配置 

26 
エリアや元職種により分けている。また、ファシリテーターが介入しグループワークがスムーズに進

むようにしている。 

27 グループワークの設定（背景職種で分けている） 

28 講義を専門職に依頼し、演習は介護支援専門員に講師を依頼。ファシリテーターの配置等を行っている。 

29 男女比・所属種別にてグループを設定 6グループに 1名の割合でファシリテーターを配置 

30 グループワークのメンバーを施設系、在宅系に分けて実施している。 

31 グループワークの設定（地域や背景職種や性別で分けている） 

32 
臨席ワーク、グループワークを実施。グループワークでは、できるだけ多職種、他地域の受講生と交

流できるようなメンバーで構成している。 

33 シラバスを作成し、共有している。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 

・個人ワークとグループワークを交互に織り交ぜ、グループ編成も科目や演習内容によって２人１

組、４人１組、６人１組というように構成人数を変えてるようにしている。  

・考えていることを文章化することが苦手な人が多いので、なるべく演習シートを設けて言葉を整理

する方法も身に付けられるように配慮している。 

2 地域や背景職種で分けている。 

3 
講義は専門分野の講師が組み立てを行う。 シームレスの観点から、居宅・施設を分けずにグループ

設定した。  

4 研修後も勉強会や連携が図れるよう、グループ分けは同じ地域になるよう設定した。 
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8 

グループ分け－基礎職種を均等に割り振る。（医師・歯科医師、保健師・看護師、社会福祉士・社会

福祉主事、介護福祉士、その他）メンバーを 2日ごとに変更する。 

9 
グループメンバーは 1日目～3日は一緒、4日目～6日目は毎日変更、7日目～8日目は最初のメンバー

となり、研修で学びえたことを最初のグループに戻って共有できるようにしている。 

10 講師作成に依る共通事例を用いた演習等 

11 
研修 1日目にファシリテーターの役割について講義し、グループワークの進行（ファシリテーター）

は受講者が順番に行うことで、育成につなげている。 

12 
グループ 7日間毎回変更し、事例も全員が発表し、検討研究できるようにしている。講義を行い、そ

の後に演習を行う方法で進めている 

13 グループを設定する際に、「男女のバランス」「地域の偏り」を考慮している 

14 
演習指導者(講師)も多数受講。演習指導者がグループに分かれて入り、ファシリテータ的な役割も担

っていただくことにしている。 

15 同一法人をグループメンバーにしないこと。受講者のレベルに配慮する。 

16 
・グループを途中で変更し、多様な意見交換ができるようにした。 

・ファシリテーターの配置。 

17 研修内容の平準化のため、講義を大規模とし、２日に分けて７類型の講義を行った。 

18 地域や職種の異なる者がグループを構成するように設定している。 

19 
グループワークの設定を背景職種、性別、年齢で分け、同研修内でなるべく被らないよう、各回調整

している。ファシリテーターは３Gに１人以上置いている。 

20 セルフスーパービジョンの時間をとっている 

21 
エリアや元職種により分けている。また、ファシリテーターが介入しグループワークがスムーズに進

むようにしている。 

22 グループワークの設定（背景職種で分けている） 

23 グループワークのメンバー設定（地域や背景職種で分けている）指導事例のロールプレイング 

24 男女比・所属種別にてグループを設定 6グループに 1名の割合でファシリテーターを配置 

25 
・グループワークの設定：性別、年齢、地域、背景職種 

・ファシリテーターの配置：受講者のキャラクターにあわせてファシリテーターを配置 

26 
グループワークでは、できるだけ多職種、他地域の受講生と交流できるようなメンバーで構成し、課

目毎でメンバーを変更した 

27 シラバスを作成し、共有している。 

  

■問 33-1 講義・演習一体型科目の時間配分についてご回答ください（複数回答可） 

   

n 

 

 

 

 

 

問 33-1 実務研修 48 41.7  35.4  41.7  4.2  0.0  

問 28-1 専門研修課程Ⅰ 50 48.0  34.0  32.0  6.0  0.0  

問 28-1 専門研修課程Ⅱ 52 51.9  30.8  32.7  3.8  1.9  

問 28-1 再研修・更新研修 46 39.1  21.7  37.0  6.5  4.3  

問 28-1 主任介護支援専門員研修 46 54.3  23.9  47.8  2.2  0.0  

問 28-1 主任介護支援専門員更新研修 47 51.1  25.5  34.0  4.3  2.1  
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■問 33-2 【問 33-1で④（その他）を選択した方のみ】その他の内容をご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 法定研修作業部会が決定している 

2 事前の日程で講師とファシリテーターによる打合せ会を開催し、それぞれ検討している。 

 

■問 34 ガイドラインに示された科目ごとの時間数を、休憩時間を含むものとして捉えて実施

しているかご回答ください（貴実施機関においてガイドライン上の時間数をどのようにとらえ

て研修を組み立てているかをご回答ください）（１つ選択） 

  

n 

①含んでいる 

②含んでいな

い（別に休憩

時間を設定し

ている） 

無回答 

問 34 実務研修 48 50.0 50.0  0.0 

問 29 専門研修課程Ⅰ 50 52.0 48.0  0.0 

問 29 専門研修課程Ⅱ 52 50.0 50.0  0.0 

問 29 再研修・更新研修 46 47.8 47.8  4.3 

問 29 主任介護支援専門員研修 46 47.8 47.8  4.3 

問 29 主任介護支援専門員更新研修 47 48.9 48.9  2.1 

 

■問 35 実習の手引きについてご回答ください（１つ選択）n ＝48 

№ カテゴリ ％ 

1 ①独自に定めた手引きがある                                                                                              68.8  

2 ②テキストを使用して対応している 25.0  

3 ③その他： 6.3  

  無回答 0.0  

 

■問 35-1 実習報告書についてご回答ください（１つ選択） n＝48 

№ カテゴリ ％ 

1 ①独自に定めた報告書・書式がある                                                                                              97.9  

2 ②報告書・書式は決めていない 2.1  

  無回答 0.0  

 

■問 36 提出事例が（課程および科目に見合うものかの）基準・確認項目・確認方法について

ご回答ください（１つ選択） n＝48 

№ カテゴリ ％ 

1 ①基準・確認項目を定めて担当者が確認を行っている 39.6  

2 ②基準・確認項目はないが、担当者が確認を行っている 47.9  

3 ③確認はしていない 12.5  
 無回答 0.0  
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8 

グループ分け－基礎職種を均等に割り振る。（医師・歯科医師、保健師・看護師、社会福祉士・社会

福祉主事、介護福祉士、その他）メンバーを 2日ごとに変更する。 

9 
グループメンバーは 1日目～3日は一緒、4日目～6日目は毎日変更、7日目～8日目は最初のメンバー

となり、研修で学びえたことを最初のグループに戻って共有できるようにしている。 

10 講師作成に依る共通事例を用いた演習等 

11 
研修 1日目にファシリテーターの役割について講義し、グループワークの進行（ファシリテーター）

は受講者が順番に行うことで、育成につなげている。 

12 
グループ 7日間毎回変更し、事例も全員が発表し、検討研究できるようにしている。講義を行い、そ

の後に演習を行う方法で進めている 

13 グループを設定する際に、「男女のバランス」「地域の偏り」を考慮している 

14 
演習指導者(講師)も多数受講。演習指導者がグループに分かれて入り、ファシリテータ的な役割も担

っていただくことにしている。 

15 同一法人をグループメンバーにしないこと。受講者のレベルに配慮する。 

16 
・グループを途中で変更し、多様な意見交換ができるようにした。 

・ファシリテーターの配置。 

17 研修内容の平準化のため、講義を大規模とし、２日に分けて７類型の講義を行った。 

18 地域や職種の異なる者がグループを構成するように設定している。 

19 
グループワークの設定を背景職種、性別、年齢で分け、同研修内でなるべく被らないよう、各回調整

している。ファシリテーターは３Gに１人以上置いている。 

20 セルフスーパービジョンの時間をとっている 

21 
エリアや元職種により分けている。また、ファシリテーターが介入しグループワークがスムーズに進

むようにしている。 

22 グループワークの設定（背景職種で分けている） 

23 グループワークのメンバー設定（地域や背景職種で分けている）指導事例のロールプレイング 

24 男女比・所属種別にてグループを設定 6グループに 1名の割合でファシリテーターを配置 

25 
・グループワークの設定：性別、年齢、地域、背景職種 

・ファシリテーターの配置：受講者のキャラクターにあわせてファシリテーターを配置 

26 
グループワークでは、できるだけ多職種、他地域の受講生と交流できるようなメンバーで構成し、課

目毎でメンバーを変更した 

27 シラバスを作成し、共有している。 

  

■問 33-1 講義・演習一体型科目の時間配分についてご回答ください（複数回答可） 

   

n 

 

 

 

 

 
問 33-1 実務研修 48 41.7  35.4  41.7  4.2  0.0  

問 28-1 専門研修課程Ⅰ 50 48.0  34.0  32.0  6.0  0.0  

問 28-1 専門研修課程Ⅱ 52 51.9  30.8  32.7  3.8  1.9  

問 28-1 再研修・更新研修 46 39.1  21.7  37.0  6.5  4.3  

問 28-1 主任介護支援専門員研修 46 54.3  23.9  47.8  2.2  0.0  

問 28-1 主任介護支援専門員更新研修 47 51.1  25.5  34.0  4.3  2.1  
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■問 37 研修趣旨に関する実習受入事業所向けの説明会の実施状況をご回答ください 

（１つ選択）n＝48 

№ カテゴリ ％ 

1 ①実施した 85.4  

2 ②実施していない 10.4  

3 ③実施する予定はない 4.2  
 無回答 0.0  

 

■問 38 説明会で使用した資料についてご回答ください（１つ選択） n＝48 

№ カテゴリ ％ 

1 ①実務研修テキストを配布して使用した                                               4.2  

2 ②実務研修テキストの各自持参を依頼した                                                     0.0  

3 ③独自の配布資料で行った                                                    87.5  

4 ④特に資料は使用はしなかった 2.1  

  無回答 6.3  

 

■問 39 実習指導における具体的な内容についてご回答ください（１つ選択）n＝48 

№ カテゴリ ％ 

1 ①実習指導者に対し、実習中に指導すべき内容について、事前に研修を開催した 47.9  

2 
②「実務研修ガイドライン」及び「介護支援専門員養成研修における実習受

入に関する指針」の記載内容を共有した 
6.3  

3 
③実習の手順や考え方等を詳細化した副教材（テキスト）を作成・配布する

などにより、対応した 
20.8  

4 
④主任介護支援専門員などの実習指導者となりうる層を対象とした研修を実

施する際、実習中に指導すべき内容について組み込んで実施した 
2.1  

5 ⑤とくに指導方法などは説明しなかった（各事業所に委ねた）                                 16.7  

6 ⑥その他 4.2  
 無回答 2.1  

 

■問 40 実習受け入れ機関の選定方法についてご回答ください（１つ選択）n＝48 

№ カテゴリ ％ 

1 ①特定事業所であればすべてを対象とした                                         64.6  

2 
②特定事業所のみならず、主任介護支援専門員がいる居宅介護支援事業所も

対象とした 
27.1  

3 ③同行型研修のアドバイザー（主任介護支援専門員）の所属する事業所 2.1  

4 ④独自の基準にて選定した 4.2  
 無回答 2.1  

 

■問 41 実習受け入れ機関への受講者の割り振りについてご回答ください（１つ選択） n＝48 

№ カテゴリ ％ 

1 ①受講者自身で探すよう説明した                                                         27.1  

2 ②実習受け入れ機関は実施機関側で指定した 66.7  

3 ③探すのが困難な受講者についてのみ斡旋（あっせん）した 0.0  

4 ④その他 6.3  
 無回答 0.0  
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■問 42 実習に関する提出物（模擬ケアプラン等）の評価者についてご回答ください 

（１つ選択）n＝48 

№ カテゴリ ％ 

1 ①実習受け入れ機関に評価まで行うよう依頼した                                                27.1  

2 ②実施機関側で独自に行った 20.8  

3 ③研修講師に評価を依頼した                                              31.3  

4 ④特に提出物の評価はしなかった 20.8  

  無回答 0.0  

 

■問 43 実習に関する提出物（模擬ケアプラン等）の評価方法についてご回答ください 

（１つ選択）n＝48 

№ カテゴリ ％ 

1 ①評価内容を研修最終日等に受講者と面談する時間を設けて返却した 14.6  

2 ②評価内容を配布して返却した 12.5  

3 ③評価はしたが受講者へは返却はしなかった 27.1  

4 ④特に提出物の評価はしなかった 43.8  
 無回答 2.1  

 

■問 44 受講者の評価を実施しているタイミングについてご回答ください（複数回答可）n＝48 

№ カテゴリ ％ 

1 ①科目ごとに評価を行っている 60.4  

2 ②前期・後期ごとに評価を行っている                                                  2.1  

3 ③研修全体を通して最終日に評価を行っている 31.3  

4 ④評価は行っていない 10.4  
 無回答 0.0  
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■問 37 研修趣旨に関する実習受入事業所向けの説明会の実施状況をご回答ください 

（１つ選択）n＝48 

№ カテゴリ ％ 

1 ①実施した 85.4  

2 ②実施していない 10.4  

3 ③実施する予定はない 4.2  
 無回答 0.0  

 

■問 38 説明会で使用した資料についてご回答ください（１つ選択） n＝48 

№ カテゴリ ％ 

1 ①実務研修テキストを配布して使用した                                               4.2  

2 ②実務研修テキストの各自持参を依頼した                                                     0.0  

3 ③独自の配布資料で行った                                                    87.5  

4 ④特に資料は使用はしなかった 2.1  

  無回答 6.3  

 

■問 39 実習指導における具体的な内容についてご回答ください（１つ選択）n＝48 

№ カテゴリ ％ 

1 ①実習指導者に対し、実習中に指導すべき内容について、事前に研修を開催した 47.9  

2 
②「実務研修ガイドライン」及び「介護支援専門員養成研修における実習受

入に関する指針」の記載内容を共有した 
6.3  

3 
③実習の手順や考え方等を詳細化した副教材（テキスト）を作成・配布する

などにより、対応した 
20.8  

4 
④主任介護支援専門員などの実習指導者となりうる層を対象とした研修を実

施する際、実習中に指導すべき内容について組み込んで実施した 
2.1  

5 ⑤とくに指導方法などは説明しなかった（各事業所に委ねた）                                 16.7  

6 ⑥その他 4.2  
 無回答 2.1  

 

■問 40 実習受け入れ機関の選定方法についてご回答ください（１つ選択）n＝48 

№ カテゴリ ％ 

1 ①特定事業所であればすべてを対象とした                                         64.6  

2 
②特定事業所のみならず、主任介護支援専門員がいる居宅介護支援事業所も

対象とした 
27.1  

3 ③同行型研修のアドバイザー（主任介護支援専門員）の所属する事業所 2.1  

4 ④独自の基準にて選定した 4.2  
 無回答 2.1  

 

■問 41 実習受け入れ機関への受講者の割り振りについてご回答ください（１つ選択） n＝48 

№ カテゴリ ％ 

1 ①受講者自身で探すよう説明した                                                         27.1  

2 ②実習受け入れ機関は実施機関側で指定した 66.7  

3 ③探すのが困難な受講者についてのみ斡旋（あっせん）した 0.0  

4 ④その他 6.3  
 無回答 0.0  
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■問 44-1【問 44で①～③を選択した方のみ】 

評価方法についてご回答ください（複数選択） 

   

ｎ 

①
テ
ス
ト 

②
レ
ポ
ー
ト 

③
口
頭
試
験 

④
受
講
者
間
の
相
互
評
価 

⑤
実
技 

⑥
講
師
・
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
等
に
よ
る
評
価 

（
習
熟
度
、
受
講
姿
勢
、
意
欲
等
に
よ
る
総
合
的
な
評
価
） 

⑦
研
修
記
録
シ
ー
ト 

無
回
答 

問 44-1 実務研修 48 30.2  7.0  0.0  4.7  0.0  25.6  79.1  0.0  

問 34-1 専門研修課程Ⅰ 44 29.5  6.8  0.0  6.8  0.0  27.3  84.1  0.0  

問 34-1 専門研修課程Ⅱ 49 26.5  6.1  0.0  4.1  0.0  20.4  81.6  0.0  

問 30-1 再研修・更新研修 39 23.1  0.0  0.0  2.6  0.0  15.4  84.6  2.6  

問 34-1 主任介護支援専門員研修 41 22.0  29.3  0.0  0.0  0.0  19.5  87.8  0.0  

問 34-1 主任介護支援専門員更新研修 41 24.4  31.7  0.0  2.4  0.0  22.0  85.4  0.0  

 

■問 44-2 【問 44で①（テスト）を選択した方のみ】 

テストの方法として該当するものをご回答ください（複数選択） 

   
n 

①択一式テ

スト 

②記述式テ

スト 
③その他 無回答 

問 44-2 実務研修 13 84.6  23.1  15.4  0.0  

問 34-2 専門研修課程Ⅰ 13 84.6  23.1  7.7  0.0  

問 34-2 専門研修課程Ⅱ 13 92.3  7.7  7.7  0.0  

問 30-2 再研修・更新研修 9 88.9  44.4  11.1  0.0  

問 34-2 主任介護支援専門員研修 9 77.8  33.3  0.0  11.1  

問 34-2 主任介護支援専門員更新研修 10 50.0  60.0  10.0  0.0  

 

■問 34 受講者の評価について（達成度・理解度）（１つ選択） 

   
n 

①評価を実施

している 

②評価を実施

していない 
無回答 

問 34 専門研修課程Ⅰ 50 88.0  8.0  4.0  

問 34 専門研修課程Ⅱ 52 94.2  5.8  0.0  

問 30 再研修・更新研修 46 84.8  13.0  2.2  

問 34 主任介護支援専門員研修 46 89.1  8.7  2.2  

問 34 主任介護支援専門員更新研修 47 87.2  8.5  4.3  
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■問 45 研修記録シートを活用した場合、事前・事後・3か月後すべてを活用したか一部のみか 

ご回答ください（１つ選択） 

  

n 

①
事
前
の
み 

②
事
後
の
み 

③
事
前
と
事
後 

④
事
前
、
事
後
、 

３
か
月
後
と
も
実
施 

⑤
そ
の
他 

無
回
答 

問 45 実務研修 48 0.0  0.0  43.8  35.4  10.4  10.4  

問 35 専門研修課程Ⅰ 50 0.0  2.0  38.0  46.0  4.0  10.0  

問 35 専門研修課程Ⅱ 52 1.9  1.9  40.4  44.2  3.8  7.7  

問 31 再研修・更新研修 46 2.2  2.2  37.0  41.3  4.3  13.0  

問 35 主任介護支援専門員研修 46 0.0  0.0  32.6  54.3  2.2  10.9  

問 35 主任介護支援専門員更新研修 47 2.1  2.1  34.0  51.1  4.3  6.4  

 

■問 45-1 【問 45で④（事前、事後、３ヶ月後とも実施）を選択した方のみ】   

3か月後の評価はシートを回収しましたか（１つ選択） 

  

n 

①回収した 

②回収はせず

各自評価する

よう指示した 

無回答 

問 45-1 実務研修 11 64.7  35.3  0.0  

問 35-1 専門研修課程Ⅰ 23 78.3  21.7  0.0  

問 35-1 専門研修課程Ⅱ 23 73.9  26.1  0.0  

問 31-1 再研修・更新研修 19 68.4  31.6  0.0  

問 35-1 主任介護支援専門員研修 25 72.0  24.0  4.0  

問 35-1 主任介護支援専門員更新研修 24 75.0  20.8  4.2  

 

■問 46 研修記録シートを一部でも活用した場合、集計をしましたか（１つ選択） 

  
n 

①集計し

た 

②集計し

ていない 

③活用し

なかった 
無回答 

問 46 実務研修 48 37.5  45.8  10.4  6.3  

問 36 専門研修課程Ⅰ 50 42.0  40.0  8.0  10.0  

問 36 専門研修課程Ⅱ 52 42.3  46.2  5.8  5.8  

問 32 再研修・更新研修 46 39.1  43.5  8.7  8.7  

問 36 主任介護支援専門員研修 46 41.3  41.3  8.7  8.7  

問 36 主任介護支援専門員更新研修 47 44.7  44.7  6.4  4.3  
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■問 44-1【問 44で①～③を選択した方のみ】 

評価方法についてご回答ください（複数選択） 

   

ｎ 

①
テ
ス
ト 

②
レ
ポ
ー
ト 

③
口
頭
試
験 

④
受
講
者
間
の
相
互
評
価 

⑤
実
技 

⑥
講
師
・
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
等
に
よ
る
評
価 

（
習
熟
度
、
受
講
姿
勢
、
意
欲
等
に
よ
る
総
合
的
な
評
価
） 

⑦
研
修
記
録
シ
ー
ト 

無
回
答 

問 44-1 実務研修 48 30.2  7.0  0.0  4.7  0.0  25.6  79.1  0.0  

問 34-1 専門研修課程Ⅰ 44 29.5  6.8  0.0  6.8  0.0  27.3  84.1  0.0  

問 34-1 専門研修課程Ⅱ 49 26.5  6.1  0.0  4.1  0.0  20.4  81.6  0.0  

問 30-1 再研修・更新研修 39 23.1  0.0  0.0  2.6  0.0  15.4  84.6  2.6  

問 34-1 主任介護支援専門員研修 41 22.0  29.3  0.0  0.0  0.0  19.5  87.8  0.0  

問 34-1 主任介護支援専門員更新研修 41 24.4  31.7  0.0  2.4  0.0  22.0  85.4  0.0  

 

■問 44-2 【問 44で①（テスト）を選択した方のみ】 

テストの方法として該当するものをご回答ください（複数選択） 

   
n 

①択一式テ

スト 

②記述式テ

スト 
③その他 無回答 

問 44-2 実務研修 13 84.6  23.1  15.4  0.0  

問 34-2 専門研修課程Ⅰ 13 84.6  23.1  7.7  0.0  

問 34-2 専門研修課程Ⅱ 13 92.3  7.7  7.7  0.0  

問 30-2 再研修・更新研修 9 88.9  44.4  11.1  0.0  

問 34-2 主任介護支援専門員研修 9 77.8  33.3  0.0  11.1  

問 34-2 主任介護支援専門員更新研修 10 50.0  60.0  10.0  0.0  

 

■問 34受講者の評価について（達成度・理解度）（１つ選択） 

   
n 

①評価を実施

している 

②評価を実施

していない 
無回答 

問 34 専門研修課程Ⅰ 50 88.0  8.0  4.0  

問 34 専門研修課程Ⅱ 52 94.2  5.8  0.0  

問 30 再研修・更新研修 46 84.8  13.0  2.2  

問 34 主任介護支援専門員研修 46 89.1  8.7  2.2  

問 34 主任介護支援専門員更新研修 47 87.2  8.5  4.3  
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■問 46-1 【問 46で②③を選択した方のみ】 

集計していない、活用しなかった、その理由をお答えください 

≪実務研修≫ 

1 受講者の自己評価のためのシートとして使用しており、フィードバックなどを行う予定がないため。 

2 集計について県から指示を受けていない。 

3 集計に係る業務量、費用が確保できないため・明確な評価基準が設定されていないため 

4 研修記録シートは自己評価のために活用するとしており、回収していないため。 

5 
県の実務研修実施研修機関では、評価には独自のシートを使用し、研修記録シートは使用しないこと

で統一がはかられているため。 

6 県及び県内の研修機関等で協議した結果活用しない事となったため。 

7 県にデータを提出。活用は不明。 

8 業務量的に困難。今後の課題 

9 集計ツールがない。 

10 
データ量が過多であり、実施機関で扱いきれない受講者から取り扱いについての問い合わせが多数発生

する研修実施時に別途「振り返りシート」の提出を義務付けており、そちらで理解度を集計している 

11 別に実施しているアンケートの集計で現状では十分であるため 

12 記載内容を講師が読み演習指導に活かしたため集計はしていない 

13 研修自体がまだ運営中の為、集計しておらず。 

14 自己評価を行っている 

15 量が多すぎて集計が不可能なため 

16 
提出確認し、内容に目は通すが、自己研鑽に活用する目的で記入していただくため、集計する必要は

ないとの判断。 

17 集計中 

18 現在、研修が始まったばかりであるため。 

19 研修記録シートの回収をしていない 

20 （目標）のみ提出してもらっているため 

21 集計する時間を設けることが出来なかった。 

22 事務的な負担が大きいが、得られる成果は少ないと考えられるため。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 各講義において、講師がすべて確認済みであり、データ保存しているため 

2 3 ヶ月後のものを現在集計作業中である。 

3 現在集計中 

4 
受講生全員の回収ができていない為。また集計に事務局スタッフを割けない。（他の研修が重複して

いる為） 

5 
・受講者数が多いため、提出の有無のチェック、管理で精一杯。 

・あくまで本人の理解度なので、それを持って評価を難しい。 

6 
研修記録シートは自己評価のために活用するとしており、回収していないため。（集計は件数が多く

物理的に困難である。） 

7 
県の専門研修実施研修機関では、評価には独自のシートを使用し、研修記録シートは使用しないこと

で統一がはかられているため。 

8 県及び県内の研修機関等で協議した結果活用しない事となったため。 

9 現在集計中 

10 業務量的に困難。今後の課題 

11 集計ツールがない。 

12 
データ量が過多であり、実施機関で扱いきれない受講者から取り扱いについての問い合わせが多数発生

する研修実施時に別途「振り返りシート」の提出を義務付けており、そちらで理解度を集計している 

13 運営時間が不足のため 
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14 別に実施しているアンケートの集計で現状では十分であるため 

15 集計や集計結果の活用について検討できていないため 

16 量が多いのでできない 

17 
提出確認し、内容に目は通すが、自己研鑽に活用する目的で記入していただくため、集計する必要は

ないとの判断。 

18 自己評価の基準が曖昧であるため。（例えば、受講後-受講前がマイナスになるなど） 

19 現在、集計中。 

20 数値的な評価を行わず、受講生の振り返り、理解度の自己評価に活用したため。 

21 研修記録シートの回収をしていない 

22 集計することをしらなかった。時間がなかった。 

23 現在集計中 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 各講義において、講師がすべて確認済みであり、データ保存しているため 

2 現在、研修中であり、事前回収のみで、これからである。 

3 現在集計中 

4 
受講生全員の回収ができていない為。また集計に事務局スタッフを割けない。（他の研修が重複して

いる為） 

5 受講者数が多いため、提出の有無のチェック、管理で精一杯。 

6 
研修記録シートは自己評価のために活用するとしており、回収していないため。（集計は件数が多く

物理的に困難である。） 

7 研修記録シートは自己評価のために活用するとしており、回収していないため。 

8 県及び県内の研修機関等で協議した結果活用しない事となったため。 

9 業務量的に困難。今後の課題 

10 集計ツールがない。 

11 
データ量が過多であり、実施機関で扱いきれない受講者から取り扱いについての問い合わせが多数発生

する研修実施時に別途「振り返りシート」の提出を義務付けており、そちらで理解度を集計している 

12 運営時間が不足のため 

13 別に実施しているアンケートの集計で現状では十分であるため 

14 集計や集計結果の活用について検討していないため。 

15 量が多いのでできない 

16 
提出確認し、内容に目は通すが、自己研鑽に活用する目的で記入していただくため、集計する必要は

ないとの判断。 

17 自己評価の基準が曖昧であるため。（例えば、受講後-受講前がマイナスになるなど） 

18 受講生の理解度の自己評価なので、集計しても有効な集計にはならないと考えたため。 

19 研修記録シートの回収をしていない 

20 11月に修了したため、これから集計予定 

21 800名以上の受講者があり現在作成中。 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 受講者の自己評価のためのシートとして使用しており、フィードバックなどを行う予定がないため。 

2 集計について県から指示を受けていない。 

3 
受講生全員の回収ができていない為。また集計に事務局スタッフを割けない。（他の研修が重複して

いる為） 

4 集計に係る業務量、費用が確保できないため・明確な評価基準が設定されていないため 

5 研修記録シートは自己評価のために活用するとしており、回収していないため。 

6 県にデータを提出。活用は不明。 

7 業務量的に困難。今後の課題 

8 集計ツールがない。 

  

 

 

■問 46-1 【問 46で②③を選択した方のみ】 

集計していない、活用しなかった、その理由をお答えください 

≪実務研修≫ 

1 受講者の自己評価のためのシートとして使用しており、フィードバックなどを行う予定がないため。 

2 集計について県から指示を受けていない。 

3 集計に係る業務量、費用が確保できないため・明確な評価基準が設定されていないため 

4 研修記録シートは自己評価のために活用するとしており、回収していないため。 

5 
県の実務研修実施研修機関では、評価には独自のシートを使用し、研修記録シートは使用しないこと

で統一がはかられているため。 

6 県及び県内の研修機関等で協議した結果活用しない事となったため。 

7 県にデータを提出。活用は不明。 

8 業務量的に困難。今後の課題 

9 集計ツールがない。 

10 
データ量が過多であり、実施機関で扱いきれない受講者から取り扱いについての問い合わせが多数発生

する研修実施時に別途「振り返りシート」の提出を義務付けており、そちらで理解度を集計している 

11 別に実施しているアンケートの集計で現状では十分であるため 

12 記載内容を講師が読み演習指導に活かしたため集計はしていない 

13 研修自体がまだ運営中の為、集計しておらず。 

14 自己評価を行っている 

15 量が多すぎて集計が不可能なため 

16 
提出確認し、内容に目は通すが、自己研鑽に活用する目的で記入していただくため、集計する必要は

ないとの判断。 

17 集計中 

18 現在、研修が始まったばかりであるため。 

19 研修記録シートの回収をしていない 

20 （目標）のみ提出してもらっているため 

21 集計する時間を設けることが出来なかった。 

22 事務的な負担が大きいが、得られる成果は少ないと考えられるため。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 各講義において、講師がすべて確認済みであり、データ保存しているため 

2 3 ヶ月後のものを現在集計作業中である。 

3 現在集計中 

4 
受講生全員の回収ができていない為。また集計に事務局スタッフを割けない。（他の研修が重複して

いる為） 

5 
・受講者数が多いため、提出の有無のチェック、管理で精一杯。 

・あくまで本人の理解度なので、それを持って評価を難しい。 

6 
研修記録シートは自己評価のために活用するとしており、回収していないため。（集計は件数が多く

物理的に困難である。） 

7 
県の専門研修実施研修機関では、評価には独自のシートを使用し、研修記録シートは使用しないこと

で統一がはかられているため。 

8 県及び県内の研修機関等で協議した結果活用しない事となったため。 

9 現在集計中 

10 業務量的に困難。今後の課題 

11 集計ツールがない。 

12 
データ量が過多であり、実施機関で扱いきれない受講者から取り扱いについての問い合わせが多数発生

する研修実施時に別途「振り返りシート」の提出を義務付けており、そちらで理解度を集計している 

13 運営時間が不足のため 
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9 
データ量が過多であり、実施機関で扱いきれない受講者から取り扱いについての問い合わせが多数発生

する研修実施時に別途「振り返りシート」の提出を義務付けており、そちらで理解度を集計している 

10 別に実施しているアンケートの集計で現状では十分であるため 

11 集計や集計結果の活用について検討していないため。 

12 量が多すぎる 

13 
提出確認し、内容に目は通すが、自己研鑽に活用する目的で記入していただくため、集計する必要は

ないとの判断。 

14 集計中 

15 現在、研修の実施中であるため。 

16 受講生の理解度の自己評価なので、集計しても有効な集計にはならないと考えたため。 

17 研修記録シートの回収をしていない 

18 研修記録シート(目標）のみ提出し、実務未経験者のため、評価は未提出とした。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 各講義において、講師がすべて確認済みであり、データ保存しているため 

2 集計中 

3 
出席状況、事例の提出、研修記録シートの「提出」を一つの評価としているが中身までは評価してい

ない。 

4 研修記録シートは自己評価のために活用するとしており、回収していないため。 

5 現時点ではしていないが、集計の予定あり 

6 業務量的に困難。今後の課題 

7 事前・事後レポーと確認で精いっぱいだった。集計結果の活かし方を検討していなかった。 

8 

データ量が過多であり、実施機関で扱いきれない 受講者から取り扱いについての問い合わせが多数

発生する 研修実施時に別途「振り返りシート」の提出を義務付けており、そちらで理解度を集計し

ている 

9 別に実施しているアンケートの集計で現状では十分であるため 

10 集計や集計結果の活用について検討できていないため。 

11 未記入の者が多数いた。 

12 大量にあるため集計が不可能 

13 
提出確認し、内容に目は通すが、自己研鑽に活用する目的で記入していただくため、集計する必要は

ないとの判断。 

14 自己評価の基準が曖昧であるため。 （例えば、受講後-受講前がマイナスになるなど） 

15 まだ、研修を終えておらず、時間がないため。 

16 集計する予定であるが、現時点で集計できていない。 

17 研修記録シートの回収をしていない 

18 作業が繁雑で追いつかない 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 各講義において、講師がすべて確認済みであり、データ保存しているため 

2 集計予定ではあるまだ集計していない。 

3 修了書交付後の 3 か月郵送での回収のためすべて回収できていない。 

4 受講者数が多いため、提出の有無のチェック、管理で精一杯。 

5 
研修記録シートは自己評価のために活用するとしており、回収していないため。（集計は件数が多く

物理的に困難である。） 

6 業務量的に困難。今後の課題 

7 事前・事後レポーと確認で精いっぱいだった。集計結果の活かし方を検討していなかった。 

8 
データ量が過多であり、実施機関で扱いきれない受講者から取り扱いについての問い合わせが多数発生

する研修実施時に別途「振り返りシート」の提出を義務付けており、そちらで理解度を集計している 

9 終了後に行う予定 
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10 別に実施しているアンケートの集計で現状では十分であるため 

11 集計・集計結果の活用について検討していないため 

12 未記入の者が多くある。 

13 大量のため不可能 

14 
提出確認し、内容に目は通すが、自己研鑽に活用する目的で記入していただくため、集計する必要は

ないとの判断。 

15 自己評価の基準が曖昧であるため。（例えば、受講後-受講前がマイナスになるなど） 

16 現在、研修を実施中であるため。 

17 受講生の理解度の自己評価なので、集計しても有効な集計にはならないと考えたため。 

18 研修記録シートの回収をしていない 

19 作業が繁雑で追いつかない 

 

■問 47 研修で実施される講義や演習等についてアンケートを行っている場合、その対象者は

誰ですか（複数回答可） 

   

n 

①受講

者向け

に実施

してい

る 

②講師

向けに

実施し

ている 

③ファ

シリテ

ーター

向けに

実施し

ている 

④アン

ケート

は実施

してい

ない 

無回答 

問 47 実務研修 48 56.3  29.2  31.3  20.8  2.1  

問 37 専門研修課程Ⅰ 50 58.0  30.0  30.0  24.0  0.0  

問 37 専門研修課程Ⅱ 52 57.7  30.8  38.5  23.1  0.0  

問 33 再研修・更新研修 46 58.7  23.9  26.1  26.1  0.0  

問 37 主任介護支援専門員研修 46 67.4  23.9  21.7  26.1  2.2  

問 37 主任介護支援専門員更新研修 47 59.6  21.3  23.4  27.7  4.3  

 

■問 47-1 【問 47で①（受講者向けに実施している）を選択した方のみ】 

提出先についてご回答ください（１つ選択） 

   
n 

①都道府

県 

②研修実

施主体 
③その他 無回答 

問 47-1 実務研修 27 3.7  88.9  7.4  0.0  

問 37-1 専門研修課程Ⅰ 29 0.0  89.7  3.4  6.9  

問 37-1 専門研修課程Ⅱ 30 0.0  93.3  3.3  3.3  

問 33-1 再研修・更新研修 27 0.0  96.3  3.7  0.0  

問 37-1 主任介護支援専門員研修 31 0.0  93.5  3.2  3.2  

問 37-1 主任介護支援専門員更新研修 28 0.0  96.4  0.0  3.6  

 

■問 48 受講者による講師の評価についてご回答ください（１つ選択） 

   
n 

①評価を実施

している 

②評価を実施

していない 
無回答 

問 48 実務研修 48 31.3  68.8  0.0  

問 38 専門研修課程Ⅰ 50 24.0  74.0  2.0  

問 38 専門研修課程Ⅱ 52 26.9  73.1  0.0  

問 34 再研修・更新研修 46 26.1  71.7  2.2  

問 38 主任介護支援専門員研修 46 28.3  69.6    2.2  

問 38 主任介護支援専門員更新研修 47 29.8  66.0  4.3  

  

 

 

9 
データ量が過多であり、実施機関で扱いきれない受講者から取り扱いについての問い合わせが多数発生

する研修実施時に別途「振り返りシート」の提出を義務付けており、そちらで理解度を集計している 

10 別に実施しているアンケートの集計で現状では十分であるため 

11 集計や集計結果の活用について検討していないため。 

12 量が多すぎる 

13 
提出確認し、内容に目は通すが、自己研鑽に活用する目的で記入していただくため、集計する必要は

ないとの判断。 

14 集計中 

15 現在、研修の実施中であるため。 

16 受講生の理解度の自己評価なので、集計しても有効な集計にはならないと考えたため。 

17 研修記録シートの回収をしていない 

18 研修記録シート(目標）のみ提出し、実務未経験者のため、評価は未提出とした。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 各講義において、講師がすべて確認済みであり、データ保存しているため 

2 集計中 

3 
出席状況、事例の提出、研修記録シートの「提出」を一つの評価としているが中身までは評価してい

ない。 

4 研修記録シートは自己評価のために活用するとしており、回収していないため。 

5 現時点ではしていないが、集計の予定あり 

6 業務量的に困難。今後の課題 

7 事前・事後レポーと確認で精いっぱいだった。集計結果の活かし方を検討していなかった。 

8 

データ量が過多であり、実施機関で扱いきれない 受講者から取り扱いについての問い合わせが多数

発生する 研修実施時に別途「振り返りシート」の提出を義務付けており、そちらで理解度を集計し

ている 

9 別に実施しているアンケートの集計で現状では十分であるため 

10 集計や集計結果の活用について検討できていないため。 

11 未記入の者が多数いた。 

12 大量にあるため集計が不可能 

13 
提出確認し、内容に目は通すが、自己研鑽に活用する目的で記入していただくため、集計する必要は

ないとの判断。 

14 自己評価の基準が曖昧であるため。 （例えば、受講後-受講前がマイナスになるなど） 

15 まだ、研修を終えておらず、時間がないため。 

16 集計する予定であるが、現時点で集計できていない。 

17 研修記録シートの回収をしていない 

18 作業が繁雑で追いつかない 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 各講義において、講師がすべて確認済みであり、データ保存しているため 

2 集計予定ではあるまだ集計していない。 

3 修了書交付後の 3 か月郵送での回収のためすべて回収できていない。 

4 受講者数が多いため、提出の有無のチェック、管理で精一杯。 

5 
研修記録シートは自己評価のために活用するとしており、回収していないため。（集計は件数が多く

物理的に困難である。） 

6 業務量的に困難。今後の課題 

7 事前・事後レポーと確認で精いっぱいだった。集計結果の活かし方を検討していなかった。 

8 
データ量が過多であり、実施機関で扱いきれない受講者から取り扱いについての問い合わせが多数発生

する研修実施時に別途「振り返りシート」の提出を義務付けており、そちらで理解度を集計している 

9 終了後に行う予定 
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■問 48-1 【問 48で①（評価を実施している）を選択した方のみ】 

評価方法をご回答ください（１つ選択） 

  

n 

①講師

（科目）

ごとに評

価をして

いる 

②研修全

体の評価

をしてい

る 

③その他 無回答 

問 48-1 実務研修 15 80.0  6.7  13.3  0.0  

問 38-1 専門研修課程Ⅰ 12 91.7   0.0  8.3  0.0  

問 38-1 専門研修課程Ⅱ 14 92.9  0.0  7.1  0.0  

問 34-1 再研修・更新研修 12 75.0  8.3  16.7  0.0  

問 38-1 主任介護支援専門員研修 13 76.9  7.7  15.4  0.0  

問 38-1 主任介護支援専門員更新研修 14 64.3  28.6  7.1  0.0  

 

■問 48-2 【問 48-1で①（講師・科目ごとにアンケートを取っている）を選択した方のみ】 

評価結果のフィードバックについてご回答ください（１つ選択） 

  

n 

①講師に

フィード

バックし

ている 

②講師に

フィード

バックし

ていない 

③その他 無回答 

問 48-2 実務研修 12 66.7  16.7  16.7  0.0  

問 38-2 専門研修課程Ⅰ 12 50.0  16.7  25.0  8.3  

問 38-2 専門研修課程Ⅱ 14 57.1  7.1  35.7  0.0  

問 34-2 再研修・更新研修 12 75.0  16.7  8.3  0.0  

問 38-2 主任介護支援専門員研修 13 46.2  7.7  38.5  7.7  

問 38-2 主任介護支援専門員更新研修 14 42.9  7.1  42.9  7.1  

 

■問 49 研修評価の考え方や方法について講師・ファシリテーターへの周知方法についてご回

答ください（１つ選択） 

  

n 

①
講
師
・
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
を

集
め
た
説
明
会
を
開
催
し
て
い
る 

②
説
明
資
料
を
作
成
し
て
配
布
し

て
い
る 

③
特
段
の
説
明
は
実
施
し
て
い
な

い ④
そ
の
他 

無
回
答 

問 49 実務研修 48 39.6  6.3  35.4  14.6  4.2  

問 39 専門研修課程Ⅰ 50 38.0  12.0  36.0  12.0  2.0  

問 39 専門研修課程Ⅱ 52 42.3  9.6  32.7  13.5  1.9  

問 35 再研修・更新研修 46 37.0  6.5  43.5  8.7  4.3  

問 39 主任介護支援専門員研修 46 34.8  6.5  43.5  0.0  15.2  

問 39 主任介護支援専門員更新研修 47 42.6  2.1  34.0  17.0  4.3  
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■問 50 研修評価の活用方法についてご回答ください（１つ選択） 

  

n 

①
講
師
・
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
を
集
め
た

説
明
会
（
報
告
会
）
を
開
催
し
て
い
る 

②
研
修
評
価
の
結
果
に
つ
い
て
資
料
を

作
成
し
て
配
布
し
て
い
る 

③
特
段
の
活
用
は
実
施
し
て
い
な
い 

④
そ
の
他 

無
回
答 

問 50 実務研修 48 25.0  20.8  22.9  29.2  2.1  

問 40 専門研修課程Ⅰ 50 22.0  26.0  20.0  28.0  4.0  

問 40 専門研修課程Ⅱ 52 30.8  19.2  21.2  25.0  3.8  

問 36 再研修・更新研修 46 19.6  19.6  17.4  37.0  6.5  

問 40 主任介護支援専門員研修 46 21.7  21.7  21.7  26.1  8.7  

問 40 主任介護支援専門員更新研修 47 34.0  21.3  19.1  21.3  4.3  

 

■問 50-1 【問 50で③（特段の活用は実施していない）を選択した方のみ】 

その理由をご回答ください  

≪実務研修≫ 

1 研修評価に関する取り決めがない。 

2 業務量的に困難。今後の課題 

3 集計ができないため。 

4 
研修記録シートは自己評価であり、数値を集計はしたがどのように評価すべきか活用方法が決まって

いない。最終日にテストによる評価は行ったが、後日レポートを課した人数を向上委員会で報告する

のみである。 

5 
研修の評価や講師の評価に特化したアンケートではないため、単なる感想的な回答が多く、特段の活

用は考えていない。 

6 効果的な活用方法が見出せていないため。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 各講義において、講師がすべて確認済みであるため 

2 

県内には複数の研修機関があるため、研修内容をそろえるための意味もあり統一の問題とされてい

る。設問は基本的なものとなっており、研修に参加していれば回答できる内容であるため、特段活用

はしていない。 

3 評価を参考にしている講師もある 

4 業務量的に困難。今後の課題 

5 集計ができないため。 

6 現在検討中のため 

7 
研修の評価や講師の評価に特化したアンケートではないため、単なる感想的な回答が多く、特段の活

用は考えていない。 
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■問 48-1 【問 48で①（評価を実施している）を選択した方のみ】 

評価方法をご回答ください（１つ選択） 

  

n 

①講師

（科目）

ごとに評

価をして

いる 

②研修全

体の評価

をしてい

る 

③その他 無回答 

問 48-1 実務研修 15 80.0  6.7  13.3  0.0  

問 38-1 専門研修課程Ⅰ 12 91.7   0.0  8.3  0.0  

問 38-1 専門研修課程Ⅱ 14 92.9  0.0  7.1  0.0  

問 34-1 再研修・更新研修 12 75.0  8.3  16.7  0.0  

問 38-1 主任介護支援専門員研修 13 76.9  7.7  15.4  0.0  

問 38-1 主任介護支援専門員更新研修 14 64.3  28.6  7.1  0.0  

 

■問 48-2 【問 48-1 で①（講師・科目ごとにアンケートを取っている）を選択した方のみ】 

評価結果のフィードバックについてご回答ください（１つ選択） 

  

n 

①講師に

フィード

バックし

ている 

②講師に

フィード

バックし

ていない 

③その他 無回答 

問 48-2 実務研修 12 66.7  16.7  16.7  0.0  

問 38-2 専門研修課程Ⅰ 12 50.0  16.7  25.0  8.3  

問 38-2 専門研修課程Ⅱ 14 57.1  7.1  35.7  0.0  

問 34-2 再研修・更新研修 12 75.0  16.7  8.3  0.0  

問 38-2 主任介護支援専門員研修 13 46.2  7.7  38.5  7.7  

問 38-2 主任介護支援専門員更新研修 14 42.9  7.1  42.9  7.1  

 

■問 49 研修評価の考え方や方法について講師・ファシリテーターへの周知方法についてご回

答ください（１つ選択） 

  

n 

①
講
師
・
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
を

集
め
た
説
明
会
を
開
催
し
て
い
る 

②
説
明
資
料
を
作
成
し
て
配
布
し

て
い
る 

③
特
段
の
説
明
は
実
施
し
て
い
な

い ④
そ
の
他 

無
回
答 

問 49 実務研修 48 39.6  6.3  35.4  14.6  4.2  

問 39 専門研修課程Ⅰ 50 38.0  12.0  36.0  12.0  2.0  

問 39 専門研修課程Ⅱ 52 42.3  9.6  32.7  13.5  1.9  

問 35 再研修・更新研修 46 37.0  6.5  43.5  8.7  4.3  

問 39 主任介護支援専門員研修 46 34.8  6.5  43.5  0.0  15.2  

問 39 主任介護支援専門員更新研修 47 42.6  2.1  34.0  17.0  4.3  
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≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 

県内には複数の研修機関があるため、研修内容をそろえるための意味もあり統一の問題とされてい

る。設問は基本的なものとなっており、研修に参加していれば回答できる内容であるため、特段活用

はしていない。 

2 業務量的に困難。今後の課題 

3 集計ができないため。 

4 研修評価を実施していないため。 

5 
研修の評価や講師の評価に特化したアンケートではないため、単なる感想的な回答が多く、特段の活

用は考えていない。 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 研修評価に対する取り決めがないため 

2 業務量的に困難。今後の課題 

3 評価を実施していないため。 

4 

研修記録シートは自己評価であり、数値を集計はしたがどのように評価すべきか活用方法が決まって

いない。最終日にテストによる評価は行ったが、後日レポートを課した人数を向上委員会で報告する

のみである。 

5 
研修の評価や講師の評価に特化したアンケートではないため、単なる感想的な回答が多く、特段の活

用は考えていない。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 各講義において、講師がすべて確認済みであり、データ保存しているため 

2 余裕がない。 どのように活用するか、の準備ができていない。 

3 
研修の評価や講師の評価に特化したアンケートではないため、単なる感想的な回答が多く、特段の活

用は考えていない。 

4 業務量的に困難。今後の課題 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 各講義において、講師がすべて確認済みであり、データ保存しているため 

2 業務量的に困難。今後の課題 

3 余裕がない。どのように活用するか、の準備ができていない。 

4 研修評価を実施していないため 

5 
研修の評価や講師の評価に特化したアンケートではないため、単なる感想的な回答が多く、特段の活

用は考えていない。 
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■問 51 研修評価（フィードバック）の仕組みはできているかご回答ください（１つ選択） 

  

n 

①
す
で
に
仕
組
み
は
出
来
て
お
り
、
都
道
府

県
や
研
修
向
上
委
員
会
と
運
用
し
て
い
る 

②
現
在
、
作
成
中 

③
今
後
、
作
成
す
る
予
定
が
あ
る 

④
現
時
点
で
作
成
予
定
は
な
い 

⑤
そ
の
他 

無
回
答 

問 51 実務研修 48 33.3  2.1  14.6 41.7  8.3  0.0  

問 41 専門研修課程Ⅰ 50 26.0  6.0  20.0 36.0  10.0  2.0  

問 41 専門研修課程Ⅱ 52 25.0     5.8  21.2 32.7  9.6  5.8  

問 37 再研修・更新研修 46 23.9     4.3  15.2 37.0  15.2  4.3  

問 41 主任介護支援専門員研修 46 26.1   2.2   30.4 21.7  13.0  6.5  

問 41 主任介護支援専門員更新研修 47 29.8     2.1  31.9 23.4  10.6  2.1  

 

■問 52 評価結果・アンケートを都道府県内の実施機関全体で共有しているかご回答ください 

（１つ選択） 

  
n ①共有している ②共有していない 無回答 

問 52 実務研修 48 56.3  43.8  0.0  

問 42 専門研修課程Ⅰ 50 48.0  50.0  2.0  

問 42 専門研修課程Ⅱ 52 50.0  46.2  3.8  

問 38 再研修・更新研修 46 47.8  52.2  0.0  

問 42 主任介護支援専門員研修 46 43.5  52.2  4.3  

問 42 主任介護支援専門員更新研修 47 46.8  53.2  0.0  

 

■問 52-1 【問 52で①（共有している）を選択した方のみ】 

共有方法をご回答ください（１つ選択） 

  

n 

①
研
修
向
上
委
員
会

で
共
有
し
て
い
る 

②
研
修
向
上
委
員
会

と
は
別
の
連
絡
会
議

で
共
有
し
て
い
る 

③
講
師
・
フ
ァ
シ
リ

テ
ー
タ
ー
向
け
連
絡

会
で
共
有
し
て
い
る

④
そ
の
他 

無
回
答 

問 52-1 実務研修 27 74.1  11.1  14.8  0.0  0.0  

問 42-1 専門研修課程Ⅰ 24 83.3  12.5  20.8  8.3  0.0  

問 42-1 専門研修課程Ⅱ 26 80.8  19.2  19.2  3.8  0.0  

問 38-1 再研修・更新研修 22 77.3  9.1  22.7  4.5  4.5  

問 42-1 主任介護支援専門員研修 20 80.0  20.0  30.0  5.0  0.0  

問 42-1 主任介護支援専門員更新研修 22 81.8  13.6  22.7  9.1  0.0  
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≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 

県内には複数の研修機関があるため、研修内容をそろえるための意味もあり統一の問題とされてい

る。設問は基本的なものとなっており、研修に参加していれば回答できる内容であるため、特段活用

はしていない。 

2 業務量的に困難。今後の課題 

3 集計ができないため。 

4 研修評価を実施していないため。 

5 
研修の評価や講師の評価に特化したアンケートではないため、単なる感想的な回答が多く、特段の活

用は考えていない。 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 研修評価に対する取り決めがないため 

2 業務量的に困難。今後の課題 

3 評価を実施していないため。 

4 

研修記録シートは自己評価であり、数値を集計はしたがどのように評価すべきか活用方法が決まって

いない。最終日にテストによる評価は行ったが、後日レポートを課した人数を向上委員会で報告する

のみである。 

5 
研修の評価や講師の評価に特化したアンケートではないため、単なる感想的な回答が多く、特段の活

用は考えていない。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 各講義において、講師がすべて確認済みであり、データ保存しているため 

2 余裕がない。 どのように活用するか、の準備ができていない。 

3 
研修の評価や講師の評価に特化したアンケートではないため、単なる感想的な回答が多く、特段の活

用は考えていない。 

4 業務量的に困難。今後の課題 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 各講義において、講師がすべて確認済みであり、データ保存しているため 

2 業務量的に困難。今後の課題 

3 余裕がない。どのように活用するか、の準備ができていない。 

4 研修評価を実施していないため 

5 
研修の評価や講師の評価に特化したアンケートではないため、単なる感想的な回答が多く、特段の活

用は考えていない。 
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■問 52-2 【問 52で②（共有していない）を選択した方のみ】共有していない理由をご回答く

ださい 

≪実務研修≫ 

1 実務研修の実施機関は本会のみのため。 

2 県内の研修実施機関は、本会のみ 

3 集計ができないため。 

4 実施機関は単独のため。 

5 他に実施機関がないため。 

6 共有する仕組みがない。 

7 共有する事の必要性をあまり感じないため。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 特に機会がなかったため 

2 県内の研修実施機関は、本会のみ 

3 評価・アンケートを実施していないため。 

4 他に実施機関がないため。 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 

同県内の実施機関は、実務・更新未経験・再研修を開催する社会福祉協議会のみである。共通の企画

委員や講師を通じて情報共有ができてるので、評価結果やアンケートに限って共有する機会をわざわ

ざ設ける必要性は感じていない。また、社会福祉協議会は平成 30年 3月をもって実施機関から退く

ことになったので、連携する意味もない。 

2 他実施機関がないので 

3 当協会以外は実施していない。 

4 今年度から研修向上委員会が発足したため、今後共有予定。 

5 他の実施機関なし 

6 実施機関全体で共有する仕組みになっていないため 

7 県内の研修実施機関は、本会のみ 

8 実施機関が他にない 

9 他に実施機関がないため 

10 県への提出の 

11 評価・アンケートを実施していないため 

12 他研修実施機関との協力体制が図れないため 

13 研修向上委員会で共有についての議題が上がっていないため 

14 他に実施機関がないため。 

15 実施機関が本会のみであるため 

16 他に実施機関はない 

17 共有する仕組みがない。 

18 研修実施機関は１団体のみ 

19 実施機関が１箇所のため 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 更新・再研修の実施機関は本会のみのため 

2 研修実施機関が当財団のみであるため 

3 実施機関内の講師で共有している 

4 他の実施機関なし 

5 県内の研修実施機関は、本会のみ 

6 実施機関は本会のみ 

7 実施機関が他にない 
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8 他に実施機関がないため 

9 県に提出のみ 

10 評価・アンケートを実施していないため。 

11 研修ごとに実施団体が異なるため 

12 他研修実施機関との協力体制が図れないため 

13 研修向上委員会で共有についての議題が上がっていないため 

14 他に実施機関がないため。 

15 実施機関が本会のみであるため 

16 他に実施機関はない 

17 共有する仕組みがない。 

18 研修実施機関は１団体のみのため 

19 実施機関が１箇所のため 

20 アンケートを実施していないため 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 

同県内の実施機関は、実務・更新未経験・再研修を開催する社会福祉協議会のみである。共通の企画

委員や講師を通じて情報共有ができてるので、評価結果やアンケートに限って共有する機会をわざわ

ざ設ける必要性は感じていない。また、社会福祉協議会は平成 30年 3月をもって実施機関から退く

ことになったので、連携する意味もない。 

2 機会がなかったため 

3 実施機関は当財団のみ 

4 1 つの実施機関のみのため 

5 今年度から研修向上委員会が発足したため、今後共有予定。 

6 他の実施機関なし 

7 実施機関全体で共有する仕組みになっていないため 

8 県内の研修実施機関は、本会のみ 

9 共有する場面がない。 

10 他に実施機関がないため 

11 研修ごと、講師やファシリテーターと共有しており、研修全体での共有の場（研修向上委員会）がない 

12 他に実施機関がないため 

13 評価・アンケートを実施していないため。 

14 現在県内の実施機関と共有する場がない、県に働きかけをお願いしているところである。 

15 共有する時間と余裕がないため。 

16 他に実施機関がないため。 

17 他に実施機関はない 

18 研修実施団体は 1 団体のみで、県にアンケート結果を提出している。 

19 実施機関が１箇所のため 

20 作業が繁雑で追いつかない。 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 

同県内の実施機関は、実務・更新未経験・再研修を開催する社会福祉協議会のみである。共通の企画

委員や講師を通じて情報共有ができてるので、評価結果やアンケートに限って共有する機会をわざわ

ざ設ける必要性は感じていない。また、社会福祉協議会は平成 30年 3月をもって実施機関から退く

ことになったので、連携する意味もない。 

2 機会がなかったため 

3 実施機関が 1箇所である。 

4 他の実施機関なし 

5 県内の研修実施機関は、本会のみ 

6 共有する場面がない。 

  

 

 

■問 52-2 【問 52で②（共有していない）を選択した方のみ】共有していない理由をご回答く

ださい 

≪実務研修≫ 

1 実務研修の実施機関は本会のみのため。 

2 県内の研修実施機関は、本会のみ 

3 集計ができないため。 

4 実施機関は単独のため。 

5 他に実施機関がないため。 

6 共有する仕組みがない。 

7 共有する事の必要性をあまり感じないため。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 特に機会がなかったため 

2 県内の研修実施機関は、本会のみ 

3 評価・アンケートを実施していないため。 

4 他に実施機関がないため。 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 

同県内の実施機関は、実務・更新未経験・再研修を開催する社会福祉協議会のみである。共通の企画

委員や講師を通じて情報共有ができてるので、評価結果やアンケートに限って共有する機会をわざわ

ざ設ける必要性は感じていない。また、社会福祉協議会は平成 30年 3月をもって実施機関から退く

ことになったので、連携する意味もない。 

2 他実施機関がないので 

3 当協会以外は実施していない。 

4 今年度から研修向上委員会が発足したため、今後共有予定。 

5 他の実施機関なし 

6 実施機関全体で共有する仕組みになっていないため 

7 県内の研修実施機関は、本会のみ 

8 実施機関が他にない 

9 他に実施機関がないため 

10 県への提出の 

11 評価・アンケートを実施していないため 

12 他研修実施機関との協力体制が図れないため 

13 研修向上委員会で共有についての議題が上がっていないため 

14 他に実施機関がないため。 

15 実施機関が本会のみであるため 

16 他に実施機関はない 

17 共有する仕組みがない。 

18 研修実施機関は１団体のみ 

19 実施機関が１箇所のため 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 更新・再研修の実施機関は本会のみのため 

2 研修実施機関が当財団のみであるため 

3 実施機関内の講師で共有している 

4 他の実施機関なし 

5 県内の研修実施機関は、本会のみ 

6 実施機関は本会のみ 

7 実施機関が他にない 
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7 他に実施機関がない 

8 これから検討するが、他の研修結果を共有しているため、共有の方向になると思われる 

9 他に実施機関がないため 

10 評価・アンケートを実施していないため 

11 他に実施機関がないため。 

12 他に実施機関はない 

13 共有する仕組みがない。 

14 研修実施機関は 1 団体のみである。受講者の評価結果は県及び講師へ報告している。 

15 実施機関が１箇所のため 

 

■問 53 本課程の受講者は「自立支援のサービスを提供するためのケアプランを作成するため

に必要とされる情報収集と分析（アセスメント）」について、理解できるようになったと思いま

すか（１つ選択） n＝48 

≪実務研修≫ 

№ カテゴリ ％ 

1 ①できるようになった 0.0  

2 ②概ねできるようになった 85.4  

3 ③あまりできるようになっていない 12.5  

4 ④できるようになっていない 0.0  
 無回答 2.1  

 

■問 54 本課程の受講者は「疾患別のケアマネジメント」について理解できるようになったと

思いますか（１つ選択） n＝48 

≪実務研修≫ 

№ カテゴリ ％ 

1 ①できるようになった 0.0 

2 ②概ねできるようになった 87.5 

3 ③あまりできるようになっていない 10.4 

4 ④できるようになっていない 0.0 
 無回答 2.1 

 

■問 30 持ち寄り事例の提出時期についてご回答ください（１つ選択） 

   

n 

①
研
修
開
催
日
（
講
義
・
演
習
一
体
型

科
目
実
施
日
）
の1

か
月
よ
り
前 

②
研
修
開
催
日
（
講
義
・
演
習
一
体
型

科
目
実
施
日
）
の1

週
間
～1

か
月
前 

③
研
修
開
催
日
（
講
義
・
演
習
一
体
型

科
目
実
施
日
）
の
２
日
～
６
日
前 

④
研
修
開
催
日
（
講
義
・
演
習
一
体
型

科
目
実
施
日
）
の
当
日 

⑤
そ
の
他 

無
回
答 

問 30 専門研修課程Ⅱ 52 25.0  32.7  3.8  30.8  7.7  0.0  

問 30 主任介護支援専門員研修 46 39.1  21.7  6.5  15.2  13.0  4.3  

問 30 主任介護支援専門員更新研修 47 38.3  31.9  2.1  14.9  10.6  2.1  
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■問 31 持ち寄り事例の提出について規約・規程等、ルールがあれば教えてください（１つ選択） 

   
n 

①規約・規程

等がある 

②規約・規程

等がない 
無回答 

問 31 専門研修課程Ⅱ 52 55.8  42.3   1.9  

問 31 主任介護支援専門員研修 46 47.8  52.2    0.0  

問 31 主任介護支援専門員更新研修 47 53.2  44.7  2.1  

 

■問 32 受講者が提出した持ち寄り事例が研修受講要件を満たしているか（課程および科目に

見合うものか）の基準・確認項目・確認方法についてご回答ください（１つ選択） 

   

n 

①
基
準
・
確
認
項
目

を
定
め
て
担
当
者
が

確
認
を
行
っ
て
い
る 

②
基
準
・
確
認
項
目

は
な
い
が
、
担
当
者
が

確
認
を
行
っ
て
い
る 

③
確
認
は
し
て
い
な

い 無
回
答 

問 32 専門研修課程Ⅱ 52 32.7  48.1  17.3  1.9 

問 32 主任介護支援専門員研修 46 37.0  43.5  17.4  2.2 

問 32 主任介護支援専門員更新研修 47 40.4  44.7  14.9  0.0 

 

■問 33 持ち寄り事例がなかった場合の対応についてご回答ください（複数回答可） 

   

n 

①
テ
ー
マ
以
外
の
事

例
で
も
良
し
と
し
た 

②
テ
キ
ス
ト
な
ど
に

あ
る
事
例
を
用
い
た 

③
講
師
が
事
例
を
用

意
し
た 

④
そ
の
他

無
回
答 

問 33 専門研修課程Ⅱ 52 13.5  23.1  13.5  46.2  7.7  

問 33 主任介護支援専門員研修 46 13.0  10.9  *** 63.0  15.2  

問 33 主任介護支援専門員更新研修 47 12.8  17.0  8.5  55.3  10.6  

 

■問 43 本課程の受講者は「ケアマネジメント実践する上で必要な疾病や医療との連携、多職

種協働の必要性・重要性」について、理解できるようになったと思いますか（１つ選択）n＝50 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

№ カテゴリ ％ 

1 ①できるようになった 6.0  

2 ②概ねできるようになった 82.0  

3 ③あまりできるようになっていない 8.0  

4 ④できるようになっていない 0.0  
 無回答 4.0  
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7 他に実施機関がない 

8 これから検討するが、他の研修結果を共有しているため、共有の方向になると思われる 

9 他に実施機関がないため 

10 評価・アンケートを実施していないため 

11 他に実施機関がないため。 

12 他に実施機関はない 

13 共有する仕組みがない。 

14 研修実施機関は 1 団体のみである。受講者の評価結果は県及び講師へ報告している。 

15 実施機関が１箇所のため 

 

■問 53 本課程の受講者は「自立支援のサービスを提供するためのケアプランを作成するため

に必要とされる情報収集と分析（アセスメント）」について、理解できるようになったと思いま

すか（１つ選択） n＝48 

≪実務研修≫ 

№ カテゴリ ％ 

1 ①できるようになった 0.0  

2 ②概ねできるようになった 85.4  

3 ③あまりできるようになっていない 12.5  

4 ④できるようになっていない 0.0  
 無回答 2.1  

 

■問 54 本課程の受講者は「疾患別のケアマネジメント」について理解できるようになったと

思いますか（１つ選択） n＝48 

≪実務研修≫ 

№ カテゴリ ％ 

1 ①できるようになった 0.0  

2 ②概ねできるようになった 87.5  

3 ③あまりできるようになっていない 10.4  

4 ④できるようになっていない 0.0  
 無回答 2.1  

 

■問 30 持ち寄り事例の提出時期についてご回答ください（１つ選択） 

   

n 

①
研
修
開
催
日
（
講
義
・
演
習
一
体
型

科
目
実
施
日
）
の1

か
月
よ
り
前 

②
研
修
開
催
日
（
講
義
・
演
習
一
体
型

科
目
実
施
日
）
の1

週
間
～1

か
月
前 

③
研
修
開
催
日
（
講
義
・
演
習
一
体
型

科
目
実
施
日
）
の
２
日
～
６
日
前 

④
研
修
開
催
日
（
講
義
・
演
習
一
体
型

科
目
実
施
日
）
の
当
日 

⑤
そ
の
他 

無
回
答 

問 30 専門研修課程Ⅱ 52 25.0  32.7  3.8  30.8  7.7  0.0  

問 30 主任介護支援専門員研修 46 39.1  21.7  6.5  15.2  13.0  4.3  

問 30 主任介護支援専門員更新研修 47 38.3  31.9  2.1  14.9  10.6  2.1  
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■問 44 本課程の受講者は「１つの事例について様々な状況等を勘案した、実践しうる複数の

対応策（居宅サービス計画の作成）が検討できるよう必要な知識・技術」について理解できるよ

うになったと思いますか（１つ選択） n＝50 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

№ カテゴリ ％ 

1 ①できるようになった 6.0  

2 ②概ねできるようになった 80.0  

3 ③あまりできるようになっていない 10.0  

4 ④できるようになっていない 0.0  
 無回答 4.0  

 

■問 43 本課程の受講者は「居宅と施設の受講者双方が相互に抱える課題等を理解するととも

に、個々の事例の一般化」について、理解できるようになったと思いますか（１つ選択）  

n＝52 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

№ カテゴリ ％ 

1 ①できるようになった 5.8  

2 ②概ねできるようになった 73.1  

3 ③あまりできるようになっていない 13.5  

4 ④できるようになっていない 1.9  
 無回答   5.8  

 

■問 44 本課程の受講者は「適切なアセスメントを行う際の留意点や居宅サービス計画等の作

成における留意点を理解、再確認するとともに、根拠となる各種統計データを活用し、別の類

似の事例に等への対応」について理解できるようになったと思いますか（１つ選択） n＝52 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

№ カテゴリ ％ 

1 ①できるようになった 1.9  

2 ②概ねできるようになった 75.0  

3 ③あまりできるようになっていない 13.5  

4 ④できるようになっていない 1.9  
 無回答 7.7  

 

■問 39 本課程の受講者は「直近の介護保険制度等を理解するとともに地域包括ケアシステム

の中で医療との連携を初めとする多職種協働を図りながら行うケアマネジメント」について、

理解できるようになったと思いますか（１つ選択） n＝46 

≪再研修・更新研修≫ 

№ カテゴリ ％ 

1 ①できるようになった 4.3  

2 ②概ねできるようになった 78.3  

3 ③あまりできるようになっていない 15.2  

4 ④できるようになっていない 0.0  
 無回答 2.2  
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■問 40 本課程の受講者は「各疾患別の事例におけるアセスメント、課題分析の視点、居宅サ

ービス計画の作成、サービス担当者会議における情報共有にあたっての留意点及びモニタリン

グでの視点」について理解できるようになったと思いますか（１つ選択） n＝46 

≪再研修・更新研修≫ 

№ カテゴリ ％ 

1 ①できるようになった 4.3  

2 ②概ねできるようになった 76.1  

3 ③あまりできるようになっていない 17.4  

4 ④できるようになっていない 0.0  

  無回答 2.2  

 

■問 44 本課程の受講者は「事業所内や地域の介護支援専門員に対する人材育成の方法等」に

ついて、理解できるようになったと思いますか（１つ選択） n＝46 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

№ カテゴリ ％ 

1 ①できるようになった 4.3  

2 ②概ねできるようになった 80.4  

3 ③あまりできるようになっていない 8.7  

4 ④できるようになっていない 0.0  

  無回答 6.5  

 

■問 45 本課程の受講者は「地域包括ケアシステムの構築に向けた地域づくりの実践、地域ケ

ア会議等を通じた地域課題の把握・解決など」について理解できるようになったと思いますか 

（１つ選択） n＝46 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

№ カテゴリ ％ 

1 ①できるようになった 4.3  

2 ②概ねできるようになった 78.3  

3 ③あまりできるようになっていない 10.9  

4 ④できるようになっていない 0.0  
 無回答 6.5  

 

■問 44 本課程の受講者は「介護保険制度や利用者等の支援に関する制度等に関する最新の動

向」について、理解できるようになったと思いますか（１つ選択）  n＝47 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

№ カテゴリ ％ 

1 ①できるようになった 2.1  

2 ②概ねできるようになった 91.5  

3 ③あまりできるようになっていない 2.1  

4 ④できるようになっていない 0.0  

  無回答 4.3  
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■問 44 本課程の受講者は「１つの事例について様々な状況等を勘案した、実践しうる複数の

対応策（居宅サービス計画の作成）が検討できるよう必要な知識・技術」について理解できるよ

うになったと思いますか（１つ選択） n＝50 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

№ カテゴリ ％ 

1 ①できるようになった 6.0  

2 ②概ねできるようになった 80.0  

3 ③あまりできるようになっていない 10.0  

4 ④できるようになっていない 0.0  
 無回答 4.0  

 

■問 43 本課程の受講者は「居宅と施設の受講者双方が相互に抱える課題等を理解するととも

に、個々の事例の一般化」について、理解できるようになったと思いますか（１つ選択）  

n＝52 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

№ カテゴリ ％ 

1 ①できるようになった 5.8  

2 ②概ねできるようになった 73.1  

3 ③あまりできるようになっていない 13.5  

4 ④できるようになっていない 1.9  
 無回答   5.8  

 

■問 44 本課程の受講者は「適切なアセスメントを行う際の留意点や居宅サービス計画等の作

成における留意点を理解、再確認するとともに、根拠となる各種統計データを活用し、別の類

似の事例に等への対応」について理解できるようになったと思いますか（１つ選択） n＝52 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

№ カテゴリ ％ 

1 ①できるようになった 1.9  

2 ②概ねできるようになった 75.0  

3 ③あまりできるようになっていない 13.5  

4 ④できるようになっていない 1.9  
 無回答 7.7  

 

■問 39 本課程の受講者は「直近の介護保険制度等を理解するとともに地域包括ケアシステム

の中で医療との連携を初めとする多職種協働を図りながら行うケアマネジメント」について、

理解できるようになったと思いますか（１つ選択） n＝46 

≪再研修・更新研修≫ 

№ カテゴリ ％ 

1 ①できるようになった 4.3  

2 ②概ねできるようになった 78.3  

3 ③あまりできるようになっていない 15.2  

4 ④できるようになっていない 0.0  
 無回答 2.2  
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■問 45 本課程の受講者は「地域包括ケアシステムの構築や地域包括ケアの推進など、主任介

護支援専門員に求められる役割」について理解できるようになったと思いますか 

（１つ選択）n＝47 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

№ カテゴリ ％ 

1 ①できるようになった 6.4  

2 ②概ねできるようになった 83.0  

3 ③あまりできるようになっていない 6.4  

4 ④できるようになっていない   0.0  
 無回答 4.3  

 

■問 43 主任介護支援専門員研修（主任介護支援専門員更新研修）の修了日の設定方法につい

てご回答ください（１つ選択） 

№ カテゴリ 

主任介護支

援専門員研

修 

主任介護支

援専門員更

新研修 

 n 46 47 

1 ①研修最終日 ＝ 修了日 としている   84.8  76.6  

2 ②年度末（３月 31日） ＝ 修了日 としている  2.2  2.1  

3 ③研修記録シート（３ヶ月後）の提出期限 ＝ 修了日 としている   6.5  8.5  

4 ④その他：研修最終日、＝修了日、レポート提出者は評価日 6.5  10.6  
 無回答 0.0  2.1  

 

■問 46 本課程の研修の中身や演習・展開の実施に当たり、課題となっていること、または工

夫していることがあれば具体的にご回答ください（他の都道府県の参考になるような取り組み

を行っておられる場合、是非、ご記入ください） 

≪実務研修≫ 

1 ガイドラインで定める時間内でカリキュラムをこなすのは非常に難しい。 

2 中心講師及びファシリテーターの確保 

3 
研修の時間数が大幅に増えたことから、会場確保及び講師調整が非常に難しい状態であり課題となっ

ている。 

4 
工夫している点とし、講師を中心としたプロジェクトチームを設置し、研修全体のプログラムについ

ての調整や、各演習の展開方法について、毎年研鑚していく場を持ち、研修につなげている。 

5 

演習等更に研修効果を推進するには、ファシリテーターの配置人数を増やすことが効果的であると考

えるが、年度内に研修を修了しようとするとファシリテーターの配置等が困難である。又、ファシリ

テーターが多人数になるとその養成に課題が残る。 

6 
講師（県内外）・ファシリテーターによって、指導する内容がぶれないように調整する方法が課題で

ある。 

7 
実務研修で使用した一つの共通事例をベースに、そのケースの要支援者が各疾病を患ったと仮定しプ

ランニング演習を行っている 

8 

実務研修の中でも要である第７章が非常にタイトであり、受講者の理解が十分になされないまま進め

ざるを得ない時が多い。一日のタイムスケジュールを調整したり、事前課題を課す等して出来る限り

グループワーク（考える時間）を充実させる努力はしているものの限界はある。 

9 

アセスメント、ICF、課題整理総括表作成等の演習に精一杯で様式を使用する意味合いや関係性、思

考展開という本来的な学びにまでは、時間が少なく至りにくい。(元資格や業務にもよるが)受講者を

総括し、到達目標を明確にしていく必要があり、県独自の当宅目標を設定し、講義演習の進め方を講

義演習指導者が協議し、共有し進めている。 
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10 

【課題の面】 

・実習に関しては、実習受入機関の数を増やす必要があると思いますが、反面、増えた場合にその質

がどうなるのか、不安が解消されないことが課題です。 

・販売されているテキストを見ますが、例えば科目「ケアマネジメントの展開」などでは、ガイドラ

インに示されている「修得目標」と、テキストに掲載される「演習内容・設題」の間に、つながりが

見いだしづらい状況がありました。その繋ぎ合せの作業や、設題の再検討が課題になってきました。 

【工夫の面】 

・実習に関しては、県に実習実施要項を策定いただいたうえで、実施機関としては「実習ノート」を

作成し、「オリエンテーション」「実習」「事後の振返り」で使用しています。 

・後期の科目「ケアマネジメントの展開」については、医療系の６科目の演習題を協議・検討し、一

冊の演習シート集として作成し、研修で使用しています。 

11 
課題：実施年度により合格率が大幅に変更(会場確保や、講師・ファシリテータの確保が困難)される

ことや、年度を跨いで研修を実施(１月～６月)しなければならないこと。 

12 
グループ分けの際に，受講者の経験や勤務先・職種等によりあまり偏りがでないよう留意している。

また，グループメンバーが慣れあいの演習にならないよう，何回かメンバー変更をしている。 

13 演習の際に１グループ当たり１名のファシリテーターを配置したいが、その確保に苦慮している。 

14 

研修時間が長いという意見が多い。実際に実務についている方を対象とした研修に力を入れて（以前

の基礎研修など）、資格取得のための研修はもう少しコンパクトでもよいのでは。当面実務に就く予

定のない方の受講が少なくない。 

15 
実習協力者が要支援者しかいなかった場合への対応（予防プランを教えるカリキュラムがないため）。

また、見学実習において、見学実習先の指導者によって指導内容にばらつきが出ることが課題。 

16 

演習や展開の実施に当たり、受講者の習得の状況を講師が把握することが困難であり、次回の事例等

にどのように生かしていけるのかを見極めるために、講師とファシリテータが講義の修了日にその都

度、反省し合い次回に向けて課題を話し合っている。 

17 欠席・遅刻者の対応、実習の実施方法について。 

18 
シラバスを作成し実施している。実務に就く人とつかない人の差があること。意識の差があるので、

グループワークにおいて、検討が必要。（県社会福祉協議会を参考） 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 

平成 28年度のカリキュラム改定から取り入れたｅ-ラーニングは、自由な場所・時間に視聴できるた

め、広域性のある○○○では欠かせない仕組みとなりつつある。すべての会場の受講者が同じ講師に

よる講義を聴くことができるという点でも、研修の平準化が実現できている。しかし、講義によって

は原稿を棒読みしているだけの講師もおり、またシステム上「再生されたかどうか」は判定できるが

「きちんと視たかどうか」までは判断できないという問題もある。集合研修よりも学習効果が劣って

しまいやすい点は否めない。魅力ある教材づくりのため、今後も随時、改良していかなければならな

いと考えている。 

2 
専門Ⅰで実務 6ヶ月以上と 3 年以上では大きな差が出てきている。そのため、できる限り同じような

経験年数に配慮している。 

3 

・7領域ごとにプログラムの講義と演習の時間配分を同じ進行で行っている、3領域を 2 日で終了で

きるようにしている。全提出事例を査読し評価に訂正を行ってもらっている(ケアプランチェックを

行っている)。 

・研修記録シートについて、振り返りと評価を 1枚の様式に統合している。 

4 

演習時間が４時間の中で、ガイドラインの修得目標を全て網羅できるように進めていくことが、課題

である。事例展開では、各科目で同じ流れで進めながら、ケアマネジメントプロセスを繰り返し学ぶ

ことができるようにしている。 

5 

○課題 

・受講者により経験度がバラバラであるため、受講者間の理解度の差が大きい。 

・経験が浅い方（また、7領域にあたる事例をそもそも経験していない方）は学びについてこれない

様子。 

・7領域とも大枠の流れ（進行・思考過程）を統一することで理解が進む者もいれば、領域別の課題

を見出せず同じことの繰り返しと感じてしまう者もいる。 

○工夫 

・７領域の理解を深めるため、演習の進め方、資料（スライドの投影）、ワークシートはできる限り

統一して作成した。（領域でバラツキをなくすため） 

・研修記録シートの役割、目的について説明する時間を組み入れている。 

  

 

 

■問 45 本課程の受講者は「地域包括ケアシステムの構築や地域包括ケアの推進など、主任介

護支援専門員に求められる役割」について理解できるようになったと思いますか 

（１つ選択）n＝47 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

№ カテゴリ ％ 

1 ①できるようになった 6.4  

2 ②概ねできるようになった 83.0  

3 ③あまりできるようになっていない 6.4  

4 ④できるようになっていない   0.0  
 無回答 4.3  

 

■問 43 主任介護支援専門員研修（主任介護支援専門員更新研修）の修了日の設定方法につい

てご回答ください（１つ選択） 

№ カテゴリ 

主任介護支

援専門員研

修 

主任介護支

援専門員更

新研修 

 n 46 47 

1 ①研修最終日 ＝ 修了日 としている   84.8  76.6  

2 ②年度末（３月 31日） ＝ 修了日 としている  2.2  2.1  

3 ③研修記録シート（３ヶ月後）の提出期限 ＝ 修了日 としている   6.5  8.5  

4 ④その他：研修最終日、＝修了日、レポート提出者は評価日 6.5  10.6  
 無回答 0.0  2.1  

 

■問 46 本課程の研修の中身や演習・展開の実施に当たり、課題となっていること、または工

夫していることがあれば具体的にご回答ください（他の都道府県の参考になるような取り組み

を行っておられる場合、是非、ご記入ください） 

≪実務研修≫ 

1 ガイドラインで定める時間内でカリキュラムをこなすのは非常に難しい。 

2 中心講師及びファシリテーターの確保 

3 
研修の時間数が大幅に増えたことから、会場確保及び講師調整が非常に難しい状態であり課題となっ

ている。 

4 
工夫している点とし、講師を中心としたプロジェクトチームを設置し、研修全体のプログラムについ

ての調整や、各演習の展開方法について、毎年研鑚していく場を持ち、研修につなげている。 

5 

演習等更に研修効果を推進するには、ファシリテーターの配置人数を増やすことが効果的であると考

えるが、年度内に研修を修了しようとするとファシリテーターの配置等が困難である。又、ファシリ

テーターが多人数になるとその養成に課題が残る。 

6 
講師（県内外）・ファシリテーターによって、指導する内容がぶれないように調整する方法が課題で

ある。 

7 
実務研修で使用した一つの共通事例をベースに、そのケースの要支援者が各疾病を患ったと仮定しプ

ランニング演習を行っている 

8 

実務研修の中でも要である第７章が非常にタイトであり、受講者の理解が十分になされないまま進め

ざるを得ない時が多い。一日のタイムスケジュールを調整したり、事前課題を課す等して出来る限り

グループワーク（考える時間）を充実させる努力はしているものの限界はある。 

9 

アセスメント、ICF、課題整理総括表作成等の演習に精一杯で様式を使用する意味合いや関係性、思

考展開という本来的な学びにまでは、時間が少なく至りにくい。(元資格や業務にもよるが)受講者を

総括し、到達目標を明確にしていく必要があり、県独自の当宅目標を設定し、講義演習の進め方を講

義演習指導者が協議し、共有し進めている。 
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6 ファシリテーターへの出講確認に時間を費やしている為、業務に支障をきたしている。 

7 
工夫している点とし、講師を中心としたプロジェクトチームを設置し、研修全体のプログラムについ

ての調整や、各演習の展開方法について、毎年研鑚していく場を持ち、研修につなげている。 

8 
施設、グループホーム、居宅のケマネジャーが一緒に演習を行うが、力の差はあり、到達度にも差が

みられる。研修期間が長くなり、負担を感じてている。 

9 
講師（県内外）・ファシリテーターによって、指導する内容がぶれないように調整する方法が課題で

ある。 

10 
実務研修で使用した一つの共通事例をベースに、そのケースの要支援者が各疾病を患ったと仮定し、

ICFを活用した情報分析やマッピングを行っていく 

11 課題として課している事例作成を活用する場面が少ない 

12 
事例演習については、講師団により独自事例を作成し、すべての演習科目で使用することより、受講

生が継続した学びができるよう、またそれぞれの科目の目標を到達できるよう工夫している。 

13 
演習中心であるため、講義の時間が短い。その短時間でポイントを伝えようとすると時間がないた

め、演習がスムーズにいくような講義内容にする工夫をしている。 

14 

【課題の面】 

・本研修は実務者が最初に受ける研修として非常に大切な研修だと思いますが、とりわけ、演習形式

で対人援助職のスキルを省察する時間が設けられていないことが課題になると思います。 

・特に面接技術は、介護支援専門員に必須で基盤となるスキルですから、もう少し基礎的なことも含

め、この段階にも設定すべきではないかと感じます。 

【工夫の面】 

・演習科目を中心に、研修全体をゼロから協議しました。教材も「演習ワークブック」を出版し、そ

れを使った研修を実施しています。・科目「相互間学習」と「ネットワーク作り」は、受講生にとっ

て、効果的な運用が出来るよう、最終日に両科目を一体的に（計４時間）実施しています。 

・法定外の科目として「事例検討のすすめ方（講義で 1.5時間）」を設け、受講生が演習の目的や流

れを捉え、少しでも効果的な演習が展開できるよう工夫をしています。 

15 

7 類型の事例研究は、同じプログラムで進むので、受講者側の演習への慣れもあるが、パターン化し

てしまう。また昨年度より、研修の平準化のため、上映スライドの統一を図り、研修内容に違いが出

ないようにした。 

16 演習の際に１グループ当たり１名のファシリテーターを配置したいが、その確保に苦慮している。 

17 
本県では、居宅ケアマネと施設ケアマネを一部の科目で分けて行っている。プランの作成具合の違い

によるものだと聞いているが、今後もこれが適切なのかどうか、検討が必要だと感じている。 

18 現職の方と現職でない方が同じ内容の研修を受けるため、習熟度にバラつきがみられること 

19 

演習や展開の実施に当たり、受講者の習得の状況を講師が把握することが困難であり、次回の事例等

にどのように生かしていけるのかを見極めるために、講師とファシリテータが講義の修了日にその都

度に反省し合い次回に向けて課題を話し合っている。, 

20 

基礎的な理解や自分のプランの振り返り等中心に行うが、利用者理解が十分でない方々が多い感じが

する。単にケアプランを作るとか、分析ができるというものではなく、ご利用者の今後の生活に対す

る不安、生活のこだわり等クライエント理解が不十分なままケアプランを作成しているケースが多い

ように思う。 

21 シラバスを作成し実施したことで、統一した研修の流れが実施できている（県社会福祉協議会を参考） 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 

・研修の特性上、更新が初回の人から 3回目の人までが混在して受けているので、受講者によって経

験年数に 10 年以上の差があることもある。経験年数の長さごとにグループ編成したこともあるが、

その方法では逆に講師が進行で苦労してしまう（経験の浅い班では個別指導が必要になる）。ファシ

リテーターを配置すれば対応できるかもしれないが、金銭面と人員確保の面で現実的ではないので、

混合型のグループ編成をせざるを得ない。 

・平成 28年度のカリキュラム改定から取り入れたｅ-ラーニングは、自由な場所・時間に視聴できる

ため、広域性のある北海道では欠かせない仕組みとなりつつある。すべての会場の受講者が同じ講師

による講義を聴くことができるという点でも、研修の平準化が実現できている。集合研修を担当する

複数の講師たちも、ｅ-ラーニングを視聴してもらうことで各科目のねらいや方向性を共有できると

いう利点もある。 

2 7 分類の事例の提出が難しい。ため受講を断念する人もいる。 

132 



  

 

 

3 

・7領域ごとにプログラムの講義と演習の時間配分を同じ進行で行っている、3領域を 2 日で終了で

きるようにしている。 

・研修記録シートについて、振り返りと評価を 1枚の様式に統合している。 

4 

演習時間が４時間の中で、ガイドラインの修得目標を全て網羅できるように進めていくことが、課題

である。また、修得目標である、「統計データの活用」について、その解釈が指導者と受講生での差

があり、評価がされにくい。 

5 

持ち寄り事例事前提出してもらい、事務局及び講師陣で手分けして事前マスキングチェックを実施。

約７割の受講生がマスキング漏れや提出資料の不備等があり、一旦、郵送にて返却している。そのた

め講師への謝金・郵送代金等の費用が発生。また事例を７～８部提出して貰う為、保管場所にも苦慮

している。 

6 

○課題 

・受講者により経験度がバラバラであるため、受講者間の理解度の差が大きい。 

・経験が浅い方（また、7領域にあたる事例をそもそも経験していない方）は学びについてこれない

様子。 

・7領域とも大枠の流れ（進行・思考過程）を統一することで理解が進む者もいれば、領域別の課題

を見出せず同じことの繰り返しと感じてしまう者もいる。 

・より実践的なカリキュラムになったので、現在未就業（ケアマネ経験あり）の者には厳しい様子で

ある。また、現在は未就業でも過去に「ケアマネ経験がある」となれば本研修の対象となるが、数ヶ

月の者と３年以上の者とはレベル差はかなりある。 

○工夫 

・研修日数は多くなるが、1日で 1領域としている。同一日で領域を複数行うと混乱するため（昨年

の反省点）このような研修日設定としている。 

・事例検討が深まるよう、研修日は 2日連続などで設定している。 

・７領域の理解を深めるため、演習の進め方、資料（スライドの投影）、ワークシートはできる限り

統一して作成した。（領域でバラツキがでないため） 

・本研修では一人計３事例を提出させている。3事例の領域はグループメンバー内で話し合い、グル

ープ内で 7領域全てが学べるような構成としている。 

・研修記録シートの役割、目的について説明する時間を組み入れている。 

7 実施・評価・修正を繰り返している 

8 
工夫している点とし、講師を中心としたプロジェクトチームを設置し、研修全体のプログラムについての

調整や、各演習の展開方法について、毎年研鑚していく場を持ち、研修につなげている。 

9 

・事例研究への展開において、一般化の理解が十分でない。事例研究の展開などに関する講義の時間

が十分でないことが一因と思われる。専門Ⅰの講義の中では触れているが、講義のみで終わってお

り、専門Ⅱ受講の折に履修したことを活かせていない（忘れている、若しくは知識が演習に繋がって

いかない現象がある）。 

・一科目 4時間×7日日程での実施が受講生の立場からすると無理がないが、講師の確保、会場の確

保、ファシリテーターの確保、延べ数が増えることで財政を圧迫するため、大人数での無理な設定の

もとでの事例研究となっている。たとえば、本来は二日に分けるところを、一日に 2 科目詰め込むた

めに、開催にかかる時間は 9:15～18：00までとなっており、昼休憩も 45分と短く設定することで無

理が生じている。 

・そのような状況でも最大限の工夫は、前半で事例研究法の展開過程を身に着けることにも力を注

ぎ、デモンストレーションを取り入れたり、2グループに 1 名のファシリテーターを配置し、後半に

なるにつれ受講生も事例研究の展開に慣れてくることからファシリテーターの数を 5，6グループに

一名の割合に減らしている。 

10 
施設、グループホーム、居宅のケマネジャーが一緒に演習を行うが、力の差はあり、到達度にも差が

みられる。研修期間が長くなり、負担を感じてている。 

11 
講師（県内外）・ファシリテーターによって、指導する内容がぶれないように調整する方法が課題で

ある。 

12 

自身の支援の癖や見えていなかった利用者及び家族の想いや資源について気づきを得ることができる

ように演習では持ち寄り事例を基にマッピングをして情報を可視化してまた、文章化で課題を整理し

ている。 

13 
県独自の到達目標作成による教科共通の指標を作成し、その到達を目標として講義演習を進め、到達

度を評価している。 

14 
演習は全て同じやり方で行っているため、日を重ねるごとに演習がスムーズに進められるようになっ

ている。 

  

 

 

6 ファシリテーターへの出講確認に時間を費やしている為、業務に支障をきたしている。 

7 
工夫している点とし、講師を中心としたプロジェクトチームを設置し、研修全体のプログラムについ

ての調整や、各演習の展開方法について、毎年研鑚していく場を持ち、研修につなげている。 

8 
施設、グループホーム、居宅のケマネジャーが一緒に演習を行うが、力の差はあり、到達度にも差が

みられる。研修期間が長くなり、負担を感じてている。 

9 
講師（県内外）・ファシリテーターによって、指導する内容がぶれないように調整する方法が課題で

ある。 

10 
実務研修で使用した一つの共通事例をベースに、そのケースの要支援者が各疾病を患ったと仮定し、

ICFを活用した情報分析やマッピングを行っていく 

11 課題として課している事例作成を活用する場面が少ない 

12 
事例演習については、講師団により独自事例を作成し、すべての演習科目で使用することより、受講

生が継続した学びができるよう、またそれぞれの科目の目標を到達できるよう工夫している。 

13 
演習中心であるため、講義の時間が短い。その短時間でポイントを伝えようとすると時間がないた

め、演習がスムーズにいくような講義内容にする工夫をしている。 

14 

【課題の面】 

・本研修は実務者が最初に受ける研修として非常に大切な研修だと思いますが、とりわけ、演習形式

で対人援助職のスキルを省察する時間が設けられていないことが課題になると思います。 

・特に面接技術は、介護支援専門員に必須で基盤となるスキルですから、もう少し基礎的なことも含

め、この段階にも設定すべきではないかと感じます。 

【工夫の面】 

・演習科目を中心に、研修全体をゼロから協議しました。教材も「演習ワークブック」を出版し、そ

れを使った研修を実施しています。・科目「相互間学習」と「ネットワーク作り」は、受講生にとっ

て、効果的な運用が出来るよう、最終日に両科目を一体的に（計４時間）実施しています。 

・法定外の科目として「事例検討のすすめ方（講義で 1.5時間）」を設け、受講生が演習の目的や流

れを捉え、少しでも効果的な演習が展開できるよう工夫をしています。 

15 

7 類型の事例研究は、同じプログラムで進むので、受講者側の演習への慣れもあるが、パターン化し

てしまう。また昨年度より、研修の平準化のため、上映スライドの統一を図り、研修内容に違いが出

ないようにした。 

16 演習の際に１グループ当たり１名のファシリテーターを配置したいが、その確保に苦慮している。 

17 
本県では、居宅ケアマネと施設ケアマネを一部の科目で分けて行っている。プランの作成具合の違い

によるものだと聞いているが、今後もこれが適切なのかどうか、検討が必要だと感じている。 

18 現職の方と現職でない方が同じ内容の研修を受けるため、習熟度にバラつきがみられること 

19 

演習や展開の実施に当たり、受講者の習得の状況を講師が把握することが困難であり、次回の事例等

にどのように生かしていけるのかを見極めるために、講師とファシリテータが講義の修了日にその都

度に反省し合い次回に向けて課題を話し合っている。, 

20 

基礎的な理解や自分のプランの振り返り等中心に行うが、利用者理解が十分でない方々が多い感じが

する。単にケアプランを作るとか、分析ができるというものではなく、ご利用者の今後の生活に対す

る不安、生活のこだわり等クライエント理解が不十分なままケアプランを作成しているケースが多い

ように思う。 

21 シラバスを作成し実施したことで、統一した研修の流れが実施できている（県社会福祉協議会を参考） 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 

・研修の特性上、更新が初回の人から 3回目の人までが混在して受けているので、受講者によって経

験年数に 10 年以上の差があることもある。経験年数の長さごとにグループ編成したこともあるが、

その方法では逆に講師が進行で苦労してしまう（経験の浅い班では個別指導が必要になる）。ファシ

リテーターを配置すれば対応できるかもしれないが、金銭面と人員確保の面で現実的ではないので、

混合型のグループ編成をせざるを得ない。 

・平成 28年度のカリキュラム改定から取り入れたｅ-ラーニングは、自由な場所・時間に視聴できる

ため、広域性のある北海道では欠かせない仕組みとなりつつある。すべての会場の受講者が同じ講師

による講義を聴くことができるという点でも、研修の平準化が実現できている。集合研修を担当する

複数の講師たちも、ｅ-ラーニングを視聴してもらうことで各科目のねらいや方向性を共有できると

いう利点もある。 

2 7 分類の事例の提出が難しい。ため受講を断念する人もいる。 
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15 

【課題の面】 

・本研修では「事例研究」が求められますが、まず、実情として、受講生側に「研究」のイメージが

欠落しているという点が、本研修最大の課題だと思われます。 

・持込事例については、「研究に耐えるだけの丁寧なアセスメント」や「ニーズの漏れがないケアプラ

ン」が、研究素材の前提として不可欠ですが、それができている方はあまり多くないように思います。 

・つまり、アセスメントやケアプラン作成など、実務・専門Ⅰで学んだ、介護支援専門員固有の専門

的スキルが欠落している方が、専門Ⅱを受講しているという現状も無視できないと思います。ただ

し、ここまで踏み込んだ研修を設計しようとすると、１科目の演習時間が４時間では、時間が到底足

りません。割り切りを求められる研修になっているのが課題だと思います。 

・また、ガイドラインに「課題を普遍化する」という文言がありながら、具体的な手法・プログラ

ム・演習シートなどが提示されていない点も、実施機関としては課題だと感じます。 

【工夫の面】 

・演習科目を中心に、研修全体をゼロから協議しました。教材も「演習ワークブック（暫定版）」を

作成し、それを使った研修を実施しています。 

・法定外の科目として「事例研究のすすめ方（講義で 1.5時間）」を設け、受講生が演習の目的や流

れを捉え、少しでも効果的な演習が展開できるよう工夫をしています。 

16 
「事例研究」７科目について、事例が変わっても毎回同じ演習方法で、後半はマンネリ化してしまう

ことが課題。実践の振り返りを深めることが難しいと感じている。 

17 

７類型の事例提出において対象となるかの判断が難しい。施設系のケアマネは 7類型の事例を持ち得

ない者が多く、事例の内容が適切でない例が多い。また、１つの事例に複数の類型が含まれている場

合は、最低 1事例の提出で可とするが、対象の事例かが判断しづらい。7類型の事例研究は、同じプ

ログラムで進むので、受講者側の演習への慣れもあるが、パターン化してしまう。また昨年度より、

研修の平準化のため、上映スライドの統一を図り、研修内容に違いが出ないようにした。 

18 演習の際に１グループ当たり１名のファシリテーターを配置したいが、その確保に苦慮している。 

19 持ち寄り事例の提出方法・チェック体制について課題を感じている。 

20 
本県では、居宅ケアマネと施設ケアマネを一部の科目で分けて行っている。プランの作成具合の違い

によるものだと聞いているが、今後もこれが適切なのかどうか、検討が必要だと感じている。 

21 独自に演習シートを作成し、講師間の共通認識のもと実施している。 

22 
現職の方と現職でない方が同じ内容の研修を受けるため、習熟度にバラつきがみられること。また、

現職でない方で事例が提出できないとの理由で辞退するケースも出てきた。 

23 

事例を用いてグループワークで事例検討したり、事例研究の演習を実施しているが、事例研究や事例

検討の様子を拝見していると、利用者理解が十分になされていない感じがする。ご利用者の生活課題

だけに振り回され、ご利用者像が見えてこない。 

24 シラバスを作成し実施したことで、統一した研修の流れが実施できている（県社会福祉協議会を参考） 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 
講師及びファシリテーターの確保が困難であるため、実施要項に沿った次期講師及びファリシテータ

―を現講師から紹介していただく形で依頼している。 

2 
講習の開始時の講師陣と事務局のミーティングによる研修運営上の調整、あるいは講習終了時の講師

陣と事務局のミーティングによる反省会を催し、その打合せ記録を次回の運営に反映させる。 

3 

演習等更に研修効果を推進するには、ファシリテーターの配置人数を増やすことが効果的であると考

えるが、年度内に研修を修了しようとするとファシリテーターの配置等が困難である。又、ファシリ

テーターが多人数になるとその養成に課題が残る。 

4 
講師（県内外）・ファシリテーターによって、指導する内容がぶれないように調整する方法が課題で

ある。 

5 
実務研修で使用した一つの共通事例をベースに、そのケースの要支援者が各疾病を患ったと仮定しプ

ランニング演習を行っている 

6 

第１６章が非常にタイトであり、受講者の理解が十分になされないまま進めざるを得ない時が多い。

一日のタイムスケジュールを調整したり、事前課題を課す等して出来る限りグループワーク（考える

時間）を充実させる努力はしているものの限界はある。 

7 

再研修受講・更新理由の違い、所属の違い(等業務に就いていない場合でも、介護現場所属の有無等)

により、受講生の取組姿勢が違うことから、演習等の取組みに差が生じるため、モチベーション保持

の工夫が必要となる。また、前述のことから、介護支援専門員の業務プロセスの理解科目が省かれて

いる分を他の科目や演習講義などで補う工夫をしている。 
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8 
テキストのミニワークで何を求めているのか、講師・ファシリテーターで共有してグループワークが

上手く進行するようにしている。 

9 

【課題の面】・本研修を展開するうえでの一番の課題は、資格維持のみを目的とする方も多く、受講

生のやる気・態度など「質的な側面」で、他の研修より問題状況が多く見られる点です。 

【工夫の面】・講義科目の割合が多く、演習科目が少ないことも、上記の問題状況を誘発していると

思います。したがって、座学講義については、極力講師にミニワークを織り交ぜた運営をお願いして

います。 

10 
ケアマネジメントに必要な基礎知識及び技術の科目、模擬ケアプラン作成実習がなくなったことによ

って、どこまで理解が深められているか疑問が残る。 

11 
グループ分けの際に，受講者の経験や勤務先・職種等によりあまり偏りがでないよう留意している。

また，グループメンバーが慣れあいの演習にならないよう，何回かメンバー変更をしている。 

12 
グループ編成の際に実務なし・再研修で分けるのではなく、実務経験年数によってグループ分けを行

っている。 

13 演習の際に１グループ当たり１名のファシリテーターを配置したいが、その確保に苦慮している。 

14 
研修時間が長いという意見が多い。資格取得のための研修はもう少しコンパクトでもよいのでは。実

務に就く予定はなく、資格だけがいるという方の受講が少なくない。 

15 

受講要件が現在までケアマネ実務に従事したことがない方となっているため、過去にさかのりケアマ

ネに従事したことがある場合は専門課程を受講することになっている。現在、現任でない方若しくは

ある一定期間現任を離れている方は、実務未経験者として受講要件に入れてもらいたい。 

16 
アセスメント（情報の収集と分析）をしっかりと行うことができるように時間をかけて学びなおすこ

とが大切。 

17 シラバスを作成し実施したことで、統一した研修の流れが実施できている（県社会福祉協議会を参考） 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 

専門Ⅱや主任更新では、7つの分類による状態別の事例を受講者が持ち寄って事例検討する方法をと

っている。主任ケアマネ研修だけは何故かこのパターンから外れているが、体系的な学習の観点か

ら、踏襲した方が良いと判断し、本研修でも７分類に該当する事例を受講者に持参させて事例検討を

行っている。 

2 研修ガイドラインではなく，ケアマネジメントのガイドラインを作成し一貫した研修を実施している。 

3 ミニ演習を講義に取り入れて、気づきを促す。 

4 
・提出事例を査読し、ABCDランクをつけ評価。面接にて指導を行っている。  

・研修記録シートについて、振り返りと評価を 1枚の様式に統合している。 

5 

模擬地域ケア会議に、PT又は OTに参加してもらい専門的な助言をいただいている。1日だけである

が、グループワークの精度が確実に上がることが分かった。 今後の他の専門家や複数の方の招聘が

課題である。費用の面も検討課題となるが  

6 

○課題（少し質問とズレますが…）  

・今後さらに主任ケアマネの役割が増す中（居宅管理者＝主任ケアマネ）ますます業務・運営継続の

ために本研修を受講する者が増加することが予想される。  

・さらに主任ケアマネは特定事業所加算取得のためにも必要であることから、他の法定研修に比べ

「修了の有無」がダイレクトに事業所運営に関わる。 

・主任ケアマネが求められる役割・一定のスキルを身に付けた者を修了させるべきであるが、上記の

理由からも判断が難しい。  

○工夫 

・主任研修と主任更新研修は連動している必要があるため、当該委員会の委員は両委員会を兼ねてい

る。したがって本研修を検討していく中でも、その先の主任更新を見据えたプログラムを取り入れる

などしている。  

・研修記録シートの役割、目的について説明する時間を組み入れている。 

7 実施・評価・修正を繰り返している 

8 
事例研究とスーパーヴィジョンで使用する事例を同一のものを活用。それぞれのアプローチの違いを

受講者に理解しやすく工夫しているが、今後も改善が必要。 

9 
施設、グループホーム、居宅のケマネジャーが一緒に演習を行うが、力の差はあり、到達度にも差が

みられる。研修期間が長くなり、負担を感じてている。 

  

 

 

15 

【課題の面】 

・本研修では「事例研究」が求められますが、まず、実情として、受講生側に「研究」のイメージが

欠落しているという点が、本研修最大の課題だと思われます。 

・持込事例については、「研究に耐えるだけの丁寧なアセスメント」や「ニーズの漏れがないケアプラ

ン」が、研究素材の前提として不可欠ですが、それができている方はあまり多くないように思います。 

・つまり、アセスメントやケアプラン作成など、実務・専門Ⅰで学んだ、介護支援専門員固有の専門

的スキルが欠落している方が、専門Ⅱを受講しているという現状も無視できないと思います。ただ

し、ここまで踏み込んだ研修を設計しようとすると、１科目の演習時間が４時間では、時間が到底足

りません。割り切りを求められる研修になっているのが課題だと思います。 

・また、ガイドラインに「課題を普遍化する」という文言がありながら、具体的な手法・プログラ

ム・演習シートなどが提示されていない点も、実施機関としては課題だと感じます。 

【工夫の面】 

・演習科目を中心に、研修全体をゼロから協議しました。教材も「演習ワークブック（暫定版）」を

作成し、それを使った研修を実施しています。 

・法定外の科目として「事例研究のすすめ方（講義で 1.5時間）」を設け、受講生が演習の目的や流

れを捉え、少しでも効果的な演習が展開できるよう工夫をしています。 

16 
「事例研究」７科目について、事例が変わっても毎回同じ演習方法で、後半はマンネリ化してしまう

ことが課題。実践の振り返りを深めることが難しいと感じている。 

17 

７類型の事例提出において対象となるかの判断が難しい。施設系のケアマネは 7類型の事例を持ち得

ない者が多く、事例の内容が適切でない例が多い。また、１つの事例に複数の類型が含まれている場

合は、最低 1事例の提出で可とするが、対象の事例かが判断しづらい。7類型の事例研究は、同じプ

ログラムで進むので、受講者側の演習への慣れもあるが、パターン化してしまう。また昨年度より、

研修の平準化のため、上映スライドの統一を図り、研修内容に違いが出ないようにした。 

18 演習の際に１グループ当たり１名のファシリテーターを配置したいが、その確保に苦慮している。 

19 持ち寄り事例の提出方法・チェック体制について課題を感じている。 

20 
本県では、居宅ケアマネと施設ケアマネを一部の科目で分けて行っている。プランの作成具合の違い

によるものだと聞いているが、今後もこれが適切なのかどうか、検討が必要だと感じている。 

21 独自に演習シートを作成し、講師間の共通認識のもと実施している。 

22 
現職の方と現職でない方が同じ内容の研修を受けるため、習熟度にバラつきがみられること。また、

現職でない方で事例が提出できないとの理由で辞退するケースも出てきた。 

23 

事例を用いてグループワークで事例検討したり、事例研究の演習を実施しているが、事例研究や事例

検討の様子を拝見していると、利用者理解が十分になされていない感じがする。ご利用者の生活課題

だけに振り回され、ご利用者像が見えてこない。 

24 シラバスを作成し実施したことで、統一した研修の流れが実施できている（県社会福祉協議会を参考） 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 
講師及びファシリテーターの確保が困難であるため、実施要項に沿った次期講師及びファリシテータ

―を現講師から紹介していただく形で依頼している。 

2 
講習の開始時の講師陣と事務局のミーティングによる研修運営上の調整、あるいは講習終了時の講師

陣と事務局のミーティングによる反省会を催し、その打合せ記録を次回の運営に反映させる。 

3 

演習等更に研修効果を推進するには、ファシリテーターの配置人数を増やすことが効果的であると考

えるが、年度内に研修を修了しようとするとファシリテーターの配置等が困難である。又、ファシリ

テーターが多人数になるとその養成に課題が残る。 

4 
講師（県内外）・ファシリテーターによって、指導する内容がぶれないように調整する方法が課題で

ある。 

5 
実務研修で使用した一つの共通事例をベースに、そのケースの要支援者が各疾病を患ったと仮定しプ

ランニング演習を行っている 

6 

第１６章が非常にタイトであり、受講者の理解が十分になされないまま進めざるを得ない時が多い。

一日のタイムスケジュールを調整したり、事前課題を課す等して出来る限りグループワーク（考える

時間）を充実させる努力はしているものの限界はある。 

7 

再研修受講・更新理由の違い、所属の違い(等業務に就いていない場合でも、介護現場所属の有無等)

により、受講生の取組姿勢が違うことから、演習等の取組みに差が生じるため、モチベーション保持

の工夫が必要となる。また、前述のことから、介護支援専門員の業務プロセスの理解科目が省かれて

いる分を他の科目や演習講義などで補う工夫をしている。 
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10 
講師（県内外）・ファシリテーターによって、指導する内容がぶれないように調整する方法が課題で

ある。 

11 

「利用者の自立支援に資するケアマネジメントが実施できていると認められる者」をどのように判断

するか。提出事例をもとに判断する場合の基準と判定機関の策定。 事例判定委員会（仮称）の設置

ー規定、権限 

12 スーパービジョンのロールプレイを実施して、個人としてグループとして振り返り実施している。 

13 

「ケアマネジメントに必要な医療の連携及び多職種協働」の科目は、医療連携と多職種連携という２

つのテーマが入っているため、ガイドライン通りの展開方法では時間が十分でないと考えており、多

職種協働を他の科目のなかで実施できないか、研修時間を増やす必要があるのか、検討課題となって

いる。 

14 
研修の中身、演習の進め方は各講師に一任している。外部講師がほとんどであり、平成 28年度から

のガイドラインの内容について個別に伝達し反映してもらっている。 

15 
自前の講師を育てていかないと、今後研修を続けていくことが難しいと考えている。県内の他実施機

関の講師との調整、講師要件、講義内容など問題は多いと感じている。 

16 プログラム全体を通してみる人・機関がない。 

17 
スーパービジョンの講師は大学の先生に依頼。ファシリテーターは現任のケアマネ且つ他の法定研修

の講師担当者に依頼。 

18 

（問 27-1回答）科目「個別事例を通じた介護支援専門員に対する指導・支援の展開」について、①主任

介護支援専門員がより実践的に取り組めるよう“課題整理総括表を用いた指導“を集中的に展開してい

る。また、②主任介護支援専門員が地域課題から政策提言へのアプローチが可能となるよう”調査研究・

課題研究”を修得し、指導的立場となり得るよう学際的要素を盛り込んでいる。 

19 シラバスを作成し実施したことで、統一した研修の流れが実施できている（県社会福祉協議会を参考） 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 

・本来の講義は、介護保険制度４時間と７テーマの事例演習×６時間という構成だが、そのままの形

でプログラムを組むと８日間を要してしまう。そこで、７テーマ×６時間＝４２時間を分割し、導入

講義２時間、テーマ別講義 1.5時間×７コマ、事例演習 29.5時間という構成を組み、７日間で修了

できるようにした。受講料の削減と受講者の旅費の削減、かつ講師の負担軽減につながっている。 

・約４年後、主任更新を初めて受ける人と２回目の人が混ざり合う時期に研修内容をどう見直してい

くか、今から心配である。同じ講師を呼んで同じ話を聞かせるわけにもいかない。 

2 研修ガイドラインではなく，ケアマネジメントのガイドラインを作成し一貫した研修を実施している。 

3 研修の講師、ファシリテーターの確保がなかなか困難である。 

4 

・カリキュラムには医療介護の連携については抜けているため不足感がある。 

・ケアマネジメント過程におけるバイジーへの指導方法をきちんと学んでいないため、指導事例も提

出できない受講者もいる。 

・研修記録シートについて、振り返りと評価を 1枚の様式に統合している。 

5 

7 日間で 7類型の演習を受講者全員に義務付けることは経験に偏りがある受講者にとって難しい点が

ある。そこで当初 7類型全部事例作成から 4 類型に変更した。その結果により、より深い演習ができ

たと考えている。 

6 

○課題 

・受講者により経験度、所属先がバラバラであるため、受講者間の理解度の差が大きい。（包括の主

任、居宅の主任、施設の主任…事業所の規模など） 

・7領域とも大枠の流れ（進行・思考過程）を統一することで理解が進む者もいれば、領域別の課題

を見出せず同じことの繰り返しと感じてしまう者もいる。 

○工夫（研修全体として） 

・本研修では指導事例を一人計３事例を提出させている。提出時期を申込時、研修前半、後半とするこ

とで、研修の学びを通じ（学びを活かしながら）、事例作成が行えるようにしている。 

・3事例は「認知症」「医療系（リハ・福祉用具、看取り、入退院」「福祉系（家族、社会、状

態）」と 3区分にわけ、受講者が 7領域を全て学べる構成としている。 

・本研修修了者は、研修での学びを踏まえ、さらに地域でファシリテーターとして活動していただく

必要がある。（すでに活動されている方も多い）ただ、経験が少ない方、現状ではファシリの経験が

「積めてない」者も現状いることから、「ファシリの育成・養成」という意味も込め、修了者が次回

のファシリとして協力する体制にしている。なお、研修当日はベテランファシリにも参加してもら

い、新人ファシリへのサポート、終了後の振り返りができる機会も設定している。 
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・７領域の理解を深めるため、演習の進め方、資料（スライドの投影）、ワークシートはできる限り

統一して作成した。（領域でバラツキがでないため） 

・研修記録シートの役割、目的について説明する時間を組み入れている。 

7 実施・評価・修正を繰り返している 

8 
ケアマネジメントプロセスにおける指導ポイントと 7領域の分野で押さえるべきポイントを整理し、

研修時に伝えている。 

9 
講師（県内外）・ファシリテーターによって、指導する内容がぶれないように調整する方法が課題で

ある。 

10 
何をもって指導事例とするかの基準、指導経過記録の様式を作成することを検討中。受講決定前に指

導事例を提出し、受講決定の判断材料とする。事例判定委員会（仮称）の設置ー規定、権限。 

11 
マッピングや文章化する際にも事例検討ではなく指導事例の検討であることを意識してと受講してい

ただける展開としている。 

12 「人作り・地域作り活動計画シート」を用いた具体的なリーダー活動に係る演習等 

13 

・講義や演習では、スーパービジョンの手法に触れるようにしているが、時間が足りず不十分である。 

・演習で協議した地域課題への対応策を事例提供者が現場で実践できるよう、具体的な行動計画を作

成している。 

14 

各テーマごとの演習で、開会グループ分けを事前に行い、事例の検討・研究の日程も参加者全員がで

きるようにしているが、準備には労力が必要になる。また、提出する資料についての事前の説明会を

開催することで、提出物の再提出を少なくする事ができた。ファシリテーターの養成については、事

前に研修会を開催した 

15 
全ての科目で演習方法を統一するようにしている。日を重ねるごとに演習方法にも慣れ、スムーズに

進行できるようになる。指導事例の提出や考え方がまだ周知されていない。 

16 
自前の講師を育てていかないと、今後研修を続けていくことが難しいと考えている。県内の他実施機

関の講師との調整、講師要件、講義内容など問題は多いと感じている。 

17 

・「指導及び支援の実践」７科目について、事例が変わっても毎回同じ演習方法で、後半はマンネリ

化・パターン化してしまうことが課題。 

・指導事例の提出について、1人 1事例とすると、科目によって事例数に偏りがあり、グループ編成

が困難。本県では１人３類型提出（１事例で複数の類型を含むものも可）とし、研修で使用する事例

を調整・グループ分けした。 

18 

①受講者の要件：指導事例の指導実践が不十分な事例が多く、演習が深まりにくい。特に、現任でな

いケアマネは指導事例が過去のものであったり、無理に作成する等、中身が薄く、また、３か月後評

価ができる環境にない。主任を継続するために受講する、今後増加が見込まれるこのような受講希望

者についてどう対応したらよいか。②終了後評価：理解度の個人差が大きいが評価する基準がない。 

19 
主任更新研修については受講生である主任ケアマネの中から講師を選考することとしているが、他県

の状況を伺いたい。 

20 
講師主担当は大学の先生に依頼。ファシリテーターは現任のケアマネ且つ他の法定研修の講師担当者

に依頼。 

21 
提出事例について、事業所で１人しかケアマネがいない場合若しくは、主任ケアマネしかいない場

合、１回もケアマネの指導をした経験のない方も受講されるため、その提出事例への対応が課題。 

22 

（問 27-1回答）科目「認知症」「リハビリテーション及び福祉用具の活用」「家族への支援」の３

科目については、課題整理総括表を活用し横断的に“課題整理総括表の徹底理解”、“課題整理総括

表を活用した指導”、“課題整理総括表を活用した地域課題から政策提言”となるように構成した。 

23 シラバスを作成し実施したことで、統一した研修の流れが実施できている（県社会福祉協議会を参考） 
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10 
講師（県内外）・ファシリテーターによって、指導する内容がぶれないように調整する方法が課題で

ある。 

11 

「利用者の自立支援に資するケアマネジメントが実施できていると認められる者」をどのように判断

するか。提出事例をもとに判断する場合の基準と判定機関の策定。 事例判定委員会（仮称）の設置

ー規定、権限 

12 スーパービジョンのロールプレイを実施して、個人としてグループとして振り返り実施している。 

13 

「ケアマネジメントに必要な医療の連携及び多職種協働」の科目は、医療連携と多職種連携という２

つのテーマが入っているため、ガイドライン通りの展開方法では時間が十分でないと考えており、多

職種協働を他の科目のなかで実施できないか、研修時間を増やす必要があるのか、検討課題となって

いる。 

14 
研修の中身、演習の進め方は各講師に一任している。外部講師がほとんどであり、平成 28年度から

のガイドラインの内容について個別に伝達し反映してもらっている。 

15 
自前の講師を育てていかないと、今後研修を続けていくことが難しいと考えている。県内の他実施機

関の講師との調整、講師要件、講義内容など問題は多いと感じている。 

16 プログラム全体を通してみる人・機関がない。 

17 
スーパービジョンの講師は大学の先生に依頼。ファシリテーターは現任のケアマネ且つ他の法定研修

の講師担当者に依頼。 

18 

（問 27-1回答）科目「個別事例を通じた介護支援専門員に対する指導・支援の展開」について、①主任

介護支援専門員がより実践的に取り組めるよう“課題整理総括表を用いた指導“を集中的に展開してい

る。また、②主任介護支援専門員が地域課題から政策提言へのアプローチが可能となるよう”調査研究・

課題研究”を修得し、指導的立場となり得るよう学際的要素を盛り込んでいる。 

19 シラバスを作成し実施したことで、統一した研修の流れが実施できている（県社会福祉協議会を参考） 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 

・本来の講義は、介護保険制度４時間と７テーマの事例演習×６時間という構成だが、そのままの形

でプログラムを組むと８日間を要してしまう。そこで、７テーマ×６時間＝４２時間を分割し、導入

講義２時間、テーマ別講義 1.5時間×７コマ、事例演習 29.5時間という構成を組み、７日間で修了

できるようにした。受講料の削減と受講者の旅費の削減、かつ講師の負担軽減につながっている。 

・約４年後、主任更新を初めて受ける人と２回目の人が混ざり合う時期に研修内容をどう見直してい

くか、今から心配である。同じ講師を呼んで同じ話を聞かせるわけにもいかない。 

2 研修ガイドラインではなく，ケアマネジメントのガイドラインを作成し一貫した研修を実施している。 

3 研修の講師、ファシリテーターの確保がなかなか困難である。 

4 

・カリキュラムには医療介護の連携については抜けているため不足感がある。 

・ケアマネジメント過程におけるバイジーへの指導方法をきちんと学んでいないため、指導事例も提

出できない受講者もいる。 

・研修記録シートについて、振り返りと評価を 1枚の様式に統合している。 

5 

7 日間で 7類型の演習を受講者全員に義務付けることは経験に偏りがある受講者にとって難しい点が

ある。そこで当初 7類型全部事例作成から 4 類型に変更した。その結果により、より深い演習ができ

たと考えている。 

6 

○課題 

・受講者により経験度、所属先がバラバラであるため、受講者間の理解度の差が大きい。（包括の主

任、居宅の主任、施設の主任…事業所の規模など） 

・7領域とも大枠の流れ（進行・思考過程）を統一することで理解が進む者もいれば、領域別の課題

を見出せず同じことの繰り返しと感じてしまう者もいる。 

○工夫（研修全体として） 

・本研修では指導事例を一人計３事例を提出させている。提出時期を申込時、研修前半、後半とするこ

とで、研修の学びを通じ（学びを活かしながら）、事例作成が行えるようにしている。 

・3事例は「認知症」「医療系（リハ・福祉用具、看取り、入退院」「福祉系（家族、社会、状

態）」と 3区分にわけ、受講者が 7領域を全て学べる構成としている。 

・本研修修了者は、研修での学びを踏まえ、さらに地域でファシリテーターとして活動していただく

必要がある。（すでに活動されている方も多い）ただ、経験が少ない方、現状ではファシリの経験が

「積めてない」者も現状いることから、「ファシリの育成・養成」という意味も込め、修了者が次回

のファシリとして協力する体制にしている。なお、研修当日はベテランファシリにも参加してもら

い、新人ファシリへのサポート、終了後の振り返りができる機会も設定している。 
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■問 47 ガイドラインが新しくなり良かったこと、新しい研修体系の効果、今後、有効に機能していくと思わ

れる点をご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 

・新しい研修体系により、時間数・内容が膨大になったことで、介護支援専門員の実務に就く意欲の

ある受講者の割合が高くなった。 

・具体的な修得目標が設定されていることで、研修内容の企画にあたり、学習内容を組み立てやす

い。受講者にとっては、自己評価及び振り返りがしやすい。 

2 
症例別の科目は、一般的な知識だけではなく、伝える内容を検討する事で介護支援専門員が持つべき

考え方を伝える事が出来ると思われます。 

3 全国的にある程度、一定の質の担保が可能である。又、介護・医療連携の必要性を認識できる。 

4 県内の関係者が一堂に会し、研修のあり方、実施方法等を見直すきっかけとなったこと。 

5 講師陣と多く会う機会が生まれ、情報共有等が円滑になった 

6 
見学観察実習か組み込まれ、受講者はケアマネの業務をより体感できるようになったと思う。就労の

際にはイメージを持った上で、即戦力になれるのではと感じる。 

7 

・新ガイドラインによって研修が長期化し、学ぶ内容・時間が増えたことは事実なので、修了後の介

護支援専門員の質が、従前より高まっていることを期待しています。 

・ただし、介護支援専門員の質が問われ、研修体系が変わった経緯を考える（研修実施機関の負担も

増大）と、本当に質を高めたいならば、研修時間を増やすだけではなく、試験の合格率自体を下げ

て、絞り込みを掛けることも必要ではないかと思います。 

・また、研修体系について言及するならば、実務研修で初めて介護支援専門員としての教育をするのでは

なく、むしろ、試験を受ける前段階で本格的な教育をするべきではないかと考えます。実務研修の 87時

間に、色々と期待を詰め込んでいただいても、これ以上は限界があると考えます。 

8 
18時間以上の現場実習は、座学で学んだことを実際見ることができるので、受講者はイメージしや

すくなると思うが、研修全体の時間数は長すぎる。 

9 
見学実習により現場を知ることが出来たこと、ケアマネの仕事の魅力を感じてもらえることにつなが

ったと感じる。 

10 
研修記録シートを活用することで，受講者が自身の習熟度を再確認できること。講義・演習一体型講

義を行うことで，参加型の研修となったこと。 

11 
見学実習について、受講者の学習に役立っているほか、受入事業所においても、日々の業務の振り返

りになり良かったという意見が挙がっている。 

12 研修向上委員会の機能への期待。 

13 見学実習を受けることにより、ケアマネジャーの仕事をより身近に実感できること 

14 
事例中心の研修となり、基礎の段階から介護支援専門員のとしての視点を持って、技術的な経験を積

んでいけることが良かった。 

15 演習が増えてより実践的になった 

16 疾患別の科目が増えた事で、医療分野に対する知識の習得・理解が得られる。 

17 
修得目標ができ、焦点が絞られている。受講者に伝える内容が明確。シラバスを作成して講師間の差

が出ないように平準化を図っている。資質向上委員会ができたこと。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 

実務研修から主任介護支援専門員更新研修まで、構成される科目が共通しているため、段階に応じた

体系的な学習が行えるようになったのではないかと思う。ただし、まだ新カリキュラムになって２年

目なので、その効果の評価するのは数年後になる。 

2 
講義・演習一体型ではガイドラインの研修記録シートの評価が同じ内容であり、科目ごと考える必要

がある。自己評価、他者評価の機能が必要である。 

3 2 年間行った研修進行を見直す必要がある（7領域の事例提出が困難な受講生もいるため） 

4 

良かったこと：目的（修得目標）が明確に示されたこと。 

良かったこと：講義･演習一体型であるため、一方的な講義でなく、受講者自らが考え、受講者同士での

意見交換の時間が多く、実践的な内容となったこと。（反面、受講者のレベルにより学びの差大きい） 

5 演習メインとなり、アセスメントの重要性を再確認できている。 

6 研修の目標が明確に示されていること。到達目標も示されている事。 
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7 県内の関係者が一堂に会し、研修のあり方、実施方法等を見直すきっかけとなったこと。 

8 講師陣と多く会う機会が生まれ、情報共有等が円滑になった 

9 

・研修当初に、12時間掛けてケアマネジメントプロセスを復習できる点は良い部分だと思います。 

・「対人個別援助技術と地域援助技術」について、特に、地域福祉の概念が介護支援専門員に浸透し

ていない実情を踏まえると、科目の新設自体が良かったと思います。 

・事例検討では、７科目を同一の演習内容で、繰り返して実施する運営としています。良い意味で、

事例検討の「型」を身につけていただき、研修後の受講生が、主体的に各地で事例検討を行うように

なれば（それを測定できれば）、研修が有効に機能したことの証左になるものと思います。 

10 研修向上委員会の機能への期待。 

11 
事例中心の研修となり、介護支援専門員としての視点を持って、技術的な経験を積んでいけることが

良かった。 

12 演習が増えてより実践的になった。 

13 

事例に応じて、研修を進めていくよりは、もっと利用理解を深める為に大切なアセスメントの方法、

アセスメントの時の面接のおやり方、面接後の課題の分析の方法や考え方、他職種連携をどのように

具体的に実施するのか、主治医との対応方法、等実践で活用できる方法を演習をとおして学ぶ方がよ

いと思う。 

14 
修得目標ができ、焦点が絞られている。受講者に伝える内容が明確。シラバスを作成して講師間の差

が出ないように平準化を図っている。資質向上委員会ができたこと。 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 

実務研修から主任介護支援専門員更新研修まで、構成される科目が共通しているため、段階に応じた

体系的な学習が行えるようになったのではないかと思う。ただし、まだ新カリキュラムになって２年

目なので、その効果の評価するのは数年後になる。 

2 2 年間行った研修進行を見直す必要がある（7領域の事例提出が困難な受講生もいるため） 

3 ７事例をまとめ、実践の振り返りができることは、より効果的に実践に結び付けられると思われる。 

4 
演習中心の内容となった為、従来の参加さえすれば良かった研修が、参画しないといけない内容とな

った為、ケアマネのアセスメント能力が向上したと思います 

5 

良かったこと：目的（修得目標）が明確に示されたこと。良かったこと：講義･演習一体型であるた

め、一方的な講義でなく、受講者自らが考え、受講者同士での意見交換の時間が多く、実践的な内容

となったこと。（反面、受講者のレベルにより学びの差大きい） 

6 

7つの領域での事例研究を行うことにより、同じケースを扱うにしても切り口が異なる研究ができるように

なった。演習講師が、講義で抑えた理論を、事例研究が終了したまとめの講義で扱ってきた事例に引き付け

て具体的に紐解くことで、理論の実践現場での応用がしやすくなったと思われる。 

7 研修の目標が明確に示されていること。到達目標も示されている事。 

8 県内の関係者が一堂に会し、研修のあり方、実施方法等を見直すきっかけとなったこと。 

9 修得目標が明確化され、目標達成（ゴール）に向けた研修内容となった。 

10 

・ガイドラインをひとつの参考に、本所では「個別ケースの問題状況を分析・課題化し、さらには地

域での介護支援専門員としての取組み課題へと言語化する」というプログラムを組みました。地域福

祉や地域包括ケアの推進を見据えると、現役の介護支援専門員へのプログラムとして、時代の要請を

踏まえて変化をさせることが出来たと思います。 

・研修が有効に機能するかどうかは、受講生が主体的に実践と理論を繋ごうとするか否かによると思いま

す。演習は「事例研究」ですから、受講生自身が、研修で見出した「仮説」を、受講後の日常の実践で試

し、落とし込みながら「検証」することができるかどうかに掛かっていると思います。 

11 研修向上委員会の機能への期待。 

12 事例中心の研修となり、技術的な経験を積んでいけることが良かった。 

13 演習が増えてより実践的になった 

14 
自己事例を提出し、自分や他のケアマネのケースを知り、議論することで、自分の振り返りができ、勉

強になったという評価表の回答は多いが、何か大切な基本「利用者理解」を忘れている感じがする。 

15 
修得目標ができ、焦点が絞られている。受講者に伝える内容が明確。シラバスを作成して講師間の差

が出ないように平準化を図っている。資質向上委員会ができたこと。 

 

 

  

 

 

■問 47 ガイドラインが新しくなり良かったこと、新しい研修体系の効果、今後、有効に機能していくと思わ

れる点をご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 

・新しい研修体系により、時間数・内容が膨大になったことで、介護支援専門員の実務に就く意欲の

ある受講者の割合が高くなった。 

・具体的な修得目標が設定されていることで、研修内容の企画にあたり、学習内容を組み立てやす

い。受講者にとっては、自己評価及び振り返りがしやすい。 

2 
症例別の科目は、一般的な知識だけではなく、伝える内容を検討する事で介護支援専門員が持つべき

考え方を伝える事が出来ると思われます。 

3 全国的にある程度、一定の質の担保が可能である。又、介護・医療連携の必要性を認識できる。 

4 県内の関係者が一堂に会し、研修のあり方、実施方法等を見直すきっかけとなったこと。 

5 講師陣と多く会う機会が生まれ、情報共有等が円滑になった 

6 
見学観察実習か組み込まれ、受講者はケアマネの業務をより体感できるようになったと思う。就労の

際にはイメージを持った上で、即戦力になれるのではと感じる。 

7 

・新ガイドラインによって研修が長期化し、学ぶ内容・時間が増えたことは事実なので、修了後の介

護支援専門員の質が、従前より高まっていることを期待しています。 

・ただし、介護支援専門員の質が問われ、研修体系が変わった経緯を考える（研修実施機関の負担も

増大）と、本当に質を高めたいならば、研修時間を増やすだけではなく、試験の合格率自体を下げ

て、絞り込みを掛けることも必要ではないかと思います。 

・また、研修体系について言及するならば、実務研修で初めて介護支援専門員としての教育をするのでは

なく、むしろ、試験を受ける前段階で本格的な教育をするべきではないかと考えます。実務研修の 87時

間に、色々と期待を詰め込んでいただいても、これ以上は限界があると考えます。 

8 
18時間以上の現場実習は、座学で学んだことを実際見ることができるので、受講者はイメージしや

すくなると思うが、研修全体の時間数は長すぎる。 

9 
見学実習により現場を知ることが出来たこと、ケアマネの仕事の魅力を感じてもらえることにつなが

ったと感じる。 

10 
研修記録シートを活用することで，受講者が自身の習熟度を再確認できること。講義・演習一体型講

義を行うことで，参加型の研修となったこと。 

11 
見学実習について、受講者の学習に役立っているほか、受入事業所においても、日々の業務の振り返

りになり良かったという意見が挙がっている。 

12 研修向上委員会の機能への期待。 

13 見学実習を受けることにより、ケアマネジャーの仕事をより身近に実感できること 

14 
事例中心の研修となり、基礎の段階から介護支援専門員のとしての視点を持って、技術的な経験を積

んでいけることが良かった。 

15 演習が増えてより実践的になった 

16 疾患別の科目が増えた事で、医療分野に対する知識の習得・理解が得られる。 

17 
修得目標ができ、焦点が絞られている。受講者に伝える内容が明確。シラバスを作成して講師間の差

が出ないように平準化を図っている。資質向上委員会ができたこと。 

 

≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 

実務研修から主任介護支援専門員更新研修まで、構成される科目が共通しているため、段階に応じた

体系的な学習が行えるようになったのではないかと思う。ただし、まだ新カリキュラムになって２年

目なので、その効果の評価するのは数年後になる。 

2 
講義・演習一体型ではガイドラインの研修記録シートの評価が同じ内容であり、科目ごと考える必要

がある。自己評価、他者評価の機能が必要である。 

3 2 年間行った研修進行を見直す必要がある（7領域の事例提出が困難な受講生もいるため） 

4 

良かったこと：目的（修得目標）が明確に示されたこと。 

良かったこと：講義･演習一体型であるため、一方的な講義でなく、受講者自らが考え、受講者同士での

意見交換の時間が多く、実践的な内容となったこと。（反面、受講者のレベルにより学びの差大きい） 

5 演習メインとなり、アセスメントの重要性を再確認できている。 

6 研修の目標が明確に示されていること。到達目標も示されている事。 
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≪再研修・更新研修≫ 

1 
演習中心の内容となった為、従来の参加さえすれば良かった研修が、参画しないといけない内容とな

った為、ケアマネのアセスメント能力が向上したと思います 

2 

・新しい研修体系により、時間数・内容が膨大になったことで、介護支援専門員の実務に就く意欲の

ある受講者の割合が高くなった。 

・具体的な修得目標が設定されていることで、研修内容の企画にあたり、学習内容を組み立てやす

い。受講者にとっては、自己評価及び振り返りがしやすい。 

3 全国的にある程度、一定の質の担保が可能である。又、介護・医療連携の必要性を認識できる。 

4 県内の関係者が一堂に会し、研修のあり方、実施方法等を見直すきっかけとなったこと。 

5 講師陣と多く会う機会が生まれ、情報共有等が円滑になった 

6 

・ガイドラインが新しくなり、科目数が増えたので、広く学び直しに繋がるというメリットがあると

思います。 

・一方、本研修の受講者層に対しての座学講義には、あまり効果が無いと感じます。未経験者や失効

者が実務に就くことを想定するなら、基礎的なケアマネジメントの演習に時間を割き、徹底的に取り

組む必要があるのではないでしょうか。アセスメントやケアプラン作成など、基本的なケアマネジメ

ントの質が問われるわけですから、演習内容が、疾患別の科目演習と総合演習のみでは不十分ではな

いか、と実施機関は考えます。 

7 
研修記録シートを活用することで，受講者が自身の習熟度を再確認できること。講義・演習一体型講

義を行うことで，参加型の研修となったこと。 

8 研修向上委員会の機能への期待。 

9 事例における演習になったことで、より実践に近くなった。 

10 演習が増えてより実践的になった 

11 
修得目標ができ、焦点が絞られている。受講者に伝える内容が明確。シラバスを作成して講師間の差

が出ないように平準化を図っている。資質向上委員会ができたこと。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 
新カリキュラムは、もともと旧カリキュラム時代から都道府県で行なっていた講義内容に国の要綱が

近寄ってきたという印象なので、新たに有効性を感じるものはあまりない。 

2 これまでと異なり、人材育成の意識が出てきている。ただし、法人内の置かれている立場で異なる。 

3 指針が示されたことは良かったが更新研修との関連が薄いと感じている。 

4 
研修後のフォローアップをしなければ一過性の研修となる恐れがある。3年後の成果を発表する等が

必要と考える。 

5 

良かったこと：目的（修得目標）が明確に示されたこと。  

良かったこと：講義･演習一体型であるため、一方的な講義でなく、受講者自らが考え、受講者同士

での意見交換の時間が多く、実践的な内容となったこと。（反面、受講者のレベルにより学びの差大

きい） 

6 個別の視点から地域の課題を把握する視点づくりは一貫して伝えている。 

7 研修の目標が明確に示されていること。到達目標も示されている事。 

8 県内の関係者が一堂に会し、研修のあり方、実施方法等を見直すきっかけとなったこと。 

9 個別の事例や事業所内にとどまらず、地域に目を向けた活動展開が期待される。 

10 
演習が増えたことにより、参加することによる役割の自覚、自分のスキルの自己覚知の機会となって

いると思われる。 

11 研修向上委員会の機能への期待。 

12 演習が増えてより実践的になった 

13 
修得目標ができ、焦点が絞られている。受講者に伝える内容が明確。シラバスを作成して講師間の差

が出ないように平準化を図っている。資質向上委員会ができたこと。 
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≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 

（研修そのものが新設されたのであって、ガイドラインが新しくなったわけではないはずだが。それ

とも、最近、ガイドラインが改訂でもされたのか？）主任更新研修ができたこと自体は、とても良い

ことだと思う。名ばかり主任ケアマネが淘汰されたり、強制的に研鑽の機会を与えられたのは非常に

良いと思う。 

2 事例提出により実際、指導、支援しているのかどうか確認できた。 

3 
主任介護支援専門員の業務の認識には値する研修ガイドラインであると思うが、業務の向上となるの

には現在のカリキュラムでは不足。 

4 
主任介護支援専門員の役割である「人材育成」と「地域づくり」の視点が明確となり、更新するには、

その実績も必要となることから、指導するものとしての意識付けが出来るのではないかと思われる。 

5 
今後のフォローアップをしなければ、この経験が十分に生かされない。いわゆる PDCAサイクルを回

すことが必要。 

6 

○良かったこと 

・「修得目標」に加え、展開例やワークシートも示されたことにより、それらを活用しながら資料作

成を行える。 

・講義･演習一体型であるため、一方的な講義でなく、受講者自らが考え、受講者同士での意見交換の

時間が多く、実践的な内容となったこと。（反面、受講者のレベルにより学びの差大きい） 

7 
主任介護支援専門員に求められる役割、地域課題を把握する視点を一貫して伝えており、一定程度の

理解は深まったように感じる。 

8 研修の目標が明確に示されていること。到達目標も示されている事。 

9 県内の関係者が一堂に会し、研修のあり方、実施方法等を見直すきっかけとなったこと。 

10 
主任介護支援専門員本来の役割発揮として各職場や地域をステージとした「人作り・地域作り」活動

の展開 

11 主任介護支援専門員としてすべきことの確認や実践意欲の向上に繋がっている。 

12 今後の演習についての方法の検討が必要であると思われる 

13 主任としての役割を果たさない人は主任更新を受けず課程Ⅱの更新研修を受講する傾向にある。 

14 
演習が増えたことにより、参加することによる役割の自覚、自分のスキルの自己覚知の機会となって

いると思われる。 

15 
地域包括ケア推進におけるケアマネの役割理解が進む。OJT環境の充実。地域包括支援センターの主

任ケアマネの意識の変化 

16 研修向上委員会の機能への期待。 

17 
新しい研修体系になり主任更新研修と介護支援専門員の更新のどちらを選ぶかという場合、主任更新

は受講しないで日数の短い専門課程Ⅱ研修を選ぶ人が多い。 

18 演習が増えてより実践的になった 

19 
修得目標ができ、焦点が絞られている。受講者に伝える内容が明確。シラバスを作成して講師間の差

が出ないように平準化を図っている。資質向上委員会ができたこと。 
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≪再研修・更新研修≫ 

1 
演習中心の内容となった為、従来の参加さえすれば良かった研修が、参画しないといけない内容とな

った為、ケアマネのアセスメント能力が向上したと思います 

2 

・新しい研修体系により、時間数・内容が膨大になったことで、介護支援専門員の実務に就く意欲の

ある受講者の割合が高くなった。 

・具体的な修得目標が設定されていることで、研修内容の企画にあたり、学習内容を組み立てやす

い。受講者にとっては、自己評価及び振り返りがしやすい。 

3 全国的にある程度、一定の質の担保が可能である。又、介護・医療連携の必要性を認識できる。 

4 県内の関係者が一堂に会し、研修のあり方、実施方法等を見直すきっかけとなったこと。 

5 講師陣と多く会う機会が生まれ、情報共有等が円滑になった 

6 

・ガイドラインが新しくなり、科目数が増えたので、広く学び直しに繋がるというメリットがあると

思います。 

・一方、本研修の受講者層に対しての座学講義には、あまり効果が無いと感じます。未経験者や失効

者が実務に就くことを想定するなら、基礎的なケアマネジメントの演習に時間を割き、徹底的に取り

組む必要があるのではないでしょうか。アセスメントやケアプラン作成など、基本的なケアマネジメ

ントの質が問われるわけですから、演習内容が、疾患別の科目演習と総合演習のみでは不十分ではな

いか、と実施機関は考えます。 

7 
研修記録シートを活用することで，受講者が自身の習熟度を再確認できること。講義・演習一体型講

義を行うことで，参加型の研修となったこと。 

8 研修向上委員会の機能への期待。 

9 事例における演習になったことで、より実践に近くなった。 

10 演習が増えてより実践的になった 

11 
修得目標ができ、焦点が絞られている。受講者に伝える内容が明確。シラバスを作成して講師間の差

が出ないように平準化を図っている。資質向上委員会ができたこと。 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 
新カリキュラムは、もともと旧カリキュラム時代から都道府県で行なっていた講義内容に国の要綱が

近寄ってきたという印象なので、新たに有効性を感じるものはあまりない。 

2 これまでと異なり、人材育成の意識が出てきている。ただし、法人内の置かれている立場で異なる。 

3 指針が示されたことは良かったが更新研修との関連が薄いと感じている。 

4 
研修後のフォローアップをしなければ一過性の研修となる恐れがある。3年後の成果を発表する等が

必要と考える。 

5 

良かったこと：目的（修得目標）が明確に示されたこと。  

良かったこと：講義･演習一体型であるため、一方的な講義でなく、受講者自らが考え、受講者同士

での意見交換の時間が多く、実践的な内容となったこと。（反面、受講者のレベルにより学びの差大

きい） 

6 個別の視点から地域の課題を把握する視点づくりは一貫して伝えている。 

7 研修の目標が明確に示されていること。到達目標も示されている事。 

8 県内の関係者が一堂に会し、研修のあり方、実施方法等を見直すきっかけとなったこと。 

9 個別の事例や事業所内にとどまらず、地域に目を向けた活動展開が期待される。 

10 
演習が増えたことにより、参加することによる役割の自覚、自分のスキルの自己覚知の機会となって

いると思われる。 

11 研修向上委員会の機能への期待。 

12 演習が増えてより実践的になった 

13 
修得目標ができ、焦点が絞られている。受講者に伝える内容が明確。シラバスを作成して講師間の差

が出ないように平準化を図っている。資質向上委員会ができたこと。 
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■問 48 PDCA サイクルを回す観点から、研修実施機関として都道府県や国に提言、要望したい

と思っていることがあればご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 
研修評価の基本的な知識、方法についての研修会等を実施して欲しい。また、ガイドラインの修得目

標を精査し、より評価しやすい内容にして欲しい。 

2 

・研修記録シートの集計方法及び集計結果の活用方法について、全国的に確立したものがほしい。 

・都道府県から国へ、研修向上委員会を通して研修実施上の課題や評価結果が報告されるような全国

的な仕組みを構築してほしい。 

3 
介護支援専門員にとって大切なインテークの時間が１時間しかなく、時間が足りないという声が講師

からも出ています。 

4 
実務研修の期間を長くするより、基礎研修を必須にして内容を充実させた方が、より効果的な要素が

あるのではないかと考える。 

5 
研修評価ツールのひとつとして研修記録シートを開発したのであれば、集計・分析するためのツール

も必要です。ぜひ開発をお願いします。 

6 研修カリキュラムの増加により、試験実施年度ないでの研修終了が困難になっている。 

7 実務研修受講試験日程を現在より早期にしてほしい。 

8 
都道府県単位で見解は異なると思うが、補助金等で法定研修において受講者負担を軽減する事を、国

から都道府県にもっと働きかけて頂きたい。 

9 

・本所では「ＰＤＣＡサイクル」を、目的として回すのではなく、いい研修を作る手段として捉える

前提に立っています。 

・どの都道府県も、ＰＤＣＡで事業をする必要性は、理解していると思います。では、なぜそれが全

国的に実行できないのかという点を掘り下げ、具体的には、ＰＤＣＡサイクルが実体化するよう、

「駆動装置」をどう設計するのかを議論していただきたいと思います。なぜなら、例えばＰからＤ

に、ＤからＣに行くには、それぞれ次のステップに進むために、具体的な仕掛けが無いとサイクルに

ならないためです。 

・したがって、ＰＤＣＡの各ステップ間に着目して、「誰が何をしているのか」「何が有効なの

か」、それらを国や日本協会が調査事業で分析し、私どもにご教示いただけたらありがたいです。 

・全研修が新カリキュラムになったことで、とにかく「Ｄ」が肥大化しました。実施機関にとって、

企画・改良の協議を行う「Ｐ」「Ｃ」などのプロセスに時間を掛けることがこれまで以上に難しくな

っている、という事実にも目を向けていただきたいと思います。 

・もう一点、ＰＤＣＡサイクルを手段として、良い研修をするためには、中身の理想を追う一方で、

現実的には事務局等の人員やお金は無視できない要素です。実施機関が苦しまないよう、労力やコス

トに見合う受講料を設定していただく必要があると思います。 

10 研修記録シートをどう活用したらいいか分からない。 

11 

研修時間数の増加、見学実習の実施等に伴い、12月開始では 3月までに研修の全日程を終えること

が難しい。試験を実施した年度内に実務研修の全日程を修了できるよう、試験の日程を早めていただ

きたい。 

12 
受講期間内に PDCAサイクルを効果的に回すためには，この期間を３か月ではなく，少なくとも６か

月の設定をして余裕をもった実施体制にすべきである。 

13 
現場の主任ケアマネ（県ケアマネ協）や保険者を交えた、法定研修のあり方を検討し PDCAサイクル

を具体的に回していくための、実務的な合議体の設定及び運営の強化。 

14 研修向上委員会の設置。職能団体の担当者を入れていただきたい。 

15 
介護支援専門員は、各資格保有者であるため、その基礎資格の影響が大きい。利用者に対する支援に

格差が出ないような仕組みを講ずる必要がある。 

16 研修向上委員会の位置づけの明確化 

17 介護支援専門員を養成するための専門機関（養成校）の設置。 

18 
資質向上委員会の中で、アンケートや修得目標の結果を集計し、理事、講師へ返し、質の向上につな

げる。 
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≪専門研修課程Ⅰ≫ 

1 

・介護支援専門員の業務実態やもともとの資質を踏まえてカリキュラムを考えてもらいたい。研修で

求めているレベル（ゴール設定）が高すぎる。 

・ガイドラインの「修了評価シート」も、現場実態を踏まえていない。受講者は、あれだけの文量の

書式を、事業所の管理者にたやすく頼める環境にあるとは限らないし、受講者自身が管理者の場合

や、一人ケアマネの場合もある。もっと汎用的な評価項目を設定しないと、集計しても信憑性のある

データは得られない。 

2 
ガイドライン、修了評価指針に食い違いが見られる。統一したほうが良い。国から発出するという Q

＆Aが出されておらず地域差が大きくなって来ている。 

3 

認定調査員や 5年間に数か月の実務であっても更新の対象となっているため演習時にグループワーク

に入っていけない。また事例の提出ができない。受講コースを幾通りか考慮する必要があるのではな

いかと考えている。 

4 
研修評価の基本的な知識、方法についての研修会等を実施して欲しい。また、ガイドラインの修得目

標を精査し、より評価しやすい内容にして欲しい。 

5 
演習主体の研修体系の変化に伴い、事務局内での資料準備等が大幅に増加しているが、受講料収入等

の一定の収入のみなので、人員増ができず苦労している。 

6 

少し回答のピントがずれますが…研修内容の「平準化」ということでガイドラインが示されたと思う

が、さらにバラツキ幅が増した感もある。受講者数や実施機関の体制、都道府県が抱える課題・現状

も異なるため、全てを「統一」できないし、する必要はないと思う。しかし、最低限遵守するとこ

ろ、抑えるべきところまで都道府県が独自に判断しているところもあるのではないか。（そうせざる

を得ないとも思うが）総時間数、事例の扱い、会場設定（演習のやり方）、ファシリ・講師の配置に

より、研修のハード面（研修全体の日数、受講料）などは大きく変わる。前述した理由からも都道府

県の独自性が悪いわけではないが、本研修制度が改正された本来の目的が全国的に達成できるよう、

そのバラツキはどこかが把握すべきであり、公表するだけでなく、全国的に精査・評価することも必

要と思う。 

7 
事務局内部での運営に関する事前準備が、旧カリキュラムの時より、大幅に増加した。受講料の見直

しを検討して頂きたい。（値上げを希望） 

8 以前行われていた基礎研修があるといいと思います。 

9 先進的な取り組みについて紹介してほしい 

10 
研修評価ツールのひとつとして研修記録シートを開発したのであれば、集計・分析するためのツール

も必要です。ぜひ開発をお願いします。 

11 

・本所では「ＰＤＣＡサイクル」を、目的として回すのではなく、いい研修を作る手段として捉える

前提に立っています。 

・どの都道府県も、ＰＤＣＡで事業をする必要性は、理解していると思います。では、なぜそれが全

国的に実行できないのかという点を掘り下げ、具体的には、ＰＤＣＡサイクルが実体化するよう、

「駆動装置」をどう設計するのかを議論していただきたいと思います。なぜなら、例えばＰからＤ

に、ＤからＣに行くには、それぞれ次のステップに進むために、具体的な仕掛けが無いとサイクルに

ならないためです。 

・したがって、ＰＤＣＡの各ステップ間に着目して、「誰が何をしているのか」「何が有効なの

か」、それらを国や日本協会が調査事業で分析し、私どもにご教示いただけたらありがたいです。・

全研修が新カリキュラムになったことで、とにかく「Ｄ」が肥大化しました。実施機関にとって、企

画・改良の協議を行う「Ｐ」「Ｃ」などのプロセスに時間を掛けることがこれまで以上に難しくなっ

ている、という事実にも目を向けていただきたいと思います。 

・もう一点、ＰＤＣＡサイクルを手段として、良い研修をするためには、中身の理想を追う一方で、

現実的には事務局等の人員やお金は無視できない要素です。実施機関が苦しまないよう、労力やコス

トに見合う受講料を設定していただく必要があると思います。 

12 研修記録シート２の「修了後３ヶ月」のデータ収集が困難である。他県は、どのようにしているか。 

13 
現場の主任ケアマネ（県ケアマネ協）や保険者を交えた、法定研修のあり方を検討し PDCAサイクル

を具体的に回していくための、実務的な合議体の設定及び運営の強化。 

14 研修向上委員会の設置。職能団体の担当者を入れていただきたい。 

15 
非現任で更新を希望されている方が専門Ⅰ・更新前期を受ける場合もあるため、非現任向けのカリキ

ュラムの内容も検討してもらいたい。 

16 研修向上委員会の位置付けの明確化 
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■問 48 PDCA サイクルを回す観点から、研修実施機関として都道府県や国に提言、要望したい

と思っていることがあればご回答ください 

≪実務研修≫ 

1 
研修評価の基本的な知識、方法についての研修会等を実施して欲しい。また、ガイドラインの修得目

標を精査し、より評価しやすい内容にして欲しい。 

2 

・研修記録シートの集計方法及び集計結果の活用方法について、全国的に確立したものがほしい。 

・都道府県から国へ、研修向上委員会を通して研修実施上の課題や評価結果が報告されるような全国

的な仕組みを構築してほしい。 

3 
介護支援専門員にとって大切なインテークの時間が１時間しかなく、時間が足りないという声が講師

からも出ています。 

4 
実務研修の期間を長くするより、基礎研修を必須にして内容を充実させた方が、より効果的な要素が

あるのではないかと考える。 

5 
研修評価ツールのひとつとして研修記録シートを開発したのであれば、集計・分析するためのツール

も必要です。ぜひ開発をお願いします。 

6 研修カリキュラムの増加により、試験実施年度ないでの研修終了が困難になっている。 

7 実務研修受講試験日程を現在より早期にしてほしい。 

8 
都道府県単位で見解は異なると思うが、補助金等で法定研修において受講者負担を軽減する事を、国

から都道府県にもっと働きかけて頂きたい。 

9 

・本所では「ＰＤＣＡサイクル」を、目的として回すのではなく、いい研修を作る手段として捉える

前提に立っています。 

・どの都道府県も、ＰＤＣＡで事業をする必要性は、理解していると思います。では、なぜそれが全

国的に実行できないのかという点を掘り下げ、具体的には、ＰＤＣＡサイクルが実体化するよう、

「駆動装置」をどう設計するのかを議論していただきたいと思います。なぜなら、例えばＰからＤ

に、ＤからＣに行くには、それぞれ次のステップに進むために、具体的な仕掛けが無いとサイクルに

ならないためです。 

・したがって、ＰＤＣＡの各ステップ間に着目して、「誰が何をしているのか」「何が有効なの

か」、それらを国や日本協会が調査事業で分析し、私どもにご教示いただけたらありがたいです。 

・全研修が新カリキュラムになったことで、とにかく「Ｄ」が肥大化しました。実施機関にとって、

企画・改良の協議を行う「Ｐ」「Ｃ」などのプロセスに時間を掛けることがこれまで以上に難しくな

っている、という事実にも目を向けていただきたいと思います。 

・もう一点、ＰＤＣＡサイクルを手段として、良い研修をするためには、中身の理想を追う一方で、

現実的には事務局等の人員やお金は無視できない要素です。実施機関が苦しまないよう、労力やコス

トに見合う受講料を設定していただく必要があると思います。 

10 研修記録シートをどう活用したらいいか分からない。 

11 

研修時間数の増加、見学実習の実施等に伴い、12月開始では 3月までに研修の全日程を終えること

が難しい。試験を実施した年度内に実務研修の全日程を修了できるよう、試験の日程を早めていただ

きたい。 

12 
受講期間内に PDCAサイクルを効果的に回すためには，この期間を３か月ではなく，少なくとも６か

月の設定をして余裕をもった実施体制にすべきである。 

13 
現場の主任ケアマネ（県ケアマネ協）や保険者を交えた、法定研修のあり方を検討し PDCAサイクル

を具体的に回していくための、実務的な合議体の設定及び運営の強化。 

14 研修向上委員会の設置。職能団体の担当者を入れていただきたい。 

15 
介護支援専門員は、各資格保有者であるため、その基礎資格の影響が大きい。利用者に対する支援に

格差が出ないような仕組みを講ずる必要がある。 

16 研修向上委員会の位置づけの明確化 

17 介護支援専門員を養成するための専門機関（養成校）の設置。 

18 
資質向上委員会の中で、アンケートや修得目標の結果を集計し、理事、講師へ返し、質の向上につな

げる。 
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17 
事例検討をすることは悪いことではないが、演習がマンネリ化する傾向にある。研修形態を都道府県

で変えてもよいようにはできないでしょうか。 

18 
資質向上委員会の中で、アンケートや修得目標の結果を集計し、理事、講師へ返し、質の向上につな

げる。 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 

・研修で求めているレベル（ゴール設定）が高すぎる。ガイドラインでは受講者は「事例検討の方法

論はすでに学習済み」という前提だが、実際は事例検討が未経験であったり、５年に 1回の更新時に

しか事例検討していない人が多数を占め、書式の作成方法や検討の手順を教える時間が必要である。 

・ガイドラインの「修了評価シート」も、現場実態を踏まえていない。受講者は、あれだけの文量の

書式を、事業所の管理者にたやすく頼める環境にあるとは限らないし、受講者自身が管理者の場合

や、一人ケアマネの場合もある。もっと汎用的な評価項目を設定しないと、集計しても信憑性のある

データは得られない。 

2 
研修記録シートの評価が同一のものが多く、科目による特徴があるはずで、一部科目にあわせ異なる

ほうが良い。 

3 

認定調査員や 5年間に数か月の実務であっても更新の対象となっているため演習時にグループワーク

に入っていけない。また事例の提出ができない。受講コースを幾通りか考慮する必要があるのではな

いかと考えている。 

4 
研修評価の基本的な知識、方法についての研修会等を実施して欲しい。また、ガイドラインの修得目

標を精査し、より評価しやすい内容にして欲しい。 

5 
演習主体の研修体系の変化に伴い、事務局内での資料準備等が大幅に増加しているが、受講料収入等

の一定の収入のみなので、人員増ができず苦労している。 

6 

少し回答のピントがずれますが… 

研修内容の「平準化」ということでガイドラインが示されたと思うが、さらにバラツキ幅が増した感

もある。受講者数や実施機関の体制、都道府県が抱える課題・現状も異なるため、全てを「統一」で

きないし、する必要はないと思う。しかし、最低限遵守するところ、抑えるべきところまで都道府県

が独自に判断しているところもあるのではないか。（そうせざるを得ないとも思うが）総時間数、事

例の扱い、会場設定（演習のやり方）、ファシリ・講師の配置により、研修のハード面（研修全体の

日数、受講料）などは大きく変わる。前述した理由からも都道府県の独自性が悪いわけではないが、

本研修制度が改正された本来の目的が全国的に達成できるよう、そのバラツキはどこかが把握すべき

であり、公表するだけでなく、全国的に精査・評価することも必要と思う。 

7 研修記録シートの各項目が、評価がしにくいという意見が多いので再検討を希望する。 

8 

・他県での研修プログラムを閲覧できるようにしてほしい。本ガイドラインで求められる事例研究を

実施するのに適した人数規模についての基準も欲しい（本県では会場費の兼ね合いから、300人規模

で事例研究を試みることになっているが、工夫を施しても無理があると感じているため）。 

・テキストの充実を望む。 

9 先進的な取り組みについて紹介してほしい 

10 
研修評価ツールのひとつとして研修記録シートを開発したのであれば、集計・分析するためのツール

も必要です。ぜひ開発をお願いします。 

11 研修終了後の評価の実施方法。（受講者人数が多い場合の実施方法） 

12 

・本所では「ＰＤＣＡサイクル」を、目的として回すのではなく、いい研修を作る手段として捉える

前提に立っています。 

・どの都道府県も、ＰＤＣＡで事業をする必要性は、理解していると思います。では、なぜそれが全

国的に実行できないのかという点を掘り下げ、具体的には、ＰＤＣＡサイクルが実体化するよう、

「駆動装置」をどう設計するのかを議論していただきたいと思います。なぜなら、例えばＰからＤ

に、ＤからＣに行くには、それぞれ次のステップに進むために、具体的な仕掛けが無いとサイクルに

ならないためです。 

・したがって、ＰＤＣＡの各ステップ間に着目して、「誰が何をしているのか」「何が有効なの

か」、それらを国や日本協会が調査事業で分析し、私どもにご教示いただけたらありがたいです。 

・全研修が新カリキュラムになったことで、とにかく「Ｄ」が肥大化しました。実施機関にとって、

企画・改良の協議を行う「Ｐ」「Ｃ」などのプロセスに時間を掛けることがこれまで以上に難しくな

っている、という事実にも目を向けていただきたいと思います。 
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・もう一点、ＰＤＣＡサイクルを手段として、良い研修をするためには、中身の理想を追う一方で、

現実的には事務局等の人員やお金は無視できない要素です。実施機関が苦しまないよう、労力やコス

トに見合う受講料を設定していただく必要があると思います。 

13 研修記録シート２の「修了後３ヶ月」のデータ収集が困難である。他県は、どのようにしているか。 

14 
現場の主任ケアマネ（県ケアマネ協）や保険者を交えた、法定研修のあり方を検討し PDCAサイクル

を具体的に回していくための、実務的な合議体の設定及び運営の強化。 

15 研修向上委員会の設置。職能団体の担当者を入れていただきたい。 

16 
非現任で更新を希望されている方が専門Ⅱ・更新後期を受ける場合もあるため、非現任向けのカリキ

ュラムの内容も検討してもらいたい。 

17 研修向上委員会の位置付けの明確化 

18 

アセスメント基本から、７つの事例を検討したり研究だけではなく、もう少しバリエーションのある

研修内容にしたほうが良いと思う。研修後半では、事例検討と研究の仕方になれてはくるが、マンネ

リ化してしまう感じがする。 

19 
資質向上委員会の中で、アンケートや修得目標の結果を集計し、理事、講師へ返し、質の向上につな

げる。 

 

≪再研修・更新研修≫ 

1 「登録年月日」を専門員証に記載頂きたい 

2 
研修評価の基本的な知識、方法についての研修会等を実施して欲しい。また、ガイドラインの修得目

標を精査し、より評価しやすい内容にして欲しい。 

3 

・研修記録シートの集計方法及び集計結果の活用方法について、全国的に確立したものがほしい。 

・都道府県から国へ、研修向上委員会を通して研修実施上の課題や評価結果が報告されるような全国

的な仕組みを構築してほしい。 

4 
過去に受講経験があるからと、実務研修受講者より科目数を少なくしているが、削っても良い科目は

見直した方が良いと考える。 

5 
研修評価ツールのひとつとして研修記録シートを開発したのであれば、集計・分析するためのツール

も必要です。ぜひ開発をお願いします。 

6 

・本所では「ＰＤＣＡサイクル」を、目的として回すのではなく、いい研修を作る手段として捉える

前提に立っています。 

・どの都道府県も、ＰＤＣＡで事業をする必要性は、理解していると思います。では、なぜそれが全

国的に実行できないのかという点を掘り下げ、具体的には、ＰＤＣＡサイクルが実体化するよう、

「駆動装置」をどう設計するのかを議論していただきたいと思います。なぜなら、例えばＰからＤ

に、ＤからＣに行くには、それぞれ次のステップに進むために、具体的な仕掛けが無いとサイクルに

ならないためです。 

・したがって、ＰＤＣＡの各ステップ間に着目して、「誰が何をしているのか」「何が有効なのか」、そ

れらを国や日本協会が調査事業で分析し、私どもにご教示いただけたらありがたいです。 

・全研修が新カリキュラムになったことで、とにかく「Ｄ」が肥大化しました。実施機関にとって、

企画・改良の協議を行う「Ｐ」「Ｃ」などのプロセスに時間を掛けることがこれまで以上に難しくな

っている、という事実にも目を向けていただきたいと思います。 

・もう一点、ＰＤＣＡサイクルを手段として、良い研修をするためには、中身の理想を追う一方で、

現実的には事務局等の人員やお金は無視できない要素です。実施機関が苦しまないよう、労力やコス

トに見合う受講料を設定していただく必要があると思います。 

7 
現場の主任ケアマネ（県ケアマネ協）や保険者を交えた、法定研修のあり方を検討し PDCAサイクル

を具体的に回していくための、実務的な合議体の設定及び運営の強化。 

8 研修向上委員会の設置。職能団体の担当者を入れていただきたい。 

9 研修向上委員会の位置付けの明確化 

10 
資質向上委員会の中で、アンケートや修得目標の結果を集計し、理事、講師へ返し、質の向上につな

げる。 
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17 
事例検討をすることは悪いことではないが、演習がマンネリ化する傾向にある。研修形態を都道府県

で変えてもよいようにはできないでしょうか。 

18 
資質向上委員会の中で、アンケートや修得目標の結果を集計し、理事、講師へ返し、質の向上につな

げる。 

 

≪専門研修課程Ⅱ≫ 

1 

・研修で求めているレベル（ゴール設定）が高すぎる。ガイドラインでは受講者は「事例検討の方法

論はすでに学習済み」という前提だが、実際は事例検討が未経験であったり、５年に 1回の更新時に

しか事例検討していない人が多数を占め、書式の作成方法や検討の手順を教える時間が必要である。 

・ガイドラインの「修了評価シート」も、現場実態を踏まえていない。受講者は、あれだけの文量の

書式を、事業所の管理者にたやすく頼める環境にあるとは限らないし、受講者自身が管理者の場合

や、一人ケアマネの場合もある。もっと汎用的な評価項目を設定しないと、集計しても信憑性のある

データは得られない。 

2 
研修記録シートの評価が同一のものが多く、科目による特徴があるはずで、一部科目にあわせ異なる

ほうが良い。 

3 

認定調査員や 5年間に数か月の実務であっても更新の対象となっているため演習時にグループワーク

に入っていけない。また事例の提出ができない。受講コースを幾通りか考慮する必要があるのではな

いかと考えている。 

4 
研修評価の基本的な知識、方法についての研修会等を実施して欲しい。また、ガイドラインの修得目

標を精査し、より評価しやすい内容にして欲しい。 

5 
演習主体の研修体系の変化に伴い、事務局内での資料準備等が大幅に増加しているが、受講料収入等

の一定の収入のみなので、人員増ができず苦労している。 

6 

少し回答のピントがずれますが… 

研修内容の「平準化」ということでガイドラインが示されたと思うが、さらにバラツキ幅が増した感

もある。受講者数や実施機関の体制、都道府県が抱える課題・現状も異なるため、全てを「統一」で

きないし、する必要はないと思う。しかし、最低限遵守するところ、抑えるべきところまで都道府県

が独自に判断しているところもあるのではないか。（そうせざるを得ないとも思うが）総時間数、事

例の扱い、会場設定（演習のやり方）、ファシリ・講師の配置により、研修のハード面（研修全体の

日数、受講料）などは大きく変わる。前述した理由からも都道府県の独自性が悪いわけではないが、

本研修制度が改正された本来の目的が全国的に達成できるよう、そのバラツキはどこかが把握すべき

であり、公表するだけでなく、全国的に精査・評価することも必要と思う。 

7 研修記録シートの各項目が、評価がしにくいという意見が多いので再検討を希望する。 

8 

・他県での研修プログラムを閲覧できるようにしてほしい。本ガイドラインで求められる事例研究を

実施するのに適した人数規模についての基準も欲しい（本県では会場費の兼ね合いから、300人規模

で事例研究を試みることになっているが、工夫を施しても無理があると感じているため）。 

・テキストの充実を望む。 

9 先進的な取り組みについて紹介してほしい 

10 
研修評価ツールのひとつとして研修記録シートを開発したのであれば、集計・分析するためのツール

も必要です。ぜひ開発をお願いします。 

11 研修終了後の評価の実施方法。（受講者人数が多い場合の実施方法） 

12 

・本所では「ＰＤＣＡサイクル」を、目的として回すのではなく、いい研修を作る手段として捉える

前提に立っています。 

・どの都道府県も、ＰＤＣＡで事業をする必要性は、理解していると思います。では、なぜそれが全

国的に実行できないのかという点を掘り下げ、具体的には、ＰＤＣＡサイクルが実体化するよう、

「駆動装置」をどう設計するのかを議論していただきたいと思います。なぜなら、例えばＰからＤ

に、ＤからＣに行くには、それぞれ次のステップに進むために、具体的な仕掛けが無いとサイクルに

ならないためです。 

・したがって、ＰＤＣＡの各ステップ間に着目して、「誰が何をしているのか」「何が有効なの

か」、それらを国や日本協会が調査事業で分析し、私どもにご教示いただけたらありがたいです。 

・全研修が新カリキュラムになったことで、とにかく「Ｄ」が肥大化しました。実施機関にとって、

企画・改良の協議を行う「Ｐ」「Ｃ」などのプロセスに時間を掛けることがこれまで以上に難しくな

っている、という事実にも目を向けていただきたいと思います。 
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≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 

昨年度から応募書類に追加された「自立支援に資するケアマネジメントが実施されていることが確認

できる資料」の提出のさせ方と評価の仕方（応募期間の短い間に受講決定しなくてはならない）に限

界があるから、結局、応募方法が煩雑化しただけで、誰でも受講できるという状況に変わりはない。 

2 国で 25年度からたまっている Q＆A、事務連絡を早急に発出してほしい。 

3 事業所管理者の業務を追加する必要がある。 

4 
研修評価の基本的な知識、方法についての研修会等を実施して欲しい。また、ガイドラインの修得目

標を精査し、より評価しやすい内容にして欲しい。 

5 

少し回答のピントがずれますが… 研修内容の「平準化」ということでガイドラインが示されたと思

うが、さらにバラツキ幅が増した感もある。受講者数や実施機関の体制、都道府県が抱える課題・現

状も異なるため、全てを「統一」できないし、する必要はないと思う。しかし、最低限遵守するとこ

ろ、抑えるべきところまで都道府県が独自に判断しているところもあるのではないか。（そうせざる

を得ないとも思うが） 総時間数、事例の扱い、会場設定（演習のやり方）、ファシリ・講師の配置

により、研修のハード面（研修全体の日数、受講料）などは大きく変わる。 前述した理由からも都

道府県の独自性が悪いわけではないが、本研修制度が改正された本来の目的が全国的に達成できるよ

う、そのバラツキはどこかが把握すべきであり、公表するだけでなく、全国的に精査・評価すること

も必要と思う。 

6 研修記録シートの各項目が、評価がしにくいという意見が多いので再検討を希望する。 

7 先進的な取り組みについて紹介してほしい 

8 
研修記録シートの集計結果から受講生個別だけでなく全体の分析結果がすぐに見えるようなシートの

作成。 

9 県として、先ずは県単位での研修評価の共有を速やかにしてもらいたいと思っている。 

10 介護支援専門員は受講しなければならない研修が多くあり、日頃の業務がやりにくくなっている。 

11 
現場の主任ケアマネ（県ケアマネ協）や保険者を交えた、法定研修のあり方を検討し PDCAサイクル

を具体的に回していくための、実務的な合議体の設定及び運営の強化。 

12 研修向上委員会の設置。 職能団体の担当者を入れていただきたい。 

13 
介護支援専門員と主任介護支援専門員の待遇や環境面に大差がないため、特別に研修を受け、業務や

役割を多く受ける様な主任介護支援専門員となる人が少なく、研修受講者が減少している。 

14 研修向上委員会の位置付けの明確化 

15 
資質向上委員会の中で、アンケートや修得目標の結果を集計し、理事、講師へ返し、質の向上につな

げる。 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 

名ばかり主任ケアマネが排除されていく仕組みをつくるよりも、そういう主任ケアマネを排出しない

仕組みづくりの方が大事だと思う。主任ケアマネ研修の受講のハードルを上げるべきであるし、ある

いは受講を認めても、修了条件に達しなければ落第させるような方法も考える必要がある。ただ、居

宅介護支援事業所の管理者を主任ケアマネとするという話が具体的に進んでいる以上は、門戸は簡単

に狭められない。大きなジレンマである。 

2 
原則、指導、支援事例の提出と指針で示されているが、実際に指導支援の立場にない主任介護支援専

門員も受講させなければならず、受講者の格差が大きい。 

3 
更新研修のプログラムの見直し、また要件研修として主任介護支援専門員の後進の指導方法、地域づ

くりへの関与の方法などを学ぶカリキュラム必須とするなど工夫が必要。 

4 
研修評価の基本的な知識、方法についての研修会等を実施して欲しい。また、ガイドラインの修得目

標を精査し、より評価しやすい内容にして欲しい。 

5 
例えば 3年ごとに、あるテーマごとに報告書の作成を義務付けることも必要と考えます。これをテー

マにして、フォローアップ研修会を開催することを提案いたします。 
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6 

少し回答のピントがずれますが…研修内容の「平準化」ということでガイドラインが示されたと思う

が、さらにバラツキ幅が増した感もある。受講者数や実施機関の体制、都道府県が抱える課題・現状

も異なるため、全てを「統一」できないし、する必要はないと思う。しかし、最低限遵守するとこ

ろ、抑えるべきところまで都道府県が独自に判断しているところもあるのではないか。（そうせざる

を得ないとも思うが）総時間数、事例の扱い、会場設定（演習のやり方）、ファシリ・講師の配置に

より、研修のハード面（研修全体の日数、受講料）などは大きく変わる。前述した理由からも都道府

県の独自性が悪いわけではないが、本研修制度が改正された本来の目的が全国的に達成できるよう、

そのバラツキはどこかが把握すべきであり、公表するだけでなく、全国的に精査・評価することも必

要と思う。 

7 研修記録シートの各項目が、評価がしにくいという意見が多いので再検討を希望する。 

8 先進的な取り組みについて紹介してほしい 

9 都道府県間の情報交換等の機会作り 

10 県として、先ずは県単位での研修評価の共有を速やかにしてもらいたいと思っている。 

11 

①ガイドライン内容での実施は、現任ケアマネで、組織的に指導をする役割を担っている対象者には

有効であるが、その他の対象には深まりが弱い。研修受講期間の猶予がせまる、また、30 年度改定

等により、主任更新受講希望者がさらに増えると思われる。「必要になれば再度主任を受講する」方

法も説明するが現実的でない。、国として受講要件に現任である等の記載はできないか。 

②主任の更新研修は終了評価の試験をしてほしい。主任ケアマネの質の担保は極めて重要。 

12 
現場の主任ケアマネ（県ケアマネ協）や保険者を交えた、法定研修のあり方を検討し PDCAサイクル

を具体的に回していくための、実務的な合議体の設定及び運営の強化。 

13 研修向上委員会の設置。職能団体の担当者を入れていただきたい。 

14 
主任ケアマネ研修のカリキュラムであったスーパービジョンについての内容を復習するためにも主任

ケアマネ更新研修のカリキュラムに入れてはどうか。 

15 
介護支援専門員と主任介護支援専門員に環境や待遇に大差がない。主任介護支援専門員の知識と役割

に見合った環境・待遇を整えて頂きたい。 

16 研修向上委員会の位置付けの明確化 

17 
資質向上委員会の中で、アンケートや修得目標の結果を集計し、理事、講師へ返し、質の向上につな

げる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

≪主任介護支援専門員研修≫ 

1 

昨年度から応募書類に追加された「自立支援に資するケアマネジメントが実施されていることが確認

できる資料」の提出のさせ方と評価の仕方（応募期間の短い間に受講決定しなくてはならない）に限

界があるから、結局、応募方法が煩雑化しただけで、誰でも受講できるという状況に変わりはない。 

2 国で 25年度からたまっている Q＆A、事務連絡を早急に発出してほしい。 

3 事業所管理者の業務を追加する必要がある。 

4 
研修評価の基本的な知識、方法についての研修会等を実施して欲しい。また、ガイドラインの修得目

標を精査し、より評価しやすい内容にして欲しい。 

5 

少し回答のピントがずれますが… 研修内容の「平準化」ということでガイドラインが示されたと思

うが、さらにバラツキ幅が増した感もある。受講者数や実施機関の体制、都道府県が抱える課題・現

状も異なるため、全てを「統一」できないし、する必要はないと思う。しかし、最低限遵守するとこ

ろ、抑えるべきところまで都道府県が独自に判断しているところもあるのではないか。（そうせざる

を得ないとも思うが） 総時間数、事例の扱い、会場設定（演習のやり方）、ファシリ・講師の配置

により、研修のハード面（研修全体の日数、受講料）などは大きく変わる。 前述した理由からも都

道府県の独自性が悪いわけではないが、本研修制度が改正された本来の目的が全国的に達成できるよ

う、そのバラツキはどこかが把握すべきであり、公表するだけでなく、全国的に精査・評価すること

も必要と思う。 

6 研修記録シートの各項目が、評価がしにくいという意見が多いので再検討を希望する。 

7 先進的な取り組みについて紹介してほしい 

8 
研修記録シートの集計結果から受講生個別だけでなく全体の分析結果がすぐに見えるようなシートの

作成。 

9 県として、先ずは県単位での研修評価の共有を速やかにしてもらいたいと思っている。 

10 介護支援専門員は受講しなければならない研修が多くあり、日頃の業務がやりにくくなっている。 

11 
現場の主任ケアマネ（県ケアマネ協）や保険者を交えた、法定研修のあり方を検討し PDCAサイクル

を具体的に回していくための、実務的な合議体の設定及び運営の強化。 

12 研修向上委員会の設置。 職能団体の担当者を入れていただきたい。 

13 
介護支援専門員と主任介護支援専門員の待遇や環境面に大差がないため、特別に研修を受け、業務や

役割を多く受ける様な主任介護支援専門員となる人が少なく、研修受講者が減少している。 

14 研修向上委員会の位置付けの明確化 

15 
資質向上委員会の中で、アンケートや修得目標の結果を集計し、理事、講師へ返し、質の向上につな

げる。 

 

≪主任介護支援専門員更新研修≫ 

1 

名ばかり主任ケアマネが排除されていく仕組みをつくるよりも、そういう主任ケアマネを排出しない

仕組みづくりの方が大事だと思う。主任ケアマネ研修の受講のハードルを上げるべきであるし、ある

いは受講を認めても、修了条件に達しなければ落第させるような方法も考える必要がある。ただ、居

宅介護支援事業所の管理者を主任ケアマネとするという話が具体的に進んでいる以上は、門戸は簡単

に狭められない。大きなジレンマである。 

2 
原則、指導、支援事例の提出と指針で示されているが、実際に指導支援の立場にない主任介護支援専

門員も受講させなければならず、受講者の格差が大きい。 

3 
更新研修のプログラムの見直し、また要件研修として主任介護支援専門員の後進の指導方法、地域づ

くりへの関与の方法などを学ぶカリキュラム必須とするなど工夫が必要。 

4 
研修評価の基本的な知識、方法についての研修会等を実施して欲しい。また、ガイドラインの修得目

標を精査し、より評価しやすい内容にして欲しい。 

5 
例えば 3年ごとに、あるテーマごとに報告書の作成を義務付けることも必要と考えます。これをテー

マにして、フォローアップ研修会を開催することを提案いたします。 
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Ⅳ 全国介護支援専門員研修向上会議の実施 

1.目的、実施主体 

1）目的 

本会議は、平成 28年度から施行された新研修カリキュラムに基づく研修制度のより適切な運

営の支援のため、各都道府県における研修の実態や PDCA サイクルを促進するための取り組みに

ついて事前に都道府県及び研修実施機関に調査を行い、その結果等の報告および協議や意見交

換を行うために開催した。 

２日間にわたり、各都道府県における研修向上委員会の開催・実施状況等の調査結果の報告、

国・都道府県・研修実施機関・受講者のＰＤＣＡサイクルを確立するため、実施主体である都道

府県が中心となって介護支援専門員研修を実施していくために、都道府県および研修実施機関

への方策等の提案や協議、情報交換を実施した。 

2）実施主体 

  一般社団法人日本介護支援専門員協会 ※厚生労働省からの業務委託により実施 

 

2.日程、会場 

1）日程 

  1日目 平成 30年２月 22日（木） 13時 00分～18時 00分 

※情報交換会 18時 30分～20 時 00分 

  2日目 平成 30年２月 23日（金）  9時 30分～13 時 00分 

2）会場 

ベルサール神保町アネックス 1Ｆ イベントホール 

〒101-0051 東京都千代田区神田神保町 2-36-1 住友不動産千代田ファーストウイング 1F 

 

3.対象者、参加後に担う役割 

1）対象者 

 下記条件のいずれかに該当するもの 

①都道府県において設置した研修向上委員会および都道府県の資質向上事業の企画 

  検討・検証の中核を担う者 

②都道府県研修実施担当職員 

③研修実施機関の企画担当者 
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2）参加後に担う役割 

 ①都道府県で実施する介護支援専門員研修においてガイドラインに沿った研修実施を推進す

ること 

②都道府県における介護支援専門員研修の実施に際し、中核を担うこと 

③都道府県の研修企画に携わり、研修内容の伝達を行うこと 

 

4.申込方法、参加実績 

1）申込方法 

①都道府県において参加者を取りまとめの上、参加者届出書で申し込み 

②各都道府県 3名以内で参加者を選出 

   ③申込締切は平成 29年 12月 26日（火）までとし、申し込みが遅れる場合は事前に連絡を入

れるよう依頼した 
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Ⅳ 全国介護支援専門員研修向上会議の実施 

1.目的、実施主体 

1）目的 

本会議は、平成 28年度から施行された新研修カリキュラムに基づく研修制度のより適切な運

営の支援のため、各都道府県における研修の実態や PDCA サイクルを促進するための取り組みに

ついて事前に都道府県及び研修実施機関に調査を行い、その結果等の報告および協議や意見交

換を行うために開催した。 

２日間にわたり、各都道府県における研修向上委員会の開催・実施状況等の調査結果の報告、

国・都道府県・研修実施機関・受講者のＰＤＣＡサイクルを確立するため、実施主体である都道

府県が中心となって介護支援専門員研修を実施していくために、都道府県および研修実施機関

への方策等の提案や協議、情報交換を実施した。 

2）実施主体 

  一般社団法人日本介護支援専門員協会 ※厚生労働省からの業務委託により実施 

 

2.日程、会場 

1）日程 

  1日目 平成 30年２月 22日（木） 13時 00分～18 時 00分 

※情報交換会 18時 30分～20時 00分 

  2日目 平成 30年２月 23日（金）  9時 30分～13 時 00分 

2）会場 

ベルサール神保町アネックス 1Ｆ イベントホール 

〒101-0051 東京都千代田区神田神保町 2-36-1 住友不動産千代田ファーストウイング 1F 

 

3.対象者、参加後に担う役割 

1）対象者 

 下記条件のいずれかに該当するもの 

①都道府県において設置した研修向上委員会および都道府県の資質向上事業の企画 

  検討・検証の中核を担う者 

②都道府県研修実施担当職員 

③研修実施機関の企画担当者 
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2）参加実績 

  都道府県 
研修実施 

機関 
小計   都道府県 

研修実施 

機関 
小計 

北海道 1 1 2 滋賀県 1 2 3 

青森県 1 3 4 京都府 1 3 4 

岩手県 1 2 3 大阪府 1 1 2 

宮城県 1 2 3 兵庫県 1 2 3 

秋田県 0 1 1 奈良県 1 2 3 

山形県 1 2 3 和歌山県 1 2 3 

福島県 1 2 3 鳥取県 1 3 4 

茨城県 1 4 5 島根県 0 3 3 

栃木県 1 2 3 岡山県 1 2 3 

群馬県 1 3 4 広島県 1 2 3 

埼玉県 1 4 5 山口県 1 1 2 

千葉県 1 2 3 徳島県 0 1 1 

東京都 2 3 5 香川県 1 2 3 

神奈川県 1 2 3 愛媛県 1 4 5 

新潟県 1 1 2 高知県 1 3 4 

富山県 1 1 2 福岡県 1 4 5 

石川県 1 1 2 佐賀県 2 0 2 

福井県 1 2 3 長崎県 1 2 3 

山梨県 2 3 5 熊本県 0 1 1 

長野県 1 2 3 大分県 2 2 4 

岐阜県 1 2 3 宮崎県 1 2 3 

静岡県 1 3 4 鹿児島県 2 1 3 

愛知県 1 3 4 沖縄県 1 2 3 

三重県 1 3 4 小 計 48 101 149 
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5.プログラム、ワークシート 

1）プログラム 

１日目：平成 30年２月 22日（木）13:00-18:00      

時間 項目 内容 班編成 

12:15～

13:00 
受付   *** 

13:00～

13:10 
開会 開会 *** 

13:10～

13:30 
解説 

事業説明と介護支援専門員研修の現状 
【厚生労働省老健局振興課】 

*** 

13:30～

14:00 
報告 

平成 29年度介護支援専門員研修の効果に関する調査等 

事業結果の報告 
【一般社団法人日本介護支援専門員協会】 

*** 

14:00～

14:10 
休憩   *** 

14:10～

14:50 
報告 

平成 29年度介護支援専門員研修改善に係る調査等一式の 

調査結果の報告 
【平成 29年度研修改善に係る調査等事業 ワーキンググループ】 

*** 

14:50～

15:35 
発表 

取り組みの事例の紹介 

都道府県：【岩手県】【広島県】 

実施機関：【宮崎県】 

*** 

15:35～

15:45 
休憩 

 
  

15:45～

16:35 

グループ 

ディスカッション

（Ａ） 

[テーマ]各都道府県のこれまでの取り組み及び 

    現在の研修に関する課題Ⅰ 
Ａ 

16:35～

16:45 
休憩 

 
  

16:45～

17:35 

グループ 

ディスカッション 

（Ｂ） [テーマ]各都道府県のこれまでの取り組み及び 

    現在の研修に関する課題Ⅱ 

Ｂ 

17:35～

17:55 

グループ 

ディスカッション 

（Ｃ） 
Ａ 

17:55～

18:00 
事務連絡   Ａ 

    

18:30～

20:00 
  情報交換会   
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2）参加実績 

  都道府県 
研修実施 

機関 
小計   都道府県 

研修実施 

機関 
小計 

北海道 1 1 2 滋賀県 1 2 3 

青森県 1 3 4 京都府 1 3 4 

岩手県 1 2 3 大阪府 1 1 2 

宮城県 1 2 3 兵庫県 1 2 3 

秋田県 0 1 1 奈良県 1 2 3 

山形県 1 2 3 和歌山県 1 2 3 

福島県 1 2 3 鳥取県 1 3 4 

茨城県 1 4 5 島根県 0 3 3 

栃木県 1 2 3 岡山県 1 2 3 

群馬県 1 3 4 広島県 1 2 3 

埼玉県 1 4 5 山口県 1 1 2 

千葉県 1 2 3 徳島県 0 1 1 

東京都 2 3 5 香川県 1 2 3 

神奈川県 1 2 3 愛媛県 1 4 5 

新潟県 1 1 2 高知県 1 3 4 

富山県 1 1 2 福岡県 1 4 5 

石川県 1 1 2 佐賀県 2 0 2 

福井県 1 2 3 長崎県 1 2 3 

山梨県 2 3 5 熊本県 0 1 1 

長野県 1 2 3 大分県 2 2 4 

岐阜県 1 2 3 宮崎県 1 2 3 

静岡県 1 3 4 鹿児島県 2 1 3 

愛知県 1 3 4 沖縄県 1 2 3 

三重県 1 3 4 小 計 48 101 149 
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２日目：平成 30年２月 23日（金） 9:30-13:00 

時間 項目 内容 班編成 

8:50～

9:30 
受付     

9:30～

11:00 
講義 

専門職の研修におけるＰＤＣＡサイクルの基本的な考え方 

【一般社団法人構想日本 理事 伊藤伸氏】 
Ａ 

11:00～

11:15 
休憩 

 
  

11:15～

12:40 

グループ 

ディスカッション

（Ｄ） 

[テーマ]都道府県での研修ＰＤＣＡサイクル推進に 

    あたって今後のアクションプランを検討する 

Ａ 

Ｂ 

Ａ 

12:40～

12:55 
発表 アクションプランについて都道府県からの発表 Ａ 

12:55～

13:00 
閉会 事務連絡 Ａ 
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PDCA

•

•

•

•

•

•

•

http://www.jri.co.jp/column/opinion/detail/
9879/

•

•

  

 

 

２日目：平成 30年２月 23日（金） 9:30-13:00 

時間 項目 内容 班編成 

8:50～

9:30 
受付     

9:30～

11:00 
講義 

専門職の研修におけるＰＤＣＡサイクルの基本的な考え方 

【一般社団法人構想日本 理事 伊藤伸氏】 
Ａ 

11:00～

11:15 
休憩 

 
  

11:15～

12:40 

グループ 

ディスカッション 
（Ｄ） 

[テーマ]都道府県での研修ＰＤＣＡサイクル推進に 

    あたって今後のアクションプランを検討する 

Ａ 

Ｂ 

Ａ 

12:40～

12:55 
発表 アクションプランについて都道府県からの発表 Ａ 
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これまでの課題に対する取り組みの整理 

  
十分でき

ている 

不十分だが

できいる 

できてい

ない 
無回答 計 

課題１：都道府県の担当者が研修の企画・検討

に参加しているか 
15 20 11 1 47 

課題２：研修向上委員会に関する事業評価が行

われているか。 
1 9 36 1 47 

課題３：PDCAサイクルを適切に回していくた

めの、研修実施に関する関係者が集まる研修向

上委員会（注：地域によって名称は様々）の場

が十分に活用できているか。 

12 25 9 1 47 

課題４：都道府県が研修ガイドラインを効果的

に活用できるよう工夫しているか。 
14 16 13 4 47 

課題５：地域医療介護総合確保基金の活用をす

るなど、受講者の負担に配慮をしているか。 
12 11 23 1 47 

 

各都道府県が抱える介護支援専門員研修の課題（今後の課題） 

①研修向上委員会における効率性・実効性の高い研修の実施に関する検討及び事業の評価 

評価する仕組みが無い。行っていない。 12 

フィードバックする材料が不足 3 

県が参加していない 4 

総論だけの議論または報告で終わっている 7 

運営面の議論が中心になっている 3 

課題共有で終わっている 2 

複数の実施団体があり、情報共有までで研修内容や評価等の統一ができていない 4 

研修向上委員会がない 2 

研修デザインができておらず、全体把握ができていない 1 
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②研修向上委員会における研修記録シートの集計したデータの活用 

集計やデータ整理ができていない（集計方法や指標がない等、事務負担は別項にカウント） 15 

集計はしているが分析はしていない 2 

講師等へのフィードバックができていない 3 

集計したデータが活用できていない 6 

研修記録シートが主観的で客観性がない 4 

集計作業の事務負担が大きい 14 

研修記録シートを活用していない 2 

③講師・ファシリテーターの確保と育成および支援 

確保する方法または仕組みがない（新しい人材の確保が進まない） 12 

育成する機会または仕組みがない 8 

都道府県の関与が弱いため指導のポイントがぶれている 1 

講師派遣については所属法人の理解が得られにくい 3 

講師やファシリテーターの評価ができていない 3 

研修時間や課目の増加で関与が難しくなっている 1 

マニュアルや事後のフィードバック・フォローアップの仕組みがない 3 

講師やファシリテーターを担う人材の力量の差が大きい 5 

④実習受け入れ事業所及び実習指導者への説明および支援 

事業所への説明会を実施していない 1 

実習指導者への指導が不十分 2 

研修は行っているが、指導力にばらつきがある。 11 

研修は行っているが、事業所の理解が得られない 1 

実習生とのマッチングが大変である（受け入れ先の確保も含む） 2 

事業所向けのマニュアルを作成していない 3 

実習受入後に受入事業所からの意見聴取を行っていない 1 

実習受入後に受入事業所へのフィードバックができていない 2 

実施後の評価をしていない 1 

実習受入事業所の不足 4 
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これまでの課題に対する取り組みの整理 

  
十分でき

ている 

不十分だが

できいる 

できてい

ない 
無回答 計 

課題１：都道府県の担当者が研修の企画・検討

に参加しているか 
15 20 11 1 47 

課題２：研修向上委員会に関する事業評価が行

われているか。 
1 9 36 1 47 

課題３：PDCAサイクルを適切に回していくた

めの、研修実施に関する関係者が集まる研修向

上委員会（注：地域によって名称は様々）の場

が十分に活用できているか。 

12 25 9 1 47 

課題４：都道府県が研修ガイドラインを効果的

に活用できるよう工夫しているか。 
14 16 13 4 47 

課題５：地域医療介護総合確保基金の活用をす

るなど、受講者の負担に配慮をしているか。 
12 11 23 1 47 

 

各都道府県が抱える介護支援専門員研修の課題（今後の課題） 

①研修向上委員会における効率性・実効性の高い研修の実施に関する検討及び事業の評価 

評価する仕組みが無い。行っていない。 12 

フィードバックする材料が不足 3 

県が参加していない 4 

総論だけの議論または報告で終わっている 7 

運営面の議論が中心になっている 3 

課題共有で終わっている 2 

複数の実施団体があり、情報共有までで研修内容や評価等の統一ができていない 4 

研修向上委員会がない 2 

研修デザインができておらず、全体把握ができていない 1 
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⑤講師及び研修実施機関間の研修レベルの確保と平準化 

講師が変わらず、長期間固定化されているため講師により講義内容が異なる 1 

複数の研修実施機関が混在しているため、その間の研修内容にレベル差がある 1 

修了評価の統一ができていない 1 

講師に研修内容は依存している 6 

平準化について県の意識が低いため 1 

複数の実施機関での共通認識が不足 2 

講師等のレベル差がある 6 

平準化について、どこまで平準化していいのか確認できる尺度がない 1 

 

アクションプラン（これからの取り組みについて） 

  課題解決に向けて実施すべきこと 件数 

研
修
向
上
委
員
会
関
連 

県と研修実施機関等の情報共有や連携の促進 5 

研修向上委員会の設置 5 

研修向上委員会への都道府県の関与 5 

研修向上委員会への明確化（役割や構成員の見直し） 13 

ガイドラインの周知と講師の負担軽減（講師任せではなく県としてシラバス等の作成を実施） 3 

課題を整理して研修向上委員会で検討できる環境作りを行なう 5 

指
導
者
養
成 

質の高い講師やファシリテーターの確保及び育成（講師等が出易い環境作りや研修の実施） 25 

講師やファシリテーターの評価（受講者や実施機関） 5 

講師やファシリテーターからの意見集約（研修内容や研修向上委員会について） 3 

実習指導者の育成（研修の実施やマニュアルの作成） 7 

受
講
者
評
価 

研修記録シートの活用（集計・分析・指標作り） 9 

管理者研修を実施して第 3者評価のレベルを上げる 4 

修了評価の検討（研修記録シートと異なる客観的評価の導入） 13 

修了評価の講師等へのフィードバック 2 

事
業
評
価 

研修の成果指標の作成 4 

事業評価の推進（指針の明確化や外部評価の導入） 8 

そ
の
他 

先進都道府県の視察 2 

求められる介護支援専門員のあり方を多方面から意見を求め明確化していく 3 

国に対する結果のフィードバックを実施する 1 

法定研修を補完する法定外研修の検討 1 
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  課題解決する上で必要な情報（ほしい情報） 件数 

他
県
の
状
況 

他県の研修事業の評価指標（研修向上委員会の評価も含む） 4 

他県の研修向上委員会の状況 5 

他県の研修記録シートの集計・分析の指標 7 

指
導
者
育
成 

講師やファシリテーターの選考基準 2 

講師の育成システム（構築の方法も含む） 6 

そ
の
他 

客観的評価（受講者）の仕組み 5 

研修向上委員会の必要性を説明できる資料や情報 1 

国へのフィードバックに向けた共通フォーマットと提出先 1 

国からの評価指針 1 

現場レベルでの研修成果のデータ 1 

多様な他県のとの意見交換 3 
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⑤講師及び研修実施機関間の研修レベルの確保と平準化 

講師が変わらず、長期間固定化されているため講師により講義内容が異なる 1 

複数の研修実施機関が混在しているため、その間の研修内容にレベル差がある 1 
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講師に研修内容は依存している 6 

平準化について県の意識が低いため 1 

複数の実施機関での共通認識が不足 2 

講師等のレベル差がある 6 

平準化について、どこまで平準化していいのか確認できる尺度がない 1 
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上
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研修向上委員会への都道府県の関与 5 

研修向上委員会への明確化（役割や構成員の見直し） 13 

ガイドラインの周知と講師の負担軽減（講師任せではなく県としてシラバス等の作成を実施） 3 

課題を整理して研修向上委員会で検討できる環境作りを行なう 5 

指
導
者
養
成 

質の高い講師やファシリテーターの確保及び育成（講師等が出易い環境作りや研修の実施） 25 

講師やファシリテーターの評価（受講者や実施機関） 5 

講師やファシリテーターからの意見集約（研修内容や研修向上委員会について） 3 

実習指導者の育成（研修の実施やマニュアルの作成） 7 

受
講
者
評
価 

研修記録シートの活用（集計・分析・指標作り） 9 

管理者研修を実施して第 3者評価のレベルを上げる 4 

修了評価の検討（研修記録シートと異なる客観的評価の導入） 13 

修了評価の講師等へのフィードバック 2 

事
業
評
価 

研修の成果指標の作成 4 

事業評価の推進（指針の明確化や外部評価の導入） 8 

そ
の
他 

先進都道府県の視察 2 

求められる介護支援専門員のあり方を多方面から意見を求め明確化していく 3 

国に対する結果のフィードバックを実施する 1 

法定研修を補完する法定外研修の検討 1 

 

164 165 



166 



1

30 2 22

2

3

1.1.

4

2015 1,279,594 127,094,745

65 2015 386,573 33,465,391

2015 30.2% 26.3%

76,273 6,286,419

19.1% 18.1%

5,577 5,514

1 1 12,008 11,520

1 1 11,466 9,987

1.2.

5

6,597 4,392

1,049 1,006

15.9% 22.9%

2,657

H29 1,646 131,432

H29 302 28,233

H29 18.3% 21.5%

1 H30.1
2

1.3.

•

•

• H29 1,454
1,000

6

7

2.1.

• H27 H28

•
H29 11

•

•

•

8167 



2.2. H29 3

9

…

3

2.3. H29 3

10

30

11

3.1.

12

•

• 1

•

•

3.2.

13

• H30

•

•

3.3. PDCA

•

•

•

• PDCA
PDCA

14

15

4.

16

•

•

168 



 
平成 29 年度岩手県介護支援専門員専門課程Ⅱ・更新研修 

アンケート結果 

項 目 内 容  
良かった点 １・各講師が科目の目的を明示してくれて良かった。 

・演習の進め方、演習の方法が様々で良かった。 
・講師が受講者の反応を見ながら講義を進めてくれたので良かった。 
・非常にわかりやすい研修内容であった、気づきが色々あった。 

２・事例作成は最初大変だと思ったが提出のためにまとめてみると、今回演習で振

り返ることができて非常に良かった。 
・事例は非常に参考になった、7 事例提出は今後とも続けてほしい。 

３・社会資源の活用に科目の演習は非常に良かった。 
・演習で課題整理総括表、ケアプラン等を見ることができ非常に良かった。 

 
意見、要望 １・講師の力量に差があり過ぎる、科目によっては演習をどう進めるのかわかりに

くい。 
・演習にファシリがどんどん入って指導してほしい。 
・演習ですべて、地域連携にもっていこうとする姿勢に疑問を感じた。 
・演習事例に対して講師から具体的解決策を講義内容に含めてほしかった。 
・演習発表への講師のコメント解説がほしい。 
・演習の趣旨、意図がわかりにくかった。(複数記載あり) 

２・演習は「深める」というよりも発表のためのまとめに必死にならざるを得なか

った。 
・折角作成した事例なのに報告時間が少なく残念であった、落胆した。 

３・他の人から事例を借りることはいかがなものか。 
４・居宅、施設のケアマネを分けて演習してほしい。 
 

 
 
【アンケート結果を踏まえ次年度の対応案】 
１ 7 分類の事例の提出方法 
〇様式を更に簡素化できないか検討する。 
〇1 つのシートを複数ページにわたり記載する受講者もいる。纏めることも必要であることを更に

強調する。 
２ 今年度同様の班編成とする。（施設、居宅） 
３ 演習の進め方について再度確認するために、「今年度の振り返り、次年度への対応方針」検討の

ための打合せ会を開催する。（3 月 9 日 14:45～15:45） 
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2025年に向けて地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組みが加速されるなか、各都道府

県においては、各地域のケアマネジメントの実践における様々な課題を捉え、その解決に向け

て、より質の高い研修の実施が求められている。一方、新カリキュラムに基づく研修制度が２

年目を経過しようとする中で、新カリキュラム及びその実施に係るガイドラインを踏まえた各

地域における具体的な研修において、地域ごとの特徴を踏まえた工夫、効果、課題が現われて

きている。 

そこで本事業では各都道府県における介護支援専門員養成研修（以下、「法定研修」とい

う）の実態や成果、課題等を調査した。また、全国の都道府県担当者や研修実施機関の担当者

が参加する全国介護支援専門員研修向上会議を開催し、調査結果の共有に加えて、研修の企

画・実施における実際の課題やこれまでの取り組みについて情報交換を行った。 

それらの調査や情報共有の結果を踏まえて、新カリキュラムによる法定研修の効果と、研修

のＰＤＣＡサイクルの構築状況を検証し、今後さらにＰＤＣＡサイクルの構築・促進を進める

うえでの課題とその解決の方向性を、以下の通りとりまとめた。 

 

Ⅰ．調査結果のまとめ 

 検証及び分析にあたっては以下の２つの調査を結果及び、（一社）日本介護支援専門員協会が

同時期に実施した調査結果を参考資料として活用した。 

1）平成 29年度介護支援専門員研修改善に係る調査等一式における調査 

（1）都道府県向け調査 

（2）研修実施機関向け調査 

2）（一社）日本介護支援専門員協会が独自に実施した調査（※調査結果の提供を受け活用） 

（1）平成 28 年度介護支援専門員実務研修修了者であって、居宅介護支援事業所又は地域包

括支援センターに介護支援専門員として勤務する向け調査 

（2）上記の調査対象者が勤務する居宅介護支援事業所・地域包括支援センターの管理者向け調査 

（3）介護支援専門員研修のうち、専門研修課程Ⅰ、専門研修課程Ⅱ、主任介護支援専門員研

修、主任介護支援専門員更新研修の修了者向け調査（研修直後に実施） 

（4）各都道府県で介護支援専門員研修の講師・ファシリテーターを担う向け調査 

 （※上記の調査の詳細は日本介護支援専門員協会が発行している「平成 29 年度介護支援専

門員研修の効果に関する調査等事業報告書」を参照） 
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1.研修効果に関する調査・検証 

  新カリキュラムによる研修の効果を捉えるため、次の３つの視点から調査及び検証を行っ

た。その視点とは１）都道府県あるいは研修向上委員会による研修効果の把握・分析の実

施状況、２）研修実施機関及び講師・ファシリテーターが感じている効果、３）受講者が感

じている効果の３つである。以下、それぞれの視点に沿って、調査及び検証結果を示す。 

  

１）都道府県あるいは研修向上委員会による研修効果の把握・分析の実施状況 

都道府県調査の結果では、38 の都道府県の研修向上委員会で実施した研修の検証や見直しが

行われていた。 

研修向上委員会による検証や見直しの視点についてみると、図表 52のとおり「研修修了評価

の手法や効果」が最も多く 21都道府県が実施しているとの回答があった。このほか回答が多か

ったものは「研修企画におけるシラバス、講義の組み立てと効果の分析」「研修講師及びファシ

リテーターの指導方法」「使用した資料・事例の評価及び改善点」であり、研修効果に関する把

握・検証を実施している地域が多いことが分かる。 

また、把握・検証の結果を受けて、具体的に修正変更を行った事項についてみると、「研修講

師及びファシリテーターの指導方法」「使用した資料・事例の評価及び改善点」が多くあげられ、

講師やファシリテーターの指導方法の改善が、多くの研修向上委員会で取り上げられているこ

とが伺える。 

研修向上委員会における検討で着目している点について設置主体別に見ると、都道府県が研

修向上委員会を設置している地域では研修課程間の連動性を取り上げている場合が多い傾向が

見られる一方、研修実施機関が研修向上委員会を設置している地域では研修事務や科目間の統

一した指導の視点についてという点が重視される傾向が見られる。 
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【図表 52】研修向上委員会設置主体別の研修向上委員会における実施研修の検証、評価の視点の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  このように、研修向上委員会での検討を中心に、講師・ファシリテーターの養成や支援に力点が

置かれている傾向が見られる一方、講師・ファシリテーターに対する調査結果を見ると、研修講師

やファシリテーターを担うことについて「研修プログラムを考えることに対しての負担感」を感じ

ている者が88.8％（「非常に負担」「かなり負担」「やや負担」の計、以下同じ）、「事前準備・資

料作りに対しての負担感」を感じている者が91.9％、「心理的な負担感」を感じている者が84.6％と

なっている。 

また、同調査で「研修向上委員会からサポート・支援を受ける体制、フィードバックを受ける仕組

みはありますか」という設問に対して「ない」と回答した者が16.2％、「分からない」と回答した者

が30.1％いる状況である。 

以上の結果を踏まえると、都道府県あるいは研修向上委員会において特に講師・ファシリテータ

ーの養成や支援に着目して、効果の把握や検証、見直しが行われている一方で、その取り組みが個々

の講師・ファシリテーターの負担感の軽減に結びついているかについては、今後更なる検証が必要

といえる。 
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全体

研修事務（告知・受付・終了確認等）の適正
研修講師及びファシリテーターの指導方法
使用した資料・事例の評価及び改善点
研修企画におけるシラバス、講義の組み立てと効果の分析
研修科目間の統一した指導の視点について
研修終了評価の手法や効果
受講者の負担軽減（移動や時間、費用等）
研修課程間の連動性
その他
無回答
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1.研修効果に関する調査・検証 

  新カリキュラムによる研修の効果を捉えるため、次の３つの視点から調査及び検証を行っ

た。その視点とは１）都道府県あるいは研修向上委員会による研修効果の把握・分析の実

施状況、２）研修実施機関及び講師・ファシリテーターが感じている効果、３）受講者が感

じている効果の３つである。以下、それぞれの視点に沿って、調査及び検証結果を示す。 

  

１）都道府県あるいは研修向上委員会による研修効果の把握・分析の実施状況 

都道府県調査の結果では、38 の都道府県の研修向上委員会で実施した研修の検証や見直しが

行われていた。 

研修向上委員会による検証や見直しの視点についてみると、図表 52のとおり「研修修了評価

の手法や効果」が最も多く 21都道府県が実施しているとの回答があった。このほか回答が多か

ったものは「研修企画におけるシラバス、講義の組み立てと効果の分析」「研修講師及びファシ

リテーターの指導方法」「使用した資料・事例の評価及び改善点」であり、研修効果に関する把

握・検証を実施している地域が多いことが分かる。 

また、把握・検証の結果を受けて、具体的に修正変更を行った事項についてみると、「研修講

師及びファシリテーターの指導方法」「使用した資料・事例の評価及び改善点」が多くあげられ、

講師やファシリテーターの指導方法の改善が、多くの研修向上委員会で取り上げられているこ

とが伺える。 

研修向上委員会における検討で着目している点について設置主体別に見ると、都道府県が研

修向上委員会を設置している地域では研修課程間の連動性を取り上げている場合が多い傾向が

見られる一方、研修実施機関が研修向上委員会を設置している地域では研修事務や科目間の統

一した指導の視点についてという点が重視される傾向が見られる。 
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【図表 53】研修実施機関による受講者の理解度状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）研修実施機関及び講師・ファシリテーターが感じている効果 

研修の効果のうち、新カリキュラムに改められたことに伴う効果については、研修実施機関

及び講師・ファシリテーターを対象とする調査を通じて把握した。 

まず、研修実施機関の視点から、新カリキュラムで到達目標として掲げている事項について、

旧カリキュラムの受講者と比較して新カリキュラムの受講者が総じてできるようになったのか

そうでないのかを調査した結果、「できるようになった」「概ねできるようになった」を合わせ

ると80％～98％程度となり、研修実施機関が新カリキュラムの受講者に対し、高い評価をして

いる。ただし、10～15％超程度「できていない」という評価もあり、これは決して少ない数字で

はない。課程別にみると、主任更新以外の課目で「できていない」割合が一定数あることから、

新カリキュラム全体での効果は出ているものの、今後は評価が比較的低い項目の改善に向け、

更に検証が必要であり、講師の質や教材の活用、シラバス作成等の想定される課題を究明して

いくことが求められる。 
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【図表54】研修実施機関による受講者の理解度状況 

 

 
 

さらに研修実施機関に対して「ガイドラインが新しくなり良かったこと、新しい研修体系の効果、

今後、有効に機能していくと思われる点」について、自由記載で回答を求めたところ、以下のような

回答が見られた。これは受講者に伝える研修内容や実施方法に関する効果だけでなく、講師や研修

に関わる関係者どうしの意見交換が触発されたり、ＰＤＣＡの推進に必要な検討の視点を獲得した

りといった波及的な効果が現われているといえる。 

・講義･演習一体型であるため、一方的な講義でなく、受講者自らが考え、受講者同士での意見交

換の時間が多く、実践的な内容となったこと 
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「事業所内や地域の介護支援専門員に対する人材育成の

方法等」について、理解できるようになった

「地域包括ケアシステムの構築に向けた地域づくりの実

践、地域ケア会議等を通じた地域課題の把握・解決な

ど」について理解できるようになった

「事業所内や地域の介護支援専門員に対する人材育成の

方法等」について、理解できるようになった

「地域包括ケアシステムの構築に向けた地域づくりの実

践、地域ケア会議等を通じた地域課題の把握・解決な

ど」について理解できるようになった

「直近の介護保険制度等を理解するとともに地域包括ケ

アシステムの中で医療との連携を初めとする多職種協働

を図りながら行うケアマネジメント」について、理解…

「各疾患別の事例におけるアセスメント、課題分析の視

点、居宅サービス計画の作成、サービス担当者会議にお

ける情報共有にあたっての留意点及びモニタリングで…

「居宅と施設の受講者双方が相互に抱える課題等を理解

するとともに、個々の事例の一般化」について、理解で

きるようになった

「適切なアセスメントを行う際の留意点や居宅サービス

計画等の作成における留意点を理解、再確認するととも

に、根拠となる各種統計データを活用し、別の類似の…

「ケアマネジメント実践する上で必要な疾病や医療との

連携、多職種協働の必要性・重要性」について、理解で

きるようになった

１つの事例について様々な状況等を勘案した、実践しう

る複数の対応策（居宅サービス計画の作成）が検討でき

るよう必要な知識・技術」について理解できるように…

「自立支援のサービスを提供するためのケアプランを作

成するために必要とされる情報収集と分析（アセスメン

ト）」について、理解できるようになった

「疾患別のケアマネジメント」について理解できるよう

になった
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【図表 53】研修実施機関による受講者の理解度状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）研修実施機関及び講師・ファシリテーターが感じている効果 

研修の効果のうち、新カリキュラムに改められたことに伴う効果については、研修実施機関

及び講師・ファシリテーターを対象とする調査を通じて把握した。 

まず、研修実施機関の視点から、新カリキュラムで到達目標として掲げている事項について、

旧カリキュラムの受講者と比較して新カリキュラムの受講者が総じてできるようになったのか

そうでないのかを調査した結果、「できるようになった」「概ねできるようになった」を合わせ

ると80％～98％程度となり、研修実施機関が新カリキュラムの受講者に対し、高い評価をして

いる。ただし、10～15％超程度「できていない」という評価もあり、これは決して少ない数字で

はない。課程別にみると、主任更新以外の課目で「できていない」割合が一定数あることから、

新カリキュラム全体での効果は出ているものの、今後は評価が比較的低い項目の改善に向け、

更に検証が必要であり、講師の質や教材の活用、シラバス作成等の想定される課題を究明して

いくことが求められる。 
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・主任介護支援専門員に求められる役割、地域課題を把握する視点を一貫して伝えており、一

定程度の理解は深まったように感じる 

・県内の関係者が一堂に会し、研修のあり方、実施方法等を見直すきっかけとなった 

・演習が増えたことにより、参加することによる役割の自覚、自分のスキルの自己覚知の機会

となっている 

・地域包括ケア推進における介護支援専門員の役割理解が進む。ＯＪＴ環境の充実。地域包括

支援センターの主任介護支援専門員の意識の変化 

・修得目標ができ、焦点が絞られている。受講者に伝える内容が明確。 

 

３）受講者が感じている効果 

実務に携わる者を対象とした研修では、研修受講者が自ら研修受講の効果を実感し、それを日々

の実践に反映できるようになることが重要である。また、こうした研修効果が現われるためのプ

ロセスとして、研修に対して積極的に取り組むといった受講者の態度の変化も重要である。 

まず、受講者の受講態度の変化について講師・ファシリテーターを対象とした調査結果（（一

社）日本介護支援専門員協会が実施した調査の結果）を見ると、「平成27年度以前と平成29年度

の受講者の受講姿勢、態度に変化がありましたか」という設問に対し、「感じられた」割合が約

65.5％であり、さらにその変化も90％以上が良くなったと回答している。 

 

 

【図表55】講師、ファシリテーターから見た平成27年度以前と平成29年度の受講者の受講姿勢、

態度に変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表56】上記の「感じられた」者が回答した受講者の変化の内容 
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次に受講者自身が感じた研修効果について、実務研修、専門研修課程Ⅰ、専門研修課程Ⅱ、主

任介護支援専門員研修、主任介護支援専門員更新研修の修了者に対する調査結果を見ると以下

の通りである。 

実務研修、専門研修課程Ⅰ、専門研修課程Ⅱ、主任介護支援専門員更新研修に関する調査は、

平成27年度の同じ課程の研修記録シートの集計結果との対比を行っている。（※ただし主任介

護支援専門員更新研修のみ未実施のため、専門研修課程Ⅱの研修記録シート集計と対比）また

主任介護支援専門員研修は科目ごとの理解度を質問してその回答を得ている。 

実務研修、専門研修課程Ⅱ、主任介護支援専門員更新研修は、旧カリキュラムよりも効果が

上がっており、主任介護支援専門員研修も効果が大きく現われている。一方、専門研修課程Ⅰ

は旧カリキュラム時より低下している。この理由について、本事業におけるワーキンググルー

プ等の議論では、新カリキュラムにおける専門研修課程Ⅰは、旧カリキュラムを大幅に見直し、

初任段階における現場での実践を振り返り、より多様な提案をできるようになるための演習を

重視したカリキュラムとしたことも影響している可能性も指摘された。つまり、初任者の段階

で知識は得ても「できるか」という実践レベルについては自信が持てていないことが、新カリ

キュラムになったことによってより自覚せざるを得なくなったのではないかということである。

この点については、今後、研修の実施手法と併せて引き続き把握と検証が必要である。 

 

【図表57】 新旧カリキュラムに関する実務研修修了者の自己評価の対比 
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・主任介護支援専門員に求められる役割、地域課題を把握する視点を一貫して伝えており、一

定程度の理解は深まったように感じる 

・県内の関係者が一堂に会し、研修のあり方、実施方法等を見直すきっかけとなった 

・演習が増えたことにより、参加することによる役割の自覚、自分のスキルの自己覚知の機会

となっている 

・地域包括ケア推進における介護支援専門員の役割理解が進む。ＯＪＴ環境の充実。地域包括

支援センターの主任介護支援専門員の意識の変化 

・修得目標ができ、焦点が絞られている。受講者に伝える内容が明確。 

 

３）受講者が感じている効果 

実務に携わる者を対象とした研修では、研修受講者が自ら研修受講の効果を実感し、それを日々
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【図表55】講師、ファシリテーターから見た平成27年度以前と平成29年度の受講者の受講姿勢、

態度に変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表56】上記の「感じられた」者が回答した受講者の変化の内容 
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【図表58】新旧カリキュラムに関する専門研修課程Ⅰ修了者の自己評価の対比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表59】新旧カリキュラムに関する専門研修課程Ⅱ修了者の自己評価の対比 

 
 

 

 

 

 

91.3%

95.1%

75.3%

84.8%

77.2%

85.7%

70.9%

87.9%

57.6%

62.9%

59.1%

88.7%

82.3%

57.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２７年度 平成２９年度

施設における職種間の連携方法を理解
し、多職種協働で行うことができる 
 
施設外の資源の活用と連携方法を学
び、施設サービス計画に導入できる 
 
施設サービス計画と介護や栄養など各
部門における個別援助計画との違いを
理解し、それぞれの関連性を明確にで
きる 
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いる課題を抽出し、解決方法を検討で
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地域包括ケアシステムにおける介護支
援専門員の役割を理解し、基盤 強化
の必要性を説明できる
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【図表60】新旧カリキュラムに関する主任介護支援専門員研修修了者の自己評価の対比 

 
 

 

【図表61】新旧カリキュラムに関する主任介護支援専門員更新研修修了者の自己評価の対比 
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【図表58】新旧カリキュラムに関する専門研修課程Ⅰ修了者の自己評価の対比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表59】新旧カリキュラムに関する専門研修課程Ⅱ修了者の自己評価の対比 
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実務研修の実習については、事業所の管理者及び研修修了者ともに高い評価を得ている。特に

「業務指導する上で最も良い学習となったことは何か」という設問に対しては、「アセスメント学

習」という回答が多く、新カリキュラムにおいて、実習受け入れ機関の実習指導担当者が、しっか

りと実習内容の企画を行うようにしたことの効果が現われているといえる。 

一方で、後述するように、実習受け入れ機関の確保の難しさ、及び実習受け入れの負担が大きい

ことが課題となっている。したがって、実習については、新カリキュラムの効果を維持しつつ、実

習受け入れ機関及び実習指導者の負担が軽減されるような運用方法の検討・改善を積み重ねていく

こと必要がある。 

 

 

【図表62】実務研修における実習に対する管理者及び修了者の評価 
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実務研修修了者
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非常に良かった 概ね良かった あまり良くなかった 全く良くなかった
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2.ＰＤＣＡサイクルの構築に関する調査・検証 

１）研修向上委員会の設置・運営 

研修向上委員会は今回の調査で「設置している」と回答した都道府県が 40 あり、「設置して

いない」と回答した都道府県もヒアリング調査でほぼ設置または設置予定又は検討中の状況

である。 

 

（1）現在、設置している都道府県の中で図表 12にあるように 22.5％の都道府県が実施要綱等

（運営マニュアルなども含む）を作成していない状況であり、設置別では都道府県が設置し

ている場合の方が多くなっている。 

 
【図表63】研修向上委員会設置主体別の研修向上委員会における実施要綱等の取り決めの作成

状況 

上段度数 

下段 ％ 

研修向上委員会の実施要綱等（運営マニュアルなども含む）の

取り決めを作成されているか 

全体 作成している 
作成していな

い 
無回答 

研修向上委員会

の設置タイプ 

全体 40 

100％ 

31 

77.5％ 

9 

22.5％ 

0 

0％ 

都道府県が設置 21 

100％ 

17 

81％ 

4 

19％ 

0 

0％ 

研修実施機関が設置 

（委託） 
19 

100％ 

14 

73.7％ 

5 

26.3％ 

0 

0％ 

設置なし 
0 

0％ 

0 

0％ 

0 

0％ 

0 

0％ 
 

（2）研修向上委員会における都道府県職員の参加は３２都道府県であるが、「都道府県にお

ける研修向上委員会の運営に対する評価を行っているか」とい質問に「実施している」と

回答したのは４都道府県にとどまっている。 

（3）研修向上委員会の開催頻度が平成 28 年度の調査では平均 4.09 回であったが、平成 29

年度は 2.9回と減少している。 

（4）研修向上委員会への都道府県職員の参加は32都道府県にとどまっており、都道府県の担当者

が、研修の企画・検討に参加したかという質問に対し、「全て参加した」というのは14都道府

県、「一部参加」が23都道府県という状況で、本事業における研修向上委員会等でも都道府県

の関与の促進を求める意見が出されている。 

（5）「研修向上委員会の実施状況あるいは運営評価についての国へ報告」の有無については

「実施している」という都道府県はなく、「国から報告内容を特に示されていないから」「国

から照会や請求がないから」という意見が多い。 
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実務研修の実習については、事業所の管理者及び研修修了者ともに高い評価を得ている。特に

「業務指導する上で最も良い学習となったことは何か」という設問に対しては、「アセスメント学

習」という回答が多く、新カリキュラムにおいて、実習受け入れ機関の実習指導担当者が、しっか

りと実習内容の企画を行うようにしたことの効果が現われているといえる。 

一方で、後述するように、実習受け入れ機関の確保の難しさ、及び実習受け入れの負担が大きい

ことが課題となっている。したがって、実習については、新カリキュラムの効果を維持しつつ、実

習受け入れ機関及び実習指導者の負担が軽減されるような運用方法の検討・改善を積み重ねていく

こと必要がある。 

 

 

【図表62】実務研修における実習に対する管理者及び修了者の評価 
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（6）都道府県に対して行った「研修向上委員会は実施した研修の検証、見直しを行っているか」

という質問にでは、図表13のとおり、「検討している」と回答した都道府県が80.9％にのぼり、

平成28年度の59.0％から大きく伸びている。 

 

【図表64】研修向上委員会での実施した研修の検証、見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）ガイドラインに沿った実施 

  研修ガイドラインは介護支援専門員研修における研修の具体的な展開方法、各科目の展開

方法が記載さ れている。今回の調査で各都道府県に対して「研修ガイドラインに沿った形

で研修を実施しているか」という質問を行ったところ「ガイドラインに沿っている」と回答

したのが 27 都道府県、「ガイドラインにほぼ沿っている」が 19 都道府県、「都道府県独自で

実施している」と回答したのが１県であり、ほぼガイドラインが普及していると言える。し

かし「ガイドラインにほぼ沿っている」と回答した都道府県に対して沿っていない部分を調

査すると、介護支援専門員研修全課程において「講義・演習の展開例」という回答が 70％以

上あった。 

また、「講義・演習の展開例」についてどのような変更が行われたかを調査すると、実務研修・

専門研修課程Ⅰ及び専門研修課程Ⅱは「時間変更」と回答した都道府県が 90％を超えていた。一

方で主任介護支援専門員研修及び主任介護支援専門員更新研修では「時間変更」も一定数あるも

のの、70％前後の比率で「演習内容を変更した」と回答が上回っている。 

 

（1）コースデザイン担当者とシラバス 

委員会やワーキンググループの議論で、ガイドラインを活用した平準化を促進させるために有

効であるという意見が出されたのが、研修のコースデザイン担当者の設置とシラバス作成につい

てであった。そこで今回はこの点についても調査・検証を行い、以下の結果が導きだされた。 

①コースデザイン 

（介護支援専門員研修全般において、各科目間や各研修課程間の連動性を調整し、齟齬が発生し

ないよう統括し、研修を計画的に運営する責任者） 

80.9%

59.0%

4.3%

33.3%

14.9%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29年度

28年度

①行っている ②行っていない 無回答
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コースデザイン担当者の設置状況は図表 14のとおり、半数以上の研修実施機関で設置されて

いるが 40％程度は未設置である。 

コースデザイン担当者になるのは研修向上委員会の委員が最も多く 44.2％、次いで研修実施

機関職員の 26.2％、都道府県担当部局の職員が 17.3％と 3番目に多い。 

 

 

【図表65】各研修課程におけるコースデザイン担当者の配置 

 

 

②シラバス、または演習の展開例の作成 

 図表52では研修向上委員会でシラバス（講義の組み立てを含む）について検討している都道府県

が半数以上みられる。研修実施機関でシラバスまたは演習の展開例を作成している状況は図表66の

とおりであり、各課程別で50％以上が何らかの形で作成している。しかし、作成していない研修実

施機関も16％から26％あり、本事業における研修向上委員会において、「研修向上委員会が主導し

てシラバスを作成するよう推進する必要があるのではないか。」「コースデザイン担当者の配置や

シラバス作成は、平準化とともに内容の研修の継続性を確保することにもなるので重要である。」

という意見が出された。 

 また、シラバスや演習の展開例を作成しているのは、研修実施機関から依頼された講師が最

も多く平均値で 40％、次いで研修実施機関が平均値 33.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

59.6%

58.7%

54.3%

55.8%

54.0%

52.1%

8.5%

8.7%

4.3%

7.7%

8.0%

4.2%

31.9%

32.6%

41.3%

36.5%

38.0%

43.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主任更新

主任

再研修

専門Ⅱ

専門Ⅰ

実務研修

①設置している ②現時点ではいないが、設置予定

③設置していない（予定もなし） 無回答
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（6）都道府県に対して行った「研修向上委員会は実施した研修の検証、見直しを行っているか」

という質問にでは、図表13のとおり、「検討している」と回答した都道府県が80.9％にのぼり、

平成28年度の59.0％から大きく伸びている。 

 

【図表64】研修向上委員会での実施した研修の検証、見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）ガイドラインに沿った実施 

  研修ガイドラインは介護支援専門員研修における研修の具体的な展開方法、各科目の展開

方法が記載さ れている。今回の調査で各都道府県に対して「研修ガイドラインに沿った形

で研修を実施しているか」という質問を行ったところ「ガイドラインに沿っている」と回答

したのが 27 都道府県、「ガイドラインにほぼ沿っている」が 19 都道府県、「都道府県独自で

実施している」と回答したのが１県であり、ほぼガイドラインが普及していると言える。し

かし「ガイドラインにほぼ沿っている」と回答した都道府県に対して沿っていない部分を調

査すると、介護支援専門員研修全課程において「講義・演習の展開例」という回答が 70％以

上あった。 

また、「講義・演習の展開例」についてどのような変更が行われたかを調査すると、実務研修・

専門研修課程Ⅰ及び専門研修課程Ⅱは「時間変更」と回答した都道府県が 90％を超えていた。一

方で主任介護支援専門員研修及び主任介護支援専門員更新研修では「時間変更」も一定数あるも

のの、70％前後の比率で「演習内容を変更した」と回答が上回っている。 

 

（1）コースデザイン担当者とシラバス 

委員会やワーキンググループの議論で、ガイドラインを活用した平準化を促進させるために有

効であるという意見が出されたのが、研修のコースデザイン担当者の設置とシラバス作成につい

てであった。そこで今回はこの点についても調査・検証を行い、以下の結果が導きだされた。 

①コースデザイン 

（介護支援専門員研修全般において、各科目間や各研修課程間の連動性を調整し、齟齬が発生し

ないよう統括し、研修を計画的に運営する責任者） 
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4.3%

33.3%

14.9%

7.7%
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29年度
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①行っている ②行っていない 無回答
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【図表66】各研修課程におけるシラバス・演習の展開例等の作成状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表67】各研修課程におけるシラバス・演習の展開例等の作成状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）教材 

主要教材の決定機関については、研修実施機関が 45.8％と最も多く、次いで研修向上委員が

35.4％であった。また、副教材については、各課程で 80％以上の研修実施機関が使用している

と回答、ワークシートについては 90％以上の研修実施機関で使用している結果となった。 
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（3）実習の運用 

①実習受入事業所の状況 

都道府県の調査では全体の 75％が特定事業所加算を取得している居宅介護支援事業所であった。

しかし、特定事業所加算を取得していない事業所も 14.3％あった。 

②実習受入事業所への支援 

実習受入事業所への説明会はほとんどの研修実施機関が行っているが、「実施していない」「実施

する予定がない」という実施機関もあった。 

また実習指導における具体的な指導の内容について「研修会を開催した」「指針を共有した」「副

教材を配布した」等の対応が多かったが、「説明しなかった」という研修実施機関も少数あり、取

り組みに差があった。 

③実習受入事業所のマッチング 

実習受入については 66.7％が研修実施機関側で行っていた。その一方で、受講者自身で探すとい

う対応をした研修実施機関も 27.1％あった。 

④提出物の評価 

実習に関する提出物の評価方法として「面談して返却」「評価内容を配布」という方法で対応し

た研修実施機関が 27.7％あったが、「評価はしたが返却していない」が 27.7％、「特に提出物の評

価はしなかった」が 44.7％であり、実習の評価を受講者が確認できていない状況があった。 

 

３）講師・ファシリテーターの養成、支援状況 

 講師の育成については都道府県が主体となって「実施した」のは 17％で、「実施していな

い」が 40.4％、「実施予定はない」が 10.6％、「研修実施機関が実施」が 27.7％という状況で

ある。また研修実施機関の調査では「講師養成の取り組みを実施していない」「ファシリテー

ターの養成の取り組みを実施していない」という回答したのが共に 35.4％あった。 

 講師支援という視点からは、図表 17で示す通り、担当課目修了後の結果報告を「研修実施

機関から受けていた」が多いが、「受けていない」という回答した者も 35.3％いる。また担当

課目終了後も助言やアドバイスを「受けた事が無い」という回答が 41.9％であり、最も多く助

言やサポートをしているのは「先輩講師」で 36.8％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

201

  

 

 

【図表66】各研修課程におけるシラバス・演習の展開例等の作成状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表67】各研修課程におけるシラバス・演習の展開例等の作成状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）教材 

主要教材の決定機関については、研修実施機関が 45.8％と最も多く、次いで研修向上委員が

35.4％であった。また、副教材については、各課程で 80％以上の研修実施機関が使用している

と回答、ワークシートについては 90％以上の研修実施機関で使用している結果となった。 
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【図表68】担当課目終了後の修了評価の結果報告をどこから受けたか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表69】担当課目終了後に講義や指導について助言・アドバイスを受けた相手 

 
 

 

４）研修記録シートの活用 

 受講者の評価方法としては研修記録シートが最も多く使われており、研修実施機関への調査

結果において全課程平均して 79.1％となっている。しかしその活用状況は芳しくなく、集計し

ているのは 18の研修実施機関で、22 の研修実施機関は集計していない。 

 また研修記録シートを集計していない、活用しなかった理由としては「受講者の自己評価が

目的であるから」「集計に係る手間が多すぎる」「評価基準が明確ではない」「別にアンケートを

実施している」等の意見が研修実施機関から出されている。 

ちなみに研修記録シートに次いで多かったのはテストで 30.2％であった。 
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Ⅱ.ＰＤＣＡサイクルの展開の適正化に向けて 

１．研修の継続的改善のあり方 

１）介護支援専門員研修（法定研修）におけるＰＤＣＡサイクルの意義 

介護支援専門員研修（法定研修）は実務者（または実務につく予定の者）を対象とした研修であ

り、その研修内容はケアマネジメントを様々な利用者や状況において、適切に展開できるための知

識や技術を習得または向上させる事を目的として行われるべきものである。そして、社会や制度が

変革する中で、ケアマネジメントや介護支援専門員のあり方そのものが問われ続けている中におい

ては、介護支援専門員研修の企画立案から実施を通して、その効果を把握し、課題を検証したうえ

で改善に向けた方策を検討するという継続的取り組みを行うべきであり、そこに介護支援専門員研

修においてＰＤＣＡサイクルを求められる理由がある。 

ＰＤＣＡサイクルにおいては、使用教材の適否や講師の確保及び育成、研修効果の検証など、実

施した研修を適宜検証し、その中で出てきた課題の改善に取り組むことが求められる。特に，介護

支援専門員研修（法定研修）の目的がケアマネジメント実践者の質を高めることであるならば、研

修の効果は「ケアマネジャーによるケアマネジメントの実践状況がどのように変わったか」の観点

で見る必要がある。また、研修の効果と課題をより具体的に把握するためにも、主観的・定性的な

データに加え客観的・定量的なデータを収集し、根拠ある改善のために必要な方策を検討すること

が重要である。 

現状では、ほとんどの都道府県で研修実施機関に研修を委託していることから、法定研修におけ

るＰＤＣＡサイクルを効果的に展開するためには、都道府県と研修実施機関が連携し、それぞれの

機能や役割を明確にして、その使命を円滑に遂行できる体制作りをすることが重要である。その体

制の構築のためには、都道府県や研修実施機関等で構成された研修向上委員会の効果的な設置と活

用が進み、実施研修の検証や評価方法、または講師支援等について協議すべきである。 

ただし、都道府県にそれぞれに研修実施機関との関係性や委託する内容に相違がある。その結果

として都道府県と研修実施機関との研修事業の役割分担全国一律とはいかない事情が出てくる。そ

のため研修向上委員会のあり方については、メンバー構成や規模、活動内容について都道府県ごと

に検討し適正に組織化すべきで、介護支援専門員研修を継続的に改善する仕組みが促進されるもの

である。 
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【図表68】担当課目終了後の修了評価の結果報告をどこから受けたか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表69】担当課目終了後に講義や指導について助言・アドバイスを受けた相手 

 
 

 

４）研修記録シートの活用 

 受講者の評価方法としては研修記録シートが最も多く使われており、研修実施機関への調査

結果において全課程平均して 79.1％となっている。しかしその活用状況は芳しくなく、集計し

ているのは 18の研修実施機関で、22の研修実施機関は集計していない。 

 また研修記録シートを集計していない、活用しなかった理由としては「受講者の自己評価が

目的であるから」「集計に係る手間が多すぎる」「評価基準が明確ではない」「別にアンケートを

実施している」等の意見が研修実施機関から出されている。 

ちなみに研修記録シートに次いで多かったのはテストで 30.2％であった。 
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２）研修の継続的な改善のために確認すべき事項 

研修の継続的な改善のために確認すべき事項を整理すると以下のようなものが挙げられる。 

＜研修の継続的な改善のために必要な主な機能＞ 

 実践現場におけるケアマネジメントで、介護支援専門員の知識や技術展開における課題（＝研

修課題） 

 研修内容の企画（プログラム編成・演習やグループ編成、講師やファシリテーターの選考等） 

 運営体制や事務局体制 

 各研修における受講資格や要件の設定 

 シラバスや教材の設計・作成及び使用方法 

 講師・ファシリテーターとなる人材の掘り起し、育成 

 講師・ファシリテーターに対する支援の状況 

 実習協力機関の掘り起し、指導、実習の受け入れ支援 

 研修実施結果や修了評価の収集・整理・分析 

 研修評価データの収集、分析 

 研修事業の振り返り・評価・改善方策の検討 

 関係者間での連絡調整 

これらの事項の確認を誰が担うかは地域の状況によって異なるため、都道府県にはこうした機能の

全体像を俯瞰したうえで、都道府県自らが中心となって関係機関や職能団体と連携した体制を効果

的に機能させることが必要である。 

また、各地域における状況は常に流動的であり状況も変化する。当然のこととして、これらの機能

の分担のあり方もその変化に応じて見直すことも必要である。そのためにはその変化を把握する体

制を構築し、その変化に適応する最適な対応ができるように、都道府県と研修実施機関及び職能団

体等の関係団体間での情報交換や協議環境が促進されていくことが求められる。 
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２.ＰＤＣＡサイクルの構築・推進に向け期待される役割 

１）都道府県 

介護支援専門員研修は都道府県が主体となって実施する事業であり、実務者である介護支援専門

員を対象とした研修の質を維持・向上することが、都道府県の重要な役割である。 

その役割を果たすため、都道府県は研修のＰＤＣＡサイクルを率先して展開するために関与してい

く事が重要である。 

その関与のあり方は、地域の実情により多様であると推測されるが、研修事業全体の評価や、研

修を支える講師やファシリテーター等の確保については、都道府県が率先して関与すべき事項であ

る。ただし、ケアマネジメントの質を高めていくためには、法定研修の改善だけでは十分ではな

い。都道府県は事業所でのＯＪＴや継続研修、法定外研修も含めた支援も介護支援専門員の資質向

上のうえでは必要であり、法定研修と事業所でのＯＪＴや法定外研修との連動においても、事業所

や職能団体と協働して取り組むべきである。 

こうした取り組みや課題の検討については、専門的知見をもつ人材の確保や、調査・検討及

び研修企画への反映等を行う体制の確保を含め、都道府県がリーダーシップを発揮することは

重要であるが、他都道府県のみ単独で全てを行うことは現実的ではない。したがって、研修実

施機関等との連携が必要であり、さらに、専門的知見の導入や事業、研修効果等の評価に客観

性を担保したりするためには、研修向上委員会を設置し、研修の見直しや改善策の検討を運営

や指導方法など多面的な視点で検討できる体制を構築するべきである。 

さらに都道府県単体で解決できない課題については、国に対して課題の提起や改善に向けた協

議を行うなどパイプ役として意見の聞き取りだけでなく、パイプ役としての役割も重要である。 

 

２）国 

法定研修の事業はあくまでも都道府県の自治事務であるため、国は都道府県を支援し、技術的助

言を行う立場である。その中で重視すべき事は、ＰＤＣＡサイクルを展開させて研修の質が一定以

上に担保されることである。これは都道府県内のみの課題ではなく、都道府県間でも重視されるこ

とである。その調整を行う事は国の重要な役割と言える。 

また、いかに講師やファシリテーターを確保し育成していくか、また遅刻・欠席等の取扱をどう

扱うかなど全都道府県共通の課題として検証が必要な事項もある。 

そのために国は、都道府県ごとの取り組みの情報を、全都道府県で共有できるように、これま

でも実態調査等を通じて情報を集約し、全国会議や報告書のような形で情報共有する機会を設

けるといった取り組みを実施してきた。 
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２）研修の継続的な改善のために確認すべき事項 

研修の継続的な改善のために確認すべき事項を整理すると以下のようなものが挙げられる。 

＜研修の継続的な改善のために必要な主な機能＞ 

 実践現場におけるケアマネジメントで、介護支援専門員の知識や技術展開における課題（＝研

修課題） 

 研修内容の企画（プログラム編成・演習やグループ編成、講師やファシリテーターの選考等） 

 運営体制や事務局体制 

 各研修における受講資格や要件の設定 

 シラバスや教材の設計・作成及び使用方法 

 講師・ファシリテーターとなる人材の掘り起し、育成 

 講師・ファシリテーターに対する支援の状況 

 実習協力機関の掘り起し、指導、実習の受け入れ支援 

 研修実施結果や修了評価の収集・整理・分析 

 研修評価データの収集、分析 

 研修事業の振り返り・評価・改善方策の検討 

 関係者間での連絡調整 

これらの事項の確認を誰が担うかは地域の状況によって異なるため、都道府県にはこうした機能の

全体像を俯瞰したうえで、都道府県自らが中心となって関係機関や職能団体と連携した体制を効果

的に機能させることが必要である。 

また、各地域における状況は常に流動的であり状況も変化する。当然のこととして、これらの機能

の分担のあり方もその変化に応じて見直すことも必要である。そのためにはその変化を把握する体

制を構築し、その変化に適応する最適な対応ができるように、都道府県と研修実施機関及び職能団

体等の関係団体間での情報交換や協議環境が促進されていくことが求められる。 
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今後も、各地域において研修の継続的な改善に向けたＰＤＣＡサイクルを推進する中におい

て、要綱やガイドラインの見直し等は、国が取り組むべき課題として検討することが必要と考え

られる。 

 

３）研修実施機関 

法定研修の実施機関は、研修を運営する重要な役割を担っている。しかしその役割は前述の

とおり都道府県との関係性や委託内容や研修実施機関の規模に応じて多様であることも事実で

ある。 

しかし研修実施機関は、どの都道府県においても研修を行う当事者として研修の運営や質の

確保に関する課題を最も把握し得る立場であり、その課題を都道府県や国に届ける重要な役割

を担っている。 

 そのために研修実施機関は漫然と事業を遂行するのではなく、常に主導的に研修事業全般に

おいて質の向上を目指し、講師やファシリテーターの育成やシラバスやテキスト等の教材の作

成、研修運営全般について随時評価を行い、その結果とその改善策を都道府県に伝えていくと

いう重要な役割を担っている。 

 

４）職能団体 

介護支援専門員の職能団体は、研修受講の当事者である介護支援専門員の組織として、法定

研修の質の向上について常に提言を行い必要な改善を求めるなど、介護支援専門員の質の向上

に向けて真摯に取り組む事が重要である。 

また法定研修の講師やファシリテーターの多くが介護支援専門員の有資格者である事から

も、質の高い講師やファシリテーターの育成に関与する事も求められている。 

そのためには職能団体の全国組織が介護支援専門員の研修のあり方について、常に情報収集を

行い、各都道府県支部と連携し国・都道府県・研修実施機関に対して情報提供や改善策の提

案を行い、研修の質の向上に尽力することはＰＤＣＡサイクルの展開を促進させる大切な役割

である。 

 

 

 

 

 

206206 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

207

  

 

 

今後も、各地域において研修の継続的な改善に向けたＰＤＣＡサイクルを推進する中におい

て、要綱やガイドラインの見直し等は、国が取り組むべき課題として検討することが必要と考え

られる。 

 

３）研修実施機関 

法定研修の実施機関は、研修を運営する重要な役割を担っている。しかしその役割は前述の

とおり都道府県との関係性や委託内容や研修実施機関の規模に応じて多様であることも事実で

ある。 

しかし研修実施機関は、どの都道府県においても研修を行う当事者として研修の運営や質の

確保に関する課題を最も把握し得る立場であり、その課題を都道府県や国に届ける重要な役割

を担っている。 

 そのために研修実施機関は漫然と事業を遂行するのではなく、常に主導的に研修事業全般に

おいて質の向上を目指し、講師やファシリテーターの育成やシラバスやテキスト等の教材の作

成、研修運営全般について随時評価を行い、その結果とその改善策を都道府県に伝えていくと

いう重要な役割を担っている。 

 

４）職能団体 

介護支援専門員の職能団体は、研修受講の当事者である介護支援専門員の組織として、法定

研修の質の向上について常に提言を行い必要な改善を求めるなど、介護支援専門員の質の向上

に向けて真摯に取り組む事が重要である。 

また法定研修の講師やファシリテーターの多くが介護支援専門員の有資格者である事から

も、質の高い講師やファシリテーターの育成に関与する事も求められている。 

そのためには職能団体の全国組織が介護支援専門員の研修のあり方について、常に情報収集を

行い、各都道府県支部と連携し国・都道府県・研修実施機関に対して情報提供や改善策の提

案を行い、研修の質の向上に尽力することはＰＤＣＡサイクルの展開を促進させる大切な役割

である。 

 

 

 

 

 

206



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

208



1．調査の目的

2．調査対象

3．調査方法

（1）調査票の構成
1）回答方法
２）都道府県向け調査票

（2）調査票の記入
選択肢の解釈については、各実施機関の実態が実質的に選択肢に相当するかをご判断いただき、

最もふさわしい選択肢を選び、選択肢の左脇のセル（□部分）に「１」を入力してください。

※本調査票における研修向上委員会とは

4．回答期限と返送先

回答期限：平成29年12月18日（月）必着
返送先：　jigyouka@jcma.or.jp 日本介護支援専門員協会　事務局宛て

5．その他

（１）電子データ（WORD、PDF、EXCEL等）のご提出について

（２）調査結果の公表について

●お問い合わせ

本調査の結果については平成30年２月開催予定の「全国介護支援専門員研修向上会議」や３月末発行
予定の本事業の報告書内で公表予定です（自由記述式部分については回答都道府県名を特定できな
いようにします）。

一般社団法人 日本介護支援専門員協会　事務局　吉田洋子・口野沙和　　E-mail：jigyouka@jcma.or.jp

〒101-0052 東京都千代田区神田小川町1-11　金子ビル2階　　ＴＥＬ：03-3518-0777　　ＦＡＸ：03-3518-0778

平成29年度介護支援専門員研修改善に係る調査等事業

介護支援専門員の研修実施体制に関するアンケート調査の
内容と回答方法等について

　本調査は、新カリキュラムに基づく研修制度のより適切な運営を支援のため、各都道府県における研修の実
態や課題を調査し、改善点等を検証したうえで、改善策の伝達や意見交換などの場を提供すると共に、これら
の意見等を都道府県へフィードバックする一連の流れを含めた研修実施におけるPDCAサイクルを構築するた
めに必要な調査を行うことを目的としています。
　つきましては、分量が多く大変恐縮ですが、下記の要領に沿ってご回答をお願いいたします。

※本調査の結果については平成30年２月開催予定の「全国介護支援専門員研修向上会議」や３月末発行予定の本事業の報告書内
で公表予定です（自由記述式部分については回答都道府県名を特定できないようにします）。

　本調査は、①都道府県、②介護支援専門員研修実施機関を対象に実施するものです。
　本調査表は①都道府県へ配布しています（②は介護支援専門員研修実施機関向けに別の調査票をお送りし
ています）

「研修向上委員会」は、「①ガイドラインを参考とした研修の実施　②研修企画への参画　③事業評価　④
次回以降の研修（事業委託内容）に反映させる」ための会議体で、名称は異なっても①～④に類すること
を一部またはすべてを実施している委員会を指します（介護支援専門員ガイドライン８ページ参照）

アンケートの設問で電子データ（WORD、PDF、EXCEL等）のご提出をお願いしている項目があります。
お手数をおかけいたしますが、メールに添付しお送りくださいますよう、お願い申し上げます。
（メールでの送付が難しい場合、着払いにて下記事務局までお送りください）

※なお、ご提供いただいた電子データ類は平成30年２月開催予定の「全国介護支援専門員研修向上会
議」で、参加者に閲覧もしくは配布する可能性があります。閲覧（配布）可能なものをご提供ください。
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平成29年度介護支援専門員研修改善事業

※貴都道府県内の状況についてご回答ください。

（1）都道府県名

（２）ご回答者様
担当部署 お名前 ご連絡先電話番号

様

※回答内容に関するお問い合わせ先

平成29年度法定研修について下記の項目をご回答ください
（Ⅰ）　介護支援専門員の状況について
問1　介護支援専門員の登録者数についてご回答ください

問2　現任者数（介護支援専門員として従事している方）についてご回答ください

問2-1　各研修の平成29年度の受講（予定）者数、平成30年度の受講見込み者数についてご回答ください

① 名 名

② 名 名

③ 名 名

④ 名 名

⑤ 名 名

⑥ 名 名

⑦ 名 名

⑧ 名 名

問3　平成29年度の主任介護支援専門員の登録者数（修了予定者含）数についてご回答ください

（Ⅱ）居宅介護支援事業所の状況について
問4　（平成28年度末の）居宅介護支援事業所数をご回答ください

問4-1　（平成28年度末の）特定事業所加算を取得している事業所数をご回答ください

介護支援専門員の研修実施体制に関するアンケート　都道府県向け調査票

都道
府県

平成30年度の受講見込者数

実務研修

名

名

研修名 平成29年度受講（予定）者数

専門研修課程Ⅰ

専門研修課程Ⅱ

再研修

更新研修（実務未経験者）

①
名

② 内、主任更新研修受講修了者数

更新研修（実務経験者）

主任介護支援専門員研修

名

所

所

主任介護支援専門員更新研修
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平成29年度介護支援専門員研修改善事業

（Ⅲ）　平成28年度の実務研修の実習の受入事業所について

□ 所

□ 所

□ 所

□ 所

□

□

（Ⅳ）　研修ガイドラインの活用について
問6　研修ガイドラインに沿った形で研修を実施しているかご回答ください（１つ選択）

□

□

□

問6-1　問6で、②（ガイドラインにほぼ沿っている）③（都道府県独自で実施している）を選択した方のみご回答ください

研修ガイドラインに沿っていない部分についてご回答ください（複数選択可）

□ □ □ □ □

□ □ □ □ □

□ □ □ □ □

□ □ □ □ □

□ □ □ □ □

□ □ □ □ □

□ □ □ □ □

□ □ □ □ □

問6-2　問6で、②（ガイドラインにほぼ沿っている）③（都道府県独自で実施している）を選択した方のみご回答ください

研修ガイドラインに沿っていない理由があれば、具体的にご記入ください

問6-3　講義演習の展開例について、研修ガイドラインとの変更箇所など、該当するものをご回答ください
（複数回答可）

□ □ □ □ □

□ □ □ □ □

□ □ □ □ □

②特定事業所加算Ⅱ

①特定事業所加算Ⅰ

③特定事業所加算Ⅲ

④居宅介護支援事業所（特定事業所の算定なし）

問5　実務研修の実習の受入をしている事業所数をご回答ください

所

問5-1　問5（実習の受入をしている事業所数）の内訳をご回答ください

主任介護支援専門員研修 主任介護支援専門員更新研修

①修了評価の実施 ①修了評価の実施 ①修了評価の実施 ①修了評価の実施 ①修了評価の実施

⑤事業所総数しか把握していない

⑥内訳は把握していない

①ガイドラインに沿っている

②ガイドラインにほぼ沿っている

③都道府県独自で実施している

実務研修 専門研修課程Ⅰ 研修専門課程Ⅱ

②研修記録シートの実施 ②研修記録シートの実施 ②研修記録シートの実施 ②研修記録シートの実施 ②研修記録シートの実施

③研修手法の特徴と留意点 ③研修手法の特徴と留意点 ③研修手法の特徴と留意点 ③研修手法の特徴と留意点 ③研修手法の特徴と留意点

④各科目の修得目標 ④各科目の修得目標 ④各科目の修得目標 ④各科目の修得目標 ④各科目の修得目標

⑤各科目の内容 ⑤各科目の内容 ⑤各科目の内容 ⑤各科目の内容 ⑤各科目の内容

⑧把握していない ⑧把握していない ⑧把握していない ⑧把握していない ⑧把握していない

⑥各科目のポイント ⑥各科目のポイント ⑥各科目のポイント ⑥各科目のポイント ⑥各科目のポイント

⑦講義・演習の展開例 ⑦講義・演習の展開例 ⑦講義・演習の展開例 ⑦講義・演習の展開例 ⑦講義・演習の展開例

実務研修 専門研修課程Ⅰ 研修専門課程Ⅱ 主任介護支援専門員研修 主任介護支援専門員更新研修

①展開例通りすべて行った ①展開例通りすべて行った ①展開例通りすべて行った ①展開例通りすべて行った ①展開例通りすべて行った

②展開例を一部変更した ②展開例を一部変更した ②展開例を一部変更した ②展開例を一部変更した ②展開例を一部変更した

③展開例すべてを変更した ③展開例すべてを変更した ③展開例すべてを変更した ③展開例すべてを変更した ③展開例すべてを変更した
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平成29年度介護支援専門員研修改善事業

問6-4　問6-1で「⑦講義・演習の展開例」を選択した場合、該当するものをご回答ください（複数回答可）

□ □ □ □ □

□ □ □ □ □

問6-5　ガイドラインに沿って研修を実施する上で課題があれば具体的にお書きください

問７　7つの事例の演習に対して提出される事例について、該当するものをご回答ください（複数回答可）

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

（Ⅴ）　研修向上委員会について
問8　研修向上委員会の設置の有無についてご回答ください（１つ選択）

□ □

問8-1　問8で①（設置あり）を選択した方のみご回答ください

□ □ □

問8-2　問8で①（設置あり）を選択した方のみご回答ください　

□ □

問9　研修向上委員会の委員構成についてご回答ください（複数回答可）

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□

□

実務研修 専門研修課程Ⅰ 研修専門課程Ⅱ 主任介護支援専門員研修 主任介護支援専門員更新研修

①講義演習時間を変更した ①講義演習時間を変更した ①講義演習時間を変更した ①講義演習時間を変更した ①講義演習時間を変更した

専門研修課程Ⅰ 専門研修課程Ⅱ 主任介護支援専門員更新研修

①書式を指定している ①書式を指定している ①書式を指定している

②演習内容を変更した ②演習内容を変更した ②演習内容を変更した ②演習内容を変更した ②演習内容を変更した

④１つの事例で複数の科目に
該当する場合は同じ事例の使
用を認めている

④１つの事例で複数の科目に
該当する場合は同じ事例の使
用を認めている

④１つの事例で複数の科目に
該当する場合は同じ事例の使
用を認めている

②設置なし①設置あり

②ケアマネジメントを実践する
上で苦労した事例を選定する
よう指定している

②ケアマネジメントを実践する
上で苦労した事例を選定する
よう指定している

②ケアマネジメントを実践する
上で苦労した事例を選定する
よう指定している

③好事例を選定するよう指定
している

③好事例を選定するよう指定
している

③好事例を選定するよう指定
している

※「研修向上委員会」は、「①ガイドラインを参考
とした研修の実施②研修企画への参画③事業
評価④次回以降の研修（事業委託内容）に反映
させる」ための会議体で、名称は異なっても①～
④に類することを一部またはすべてを実施して
いる委員会を指します。
※介護支援専門員ガイドライン８ページ参照

①学識者

②実務者（ケアマネジャー）

③実務者（ケアマネジャー以外）

④職能団体の代表者

⑧講師／ファシリテーター

⑨都道府県の職員

⑩市区町村の職員

⑪地域包括支援センターの職員

介護支援専門員にかかる研修のガイドラインで示された研修向上委員会（名称が異なっても実態があれ
ば可）の設置主体についてご回答ください（１つ選択）

①都道府県が設置 ②研修実施機関が設置（委託） ③左記以外で設置

研修向上委員会の実施要綱等（運営マニュアルなども含む）の取り決めを作成されていますか（１つ選択）

①作成している ②作成していない

⑤職能団体の指導者(リーダー層)

⑥研修実施機関の一部の職員

⑦研修実施機関のすべての職員

⑫その他（下部にご記入ください）
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問10　研修向上委員会に都道府県、研修実施機関の職員が参加していない場合のみご回答ください
研修向上委員会に対して各研修実施機関からどのような実施報告を受けていますか（複数回答可）

□ □

□ □

□ □

□

□

問10-1　研修実施機関からの実施報告を受け、研修向上委員会では次年度以降の研修内容について
検討をしましたか（１つ選択）

□ □

問10-2　研修内容の検討を行う基となったものについてご回答ください（複数回答可）

□ □

□ □

□ □

□

□

問11　研修向上委員会に都道府県、研修実施機関の職員が参加していない場合のみご回答ください
研修向上委員会で議論された内容をどのように研修実施機関に伝達していますか（複数回答可）

□ □

□

□

問12　研修向上委員会の運営予算についてご回答ください（１つ選択）

□ □

□

□

問13　平成28年度及び平成29年度の研修向上委員会の開催実績回数（開催予定回数）をご回答ください
平成28年度の開催実績回数 平成29年度の開催予定回数

回／年度 回／年度

問14　研修向上委員会は実施した研修の検証、見直しを行っていますか（１つ選択）

□ □

④受講者数、修了者数など受講者プロフィール

⑤講師に実施した研修全体に関するアンケート
結果

①受講者に実施した研修全体に関するアンケー
ト結果

②受講者に実施した自己評価に関するアンケー
ト結果

③研修記録シート（事前、事後、実践後）

④受講者数、修了者数など受講者プロフィール

⑤講師に実施した研修全体に関するアンケート
結果

①受講者に実施した研修全体に関するアンケー
ト結果

⑥講師に実施した自己評価に関するアンケート
結果

⑦研修実施機関の自己評価

⑧その他（下部にご記入ください）

②受講者に実施した自己評価に関するアンケー
ト結果

③研修記録シート（事前、事後、実践後）

①検討した ②検討していない

①文書の送付

②研修実施機関を集めて直接伝達

③研修実施機関が研修向上委員会のため、特
段の伝達はしていない

④その他（下部にご記入ください）

①都道府県が全額負担

②都道府県が一部負担

③研修実施機関が負担

④その他（下部にご記入ください）

①行っている ②行っていない

⑥講師に実施した自己評価に関するアンケート
結果

⑦研修実施機関の自己評価

⑧その他（下部にご記入ください）
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問14-1　問14で①（行っている）を選択した方のみご回答ください
実施研修の検証、評価の視点について教えてください（複数回答可）

□ □

□ □

□ □

□ □

□

問14-2　問14で①（行っている）を選択した方のみご回答ください
実施研修の検証、評価を受け、研修の企画を変更した（もしくは変更を検討した）視点について
教えてください（複数回答可）

□ □

□ □

□ □

□ □

□

問14-3　問14で②（行っていない）を選択した方のみご回答ください
実施研修の検証、見直しを行っていない理由をご回答ください（複数回答可）

□ □

□ □

□ □

□

□

問15　研修向上委員会で研修の体制について、検討している点についてご回答ください（複数回答可）

□ □

□ □

□ □

□

問16　研修の講師やファシリテーターが活動しやすくするために、研修向上委員会は支援を行っていますか（１つ選択）

□ □

①研修事務（告知・受付・終了確認等）の適正 ⑥研修終了評価の手法や効果

②研修講師及びファシリテーターの指導方法

④研修企画におけるシラバス、講義の組み立て
と効果の分析

⑤研修科目間の統一した指導の視点について

⑦受講者の負担軽減（移動や時間、費用等）

②行っていない

⑥研修終了評価の手法や効果

①研修レベルが確保できていて必要がない

①研修事務（告知・受付・終了確認等）の適正

②研修講師及びファシリテーターの指導方法

③使用した資料・事例の評価及び改善点

③使用した資料・事例の評価及び改善点 ⑧研修課程間の連動性

④研修企画におけるシラバス、講義の組み立て
と効果の分析

⑨その他（下部にご記入ください）

⑤研修科目間の統一した指導の視点について

⑧研修課程間の連動性

⑦受講者の負担軽減（移動や時間、費用等）

②研修実施機関がしているから

③研修向上委員会が未設置だから

④ガイドラインに沿って実施しているので必要が
ない

⑤事業検証・評価の方法が分からないから

⑥義務ではないから

⑦実施する時間や余裕がない

⑧その他（下部にご記入ください）

⑨その他（下部にご記入ください）

①介護支援専門員実務研修の実習に関する要
件

②主任介護支援専門員更新研修の受講要件（年
４回以上の研修会の参加に関するルール等）

③法定研修と法定外研修の連動（不足している
部分の補完等）

④読み替え研修（他都道府県での受講もしくは他
都道府県の受講者の受け入れ）

⑤代替研修（欠席した科目について他の法定外
研修での補完）

⑥e-ラーニングの導入

⑦その他（下部にご記入ください）

①行っている
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問16-1　問16で①（行っている）を選択した方のみご回答ください
研修向上委員会の支援の内容についてご回答ください（複数回答可）

□ □

□ □

□ □

□ □

□

問16-2　問16で②（行っていない）を選択した方のみご回答ください
研修向上委員会が支援を行なわなかった理由は何ですか（複数回答可）

□ □

□ □

□

（Ⅵ）　都道府県における研修への参画等について
問17　都道府県の担当者が、研修の企画・検討に参加していますか（１つ選択）

□ □ □

問17-1　問17で①あるいは②を選択した方のみご回答ください
都道府県の担当者は研修企画への参画はどのように行っていますか（複数回答可）

□ □

□

問17-2　問17で③（検討には全く参加していない）を選択した方のみご回答ください
都道府県の担当者が研修企画への参画を行っていない理由をご回答ください（複数回答可）

□ □

□

問17-3　問17-2で①を選択した方のみご回答ください
研修実施機関に任せている理由をご回答ください

問18　都道府県における研修向上委員会の運営に対する評価を行っていますか（１つ選択）

□ □

問18-1　問18で①（行っている）を選択した方のみご回答ください
運営評価の方法について教えてください

①シラバス・授業の展開方法

②事前教育の場を設けている

⑨その他（下部にご記入ください）

①すべての課程・科目で検討
に参加している

②一部の課程・科目の検討に
参加している

③検討には全く参加していな
い

①研修向上委員会の議論にでなかった

②研修向上委員会の議事に含まれていなかった

③研修実施機関に任せている

④講師やファシリテーターに任せている

⑤その他（下部にご記入ください）

③講師（ファシリテーター）養成研修を実施した

④専門的な知識に関すること

⑤テキストの解釈に関すること

⑥講師の意見を吸い上げている

⑦講師、ファシリテーターの打ち合わせ会を開催
している

⑧特定の講師に集中しないよう日程調整をして
いる

②研修の具体的な企画内容に関する文書による
提案

③その他（下部にご記入ください）

①具体的な内容は研修実施機関に任せている
から

②貴都道府県担当者の時間の確保が難しいから

③その他（下部にご記入ください）

①行っている ②行っていない

①企画・検討の会議への出席
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問18-2　問18で②（行っていない）を選択した方のみご回答ください
運営評価を行っていない理由を記入してください。

問19　都道府県における研修向上委員会の実施状況あるいは運営評価について国へ報告を
行っていますか（１つ選択）

□ □

問19-1　問19で①（行っている）を選択した方のみご回答ください
実施状況および運営評価の都道府県から国への報告方法について教えてください

問19-2　問19で②（行っていない）を選択した方のみご回答ください

□ □

□ □

□

□

（Ⅶ）　実務研修について／主任介護支援専門員研修について
問20　平成29年度実務研修の実習研修で、居宅介護支援事業所の実習受入状況について

事前に把握していますか（１つ選択）

□ □ □

問21　実習を受け入れる居宅介護支援事業所への研修（説明会）の実施についてご回答ください（１つ選択）

□ □ □

問21-1　問21で①（行っている）を選択した方のみご回答ください
当日資料（プログラム）等・案内文を電子データ（WORD、PDF、EXCEL等）にてご提供ください

問21-2　問21で①（行っている）を選択した方のみご回答下さい
実習を受け入れる居宅介護支援事業所に対する、実習に関する説明の具体的な方法をご回答ください

問22　主任介護支援専門員研修（主任介護支援専門員更新研修）の修了日の設定方法について
ご回答ください（１つ選択）

□ □

□

□

①行っている ②行っていない

①行っている
②平成29年度は行っていない
が、30年度以降は行う予定

③行っておらず、今後も行う予
定はない

①行っている
②平成29年度は行っていない
が、30年度以降は行う予定

③行っておらず、今後も行う予
定はない

①国から報告内容を特に示されていないから

②国から照会や請求がないから

③報告する情報がないので必要性を感じていな
いから

④研修向上委員会が未設置だから

⑤義務ではないから

⑥その他（下部にご記入ください）

電子データ（WORD、PDF、EXCEL等）のファイル名をご記入ください

①研修最終日 = 修了日　としている ④その他（下部にご記入ください）

②年度末（３月31日） ＝ 修了日 としている

③研修記録シート（３ヶ月後）の提出期限　＝ 修
了日　としている

実施状況あるいは運営評価の報告を行っていない理由を選んでご回答ください
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（Ⅷ）　法定研修の実施について
問23　研修の実施形式についてご回答ください（複数回答可）

□ □ □

問23-1　問23で②（指定機関への委託にて実施）を選択した方のみご回答ください
平成29年度の委託費をご回答ください（回答可能な範囲で構いません）

① 名

② 名

③ 名

④ 名

⑤ 名

⑥ 名

⑦ 名

⑧ 名

問24　平成29年度の法定研修実施に対する地域医療介護総合確保基金の交付状況をご回答ください（１つ選択）

□ □

問24-1 問24で①（交付あり）を選択した方のみご回答ください
交付額を回答ください。（回答可能な範囲で構いません）

① 万円

② 万円

③ 万円

④ 万円

⑤ 万円

⑥ 万円

⑦ 万円

⑧ 万円

問24-2　問24で①（交付あり）を選択した方のみご回答ください
交付金の主な使途をご回答ください（複数回答可）

□ □

□ □

□

①都道府県直営で実施
②指定機関への委託にて実
施

③指定機関が実施

研修名 全受講者数 コース数 委託費

実務研修 万円

専門研修課程Ⅰ 万円

専門研修課程Ⅱ 万円

再研修 万円

更新研修（実務未経験者） 万円

更新研修（実務経験者） 万円

主任介護支援専門員研修 万円

主任介護支援専門員更新研修 万円

①交付あり ②交付なし

主任介護支援専門員更新研修

更新研修（実務未経験者）

更新研修（実務経験者）

主任介護支援専門員研修

専門研修課程Ⅰ

専門研修課程Ⅱ

再研修

研修名 交付額

実務研修

④運営にかかる人件費

⑤その他（下部にご記入ください）

①受講料の軽減（受講料に充当）

②会場費

③研修の講師謝金
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（Ⅸ）　受講要件設定について
問25　独自に設定している要件を研修課程毎にご回答下さい
※特に昨年度から変更があった場合は変更点をご回答ください

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

問26　講師の育成を都道府県として行っていますか（１つ選択）

□ □ □

□ □

問26-1　問26で②（実施していない）④（実施予定はない）を選択した方のみご回答ください
「実施していない」「実施予定はない」その理由を教えてください

問26-2　問26で①（実施した）を選択した方のみご回答ください

問27　ファシリテーターの育成を都道府県として行っていますか（１つ選択）

□ □ □

□ □

問27-1　問27で②（実施していない）④（実施予定はない）を選択した方のみご回答ください
「実施していない」「実施予定はない」その理由を教えてください

問27-2　問27で①（実施した）を選択した方のみご回答ください

問28　講師、ファシリテーターの基準等を都道府県で独自に定めていますか（１つ選択）

□ □

（Ⅹ）　講師等の人材育成について

専門研修課程Ⅰ

専門研修課程Ⅱ

再研修

研修名 受講要件（自由記述）

実務研修

実施した研修会等の方法や内容を教えてください

①独自に定めている ②国の実施要綱の通り

①実施した ③実施予定 ⑤研修実施機関で実施

②実施していない ④実施予定はない

②実施していない ④実施予定はない

実施した研修会等の方法や内容を教えてください

①実施した ③実施予定 ⑤研修実施機関で実施

更新研修（実務未経験者）

更新研修（実務経験者）

主任介護支援専門員研修

主任介護支援専門員更新研修
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平成29年度介護支援専門員研修改善事業

問28-1　問28で①（独自に定めている）を選択した方のみご回答ください

問29　旧カリキュラム時（平成27年以前）と比較して新カリキュラム（平成28年以降）における講師・ファシリテーターの
選定基準は変わりましたか（１つ選択）

□ □

問29-1　問29で①（変わった）を選択した方のみご回答ください
変更点についてお書きください　

選定基準を示す資料等を電子データ（WORD、PDF、EXCEL等）にてご提供ください

①変わった ②変わらない

電子データ（WORD、PDF、EXCEL等）のファイル名をご記入ください
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1．調査の目的

2．調査対象

3．調査方法

（1）調査票の構成 シート番号
1）回答方法
２）介護支援専門員研修等の実施状況票
①実務研修
②専門研修課程Ⅰ
③専門研修課程Ⅱ・更新研修（実務経験有）
④再研修・更新研修（実務未経験）
⑤主任介護支援専門員研修
⑥主任介護支援専門員更新研修

（2）調査票の記入

１）介護支援専門員研修等の実施状況票は、それぞれ実施している研修に該当する項目にお答えください。
【例】 　・実務研修を実施している機関 →　実務研修項目（シート）にご回答ください。

・実務研修を実施していない機関 →　実務研修項目（シート）の回答は結構です。
選択肢の解釈については、各実施機関の実態が実質的に選択肢に相当するかをご判断いただき、
最もふさわしい選択肢を選び、選択肢の左脇のセルに「１」を入力してください。

※本調査票における研修向上委員会とは

4．回答期限と返送先

回答期限：平成29年12月18日（月）必着
返送先：　jigyouka@jcma.or.jp 日本介護支援専門員協会　事務局宛て

5．その他

（１）電子データ（WORD、PDF、EXCEL等）のご提出について

（２）調査結果の公表について

●お問い合わせ

平成29年度介護支援専門員研修改善に係る調査等事業

介護支援専門員の研修実施体制に関するアンケート調査の
内容と回答方法等について

　本調査は、①都道府県、②介護支援専門員研修実施機関を対象に実施するものです。
　本調査表は②介護支援専門員研修実施機関へ配布しています（①は都道府県向けの別の調査票をお送り
しています）

一般社団法人 日本介護支援専門員協会　事務局　吉田洋子・口野沙和　　E-mail：jigyouka@jcma.or.jp

〒101-0052 東京都千代田区神田小川町1-11　金子ビル2階　　ＴＥＬ：03-3518-0777　　ＦＡＸ：03-3518-0778

アンケートの設問で電子データ（WORD、PDF、EXCEL等）のご提出をお願いしている項目があります。
お手数をおかけいたしますが、メールに添付しお送りくださいますよう、お願い申し上げます。
（メールでの送付が難しい場合、着払いにて下記事務局までお送りください）

本調査の結果については平成30年２月開催予定の「全国介護支援専門員研修向上会議」や３月末発
行予定の本事業の報告書内で公表予定です（自由記述式部分については回答都道府県名を特定で
きないようにします）。

　本調査は、新カリキュラムに基づく研修制度のより適切な運営を支援のため、各都道府県における研修の実
態や課題を調査し、改善点等を検証したうえで、改善策の伝達や意見交換などの場を提供すると共に、これ
らの意見等を都道府県へフィードバックする一連の流れを含めた研修実施におけるPDCAサイクルを構築す
るために必要な調査を行うことを目的としています。
　つきましては、分量が多く大変恐縮ですが、下記の要領に沿ってご回答をお願いいたします。

※本調査の結果については平成30年２月開催予定の「全国介護支援専門員研修向上会議」や３月末発行予定の本事業の報告書内
で公表予定です（自由記述式部分については回答都道府県名を特定できないようにします）。

「研修向上委員会」は、「①ガイドラインを参考とした研修の実施　②研修企画への参画　③事業評価
④次回以降の研修（事業委託内容）に反映させる」ための会議体で、名称は異なっても①～④に類す
ることを一部またはすべてを実施している委員会を指します（介護支援専門員ガイドライン８ページ参
照）

※なお、ご提供いただいた電子データ類は平成30年２月開催予定の「全国介護支援専門員研修向上
会議」で、参加者に閲覧もしくは配布する可能性があります。閲覧（配布）可能なものをご提供ください。
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1.実務研修 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

部署名 電話番号／E-mail　（ご回答に関する問合せ先）

↓該当する選択肢に「1」を入力してください
回答 選択肢

①平成29年3月までに修了

②平成29年4月以降に修了

①平成30年3月までに修了

②平成30年4月以降に修了

①設置している

②現時点ではいないが、設置予定

③設置していない（予定もなし）

問3-1

①研修向上委員会の委員

②研修実施機関の職員

③都道府県担当部局の職員

④その他

①作成している

②科目によっては作成している
③演習部分のみ（または講義部分のみ）作成している
（一つの科目の中で部分的に作成している）
④作成予定（検討中含む）

⑤作成していない（検討もしていない）

①都道府県が作成

②研修向上委員会が作成

③研修実施機関が作成

④講師が作成（講師に作成を依頼）

⑤その他

①共有している

②共有していない

①時間を決めて受け入れている

②受け入れていない

③その他

問5-1

お名前

遅刻・早退者の取扱についてご回答ください（１つ選択）

【問5で①（時間を決めて受け入れている）を選択した方のみ】具体
的な取り決め等がありましたらご回答ください

介護支援専門員の研修実施体制に関するアンケート　研修実施機関向け調査票

【実務研修】を実施した機関のみご回答ください

問4

問4-1

問5

問3

【問3で①~②を選択した方のみ】その方の名称（呼び名）をご回答く
ださい

【問3で①~②を選択した方のみ】その役割は誰が担っているかご回答
ください（複数回答可）

※研修向上委員会の説明は別シート【回答方法等】をご確認くださ
い。

問3-2

問2 平成29年度（今年度）の実務研修の修了予定時期についてご回
答ください（１つ選択）

①社会福祉協議会　②都道府県介護支援専門員協会（協議会）　③介護支援専門員研修実施機関　④地方公共団体　⑤その他

都道府県名

団体名

平成28年度に実施した実務研修の修了時期についてご回答ください
（１つ選択）

問1
設問

機関種別

ご回答者様

貴都道府県では法定研修に係るシラバス・演習の展開例を作成して
いますか。最も近いものをご回答ください（１つ選択）

※シラバスとは、講義の目的、講義の計画、事前準備、講義の進め
方等の講義の全体像を示す文書を指します

【問4で①～③を選択した方のみ】シラバスの作成方法について最も近
いものをご回答ください（１つ選択）

研修全般の質やバランスを確保するため、研修課程毎または介護支
援専門員研修全般において、各科目間や各研修課程間の連動性を
調整し、齟齬が発生しないよう統括し、研修を計画的に運営する責
任者（コースデザイン等を行っている担当者）を設置しているかご回
答ください。（１つ選択）

演習の展開例について「講師」「ファシリテーター」で共有しているか、ご
回答ください（１つ選択）

問4-2

（1.実務研修）
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1.実務研修 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

回答 選択肢設問
問5-2

①修了不可とし、別会場や次年度に全科目の再受講としている

②同一都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

③他の都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

④補講を開催して受講すれば可としている

⑤レポートの提出等をすれば修了可としている

⑥講義科目における欠席者の取扱を定めていない

⑦その他

問6-1

問6-2

①修了不可とし、別会場や次年度に全科目の再受講としている

②同一都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

③他の都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

④補講を開催して受講すれば可としている

⑤レポートの提出等をすれば修了可としている

⑥講義科目における欠席者の取扱を定めていない

⑦その他

問7-1

問7-2

①都道府県直営による実施

②委託による実施

③指定実施機関による実施

全体[　 　]日間／全体集合研修[　 　　]日

コース別[ 　]日／全[　 　]コースを設定

（全体集合研修とは同じコースの参加者が一堂に会する研修日を指します）

問10 [　 　]名

①受講料にテキスト代を含む(受講料以外の費用は掛からない)

　受講料(テキスト代等含む）：　 　円

②受講料にテキスト代等を含まない

　受講料：　円

テキスト代：　　円

　その他費用：　　円

①補助や交付あり(一部あるいは全部)

②補助や交付は無い

①介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り

②都道府県で独自の要件を設定している

問8

問12

問13

問11

問9

問7

【問5で③（その他）を選択した方のみ】その他の内容についてご回答
ください

講義科目における欠席者の取扱についてご回答ください（複数回答
可）

【問6で④（補講を開講して受講すれば可としている）を選択した方
のみ】補講の具体的な内容についてご回答ください（例：別コースの
新設や通信教育、e-ラーニング等）

延べ実施日数についてご回答ください（貴機関が実施する本課程の
研修日数の合計）

問6

平成 年度の受講者数についてご回答ください

受講料の設定方法とその額をご回答ください（１つ選択）

補助金または基金の交付についてご回答ください（１つ選択）

受講要件設定についてご回答ください（１つ選択）

研修実施機関の形態についてご回答ください（１つ選択）

【問7で⑦（その他）を選択した方のみ】その他の方法や内容について
ご回答ください

【問6で⑦（その他）を選択した方のみ】その他の方法や内容について
ご回答ください

講義・演習一体型科目における欠席者の取扱についてご回答ください
（複数回答可）

【問7で④（補講を開催して受講すれば可としている）を選択した方
のみ】補講の具体的な内容についてご回答ください

（1.実務研修）
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1.実務研修 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

部署名 電話番号／E-mail　（ご回答に関する問合せ先）

↓該当する選択肢に「1」を入力してください
回答 選択肢

①平成29年3月までに修了

②平成29年4月以降に修了

①平成30年3月までに修了

②平成30年4月以降に修了

①設置している

②現時点ではいないが、設置予定

③設置していない（予定もなし）

問3-1

①研修向上委員会の委員

②研修実施機関の職員

③都道府県担当部局の職員

④その他

①作成している

②科目によっては作成している
③演習部分のみ（または講義部分のみ）作成している
（一つの科目の中で部分的に作成している）
④作成予定（検討中含む）

⑤作成していない（検討もしていない）

①都道府県が作成

②研修向上委員会が作成

③研修実施機関が作成

④講師が作成（講師に作成を依頼）

⑤その他

①共有している

②共有していない

①時間を決めて受け入れている

②受け入れていない

③その他

問5-1

お名前

遅刻・早退者の取扱についてご回答ください（１つ選択）

【問5で①（時間を決めて受け入れている）を選択した方のみ】具体
的な取り決め等がありましたらご回答ください

介護支援専門員の研修実施体制に関するアンケート　研修実施機関向け調査票

【実務研修】を実施した機関のみご回答ください

問4

問4-1

問5

問3

【問3で①~②を選択した方のみ】その方の名称（呼び名）をご回答く
ださい

【問3で①~②を選択した方のみ】その役割は誰が担っているかご回答
ください（複数回答可）

※研修向上委員会の説明は別シート【回答方法等】をご確認くださ
い。

問3-2

問2 平成29年度（今年度）の実務研修の修了予定時期についてご回
答ください（１つ選択）

①社会福祉協議会　②都道府県介護支援専門員協会（協議会）　③介護支援専門員研修実施機関　④地方公共団体　⑤その他

都道府県名

団体名

平成28年度に実施した実務研修の修了時期についてご回答ください
（１つ選択）

問1
設問

機関種別

ご回答者様

貴都道府県では法定研修に係るシラバス・演習の展開例を作成して
いますか。最も近いものをご回答ください（１つ選択）

※シラバスとは、講義の目的、講義の計画、事前準備、講義の進め
方等の講義の全体像を示す文書を指します

【問4で①～③を選択した方のみ】シラバスの作成方法について最も近
いものをご回答ください（１つ選択）

研修全般の質やバランスを確保するため、研修課程毎または介護支
援専門員研修全般において、各科目間や各研修課程間の連動性を
調整し、齟齬が発生しないよう統括し、研修を計画的に運営する責
任者（コースデザイン等を行っている担当者）を設置しているかご回
答ください。（１つ選択）

演習の展開例について「講師」「ファシリテーター」で共有しているか、ご
回答ください（１つ選択）

問4-2

（1.実務研修）
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1.実務研修 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

回答 選択肢設問
問13-1

問14 9時～17時くらいで約［　 　］円

①10グループ以上

②５～９グループ

③２～４グループ

④１グループ

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

①昨年度までの講師を起用した

②新たに養成した

③独自のネットワークで声をかけた

④他の団体や機関に紹介を依頼した

⑤市町村からの推薦を受けた

⑥都道府県外の講師を起用した

⑦大学などの研究者に依頼した

⑧地域同行型研修のアドバイザー（主任介護支援専門員）に依頼した

⑨都道府県内の主任介護支援専門員に依頼した
⑩都道府県内の特定事業所加算を取得している居宅介護支援事業所の主任
介護支援専門員に依頼した
①昨年度までのファシリテーターを起用した

②新たに養成した

③独自のネットワークで声をかけた

④他の団体や機関に紹介を依頼した

⑤市町村からの推薦を受けた

⑥講師に推薦を依頼した

⑦都道府県外のファシリテーターを起用した

⑧大学などの研究者に依頼した

⑨地域同行型研修のアドバイザー（主任介護支援専門員）に依頼した

⑩都道府県内の主任介護支援専門員に依頼した
⑪都道府県内の特定事業所加算を取得している居宅介護支援事業所の主任
介護支援専門員に依頼した
①説明会を実施した

②説明会は実施せず、文書を配布した

③説明会の実施はせず、文書なども配布していない

問20-1

①介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り

②都道府県で独自の要件を設定している

問21-1

1日あたりの会場費をご回答ください

一人のファシリテーターが担当するグループ数についてご回答ください
（１つ選択）

講師への委嘱内容に関する規約・規程等、ルールがあればご回答くだ
さい（１つ選択）

講師謝金に関する規約・規程等についてご回答ください（１つ選択）問17

問18

問19

問21

問20

問15

問16

【問20で③（説明会の実施はせず、文書なども配布していない）と回
答された方のみご回答ください】実施していない理由をご回答ください

講師の選定基準についてご回答ください（１つ選択）

【問13で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している要件をご回答ください

研修趣旨に関するファシリテーター向けの説明会の実施状況をご回答
ください（１つ選択）

今年度のファシリテーターの確保状況について近いものをご回答ください
（複数回答可）

今年度の講師の確保状況について近いものをご回答ください
（複数回答可）

【問21で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している科目、要件をご回答ください

（1.実務研修）
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1.実務研修 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

回答 選択肢設問

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他

問22-1

①講師向けの養成研修会を実施している

②講師間の連絡会等を開催している

③講師養成に関する取り組みは実施していない

④その他

問23-1

①都道府県で独自の要件を設定している

②要件は特に定めていない

問24-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他

問25-1

①主任研修や主任更新研修等の法定研修の中でファシリテーター養成の内容を盛り込んでいる

②法定研修とは別にファシリテーター向けの養成研修会を実施している

③ファシリテーター間の連絡会等を開催している

④ファシリテーター養成に関する取り組みは実施していない

⑤その他

問26-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他：

書籍名：

発行元：

価格（１冊あたり）：　　円（税別）

その他（独自に作成している場合等）：

①副教材（PPT等）の配布がある

②副教材（PPT等）の配布がない

①ワークシートの使用がある

②ワークシートの使用がない

問30

問28

問29

問25

問24

問23

問26

問27

問22

主要教材の概要をご回答ください

ファシリテーターを最終的に決定するのは誰ですか。最も近いものをご回
答ください（１つ選択）

【問25で④（その他）を選択した方のみ】その他の具体的な内容をご
回答ください

ファシリテーターの養成についてご回答ください（複数回答可）

【問26で⑤（その他）を選択した方のみ】ファシリテーターの養成につ
いて工夫していることなどをご回答ください

主要教材（テキスト）を誰が決定していますか。最も近いものをご回
答ください（１つ選択）

ワークシートの使用の有無についてご回答ください（１つ選択）

講師を最終的に決定するのは誰ですか。最も近いものをご回答ください
（１つ選択）

【問23で④（その他）を選択した方のみ】講師の養成について工夫し
ていることなどをご回答ください

ファシリテーターの選定基準についてご回答ください（１つ選択）

【問22で④（その他）を選択した方のみ】その他の具体的な内容をご
回答ください

講師の養成に関する取り組みついてご回答ください（１つ選択）

副教材（PPT等）の配布の有無についてご回答ください（１つ選
択）

【問24で①（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している要件をご回答ください

（1.実務研修）
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回答 選択肢設問
問13-1

問14 9時～17時くらいで約［　 　］円

①10グループ以上

②５～９グループ

③２～４グループ

④１グループ

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

①昨年度までの講師を起用した

②新たに養成した

③独自のネットワークで声をかけた

④他の団体や機関に紹介を依頼した

⑤市町村からの推薦を受けた

⑥都道府県外の講師を起用した

⑦大学などの研究者に依頼した

⑧地域同行型研修のアドバイザー（主任介護支援専門員）に依頼した

⑨都道府県内の主任介護支援専門員に依頼した
⑩都道府県内の特定事業所加算を取得している居宅介護支援事業所の主任
介護支援専門員に依頼した
①昨年度までのファシリテーターを起用した

②新たに養成した

③独自のネットワークで声をかけた

④他の団体や機関に紹介を依頼した

⑤市町村からの推薦を受けた

⑥講師に推薦を依頼した

⑦都道府県外のファシリテーターを起用した

⑧大学などの研究者に依頼した

⑨地域同行型研修のアドバイザー（主任介護支援専門員）に依頼した

⑩都道府県内の主任介護支援専門員に依頼した
⑪都道府県内の特定事業所加算を取得している居宅介護支援事業所の主任
介護支援専門員に依頼した
①説明会を実施した

②説明会は実施せず、文書を配布した

③説明会の実施はせず、文書なども配布していない

問20-1

①介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り

②都道府県で独自の要件を設定している

問21-1

1日あたりの会場費をご回答ください

一人のファシリテーターが担当するグループ数についてご回答ください
（１つ選択）

講師への委嘱内容に関する規約・規程等、ルールがあればご回答くだ
さい（１つ選択）

講師謝金に関する規約・規程等についてご回答ください（１つ選択）問17

問18

問19

問21

問20

問15

問16

【問20で③（説明会の実施はせず、文書なども配布していない）と回
答された方のみご回答ください】実施していない理由をご回答ください

講師の選定基準についてご回答ください（１つ選択）

【問13で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している要件をご回答ください

研修趣旨に関するファシリテーター向けの説明会の実施状況をご回答
ください（１つ選択）

今年度のファシリテーターの確保状況について近いものをご回答ください
（複数回答可）

今年度の講師の確保状況について近いものをご回答ください
（複数回答可）

【問21で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している科目、要件をご回答ください

（1.実務研修）
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1.実務研修 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

回答 選択肢設問

①講義形式の科目で時間数を追加している

②講義・演習一体型の科目で時間数を追加している

③講義形式の科目を追加している

④講義・演習一体型の科目を追加している

⑤実施要綱通り（科目や時間数の追加はない）

⑥その他：

問31-1

問31-2

①ガイドライン通りに実施した

②ガイドラインから変更したものもある

③分からない（実施方法は講師に任せており研修実施機関にて把握していない）

問32-1

問33 記載例）グループワークの設定（地域や背景職種で分けている）／ファシリテーターの配
置等

①講義・演習の展開を明確にしている

②企画委員会（研修向上委員会やその下部組織）が検討している

③各研修講師に任せている

④その他

問33-2

①含んでいる

②含んでいない（別に休憩時間を設定している）

①独自に定めた手引きがある

②テキストを使用して対応している

③その他：

①独自に定めた報告書・書式がある

②報告書・書式は決めていない

①基準・確認項目を定めて担当者が確認を行っている

②基準・確認項目はないが、担当者が確認を行っている

③確認はしていない

①実施した

②実施していない

③実施する予定はない

問37-2

問33-1

問37

問35-1

問36

問31

問32

問34

提出事例が（課程および科目に見合うものかの）基準・確認項目・
確認方法についてご回答ください（１つ選択）

実習報告書についてご回答ください（１つ選択）

講義・演習一体型講義の工夫についてご回答ください

研修趣旨に関する実習受入事業所向けの説明会の実施状況をご回
答ください（１つ選択）

問35

【問31で②③を選択した方のみ】実施要綱以外に時間数を追加した
理由、追加した時間数をご回答ください

【問31で④⑤を選択した方のみ】実施要綱以外に科目を追加した理
由、追加した内容をご回答ください

講義・演習一体型科目の時間配分、内容等はガイドライン通りに実
施しているかご回答ください（１つ選択）

【問32で②（ガイドラインから変更したものもある）を選択した方のみ】
講義・演習一体型科目の時間配分、内容等をガイドラインから変更し
た理由・内容をご回答ください。時間配分や内容がわかるものがありま
したら、電子データをご提供ください。[データファイル名をご記入くださ
い：　　　］

研修科目・研修時間数を実施要綱よりも多く設定している場合があり
ましたらご回答ください（複数回答可）

講義・演習一体型科目の時間配分についてご回答ください（複数回
答可）

【問33-1で④（その他）を選択した方のみ】その他の内容をご回答く
ださい

ガイドラインに示された科目ごとの時間数を、休憩時間を含むものとして
捉えて実施しているかご回答ください（貴実施機関においてガイドライ
ン上の時間数をどのようにとらえて研修を組み立てているかをご回答くだ
さい）（１つ選択）
実習の手引きについてご回答ください（１つ選択）

【問37で②・③を選択した方のみ】実施しない理由をご回答ください

（1.実務研修）
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1.実務研修 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

回答 選択肢設問

①実務研修テキストを配布して使用した

②実務研修テキストの各自持参を依頼した

③独自の配布資料で行った

④特に資料は使用はしなかった

①実習指導者に対し、実習中に指導すべき内容について、事前に研修を開催した
②「実務研修ガイドライン」及び「介護支援専門員養成研修における実習受入に
関する指針」の記載内容を共有した
③実習の手順や考え方等を詳細化した副教材（テキスト）を作成・配布するなど
により、対応した
④主任介護支援専門員などの実習指導者となりうる層を対象とした研修を実施す
る際、実習中に指導すべき内容について組み込んで実施した
⑤とくに指導方法などは説明しなかった（各事業所に委ねた）

⑥その他：

①特定事業所であればすべてを対象とした

②特定事業所のみならず、主任介護支援専門員がいる居宅介護支援事業所も対象とした

③同行型研修のアドバイザー（主任介護支援専門員）の所属する事業所

④独自の基準にて選定した（その内容： 　）

①受講者自身で探すよう説明した

②実習受け入れ機関は実施機関側で指定した

③探すのが困難な受講者についてのみ斡旋（あっせん）した

④その他：

①実習受け入れ機関に評価まで行うよう依頼した

②実施機関側で独自に行った

③研修講師に評価を依頼した

④特に提出物の評価はしなかった

①評価内容を研修最終日等に受講者と面談する時間を設けて返却した

②評価内容を配布して返却した

③評価はしたが受講者へは返却はしなかった

④特に提出物の評価はしなかった

①科目ごとに評価を行っている

②前期・後期ごとに評価を行っている

③研修全体を通して最終日に評価を行っている

④評価は行っていない

①テスト

②レポート

③口頭試験

④受講者間の相互評価

⑤実技

⑥講師・ファシリテーター等による評価（習熟度、受講姿勢、意欲等による総合的な評価）

⑦研修記録シート

①択一式テスト

②記述式テスト

③その他：

問41

問44-2

問43

問42

問40

問44-1

問39

問44

問38

実習指導における具体的な内容についてご回答ください（１つ選
択）

実習受け入れ機関への受講者の割り振りについてご回答ください（１
つ選択）

実習に関する提出物（模擬ケアプラン等）の評価者についてご回答く
ださい（１つ選択）

実習に関する提出物（模擬ケアプラン等）の評価方法についてご回
答ください（１つ選択）

説明会で使用した資料についてご回答ください（１つ選択）

実習受け入れ機関の選定方法についてご回答ください（１つ選択）

受講者の評価を実施しているタイミングについてご回答ください（複数
回答可）

【問44で①～③を選択した方のみ】評価方法についてご回答ください
（複数選択）。また、テスト問題など独自の様式がありましたら電子
データをご提供ください[データファイル名をご記入ください：
］

【問44で①（テスト）を選択した方のみ】テストの方法として該当する
ものをご回答ください（複数選択）

（1.実務研修）
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回答 選択肢設問

①講義形式の科目で時間数を追加している

②講義・演習一体型の科目で時間数を追加している

③講義形式の科目を追加している

④講義・演習一体型の科目を追加している

⑤実施要綱通り（科目や時間数の追加はない）

⑥その他：

問31-1

問31-2

①ガイドライン通りに実施した

②ガイドラインから変更したものもある

③分からない（実施方法は講師に任せており研修実施機関にて把握していない）

問32-1

問33 記載例）グループワークの設定（地域や背景職種で分けている）／ファシリテーターの配
置等

①講義・演習の展開を明確にしている

②企画委員会（研修向上委員会やその下部組織）が検討している

③各研修講師に任せている

④その他

問33-2

①含んでいる

②含んでいない（別に休憩時間を設定している）

①独自に定めた手引きがある

②テキストを使用して対応している

③その他：

①独自に定めた報告書・書式がある

②報告書・書式は決めていない

①基準・確認項目を定めて担当者が確認を行っている

②基準・確認項目はないが、担当者が確認を行っている

③確認はしていない

①実施した

②実施していない

③実施する予定はない

問37-2

問33-1

問37

問35-1

問36

問31

問32

問34

提出事例が（課程および科目に見合うものかの）基準・確認項目・
確認方法についてご回答ください（１つ選択）

実習報告書についてご回答ください（１つ選択）

講義・演習一体型講義の工夫についてご回答ください

研修趣旨に関する実習受入事業所向けの説明会の実施状況をご回
答ください（１つ選択）

問35

【問31で②③を選択した方のみ】実施要綱以外に時間数を追加した
理由、追加した時間数をご回答ください

【問31で④⑤を選択した方のみ】実施要綱以外に科目を追加した理
由、追加した内容をご回答ください

講義・演習一体型科目の時間配分、内容等はガイドライン通りに実
施しているかご回答ください（１つ選択）

【問32で②（ガイドラインから変更したものもある）を選択した方のみ】
講義・演習一体型科目の時間配分、内容等をガイドラインから変更し
た理由・内容をご回答ください。時間配分や内容がわかるものがありま
したら、電子データをご提供ください。[データファイル名をご記入くださ
い：　　　］

研修科目・研修時間数を実施要綱よりも多く設定している場合があり
ましたらご回答ください（複数回答可）

講義・演習一体型科目の時間配分についてご回答ください（複数回
答可）

【問33-1で④（その他）を選択した方のみ】その他の内容をご回答く
ださい

ガイドラインに示された科目ごとの時間数を、休憩時間を含むものとして
捉えて実施しているかご回答ください（貴実施機関においてガイドライ
ン上の時間数をどのようにとらえて研修を組み立てているかをご回答くだ
さい）（１つ選択）
実習の手引きについてご回答ください（１つ選択）

【問37で②・③を選択した方のみ】実施しない理由をご回答ください

（1.実務研修）
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1.実務研修 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

回答 選択肢設問

①事前のみ

②事後のみ

③事前と事後

④事前、事後、3か月後とも実施

⑤その他：

①回収した

②回収はせず各自評価するよう指示した

①集計した（→集計結果をご提供ください）

②集計していない

③活用しなかった

問46-1

①受講者向けに実施している

②講師向けに実施している

③ファシリテーター向けに実施している

④アンケートは実施していない

①都道府県

②研修実施主体

③その他：

①評価を実施している

②評価を実施していない

①講師（科目）ごとに評価をしている

②研修全体の評価をしている

③その他：

①講師にフィードバックしている

②講師にフィードバックしていない

③その他：

①講師・ファシリテーターを集めた説明会を開催している

②説明資料を作成して配布している

③特段の説明は実施していない

④その他：

①講師・ファシリテーターを集めた説明会（報告会）を開催している

②研修評価の結果について資料を作成して配布している

③特段の活用は実施していない

④その他：

問50-1

①すでに仕組みは出来ており、都道府県や研修向上委員会と運用している

②現在、作成中

③今後、作成する予定がある

④現時点で作成予定はない

⑤その他：

問48-2

問48-1

問45

問45-1

問49

問47

問47-1

問46

問51

問48

問50

【問46で②③を選択した方のみ】集計していない、活用しなかった、そ
の理由をお答えください

【問47で①（受講者向けに実施している）を選択した方のみ】提出
先についてご回答ください（１つ選択）

受講者による講師の評価についてご回答ください（１つ選択）

【問48で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価方法をご
回答ください（１つ選択）

【問48-1で①（講師・科目ごとにアンケートを取っている）を選択した
方のみ】評価結果のフィードバックについてご回答ください（１つ選択）

研修評価の考え方や方法について講師・ファシリテーターへの周知方
法についてご回答ください（１つ選択）

【問50で③（特段の活用は実施していない）を選択した方のみ】その
理由をご回答ください

研修評価（フィードバック）の仕組みはできているかご回答ください
（１つ選択）

研修記録シートを活用した場合、事前・事後・3か月後すべてを活用
したか一部のみかご回答ください（１つ選択）

【問45で④（事前、事後、３ヶ月後とも実施）を選択した方のみ】
3か月後の評価はシートを回収しましたか（１つ選択）

研修記録シートを一部でも活用した場合、集計をしましたか（１つ選
択）

研修評価の活用方法についてご回答ください（１つ選択）

研修で実施される講義や演習等についてアンケートを行っている場合、
その対象者は誰ですか（複数回答可）

（1.実務研修）

228 



1.実務研修 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

回答 選択肢設問

①共有している

②共有していない

①研修向上委員会で共有している

②研修向上委員会とは別の連絡会議で共有している

③講師・ファシリテーター向け連絡会で共有している

④その他：

問52-2

①できるようになった

②概ねできるようになった

③あまりできるようになっていない

④できるようになっていない

①できるようになった

②概ねできるようになった

③あまりできるようになっていない

④できるようになっていない

問55

問56

問57

問52-1

問53

問54

問52

本課程の研修の中身や演習・展開の実施に当たり、課題となっている
こと、または工夫していることがあれば具体的にご回答ください（他の都
道府県の参考になるような取り組みを行っておられる場合、是非、ご記
入ください）

ガイドラインが新しくなり良かったこと、新しい研修体系の効果、今後、
有効に機能していくと思われる点をご回答ください

PDCAサイクルを回す観点から、研修実施機関として都道府県や国に
提言、要望したいと思っていることがあればご回答ください

本課程の受講者は「疾患別のケアマネジメント」について理解できるよ
うになったと思いますか（１つ選択）

評価結果・アンケートを都道府県内の実施機関全体で共有している
かご回答ください（１つ選択）

本課程の受講者は「自立支援のサービスを提供するためのケアプランを
作成するために必要とされる情報収集と分析（アセスメント）」につい
て、理解できるようになったと思いますか（１つ選択）

【問52で①（共有している）を選択した方のみ】共有方法をご回答く
ださい（１つ選択）

【問52で②（共有していない）を選択した方のみ】共有していない理
由をご回答ください

（1.実務研修）
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回答 選択肢設問

①事前のみ

②事後のみ

③事前と事後

④事前、事後、3か月後とも実施

⑤その他：

①回収した

②回収はせず各自評価するよう指示した

①集計した（→集計結果をご提供ください）

②集計していない

③活用しなかった

問46-1

①受講者向けに実施している

②講師向けに実施している

③ファシリテーター向けに実施している

④アンケートは実施していない

①都道府県

②研修実施主体

③その他：

①評価を実施している

②評価を実施していない

①講師（科目）ごとに評価をしている

②研修全体の評価をしている

③その他：

①講師にフィードバックしている

②講師にフィードバックしていない

③その他：

①講師・ファシリテーターを集めた説明会を開催している

②説明資料を作成して配布している

③特段の説明は実施していない

④その他：

①講師・ファシリテーターを集めた説明会（報告会）を開催している

②研修評価の結果について資料を作成して配布している

③特段の活用は実施していない

④その他：

問50-1

①すでに仕組みは出来ており、都道府県や研修向上委員会と運用している

②現在、作成中

③今後、作成する予定がある

④現時点で作成予定はない

⑤その他：

問48-2

問48-1

問45

問45-1

問49

問47

問47-1

問46

問51

問48

問50

【問46で②③を選択した方のみ】集計していない、活用しなかった、そ
の理由をお答えください

【問47で①（受講者向けに実施している）を選択した方のみ】提出
先についてご回答ください（１つ選択）

受講者による講師の評価についてご回答ください（１つ選択）

【問48で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価方法をご
回答ください（１つ選択）

【問48-1で①（講師・科目ごとにアンケートを取っている）を選択した
方のみ】評価結果のフィードバックについてご回答ください（１つ選択）

研修評価の考え方や方法について講師・ファシリテーターへの周知方
法についてご回答ください（１つ選択）

【問50で③（特段の活用は実施していない）を選択した方のみ】その
理由をご回答ください

研修評価（フィードバック）の仕組みはできているかご回答ください
（１つ選択）

研修記録シートを活用した場合、事前・事後・3か月後すべてを活用
したか一部のみかご回答ください（１つ選択）

【問45で④（事前、事後、３ヶ月後とも実施）を選択した方のみ】
3か月後の評価はシートを回収しましたか（１つ選択）

研修記録シートを一部でも活用した場合、集計をしましたか（１つ選
択）

研修評価の活用方法についてご回答ください（１つ選択）

研修で実施される講義や演習等についてアンケートを行っている場合、
その対象者は誰ですか（複数回答可）

（1.実務研修）
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2.専門Ⅰ 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

部署名 電話番号／E-mail　（ご回答に関する問合せ先）

↓該当する選択肢に「1」を入力してください
回答 選択肢

①設置している

②現時点ではいないが、設置予定

③設置していない（予定もなし）

問1-1

①研修向上委員会の委員

②研修実施機関の職員

③都道府県担当部局の職員

④その他

①作成している

②科目によっては作成している

③演習部分のみ（または講義部分のみ）作成している
（一つの科目の中で部分的に作成している）

④作成予定（検討中含む）

⑤作成していない（検討もしていない）

①都道府県が作成

②研修向上委員会が作成

③研修実施機関が作成

④講師が作成（講師に作成を依頼）

⑤その他

①共有している

②共有していない

①時間を決めて受け入れている

②受け入れていない

③その他

問4-1

問4-2

設問
研修全般の質やバランスを確保するため、研修課程毎または介護支
援専門員研修全般において、各科目間や各研修課程間の連動性を
調整し、齟齬が発生しないよう統括し、研修を計画的に運営する責
任者（コースデザイン等を行っている担当者）を設置しているかご回
答ください。（１つ選択）
【問1で①~②を選択した方のみ】その方の名称（呼び名）をご回答く
ださい

団体名

機関種別

ご回答者様

演習の展開例について「講師」「ファシリテーター」で共有しているか、ご
回答ください（１つ選択）

問3

貴都道府県では法定研修に係るシラバス・演習の展開例を作成して
いますか。最も近いものをご回答ください（１つ選択）

※シラバスとは、講義の目的、講義の計画、事前準備、講義の進め
方等の講義の全体像を示す文書を指します

【問2で①～③を選択した方のみ】シラバスの作成方法について最も近
いものをご回答ください（１つ選択）

遅刻・早退者の取扱についてご回答ください（１つ選択）

介護支援専門員の研修実施体制に関するアンケート　研修実施機関向け調査票

【専門研修課程Ⅰ】を実施した機関のみご回答ください

問2

問2-1

問4

都道府県名

①社会福祉協議会　②都道府県介護支援専門員協会（協議会）　③介護支援専門員研修実施機関　④地方公共団体　⑤その他

お名前

【問4で①（時間を決めて受け入れている）を選択した方のみ】具体
的な取り決め等がありましたらご回答ください

問1

問1-2 【問1で①~②を選択した方のみ】その役割は誰が担っているかご回答
ください（複数回答可）

※研修向上委員会の説明は別シート【回答方法等】をご確認くださ
い。

【問4で③（その他）を選択した方のみ】その他の内容についてご回答
ください

（2.専門Ⅰ）
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2.専門Ⅰ 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

回答 選択肢設問

①修了不可としているとし、別会場や次年度に全科目の再受講としている

②同一都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

③他の都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

④補講を開催して受講すれば可としている

⑤レポートの提出等をすれば修了可としている

⑥講義科目における欠席者の取扱を定めていない

⑦その他

問5-1

問5-2

①都道府県直営による実施

②委託による実施

③指定実施機関による実施

全体[　 　]日間／全体集合研修[　 　　]日

コース別[ 　]日／全[　 　]コースを設定

（全体集合研修とは同じコースの参加者が一堂に会する研修日を指します）

問8 [　 　]名

①受講料にテキスト代を含む(受講料以外の費用は掛からない)

　受講料(テキスト代等含む）：　 　円

②受講料にテキスト代等を含まない

　受講料：　円

テキスト代：　　円

　その他費用：　　円

①補助や交付あり(一部あるいは全部)

②補助や交付は無い

①介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り

②都道府県で独自の要件を設定している

問11-1

①10グループ以上

②５～９グループ

③２～４グループ

④１グループ

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

問9

問5 講義科目、講義・演習一体型科目における欠席者の取扱についてご
回答ください（複数回答可）

問7

問13

問6

問10

問11

問14

受講要件設定についてご回答ください（１つ選択）

【問11で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している要件をご回答ください

問12

平成 年度の受講(予定)者数についてご回答ください

延べ実施日数についてご回答ください
（貴機関が実施する本課程の研修日数の合計）

受講料の設定方法とその額をご回答ください（１つ選択）

補助金または基金の交付についてご回答ください（１つ選択）

【問5で④（補講を開講して受講すれば可としている）を選択した方
のみ】補講の具体的な内容についてご回答ください（例：別コースの
新設や通信教育、e-ラーニング等）

【問5で⑦（その他）を選択した方のみ】その他の内容についてご回答
ください

研修実施機関の形態についてご回答ください（１つ選択）

一人のファシリテーターが担当するグループ数についてご回答ください
（１つ選択）

講師への委嘱内容に関する規約・規程等、ルールがあればご回答くだ
さい（１つ選択）

講師謝金に関する規約・規程等についてご回答ください（１つ選択）

（2.専門Ⅰ）

2.専門Ⅰ 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

部署名 電話番号／E-mail　（ご回答に関する問合せ先）

↓該当する選択肢に「1」を入力してください
回答 選択肢

①設置している

②現時点ではいないが、設置予定

③設置していない（予定もなし）

問1-1

①研修向上委員会の委員

②研修実施機関の職員

③都道府県担当部局の職員

④その他

①作成している

②科目によっては作成している

③演習部分のみ（または講義部分のみ）作成している
（一つの科目の中で部分的に作成している）

④作成予定（検討中含む）

⑤作成していない（検討もしていない）

①都道府県が作成

②研修向上委員会が作成

③研修実施機関が作成

④講師が作成（講師に作成を依頼）

⑤その他

①共有している

②共有していない

①時間を決めて受け入れている

②受け入れていない

③その他

問4-1

問4-2

設問
研修全般の質やバランスを確保するため、研修課程毎または介護支
援専門員研修全般において、各科目間や各研修課程間の連動性を
調整し、齟齬が発生しないよう統括し、研修を計画的に運営する責
任者（コースデザイン等を行っている担当者）を設置しているかご回
答ください。（１つ選択）
【問1で①~②を選択した方のみ】その方の名称（呼び名）をご回答く
ださい

団体名

機関種別

ご回答者様

演習の展開例について「講師」「ファシリテーター」で共有しているか、ご
回答ください（１つ選択）

問3

貴都道府県では法定研修に係るシラバス・演習の展開例を作成して
いますか。最も近いものをご回答ください（１つ選択）

※シラバスとは、講義の目的、講義の計画、事前準備、講義の進め
方等の講義の全体像を示す文書を指します

【問2で①～③を選択した方のみ】シラバスの作成方法について最も近
いものをご回答ください（１つ選択）

遅刻・早退者の取扱についてご回答ください（１つ選択）

介護支援専門員の研修実施体制に関するアンケート　研修実施機関向け調査票

【専門研修課程Ⅰ】を実施した機関のみご回答ください

問2

問2-1

問4

都道府県名

①社会福祉協議会　②都道府県介護支援専門員協会（協議会）　③介護支援専門員研修実施機関　④地方公共団体　⑤その他

お名前

【問4で①（時間を決めて受け入れている）を選択した方のみ】具体
的な取り決め等がありましたらご回答ください

問1

問1-2 【問1で①~②を選択した方のみ】その役割は誰が担っているかご回答
ください（複数回答可）

※研修向上委員会の説明は別シート【回答方法等】をご確認くださ
い。

【問4で③（その他）を選択した方のみ】その他の内容についてご回答
ください
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回答 選択肢設問

①昨年度までの講師を起用した

②新たに養成した

③独自のネットワークで声をかけた

④他の団体や機関に紹介を依頼した

⑤市町村からの推薦を受けた

⑥都道府県外の講師を起用した

⑦大学などの研究者に依頼した

⑧地域同行型研修のアドバイザー（主任介護支援専門員）に依頼した

⑨都道府県内の主任介護支援専門員に依頼した
⑩都道府県内の特定事業所加算を取得している居宅介護支援事業所の主任
介護支援専門員に依頼した
①説明会を実施した

②説明会は実施せず、文書を配布した

③説明会の実施はせず、文書なども配布していない

問16-1

①介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り

②都道府県で独自の要件を設定している

問17-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他

問18-1

①講師向けの養成研修会を実施している（予定含む）

②講師間の連絡会等を開催している

③講師養成に関する取り組みは実施していない

④その他
問19-1

①都道府県で独自の要件を設定している

②要件は特に定めていない

問20-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他

問21-1

問18

問16

問17

問15

問19

問21

講師の選定基準についてご回答ください（１つ選択）

【問16で③（説明会の実施はせず、文書なども配布していない）を
選択した方のみ】実施していない理由をご回答ください

研修趣旨に関するファシリテーター向けの説明会の実施状況をご回答
ください（１つ選択）

【問18で④（その他）を選択した方のみ】その他の具体的な内容をご
回答ください

講師の養成に関する取り組みついてご回答ください（１つ選択）

今年度の講師・ファシリテーターの確保状況について近いものをご回答
ください（複数回答可）

【問17で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している科目や要件をご回答ください

講師を最終的に決定するのは誰ですか。最も近いものをご回答ください
（１つ選択）

【問21で④（その他）を選択した方のみ】その他の具体的な内容をご
回答ください

【問19で④（その他）を選択した方のみ】講師の養成について工夫し
ていることなどをご回答ください

ファシリテーターを最終的に決定するのは誰ですか。最も近いものをご回
答ください（１つ選択）

問20 ファシリテーターの選定基準についてご回答ください（１つ選択）

【問20で①（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している要件をご回答ください

（2.専門Ⅰ）
232
232 



2.専門Ⅰ 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

回答 選択肢設問

①主任研修や主任更新研修等の法定研修の中でファシリテーター養成の内容を盛り込んでいる

②法定研修とは別にファシリテーター向けの養成研修会を実施している

③ファシリテーター間の連絡会等を開催している

④ファシリテーター養成に関する取り組みは実施していない

⑤その他

問22-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他：

書籍名：

発行元：

価格（１冊あたり）：　　円（税別）

その他（独自に作成している場合等）：

①副教材（PPT等）の配布がある

②副教材（PPT等）の配布がない

①ワークシートの使用がある

②ワークシートの使用がない

①講義形式の科目で時間数を追加している

②講義・演習一体型の科目で時間数を追加している

③講義形式の科目を追加している

④講義・演習一体型の科目を追加している

⑤実施要綱通り（科目や時間数の追加はない）

⑥その他：

問26-1

問26-2

①ガイドライン通りに実施した

②ガイドラインから変更したものもある

③分からない（実施方法は講師に任せており研修実施機関にて把握していない）

問27-1

問28 記載例）グループワークの設定（地域や背景職種で分けている）／ファシリテーターの配
置等

①講義・演習の展開を明確にしている

②企画委員会（研修向上委員会やその下部組織）が検討している

③各研修講師に任せている

④その他

問22

問23

問25

問24

問24-1

問26

問27

問28-1

講義・演習一体型科目の時間配分、内容等はガイドライン通りに実
施していますか（１つ選択）

講義・演習一体型講義の工夫について教えてください

【問26で④⑤を選択した方のみ】実施要綱以外に科目を追加した理
由、追加した内容をご回答ください

研修科目・研修時間数を実施要綱よりも多く設定している場合があり
ましたらご回答ください（複数回答可）

【問26で②③を選択した方のみ】実施要綱以外に時間数を追加した
理由、追加した時間数をご回答ください

ワークシートの使用の有無についてご回答ください（１つ選択）

ファシリテーターの養成に関する取組みについてご回答ください（複数
回答可）

【問22で⑤（その他）を選択した方のみ】ファシリテーターの養成につ
いて工夫していることなどを教えて下さい

主要教材（テキスト）を誰が決定していますか。最も近いものをご回
答ください（１つ選択）

主要教材の概要をご回答ください

副教材（PPT等）の配布の有無についてご回答ください（１つ選
択）

講義・演習一体型科目の時間配分についてご回答ください（複数回
答可）

【問27で②（ガイドラインから変更したものがある）を選択した方のみ】
講義・演習一体型科目の時間配分、内容等をガイドラインから変更し
た理由・内容をご回答ください。時間配分や内容がわかるものがありま
したら、電子データをご提供ください。

（2.専門Ⅰ）

2.専門Ⅰ 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

回答 選択肢設問

①昨年度までの講師を起用した

②新たに養成した

③独自のネットワークで声をかけた

④他の団体や機関に紹介を依頼した

⑤市町村からの推薦を受けた

⑥都道府県外の講師を起用した

⑦大学などの研究者に依頼した

⑧地域同行型研修のアドバイザー（主任介護支援専門員）に依頼した

⑨都道府県内の主任介護支援専門員に依頼した
⑩都道府県内の特定事業所加算を取得している居宅介護支援事業所の主任
介護支援専門員に依頼した
①説明会を実施した

②説明会は実施せず、文書を配布した

③説明会の実施はせず、文書なども配布していない

問16-1

①介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り

②都道府県で独自の要件を設定している

問17-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他

問18-1

①講師向けの養成研修会を実施している（予定含む）

②講師間の連絡会等を開催している

③講師養成に関する取り組みは実施していない

④その他
問19-1

①都道府県で独自の要件を設定している

②要件は特に定めていない

問20-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他

問21-1

問18

問16

問17

問15

問19

問21

講師の選定基準についてご回答ください（１つ選択）

【問16で③（説明会の実施はせず、文書なども配布していない）を
選択した方のみ】実施していない理由をご回答ください

研修趣旨に関するファシリテーター向けの説明会の実施状況をご回答
ください（１つ選択）

【問18で④（その他）を選択した方のみ】その他の具体的な内容をご
回答ください

講師の養成に関する取り組みついてご回答ください（１つ選択）

今年度の講師・ファシリテーターの確保状況について近いものをご回答
ください（複数回答可）

【問17で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している科目や要件をご回答ください

講師を最終的に決定するのは誰ですか。最も近いものをご回答ください
（１つ選択）

【問21で④（その他）を選択した方のみ】その他の具体的な内容をご
回答ください

【問19で④（その他）を選択した方のみ】講師の養成について工夫し
ていることなどをご回答ください

ファシリテーターを最終的に決定するのは誰ですか。最も近いものをご回
答ください（１つ選択）

問20 ファシリテーターの選定基準についてご回答ください（１つ選択）

【問20で①（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している要件をご回答ください
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回答 選択肢設問
問28-2

①休憩時間も含んでいる

②含んでいない（別に休憩時間を設定している）

①評価を実施している

②評価を実施していない

①テスト

②レポート

③口頭試験

④受講者間の相互評価

⑤実技

⑥講師・ファシリテーター等による評価（習熟度、受講姿勢、意欲等による総合的な評価）

⑦研修記録シート

①択一式テスト

②記述式テスト

③その他：

問34-4

問34-5

①事前

②事後

③事前と事後

④事前と事後、3か月後とも実施

⑤その他：

①回収した

②回収はせず各自評価するよう指示した

①集計した（→集計結果を添付してください）

②集計していない

③活用しなかった

問36-1

①受講者向けに実施している

②講師向けに実施している

③ファシリテーター向けに実施している

④アンケートは実施していない

①都道府県

②研修実施主体

③その他：

①評価を実施している

②評価を実施していない

問34-1

問37

問35

問37-1

問38

問29

問34-2

問34

問36

問35-1

研修記録シートを活用した場合、事前・事後・3か月後すべてを活用
したか一部のみかを教えてください（１つ選択）

ガイドラインに示された科目ごとの時間数を、休憩時間も含むものとして
捉えて実施しているかどうかご回答ください（１つ選択）

【問35で④（事前と事後、３ヶ月とも実施）を選択した方のみ】
3か月後の評価はシートを回収しましたか（１つ選択）

【問34で②（評価を実施していない）を選択した方のみ】実施してい
ない理由を教えて下さい

受講者の評価について（達成度・理解度）（１つ選択）

【問28-1で④（その他）を選択した方のみ】その他の内容をご回答く
ださい

【問34-2で③（その他）を選択した方のみ】その他の内容について教
えて下さい

【問34で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価方法につ
いてご回答ください（複数回答可）また、テスト問題など独自の様式
がありましたら電子データをご提供ください[データファイル名をご記入くだ
さい：　　　　　　　］

【問34で①（テスト）を選択した方のみ】方法として該当するものをご
回答ください（複数回答可）

研修記録シートを活用した場合、集計をしましたか（１つ選択）

【問36で②③を選択した方のみ】集計していない、活用しなかった、そ
の理由をお答えください

研修で実施される講義や演習等についてアンケートを行っている場合、
その対象者は誰ですか　(複数回答可）

【問37で①（受講者向けに実施している）を選択した方のみ】提出
先について教えてください（１つ選択）

受講者による講師評価についてご回答ください（１つ選択）

（2.専門Ⅰ）
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回答 選択肢設問

①講師（科目）ごとに評価をしている

②研修全体の評価をしている

③その他：

①講師にフィードバックしている

②講師にフィードバックしていない

③その他：

①講師・ファシリテーターを集めた説明会を開催している

②説明資料を作成して配布している

③特段の説明は実施していない

④その他：

①講師・ファシリテーターを集めた報告会を開催している

②研修評価の結果について資料を作成して配布している

③特段の活用は実施していない

④その他：

問40-1

①すでに仕組みは出来ており、都道府県や研修向上委員会と運用している

②現在、作成中

③今後、作成する予定がある

④現時点で作成予定はない

⑤その他：

①共有している

②共有していない

①研修向上委員会で共有している

②研修向上委員会とは別の連絡会議で共有している

③講師・ファシリテーター向け連絡会で共有している

④その他：

問42-2

①できるようになった

②概ねできるようになった

③あまりできるようになっていない

④できるようになっていない

①できるようになった

②概ねできるようになった

③あまりできるようになっていない

④できるようになっていない

問45

問46

問38-2

問42

問42-1

問40

問38-1

問39

問41

【問38で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価結果の
フィードバックについてご回答ください（１つ選択）

研修評価の考え方や方法について講師・ファシリテーターへの周知方
法についてご回答ください（１つ選択）

研修評価の活用方法についてご回答ください（１つ選択）

【問40で③（特段の活用は実施していない）を選択した方のみ】その
理由をご回答ください

研修評価（フィードバック）の仕組み作りについてご回答ください（１
つ選択）

評価結果・アンケートを都道府県内の実施機関全体で共有している
かご回答ください（１つ選択）

【問42で①（共有している）を選択した方のみ】共有方法をご回答く
ださい（複数回答可）

本課程の研修の中身や演習・展開の実施に当たり、課題となっている
こと、または工夫していることがあれば具体的にご回答ください（他の都
道府県の参考になるような取り組みを行っておられる場合、是非、ご記
入ください）

【問42で②（共有していない）を選択した方のみ】共有していない理
由をご回答ください

【問38で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価方法をご
回答ください（１つ選択）

ガイドラインが新しくなり良かったこと、新しい研修体系の効果、今後、
有効に機能していくと思われる点をご回答ください

問43 本課程の受講者は「ケアマネジメント実践する上で必要な疾病や医療
との連携、多職種協働の必要性・重要性」について、理解できるように
なったと思いますか（１つ選択）

問44 本課程の受講者は「１つの事例について様々な状況等を勘案した、
実践しうる複数の対応策（居宅サービス計画の作成）が検討できる
よう必要な知識・技術」について理解できるようになったと思いますか
（１つ選択）

（2.専門Ⅰ）
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回答 選択肢設問
問28-2

①休憩時間も含んでいる

②含んでいない（別に休憩時間を設定している）

①評価を実施している

②評価を実施していない

①テスト

②レポート

③口頭試験

④受講者間の相互評価

⑤実技

⑥講師・ファシリテーター等による評価（習熟度、受講姿勢、意欲等による総合的な評価）

⑦研修記録シート

①択一式テスト

②記述式テスト

③その他：

問34-4

問34-5

①事前

②事後

③事前と事後

④事前と事後、3か月後とも実施

⑤その他：

①回収した

②回収はせず各自評価するよう指示した

①集計した（→集計結果を添付してください）

②集計していない

③活用しなかった

問36-1

①受講者向けに実施している

②講師向けに実施している

③ファシリテーター向けに実施している

④アンケートは実施していない

①都道府県

②研修実施主体

③その他：

①評価を実施している

②評価を実施していない

問34-1

問37

問35

問37-1

問38

問29

問34-2

問34

問36

問35-1

研修記録シートを活用した場合、事前・事後・3か月後すべてを活用
したか一部のみかを教えてください（１つ選択）

ガイドラインに示された科目ごとの時間数を、休憩時間も含むものとして
捉えて実施しているかどうかご回答ください（１つ選択）

【問35で④（事前と事後、３ヶ月とも実施）を選択した方のみ】
3か月後の評価はシートを回収しましたか（１つ選択）

【問34で②（評価を実施していない）を選択した方のみ】実施してい
ない理由を教えて下さい

受講者の評価について（達成度・理解度）（１つ選択）

【問28-1で④（その他）を選択した方のみ】その他の内容をご回答く
ださい

【問34-2で③（その他）を選択した方のみ】その他の内容について教
えて下さい

【問34で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価方法につ
いてご回答ください（複数回答可）また、テスト問題など独自の様式
がありましたら電子データをご提供ください[データファイル名をご記入くだ
さい：　　　　　　　］

【問34で①（テスト）を選択した方のみ】方法として該当するものをご
回答ください（複数回答可）

研修記録シートを活用した場合、集計をしましたか（１つ選択）

【問36で②③を選択した方のみ】集計していない、活用しなかった、そ
の理由をお答えください

研修で実施される講義や演習等についてアンケートを行っている場合、
その対象者は誰ですか　(複数回答可）

【問37で①（受講者向けに実施している）を選択した方のみ】提出
先について教えてください（１つ選択）

受講者による講師評価についてご回答ください（１つ選択）

（2.専門Ⅰ）
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2.専門Ⅰ 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

回答 選択肢設問
問47 PDCAサイクルを回す観点から、研修実施機関として都道府県や国に

提言、要望したいと思っていることがあればご回答ください

（2.専門Ⅰ）
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3.専門Ⅱ・更新（実務有） 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

部署名 電話番号／E-mail　（ご回答に関する問合せ先）

↓該当する選択肢に「1」を入力してください
回答 選択肢

①設置している

②現時点ではいないが、設置予定

③設置していない（予定もなし）

問1-1

①研修向上委員会の委員

②研修実施機関の職員

③都道府県担当部局の職員

④その他

①作成している

②科目によっては作成している
③演習部分のみ（または講義部分のみ）作成している
（一つの科目の中で部分的に作成している）
④作成予定（検討中含む）

⑤作成していない（検討もしていない）

①都道府県が作成

②研修向上委員会が作成

③研修実施機関が作成

④講師が作成（講師に作成を依頼）

⑤その他

①共有している

②共有していない

①時間を決めて受け入れている

②受け入れていない

③その他

問4-1

問4-2

都道府県名

団体名

機関種別

演習の展開例について「講師」「ファシリテーター」で共有しているか、ご
回答ください（１つ選択）

①社会福祉協議会　②都道府県介護支援専門員協会（協議会）　③介護支援専門員研修実施機関　④地方公共団体　⑤その他

ご回答者様
お名前

問1 研修全般の質やバランスを確保するため、研修課程毎または介護支
援専門員研修全般において、各科目間や各研修課程間の連動性を
調整し、齟齬が発生しないよう統括し、研修を計画的に運営する責
任者（コースデザイン等を行っている担当者）を設置しているかご回
答ください。（１つ選択）
【問1で①~②を選択した方のみ】その方の名称（呼び名）をご回答く
ださい

問1-2 【問1で①~②を選択した方のみ】その役割は誰が担っているかご回答
ください（複数回答可）

※研修向上委員会の説明は別シート【回答方法等】をご確認くださ
い。

介護支援専門員の研修実施体制に関するアンケート　研修実施機関向け調査票

【専門研修課程Ⅱ・更新研修（実務経験有）】を実施した機関のみご回答ください

問4

設問

遅刻・早退者の取扱についてご回答ください（１つ選択）

問2-1 【問2で①～③を選択した方のみ】シラバスの作成方法について最も近
いものをご回答ください（１つ選択）

問3

【問4で③（その他）を選択した方のみ】その他の内容について教えて
下さい

貴都道府県では法定研修に係るシラバス・演習の展開例を作成して
いますか。最も近いものをご回答ください（１つ選択）

※シラバスとは、講義の目的、講義の計画、事前準備、講義の進め
方等の講義の全体像を示す文書を指します

【問4で①（時間を決めて受け入れている）を選択した方のみ】具体
的な取り決め等がありましたら教えて下さい

問2

（3.専門Ⅱ・更新（実務有））
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回答 選択肢設問
問47 PDCAサイクルを回す観点から、研修実施機関として都道府県や国に

提言、要望したいと思っていることがあればご回答ください

（2.専門Ⅰ）
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3.専門Ⅱ・更新（実務有） 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

回答 選択肢設問

①修了不可としているとし、別会場や次年度に全科目の再受講としている

②同一都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

③他の都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

④補講を開催して受講すれば可としている

⑤レポートの提出等をすれば修了可としている

⑥講義科目における欠席者の取扱を定めていない

⑦その他

問5-1

問5-2

①都道府県直営による実施

②委託による実施

③指定実施機関による実施

全体[　 　]日間／全体集合研修[　 　　]日

コース別[ 　]日／全[　 　]コースを設定

（全体集合研修とは同じコースの参加者が一堂に会する研修日を指します）

問8 [　 　]名

①受講料にテキスト代を含む(受講料以外の費用は掛からない)

　受講料(テキスト代等含む）：　 　円

②受講料にテキスト代等を含まない

　受講料：　円

テキスト代：　　円

　その他費用：　　円

①補助や交付あり(一部あるいは全部)

②補助や交付は無い

①介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り

②都道府県で独自の要件を設定している

問11-1

①10グループ以上

②５～９グループ

③２～４グループ

④１グループ

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

【問5で⑦（その他）を選択した方のみ】その他の内容について教えて
下さい

問13 講師への委嘱内容に関する規約・規程等、ルールがあればご回答くだ
さい（１つ選択）

問9

問12

【問5で④（補講を開講して受講すれば可としている）を選択した方
のみ】補講の具体的な内容についてご回答ください（例：別コースの
新設や通信教育、e-ラーニング等）

研修実施機関の形態についてご回答ください（１つ選択）

延べ実施日数についてご回答ください
（貴機関が実施する本課程の研修日数の合計）

【問11で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している要件をご回答ください

問7

問10

問5 講義科目、講義・演習一体型科目における欠席者の取扱についてご
回答ください（複数回答可）

問14 講師謝金に関する規約・規程等についてご回答ください（１つ選択）

問6

補助金または基金の交付についてご回答ください（１つ選択）

問11 受講要件設定についてご回答ください（１つ選択）

受講料の設定方法とその額をご回答ください（１つ選択）

平成 年度の受講(予定)者数についてご回答ください

一人のファシリテーターが担当するグループ数についてご回答ください
（１つ選択）

（3.専門Ⅱ・更新（実務有））
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3.専門Ⅱ・更新（実務有） 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

回答 選択肢設問

①昨年度までの講師を起用した

②新たに養成した

③独自のネットワークで声をかけた

④他の団体や機関に紹介を依頼した

⑤市町村からの推薦を受けた

⑥都道府県外の講師を起用した

⑦大学などの研究者に依頼した

⑧地域同行型研修のアドバイザー（主任介護支援専門員）に依頼した

⑨都道府県内の主任介護支援専門員に依頼した

⑩都道府県内の特定事業所加算を取得している居宅介護支援事業所の主任
介護支援専門員に依頼した

①説明会を実施した

②説明会は実施せず、文書を配布した

③説明会の実施はせず、文書なども配布していない

問16-1

①介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り

②都道府県で独自の要件を設定している
問17-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他

問18-1

①講師向けの養成研修会を実施している（予定含む）

②講師間の連絡会等を開催している

③講師養成に関する取り組みは実施していない

④その他

問19-1

①都道府県で独自の要件を設定している

②要件は特に定めていない

問20-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他

問21-1

講師の養成に関する取り組みついてご回答ください（１つ選択）

【問17で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している科目や要件をご回答ください

今年度の講師・ファシリテーターの確保状況について近いものをご回答
ください（複数回答可）　

【問19で④（その他）を選択した方のみ】講師の養成について工夫し
ていることなどをご回答ください

【問16で③（説明会の実施はせず、文書なども配布していない）を
選択した方のみ】実施していない理由をご回答ください

問17 講師の選定基準についてご回答ください（１つ選択）

問15

問16 研修趣旨に関するファシリテーター向けの説明会の実施状況をご回答
ください（１つ選択）

講師を最終的に決定するのは誰ですか。最も近いものをご回答ください
（１つ選択）

【問18で④（その他）を選択した方のみ】その他の具体的な内容をご
回答ください

問18

問19

問20 ファシリテーターの選定基準についてご回答ください（１つ選択）

【問20で①（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している要件をご回答ください

問21 ファシリテーターを最終的に決定するのは誰ですか。最も近いものをご回
答ください（１つ選択）

【問21で④（その他）を選択した方のみ】その他の具体的な内容をご
回答ください

（3.専門Ⅱ・更新（実務有））

3.専門Ⅱ・更新（実務有） 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

回答 選択肢設問

①修了不可としているとし、別会場や次年度に全科目の再受講としている

②同一都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

③他の都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

④補講を開催して受講すれば可としている

⑤レポートの提出等をすれば修了可としている

⑥講義科目における欠席者の取扱を定めていない

⑦その他

問5-1

問5-2

①都道府県直営による実施

②委託による実施

③指定実施機関による実施

全体[　 　]日間／全体集合研修[　 　　]日

コース別[ 　]日／全[　 　]コースを設定

（全体集合研修とは同じコースの参加者が一堂に会する研修日を指します）

問8 [　 　]名

①受講料にテキスト代を含む(受講料以外の費用は掛からない)

　受講料(テキスト代等含む）：　 　円

②受講料にテキスト代等を含まない

　受講料：　円

テキスト代：　　円

　その他費用：　　円

①補助や交付あり(一部あるいは全部)

②補助や交付は無い

①介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り

②都道府県で独自の要件を設定している

問11-1

①10グループ以上

②５～９グループ

③２～４グループ

④１グループ

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

【問5で⑦（その他）を選択した方のみ】その他の内容について教えて
下さい

問13 講師への委嘱内容に関する規約・規程等、ルールがあればご回答くだ
さい（１つ選択）

問9

問12

【問5で④（補講を開講して受講すれば可としている）を選択した方
のみ】補講の具体的な内容についてご回答ください（例：別コースの
新設や通信教育、e-ラーニング等）

研修実施機関の形態についてご回答ください（１つ選択）

延べ実施日数についてご回答ください
（貴機関が実施する本課程の研修日数の合計）

【問11で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している要件をご回答ください

問7

問10

問5 講義科目、講義・演習一体型科目における欠席者の取扱についてご
回答ください（複数回答可）

問14 講師謝金に関する規約・規程等についてご回答ください（１つ選択）

問6

補助金または基金の交付についてご回答ください（１つ選択）

問11 受講要件設定についてご回答ください（１つ選択）

受講料の設定方法とその額をご回答ください（１つ選択）

平成 年度の受講(予定)者数についてご回答ください

一人のファシリテーターが担当するグループ数についてご回答ください
（１つ選択）

（3.専門Ⅱ・更新（実務有））
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回答 選択肢設問

①主任研修や主任更新研修等の法定研修の中でファシリテーター養成の内容を盛り込んでいる

②法定研修とは別にファシリテーター向けの養成研修会を実施している

③ファシリテーター間の連絡会等を開催している

④ファシリテーター養成に関する取り組みは実施していない

⑤その他

問22-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他：

書籍名：

発行元：

価格（１冊あたり）：　　円（税別）

その他（独自に作成している場合等）：

①副教材（PPT等）の配布がある

②副教材（PPT等）の配布がない

①ワークシートの使用がある

②ワークシートの使用がない

①講義形式の科目で時間数を追加している

②講義・演習一体型の科目で時間数を追加している

③講義形式の科目を追加している

④講義・演習一体型の科目を追加している

⑤実施要綱通り（科目や時間数の追加はない）

⑥その他：

問26-1

問26-2

①ガイドライン通りに実施した

②ガイドラインから変更したものもある
③分からない（実施方法は講師に任せており研修実施機関にて把握していな
い）

問27-1

問28 記載例）グループワークの設定（地域や背景職種で分けている）／ファシリテーターの配
置等

①講義・演習の展開を明確にしている

②企画委員会（研修向上委員会やその下部組織）が検討している

③各研修講師に任せている

④その他

ワークシートの使用の有無についてご回答ください（１つ選択）

問22

問24-1

【問27で②（ガイドラインから変更したものもある）を選択した方のみ】
講義・演習一体型科目の時間配分、内容等をガイドラインから変更し
た理由・内容をご回答ください。変更した場合は、時間配分や内容が
わかるものがありましたら、電子データをご提供ください。

【問22で⑤（その他）を選択した方のみ】
ファシリテーターの養成について工夫していることなどをご回答ください

主要教材（テキスト）を誰が決定していますか。最も近いものをご回
答ください（１つ選択）

副教材（PPT等）の配布の有無についてご回答ください（１つ選
択）

問25

講義・演習一体型科目の時間配分、内容等はガイドライン通りに実
施していますか（１つ選択）

ファシリテーターの養成に関する取組みについてご回答ください（複数
回答可）

講義・演習一体型講義の工夫について教えてください

問27

問28-1 講義・演習一体型科目の時間配分についてご回答ください（複数回
答可）

問23

問24 主要教材の概要をご回答ください

問26 研修科目・研修時間数を実施要綱よりも多く設定している場合があり
ましたらご回答ください（複数回答可）

【問26で②③を選択した方のみ】実施要綱以外に時間数を追加した
理由、追加した時間数をご回答ください

【問26で④⑤を選択した方のみ】実施要綱以外に科目を追加した理
由、追加した内容をご回答ください

（3.専門Ⅱ・更新（実務有））
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回答 選択肢設問
問28-2

①休憩時間も含んでいる

②含んでいない（別に休憩時間を設定している）

①研修開催日（講義・演習一体型科目実施日）の1か月より前

②研修開催日（講義・演習一体型科目実施日）の1週間～1か月前

③研修開催日（講義・演習一体型科目実施日）の2日～6日前

④研修開催日（講義・演習一体型科目実施日）の当日

⑤その他：

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

①基準・確認項目を定めて担当者が確認を行っている

②基準・確認項目はないが、担当者が確認を行っている

③確認はしていない

①テーマ以外の事例でも良しとした

②テキストなどにある事例を用いた

③講師が事例を用意した

④その他：

①評価を実施している

②評価を実施していない

①テスト

②レポート

③口頭試験

④受講者間の相互評価

⑤実技

⑥講師・ファシリテーター等による評価（習熟度、受講姿勢、意欲等による総合的な評価）

⑦研修記録シート

①択一式テスト

②記述式テスト

③その他：

問34-3

問34-4

①事前

②事後

③事前と事後

④事前と事後、3か月後とも実施

⑤その他：

①回収した

②回収はせず各自評価するよう指示した

問30

問31 持ち寄り事例の提出について規約・規程等、ルールがあれば教えてくだ
さい（１つ選択）

問32

持ち寄り事例がなかった場合の対応についてご回答ください（複数回
答可）

問29 ガイドラインに示された科目ごとの時間数を、休憩時間も含むものとして
捉えて実施しているかどうかご回答ください（１つ選択）

【問34-2で③（その他）を選択した方のみ】その他の内容について教
えて下さい

持ち寄り事例の提出時期についてご回答ください（１つ選択）

問34

受講者が提出した持ち寄り事例が研修受講要件を満たしているか
（課程および科目に見合うものか）の基準・確認項目・確認方法に
ついてご回答ください（１つ選択）

【問28-1で④（その他）を選択した方のみ】その他の内容をご回答く
ださい

研修記録シートを活用した場合、事前・事後・3か月後すべてを活用
したか一部のみかを教えてください（１つ選択）

問35-1

【問34-1で①（テスト）を選択した方のみ】方法として該当するものを
ご回答ください（複数回答可）

【問35で④（事前と事後、３ヶ月とも実施）を選択した方のみ】
3か月後の評価はシートを回収しましたか（１つ選択）

問33

受講者の評価について（達成度・理解度）（１つ選択）

問34-1 【問34で①を選択した方のみ】評価方法についてご回答ください。（複
数回答可）また、テスト問題など独自の様式がありましたら電子データ
をご提供ください[データファイル名をご記入ください：　　　　　　　］

問34-2

【問34で②（評価を実施していない）を選択した方のみ】実施してい
ない理由を教えて下さい

問35

（3.専門Ⅱ・更新（実務有））
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回答 選択肢設問

①主任研修や主任更新研修等の法定研修の中でファシリテーター養成の内容を盛り込んでいる

②法定研修とは別にファシリテーター向けの養成研修会を実施している

③ファシリテーター間の連絡会等を開催している

④ファシリテーター養成に関する取り組みは実施していない

⑤その他

問22-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他：

書籍名：

発行元：

価格（１冊あたり）：　　円（税別）

その他（独自に作成している場合等）：

①副教材（PPT等）の配布がある

②副教材（PPT等）の配布がない

①ワークシートの使用がある

②ワークシートの使用がない

①講義形式の科目で時間数を追加している

②講義・演習一体型の科目で時間数を追加している

③講義形式の科目を追加している

④講義・演習一体型の科目を追加している

⑤実施要綱通り（科目や時間数の追加はない）

⑥その他：

問26-1

問26-2

①ガイドライン通りに実施した

②ガイドラインから変更したものもある
③分からない（実施方法は講師に任せており研修実施機関にて把握していな
い）

問27-1

問28 記載例）グループワークの設定（地域や背景職種で分けている）／ファシリテーターの配
置等

①講義・演習の展開を明確にしている

②企画委員会（研修向上委員会やその下部組織）が検討している

③各研修講師に任せている

④その他

ワークシートの使用の有無についてご回答ください（１つ選択）

問22

問24-1

【問27で②（ガイドラインから変更したものもある）を選択した方のみ】
講義・演習一体型科目の時間配分、内容等をガイドラインから変更し
た理由・内容をご回答ください。変更した場合は、時間配分や内容が
わかるものがありましたら、電子データをご提供ください。

【問22で⑤（その他）を選択した方のみ】
ファシリテーターの養成について工夫していることなどをご回答ください

主要教材（テキスト）を誰が決定していますか。最も近いものをご回
答ください（１つ選択）

副教材（PPT等）の配布の有無についてご回答ください（１つ選
択）

問25

講義・演習一体型科目の時間配分、内容等はガイドライン通りに実
施していますか（１つ選択）

ファシリテーターの養成に関する取組みについてご回答ください（複数
回答可）

講義・演習一体型講義の工夫について教えてください

問27

問28-1 講義・演習一体型科目の時間配分についてご回答ください（複数回
答可）

問23

問24 主要教材の概要をご回答ください

問26 研修科目・研修時間数を実施要綱よりも多く設定している場合があり
ましたらご回答ください（複数回答可）

【問26で②③を選択した方のみ】実施要綱以外に時間数を追加した
理由、追加した時間数をご回答ください

【問26で④⑤を選択した方のみ】実施要綱以外に科目を追加した理
由、追加した内容をご回答ください

（3.専門Ⅱ・更新（実務有））
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回答 選択肢設問

①集計した（→集計結果をご提供ください）

②集計していない

③活用しなかった

問36-1

①受講者向けに実施している

②講師向けに実施している

③ファシリテーター向けに実施している

④アンケートは実施していない

①都道府県

②研修実施主体

③その他：

①評価を実施している

②評価を実施していない

①講師（科目）ごとに評価をしている

②研修全体の評価をしている

③その他：

①講師にフィードバックしている

②講師にフィードバックしていない

③その他：

①講師・ファシリテーターを集めた説明会を開催している

②説明資料を作成して配布している

③特段の説明は実施していない

④その他：

①講師・ファシリテーターを集めた報告会を開催している

②研修評価の結果について資料を作成して配布している

③特段の活用は実施していない

④その他：

問40-1

①すでに仕組みは出来ており、都道府県や研修向上委員会と運用している

②現在、作成中

③今後、作成する予定がある

④現時点で作成予定はない

⑤その他：

①共有している

②共有していない

①研修向上委員会で共有している

②研修向上委員会とは別の連絡会議で共有している

③講師・ファシリテーター向け連絡会で共有している

④その他：

研修で実施される講義や演習等についてアンケートを行っている場合、
その対象者は誰ですか　(複数回答可）

問39 研修評価の考え方や方法について講師・ファシリテーターへの周知方
法についてご回答ください（１つ選択）

【問36で②③を選択した方のみ】集計していない、活用しなかった、そ
の理由をお答えください

問37

研修記録シートを活用した場合、集計をしましたか（１つ選択）

問42-1 【問42で①（共有している）を選択した方のみ】
共有方法をご回答ください（複数回答可）

問37-1 【問37で①（受講者向けに実施している）を選択した方のみ】提出
先について教えてください（１つ選択）

問38 受講者による講師評価についてご回答ください（１つ選択）

問38-1

問41

【問40で③（特段の活用は実施していない）を選択した方のみ】その
理由をご回答ください

研修評価（フィードバック）の仕組み作りについてご回答ください（１
つ選択）

問42 評価結果・アンケートを都道府県内の実施機関全体で共有している
かご回答ください（１つ選択）

【問38で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価方法をご
回答ください（１つ選択）

問38-2 【問38で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価結果の
フィードバックについてご回答ください（１つ選択）

問40 研修評価の活用方法についてご回答ください（１つ選択）

問36

（3.専門Ⅱ・更新（実務有））
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回答 選択肢設問
問42-2

①できるようになった

②概ねできるようになった

③あまりできるようになっていない

④できるようになっていない

①できるようになった

②概ねできるようになった

③あまりできるようになっていない

④できるようになっていない

問45

問46

問47

ガイドラインが新しくなり良かったこと、新しい研修体系の効果、今後、
有効に機能していくと思われる点をご回答ください

本課程の研修の中身や演習・展開の実施に当たり、課題となっている
こと、または工夫していることがあれば具体的にご回答ください（他の都
道府県の参考になるような取り組みを行っておられる場合、是非、ご記
入ください）

PDCAサイクルを回す観点から、研修実施機関として都道府県や国に
提言、要望したいと思っていることがあればご回答ください

問43 本課程の受講者は「居宅と施設の受講者双方が相互に抱える課題
等を理解するとともに、個々の事例の一般化」について、理解できるよ
うになったと思いますか（１つ選択）

問44 本課程の受講者は「適切なアセスメントを行う際の留意点や居宅サー
ビス計画等の作成における留意点を理解、再確認するとともに、根拠
となる各種統計データを活用し、別の類似の事例に等への対応」につ
いて理解できるようになったと思いますか（１つ選択）

【問42で②（共有していない）を選択した方のみ】
共有していない理由をご回答ください

（3.専門Ⅱ・更新（実務有））
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回答 選択肢設問

①集計した（→集計結果をご提供ください）

②集計していない

③活用しなかった

問36-1

①受講者向けに実施している

②講師向けに実施している

③ファシリテーター向けに実施している

④アンケートは実施していない

①都道府県

②研修実施主体

③その他：

①評価を実施している

②評価を実施していない

①講師（科目）ごとに評価をしている

②研修全体の評価をしている

③その他：

①講師にフィードバックしている

②講師にフィードバックしていない

③その他：

①講師・ファシリテーターを集めた説明会を開催している

②説明資料を作成して配布している

③特段の説明は実施していない

④その他：

①講師・ファシリテーターを集めた報告会を開催している

②研修評価の結果について資料を作成して配布している

③特段の活用は実施していない

④その他：

問40-1

①すでに仕組みは出来ており、都道府県や研修向上委員会と運用している

②現在、作成中

③今後、作成する予定がある

④現時点で作成予定はない

⑤その他：

①共有している

②共有していない

①研修向上委員会で共有している

②研修向上委員会とは別の連絡会議で共有している

③講師・ファシリテーター向け連絡会で共有している

④その他：

研修で実施される講義や演習等についてアンケートを行っている場合、
その対象者は誰ですか　(複数回答可）

問39 研修評価の考え方や方法について講師・ファシリテーターへの周知方
法についてご回答ください（１つ選択）

【問36で②③を選択した方のみ】集計していない、活用しなかった、そ
の理由をお答えください

問37

研修記録シートを活用した場合、集計をしましたか（１つ選択）

問42-1 【問42で①（共有している）を選択した方のみ】
共有方法をご回答ください（複数回答可）

問37-1 【問37で①（受講者向けに実施している）を選択した方のみ】提出
先について教えてください（１つ選択）

問38 受講者による講師評価についてご回答ください（１つ選択）

問38-1

問41

【問40で③（特段の活用は実施していない）を選択した方のみ】その
理由をご回答ください

研修評価（フィードバック）の仕組み作りについてご回答ください（１
つ選択）

問42 評価結果・アンケートを都道府県内の実施機関全体で共有している
かご回答ください（１つ選択）

【問38で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価方法をご
回答ください（１つ選択）

問38-2 【問38で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価結果の
フィードバックについてご回答ください（１つ選択）

問40 研修評価の活用方法についてご回答ください（１つ選択）

問36

（3.専門Ⅱ・更新（実務有））
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4.再研修・更新（実務未経験） 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

部署名 電話番号／E-mail　（ご回答に関する問合せ先）

↓該当する選択肢に「1」を入力してください
回答 選択肢

①設置している

②現時点ではいないが、設置予定

③設置していない（予定もなし）

問1-1

①研修向上委員会の委員

②研修実施機関の職員

③都道府県担当部局の職員

④その他

①作成している

②科目によっては作成している
③演習部分のみ（または講義部分のみ）作成している
（一つの科目の中で部分的に作成している）
④作成予定（検討中含む）

⑤作成していない（検討もしていない）

①都道府県が作成

②研修向上委員会が作成

③研修実施機関が作成

④講師が作成（講師に作成を依頼）

⑤その他

①共有している

②共有していない

①時間を決めて受け入れている

②受け入れていない

③その他

問4-1

問4-2

①社会福祉協議会　②都道府県介護支援専門員協会（協議会）　③介護支援専門員研修実施機関　④地方公共団体　⑤その他

設問

お名前
ご回答者様

介護支援専門員の研修実施体制に関するアンケート　研修実施機関向け調査票

【再研修・更新研修（未経験者）】を実施した機関のみご回答ください
都道府県名

団体名

機関種別

【問4で①（時間を決めて受け入れている）を選択した方のみ】具体
的な取り決め等がありましたら教えて下さい

【問4で③（その他）を選択した方のみ】その他の内容について教えて
下さい

貴都道府県では法定研修に係るシラバス・演習の展開例を作成して
いますか。最も近いものをご回答ください（１つ選択）

※シラバスとは、講義の目的、講義の計画、事前準備、講義の進め
方等の講義の全体像を示す文書を指します

問2-1 【問2で①～③を選択した方のみ】シラバスの作成方法について最も近
いものをご回答ください（１つ選択）

問3 演習の展開例について「講師」「ファシリテーター」で共有しているか、ご
回答ください（１つ選択）

問4 遅刻・早退者の取扱についてご回答ください（１つ選択）

問1 研修全般の質やバランスを確保するため、研修課程毎または介護支
援専門員研修全般において、各科目間や各研修課程間の連動性を
調整し、齟齬が発生しないよう統括し、研修を計画的に運営する責
任者（コースデザイン等を行っている担当者）を設置しているかご回
答ください。（１つ選択）
【問1で①~②を選択した方のみ】その方の名称（呼び名）をご回答く
ださい

問1-2 【問1で①~②を選択した方のみ】その役割は誰が担っているかご回答
ください（複数回答可）

※研修向上委員会の説明は別シート【回答方法等】をご確認くださ
い。

問2

（4.再研修・更新（実務未経験））
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4.再研修・更新（実務未経験） 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

回答 選択肢設問

①修了不可としているとし、別会場や次年度に全科目の再受講としている

②同一都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

③他の都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

④補講を開催して受講すれば可としている

⑤レポートの提出等をすれば修了可としている

⑥講義科目における欠席者の取扱を定めていない

⑦その他

問5-1

問5-2

①都道府県直営による実施

②委託による実施

③指定実施機関による実施

全体[　 　]日間／全体集合研修[　 　　]日

コース別[ 　]日／全[　 　]コースを設定

（全体集合研修とは同じコースの参加者が一堂に会する研修日を指します）

問8 [　 　]名

①受講料にテキスト代を含む(受講料以外の費用は掛からない)

　受講料(テキスト代等含む）：　 　円

②受講料にテキスト代等を含まない

　受講料：　円

テキスト代：　　円

　その他費用：　　円

①補助や交付あり(一部あるいは全部)

②補助や交付は無い

①介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り

②都道府県で独自の要件を設定している

問11-1

①10グループ以上

②５～９グループ

③２～４グループ

④１グループ

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

問6 研修実施機関の形態についてご回答ください（１つ選択）

【問5で④（補講を開講して受講すれば可としている）を選択した方
のみ】補講の具体的な内容についてご回答ください（例：別コースの
新設や通信教育、e-ラーニング等）

問7 延べ実施日数についてご回答ください
（貴機関が実施する本課程の研修日数の合計）

【問11で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している要件をご回答ください

問5 講義科目、講義・演習一体型科目における欠席者の取扱についてご
回答ください（複数回答可）

【問5で⑦（その他）を選択した方のみ】その他の内容について教えて
下さい

問10 補助金または基金の交付についてご回答ください（１つ選択）

問11 受講要件設定についてご回答ください（１つ選択）

問12 一人のファシリテーターが担当するグループ数についてご回答ください
（１つ選択）

問13 講師への委嘱内容に関する規約・規程等、ルールがあればご回答くだ
さい（１つ選択）

平成 年度の受講(予定)者数についてご回答ください

問9 受講料の設定方法とその額をご回答ください（１つ選択）

問14 講師謝金に関する規約・規程等についてご回答ください（１つ選択）

（4.再研修・更新（実務未経験））

4.再研修・更新（実務未経験） 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

部署名 電話番号／E-mail　（ご回答に関する問合せ先）

↓該当する選択肢に「1」を入力してください
回答 選択肢

①設置している

②現時点ではいないが、設置予定

③設置していない（予定もなし）

問1-1

①研修向上委員会の委員

②研修実施機関の職員

③都道府県担当部局の職員

④その他

①作成している

②科目によっては作成している
③演習部分のみ（または講義部分のみ）作成している
（一つの科目の中で部分的に作成している）
④作成予定（検討中含む）

⑤作成していない（検討もしていない）

①都道府県が作成

②研修向上委員会が作成

③研修実施機関が作成

④講師が作成（講師に作成を依頼）

⑤その他

①共有している

②共有していない

①時間を決めて受け入れている

②受け入れていない

③その他

問4-1

問4-2

①社会福祉協議会　②都道府県介護支援専門員協会（協議会）　③介護支援専門員研修実施機関　④地方公共団体　⑤その他

設問

お名前
ご回答者様

介護支援専門員の研修実施体制に関するアンケート　研修実施機関向け調査票

【再研修・更新研修（未経験者）】を実施した機関のみご回答ください
都道府県名

団体名

機関種別

【問4で①（時間を決めて受け入れている）を選択した方のみ】具体
的な取り決め等がありましたら教えて下さい

【問4で③（その他）を選択した方のみ】その他の内容について教えて
下さい

貴都道府県では法定研修に係るシラバス・演習の展開例を作成して
いますか。最も近いものをご回答ください（１つ選択）

※シラバスとは、講義の目的、講義の計画、事前準備、講義の進め
方等の講義の全体像を示す文書を指します

問2-1 【問2で①～③を選択した方のみ】シラバスの作成方法について最も近
いものをご回答ください（１つ選択）

問3 演習の展開例について「講師」「ファシリテーター」で共有しているか、ご
回答ください（１つ選択）

問4 遅刻・早退者の取扱についてご回答ください（１つ選択）

問1 研修全般の質やバランスを確保するため、研修課程毎または介護支
援専門員研修全般において、各科目間や各研修課程間の連動性を
調整し、齟齬が発生しないよう統括し、研修を計画的に運営する責
任者（コースデザイン等を行っている担当者）を設置しているかご回
答ください。（１つ選択）
【問1で①~②を選択した方のみ】その方の名称（呼び名）をご回答く
ださい

問1-2 【問1で①~②を選択した方のみ】その役割は誰が担っているかご回答
ください（複数回答可）

※研修向上委員会の説明は別シート【回答方法等】をご確認くださ
い。

問2

（4.再研修・更新（実務未経験））
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4.再研修・更新（実務未経験） 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

回答 選択肢設問

①昨年度までの講師を起用した

②新たに養成した

③独自のネットワークで声をかけた

④他の団体や機関に紹介を依頼した

⑤市町村からの推薦を受けた

⑥都道府県外の講師を起用した

⑦大学などの研究者に依頼した

⑧地域同行型研修のアドバイザー（主任介護支援専門員）に依頼した

⑨都道府県内の主任介護支援専門員に依頼した
⑩都道府県内の特定事業所加算を取得している居宅介護支援事業所の主任
介護支援専門員に依頼した
①説明会を実施した

②説明会は実施せず、文書を配布した

③説明会の実施はせず、文書なども配布していない

問16-1

①介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り

②都道府県で独自の要件を設定している

問17-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他

問18-1

①講師向けの養成研修会を実施している（予定含む）

②講師間の連絡会等を開催している

③講師養成に関する取り組みは実施していない

④その他

問19-1

①都道府県で独自の要件を設定している

②要件は特に定めていない

問20-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他

問21-1

講師の選定基準についてご回答ください（１つ選択）

問21

ファシリテーターの選定基準についてご回答ください（１つ選択）

問17

問15 今年度の講師・ファシリテーターの確保状況について近いものをご回答
ください（複数回答可）

問16 研修趣旨に関するファシリテーター向けの説明会の実施状況をご回答
ください（１つ選択）

【問16で③（説明会の実施はせず、文書なども配布していない）を
選択した方のみ】実施していない理由をご回答ください

【問17で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している科目や要件をご回答ください

問18 講師を最終的に決定するのは誰ですか。最も近いものをご回答ください
（１つ選択）

【問18で④（その他）を選択した方のみ】その他の具体的な内容をご
回答ください

問19 講師の養成に関する取り組みついてご回答ください（１つ選択）

【問19で④（その他）を選択した方のみ】講師の養成について工夫し
ていることなどをご回答ください

問20

【問20で①（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している要件をご回答ください

ファシリテーターを最終的に決定するのは誰ですか。最も近いものをご回
答ください（１つ選択）

【問21で④（その他）を選択した方のみ】その他の具体的な内容をご
回答ください

（4.再研修・更新（実務未経験））
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4.再研修・更新（実務未経験） 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

回答 選択肢設問

①主任研修や主任更新研修等の法定研修の中でファシリテーター養成の内容を盛り込んでいる

②法定研修とは別にファシリテーター向けの養成研修会を実施している

③ファシリテーター間の連絡会等を開催している

④ファシリテーター養成に関する取り組みは実施していない

⑤その他

問22-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他：

書籍名：

発行元：

価格（１冊あたり）：　　円（税別）

その他（独自に作成している場合等）：

①副教材（PPT等）の配布がある

②副教材（PPT等）の配布がない

①ワークシートの使用がある

②ワークシートの使用がない

①講義形式の科目で時間数を追加している

②講義・演習一体型の科目で時間数を追加している

③講義形式の科目を追加している

④講義・演習一体型の科目を追加している

⑤実施要綱通り（科目や時間数の追加はない）

⑥その他：

問26-1

問26-2

①ガイドライン通りに実施した

②ガイドラインから変更したものもある
③分からない（実施方法は講師に任せており研修実施機関にて把握していな
い）

問27-1

問28 記載例）グループワークの設定（地域や背景職種で分けている）／ファシリテーターの配
置等

①講義・演習の展開を明確にしている

②企画委員会（研修向上委員会やその下部組織）が検討している

③各研修講師に任せている

④その他

【問26で④⑤を選択した方のみ】実施要綱以外に科目を追加した理
由、追加した内容をご回答ください

講義・演習一体型科目の時間配分、内容等はガイドライン通りに実
施していますか（１つ選択）

問28-1

ワークシートの使用の有無についてご回答ください（１つ選択）

研修科目・研修時間数を実施要綱よりも多く設定している場合があり
ましたらご回答ください（複数回答可）

【問26で②③を選択した方のみ】実施要綱以外に時間数を追加した
理由、追加した時間数をご回答ください

【問27で②（ガイドラインから変更したものもある）を選択した方のみ】
講義・演習一体型科目の時間配分、内容等をガイドラインから変更し
た理由・内容をご回答ください。時間配分や内容がわかるものがありま
したら、電子データをご提供ください。

問23 主要教材（テキスト）を誰が決定していますか。最も近いものをご回
答ください（１つ選択）

講義・演習一体型講義の工夫について教えてください

講義・演習一体型科目の時間配分についてご回答ください（複数回
答可）

副教材（PPT等）の配布の有無についてご回答ください（１つ選
択）

問24-1

問25

問26

問22 ファシリテーターの養成に関する取組みについてご回答ください（複数
回答可）

【問22で⑤（その他）を選択した方のみ】ファシリテーターの養成につ
いて工夫していることなどをご回答ください

問24 主要教材の概要をご回答ください

問27

（4.再研修・更新（実務未経験））

4.再研修・更新（実務未経験） 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

回答 選択肢設問

①昨年度までの講師を起用した

②新たに養成した

③独自のネットワークで声をかけた

④他の団体や機関に紹介を依頼した

⑤市町村からの推薦を受けた

⑥都道府県外の講師を起用した

⑦大学などの研究者に依頼した

⑧地域同行型研修のアドバイザー（主任介護支援専門員）に依頼した

⑨都道府県内の主任介護支援専門員に依頼した
⑩都道府県内の特定事業所加算を取得している居宅介護支援事業所の主任
介護支援専門員に依頼した
①説明会を実施した

②説明会は実施せず、文書を配布した

③説明会の実施はせず、文書なども配布していない

問16-1

①介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り

②都道府県で独自の要件を設定している

問17-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他

問18-1

①講師向けの養成研修会を実施している（予定含む）

②講師間の連絡会等を開催している

③講師養成に関する取り組みは実施していない

④その他

問19-1

①都道府県で独自の要件を設定している

②要件は特に定めていない

問20-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他

問21-1

講師の選定基準についてご回答ください（１つ選択）

問21

ファシリテーターの選定基準についてご回答ください（１つ選択）

問17

問15 今年度の講師・ファシリテーターの確保状況について近いものをご回答
ください（複数回答可）

問16 研修趣旨に関するファシリテーター向けの説明会の実施状況をご回答
ください（１つ選択）

【問16で③（説明会の実施はせず、文書なども配布していない）を
選択した方のみ】実施していない理由をご回答ください

【問17で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している科目や要件をご回答ください

問18 講師を最終的に決定するのは誰ですか。最も近いものをご回答ください
（１つ選択）

【問18で④（その他）を選択した方のみ】その他の具体的な内容をご
回答ください

問19 講師の養成に関する取り組みついてご回答ください（１つ選択）

【問19で④（その他）を選択した方のみ】講師の養成について工夫し
ていることなどをご回答ください

問20

【問20で①（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している要件をご回答ください

ファシリテーターを最終的に決定するのは誰ですか。最も近いものをご回
答ください（１つ選択）

【問21で④（その他）を選択した方のみ】その他の具体的な内容をご
回答ください

（4.再研修・更新（実務未経験））
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回答 選択肢設問
問28-2

①休憩時間も含んでいる

②含んでいない（別に休憩時間を設定している）

①評価を実施している

②評価を実施していない

①テスト

②レポート

③口頭試験

④受講者間の相互評価

⑤実技

⑥講師・ファシリテーター等による評価（習熟度、受講姿勢、意欲等による総合的な評価）

⑦研修記録シート

①択一式テスト

②記述式テスト

③その他：

問30-3

問30-4

①事前

②事後

③事前と事後

④事前と事後、3か月後とも実施

⑤その他：

①回収した

②回収はせず各自評価するよう指示した

①集計した（→集計結果をご提供ください）

②集計していない

③活用しなかった

問32-1

①受講者向けに実施している

②講師向けに実施している

③ファシリテーター向けに実施している

④アンケートは実施していない

①都道府県

②研修実施主体

③その他：

①評価を実施している

②評価を実施していない

問30-2 【問30-1で①（テスト）を選択した方のみ】方法として該当するものを
ご回答ください（複数回答可）

問30-1

【問30-2で③（その他）を選択した方のみ】その他の内容について教
えて下さい

問31 研修記録シートを活用した場合、事前・事後・3か月後すべてを活用
したか一部のみかを教えてください（１つ選択）

ガイドラインに示された科目ごとの時間数を、休憩時間も含むものとして
捉えて実施しているかどうかご回答ください（１つ選択）

受講者の評価について（達成度・理解度）（１つ選択）

【問30で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価方法につ
いてご回答ください（複数回答可）また、テスト問題など独自の様式
がありましたら電子データをご提供ください[データファイル名をご記入くだ
さい：　　　　　　　］

【問28-1で④（その他）を選択した方のみ】その他の内容をご回答く
ださい

【問33で①（受講者向けに実施している）を選択した方のみ】提出
先について教えてください（１つ選択）

問34 受講者による講師評価についてご回答ください（１つ選択）

【問31で④（事前と事後、３ヶ月とも実施）を選択した方のみ】3か
月後の評価はシートを回収しましたか（１つ選択）

問32 研修記録シートを活用した場合、集計をしましたか（１つ選択）

【問32で②③を選択した方のみ】集計していない、活用しなかった、そ
の理由をお答えください

問33 研修で実施される講義や演習等についてアンケートを行っている場合、
その対象者は誰ですか　(複数回答可）

問33-1

問31-1

問29

問30

【問30で②（評価を実施していない）を選択した方のみ】実施してい
ない理由を教えて下さい

（4.再研修・更新（実務未経験））
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回答 選択肢設問

①講師（科目）ごとに評価をしている

②研修全体の評価をしている

③その他：

①講師にフィードバックしている

②講師にフィードバックしていない

③その他：

①講師・ファシリテーターを集めた説明会を開催している

②説明資料を作成して配布している

③特段の説明は実施していない

④その他：

①講師・ファシリテーターを集めた報告会を開催している

②研修評価の結果について資料を作成して配布している

③特段の活用は実施していない

④その他：

問36-1

①すでに仕組みは出来ており、都道府県や研修向上委員会と運用している

②現在、作成中

③今後、作成する予定がある

④現時点で作成予定はない

⑤その他：

①共有している

②共有していない

①研修向上委員会で共有している

②研修向上委員会とは別の連絡会議で共有している

③講師・ファシリテーター向け連絡会で共有している

④その他：

問38-2

①できるようになった

②概ねできるようになった

③あまりできるようになっていない

④できるようになっていない

①できるようになった

②概ねできるようになった

③あまりできるようになっていない

④できるようになっていない

問41

問42

問40 本課程の受講者は「各疾患別の事例におけるアセスメント、課題分析
の視点、居宅サービス計画の作成、サービス担当者会議における情報
共有にあたっての留意点及びモニタリングでの視点」について理解できる
ようになったと思いますか（１つ選択）

【問36で③（特段の活用は実施していない）を選択した方のみ】その
理由をご回答ください

問34-2 【問34で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価結果の
フィードバックについてご回答ください（１つ選択）

問36 研修評価の活用方法についてご回答ください（１つ選択）

ガイドラインが新しくなり良かったこと、新しい研修体系の効果、今後、
有効に機能していくと思われる点をご回答ください

問35 研修評価の考え方や方法について講師・ファシリテーターへの周知方
法についてご回答ください（１つ選択）

評価結果・アンケートを都道府県内の実施機関全体で共有している
かご回答ください（１つ選択）

問38-1 【問38で①（共有している）を選択した方のみ】共有方法をご回答く
ださい（複数回答可）

【問38で②（共有していない）を選択した方のみ】共有していない理
由をご回答ください

問34-1 【問34で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価方法をご
回答ください（１つ選択）

問39 本課程の受講者は「直近の介護保険制度等を理解するとともに地域
包括ケアシステムの中で医療との連携を初めとする多職種協働を図り
ながら行うケアマネジメント」について、理解できるようになったと思います
か（１つ選択）

問37 研修評価（フィードバック）の仕組み作りについてご回答ください（１
つ選択）

問38

本課程の研修の中身や演習・展開の実施に当たり、課題となっている
こと、または工夫していることがあれば具体的にご回答ください（他の都
道府県の参考になるような取り組みを行っておられる場合、是非、ご記
入ください）

（4.再研修・更新（実務未経験））
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回答 選択肢設問
問28-2

①休憩時間も含んでいる

②含んでいない（別に休憩時間を設定している）

①評価を実施している

②評価を実施していない

①テスト

②レポート

③口頭試験

④受講者間の相互評価

⑤実技

⑥講師・ファシリテーター等による評価（習熟度、受講姿勢、意欲等による総合的な評価）

⑦研修記録シート

①択一式テスト

②記述式テスト

③その他：

問30-3

問30-4

①事前

②事後

③事前と事後

④事前と事後、3か月後とも実施

⑤その他：

①回収した

②回収はせず各自評価するよう指示した

①集計した（→集計結果をご提供ください）

②集計していない

③活用しなかった

問32-1

①受講者向けに実施している

②講師向けに実施している

③ファシリテーター向けに実施している

④アンケートは実施していない

①都道府県

②研修実施主体

③その他：

①評価を実施している

②評価を実施していない

問30-2 【問30-1で①（テスト）を選択した方のみ】方法として該当するものを
ご回答ください（複数回答可）

問30-1

【問30-2で③（その他）を選択した方のみ】その他の内容について教
えて下さい

問31 研修記録シートを活用した場合、事前・事後・3か月後すべてを活用
したか一部のみかを教えてください（１つ選択）

ガイドラインに示された科目ごとの時間数を、休憩時間も含むものとして
捉えて実施しているかどうかご回答ください（１つ選択）

受講者の評価について（達成度・理解度）（１つ選択）

【問30で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価方法につ
いてご回答ください（複数回答可）また、テスト問題など独自の様式
がありましたら電子データをご提供ください[データファイル名をご記入くだ
さい：　　　　　　　］

【問28-1で④（その他）を選択した方のみ】その他の内容をご回答く
ださい

【問33で①（受講者向けに実施している）を選択した方のみ】提出
先について教えてください（１つ選択）

問34 受講者による講師評価についてご回答ください（１つ選択）

【問31で④（事前と事後、３ヶ月とも実施）を選択した方のみ】3か
月後の評価はシートを回収しましたか（１つ選択）

問32 研修記録シートを活用した場合、集計をしましたか（１つ選択）

【問32で②③を選択した方のみ】集計していない、活用しなかった、そ
の理由をお答えください

問33 研修で実施される講義や演習等についてアンケートを行っている場合、
その対象者は誰ですか　(複数回答可）

問33-1

問31-1

問29

問30

【問30で②（評価を実施していない）を選択した方のみ】実施してい
ない理由を教えて下さい

（4.再研修・更新（実務未経験））
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回答 選択肢設問
問43 PDCAサイクルを回す観点から、研修実施機関として都道府県や国に

提言、要望したいと思っていることがあればご回答ください

（4.再研修・更新（実務未経験））
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部署名 電話番号／E-mail　（ご回答に関する問合せ先）

↓該当する選択肢に「1」を入力してください
回答 選択肢

①設置している

②現時点ではいないが、設置予定

③設置していない（予定もなし）

問1-1

①研修向上委員会の委員

②研修実施機関の職員

③都道府県担当部局の職員

④その他

①作成している

②科目によっては作成している

③演習部分のみ（または講義部分のみ）作成している
（一つの科目の中で部分的に作成している）

④作成予定（検討中含む）

⑤作成していない（検討もしていない）

①都道府県が作成

②研修向上委員会が作成

③研修実施機関が作成

④講師が作成（講師に作成を依頼）

⑤その他

①共有している

②共有していない

①時間を決めて受け入れている

②受け入れていない

③その他

問4-1

問4-2

問3 演習の展開例について「講師」「ファシリテーター」で共有しているか、ご
回答ください（１つ選択）

問4

団体名

機関種別
①社会福祉協議会　②都道府県介護支援専門員協会（協議会）　③介護支援専門員研修実施機関　④地方公共団体　⑤その他

お名前

遅刻・早退者の取扱についてご回答ください（１つ選択）

【問2で①～③を選択した方のみ】シラバスの作成方法について最も近
いものをご回答ください（１つ選択）

ご回答者様

介護支援専門員の研修実施体制に関するアンケート　研修実施機関向け調査票

【主任介護支援専門員研修】を実施した機関のみご回答ください

問1 研修全般の質やバランスを確保するため、研修課程毎または介護支
援専門員研修全般において、各科目間や各研修課程間の連動性を
調整し、齟齬が発生しないよう統括し、研修を計画的に運営する責
任者（コースデザイン等を行っている担当者）を設置しているかご回
答ください。（１つ選択）

【問4で①（時間を決めて受け入れている）を選択した方のみ】具体
的な取り決め等がありましたら教えて下さい

【問4で③（その他）を選択した方のみ】その他の内容について教えて
下さい

設問

都道府県名

【問1で①~②を選択した方のみ】その方の名称（呼び名）をご回答く
ださい

問1-2 【問1で①~②を選択した方のみ】その役割は誰が担っているかご回答
ください（複数回答可）

※研修向上委員会の説明は別シート【回答方法等】をご確認くださ
い。

問2 貴都道府県では法定研修に係るシラバス・演習の展開例を作成して
いますか。最も近いものをご回答ください（１つ選択）

※シラバスとは、講義の目的、講義の計画、事前準備、講義の進め
方等の講義の全体像を示す文書を指します

問2-1

（5.主任）
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回答 選択肢設問
問43 PDCAサイクルを回す観点から、研修実施機関として都道府県や国に

提言、要望したいと思っていることがあればご回答ください

（4.再研修・更新（実務未経験））
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【主任介護支援専門員研修】を実施した機関のみご回答ください
①修了不可としているとし、別会場や次年度に全科目の再受講としている

②同一都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

③他の都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

④補講を開催して受講すれば可としている

⑤レポートの提出等をすれば修了可としている

⑥講義科目における欠席者の取扱を定めていない

⑦その他

問5-1

問5-2

①都道府県直営による実施

②委託による実施

③指定実施機関による実施

全体[　 　]日間／全体集合研修[　 　　]日

コース別[ 　]日／全[　 　]コースを設定

（全体集合研修とは同じコースの参加者が一堂に会する研修日を指します）

問8 [　 　]名

①受講料にテキスト代を含む(受講料以外の費用は掛からない)

　受講料(テキスト代等含む）：　 　円

②受講料にテキスト代等を含まない

　受講料：　円

テキスト代：　　円

　その他費用：　　円

①補助や交付あり(一部あるいは全部)

②補助や交付は無い

①介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り

②都道府県で独自の要件を設定している

問11-1

①10グループ以上

②５～９グループ

③２～４グループ

④１グループ

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

【問5で④（補講を開講して受講すれば可としている）を選択した方
のみ】補講の具体的な内容についてご回答ください（例：別コースの
新設や通信教育、e-ラーニング等）

問6 研修実施機関の形態についてご回答ください（１つ選択）

問5 講義科目、講義・演習一体型科目における欠席者の取扱についてご
回答ください（複数回答可）

問12

問10 補助金または基金の交付についてご回答ください（１つ選択）

問11

【問5で⑦（その他）を選択した方のみ】その他の内容について教えて
下さい

問9 受講料の設定方法とその額をご回答ください（１つ選択）

受講要件設定についてご回答ください（１つ選択）

【問11で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している要件をご回答ください

問7 延べ実施日数についてご回答ください
（貴機関が実施する本課程の研修日数の合計）

平成 年度の受講(予定)者数についてご回答ください

一人のファシリテーターが担当するグループ数についてご回答ください
（１つ選択）

問13 講師への委嘱内容に関する規約・規程等、ルールがあればご回答くだ
さい（１つ選択）

問14 講師謝金に関する規約・規程等についてご回答ください（１つ選択）
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【主任介護支援専門員研修】を実施した機関のみご回答ください
①昨年度までの講師を起用した

②新たに養成した

③独自のネットワークで声をかけた

④他の団体や機関に紹介を依頼した

⑤市町村からの推薦を受けた

⑥都道府県外の講師を起用した

⑦大学などの研究者に依頼した

⑧地域同行型研修のアドバイザー（主任介護支援専門員）に依頼した

⑨都道府県内の主任介護支援専門員に依頼した
⑩都道府県内の特定事業所加算を取得している居宅介護支援事業所の主任
介護支援専門員に依頼した

①説明会を実施した

②説明会は実施せず、文書を配布した

③説明会の実施はせず、文書なども配布していない

問16-1

①介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り

②都道府県で独自の要件を設定している

問17-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他

問18-1

①講師向けの養成研修会を実施している（予定含む）

②講師間の連絡会等を開催している

③講師養成に関する取り組みは実施していない

④その他

問19-1

①都道府県で独自の要件を設定している

②要件は特に定めていない

問20-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他

問21-1

問18 講師を最終的に決定するのは誰ですか。最も近いものをご回答ください
（１つ選択）

問16 研修趣旨に関するファシリテーター向けの説明会の実施状況をご回答
ください（１つ選択）

問15 今年度の講師・ファシリテーターの確保状況について近いものをご回答
ください（複数回答可）

【問21で④（その他）を選択した方のみ】その他の具体的な内容をご
回答ください

問19

【問16で③（説明会の実施はせず、文書なども配布していない）を
選択した方のみ】実施していない理由をご回答ください

問17 講師の選定基準についてご回答ください（１つ選択）

【問17で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している科目や要件をご回答ください

【問18で④（その他）を選択した方のみ】その他の具体的な内容をご
回答ください

講師の養成に関する取り組みついてご回答ください（１つ選択）

【問19で④（その他）を選択した方のみ】講師の養成について工夫し
ていることなどをご回答ください

問20 ファシリテーターの選定基準についてご回答ください（１つ選択）

【問20で①（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している要件をご回答ください

問21 ファシリテーターを最終的に決定するのは誰ですか。最も近いものをご回
答ください（１つ選択）
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【主任介護支援専門員研修】を実施した機関のみご回答ください
①修了不可としているとし、別会場や次年度に全科目の再受講としている

②同一都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

③他の都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

④補講を開催して受講すれば可としている

⑤レポートの提出等をすれば修了可としている

⑥講義科目における欠席者の取扱を定めていない

⑦その他

問5-1

問5-2

①都道府県直営による実施

②委託による実施

③指定実施機関による実施

全体[　 　]日間／全体集合研修[　 　　]日

コース別[ 　]日／全[　 　]コースを設定

（全体集合研修とは同じコースの参加者が一堂に会する研修日を指します）

問8 [　 　]名

①受講料にテキスト代を含む(受講料以外の費用は掛からない)

　受講料(テキスト代等含む）：　 　円

②受講料にテキスト代等を含まない

　受講料：　円

テキスト代：　　円

　その他費用：　　円

①補助や交付あり(一部あるいは全部)

②補助や交付は無い

①介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り

②都道府県で独自の要件を設定している

問11-1

①10グループ以上

②５～９グループ

③２～４グループ

④１グループ

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

【問5で④（補講を開講して受講すれば可としている）を選択した方
のみ】補講の具体的な内容についてご回答ください（例：別コースの
新設や通信教育、e-ラーニング等）

問6 研修実施機関の形態についてご回答ください（１つ選択）

問5 講義科目、講義・演習一体型科目における欠席者の取扱についてご
回答ください（複数回答可）

問12

問10 補助金または基金の交付についてご回答ください（１つ選択）

問11

【問5で⑦（その他）を選択した方のみ】その他の内容について教えて
下さい

問9 受講料の設定方法とその額をご回答ください（１つ選択）

受講要件設定についてご回答ください（１つ選択）

【問11で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している要件をご回答ください

問7 延べ実施日数についてご回答ください
（貴機関が実施する本課程の研修日数の合計）

平成 年度の受講(予定)者数についてご回答ください

一人のファシリテーターが担当するグループ数についてご回答ください
（１つ選択）

問13 講師への委嘱内容に関する規約・規程等、ルールがあればご回答くだ
さい（１つ選択）

問14 講師謝金に関する規約・規程等についてご回答ください（１つ選択）
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5.主任 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

【主任介護支援専門員研修】を実施した機関のみご回答ください
①主任研修や主任更新研修等の法定研修の中でファシリテーター養成の内容を盛り込んでいる

②法定研修とは別にファシリテーター向けの養成研修会を実施している

③ファシリテーター間の連絡会等を開催している

④ファシリテーター養成に関する取り組みは実施していない

⑤その他
問22-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他：

書籍名：

発行元：

価格（１冊あたり）：　　円（税別）

その他（独自に作成している場合等）：

①副教材（PPT等）の配布がある

②副教材（PPT等）の配布がない

①ワークシートの使用がある

②ワークシートの使用がない

①講義形式の科目で時間数を追加している

②講義・演習一体型の科目で時間数を追加している

③講義形式の科目を追加している

④講義・演習一体型の科目を追加している

⑤実施要綱通り（科目や時間数の追加はない）

⑥その他：

問26-1

問26-2

①ガイドライン通りに実施した

②ガイドラインから変更したものもある
③分からない（実施方法は講師に任せており研修実施機関にて把握していな
い）

問27-1

問28 記載例）グループワークの設定（地域や背景職種で分けている）／ファシリテーターの配
置等

①講義・演習の展開を明確にしている

②企画委員会（研修向上委員会やその下部組織）が検討している

③各研修講師に任せている

④その他

問23 主要教材（テキスト）を誰が決定していますか。最も近いものをご回
答ください（１つ選択）

研修科目・研修時間数を実施要綱よりも多く設定している場合があり
ましたらご回答ください（複数回答可）

【問26で②③を選択した方のみ】実施要綱以外に時間数を追加した
理由、追加した時間数をご回答ください

【問22で⑤（その他）を選択した方のみ】ファシリテーターの養成につ
いて工夫していることなどをご回答ください

【問27で②（ガイドラインから変更したものもある）を選択した方のみ】
講義・演習一体型科目の時間配分、内容等をガイドラインから変更し
た理由・内容をご回答ください。時間配分や内容がわかるものがありま
したら、電子データをご提供ください。

問27

【問26で④⑤を選択した方のみ】実施要綱以外に科目を追加した理
由、追加した内容をご回答ください

問24-1 副教材（PPT等）の配布の有無についてご回答ください（１つ選
択）

問25

講義・演習一体型科目の時間配分、内容等はガイドライン通りに実
施していますか（１つ選択）

問26

講義・演習一体型講義の工夫について教えてください

問28-1 講義・演習一体型科目の時間配分についてご回答ください（複数回
答可）

ワークシートの使用の有無についてご回答ください（１つ選択）

問22 ファシリテーターの養成に関する取組みについてご回答ください（複数
回答可）

問24 主要教材の概要をご回答ください
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【主任介護支援専門員研修】を実施した機関のみご回答ください
問28-2

①休憩時間も含んでいる

②含んでいない（別に休憩時間を設定している）

①研修開催日（講義・演習一体型科目実施日）の1か月より前

②研修開催日（講義・演習一体型科目実施日）の1週間～1か月前

③研修開催日（講義・演習一体型科目実施日）の2日～6日前

④研修開催日（講義・演習一体型科目実施日）の当日

⑤その他：

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

①基準・確認項目を定めて担当者が確認を行っている

②基準・確認項目はないが、担当者が確認を行っている

③確認はしていない

①テーマ以外の事例でも良しとした

②テキストなどにある事例を用いた

③その他：

①評価を実施している

②評価を実施していない

①テスト

②レポート

③口頭試験

④受講者間の相互評価

⑤実技

⑥講師・ファシリテーター等による評価（習熟度、受講姿勢、意欲等による総合的な評価）

⑦研修記録シート

①択一式テスト

②記述式テスト

③その他：

問34-3

問34-4

①事前

②事後

③事前と事後

④事前と事後、3か月後とも実施

⑤その他：

①回収した

②回収はせず各自評価するよう指示した

受講者の評価について（達成度・理解度）（１つ選択）

問34-2

問35

問34

【問34で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価方法につ
いてご回答ください（複数回答可）また、テスト問題など独自の様式
がありましたら電子データをご提供ください[データファイル名をご記入くだ
さい：　　　　　　　］

【問34で②（評価を実施していない）を選択した方のみ】実施してい
ない理由を教えて下さい

問31 事例の提出について規約・規程等、ルールがあれば教えてください（１
つ選択）

問32 提出事例が研修受講要件を満たしているか（課程および科目に見合
うものか）の基準・確認項目・確認方法についてご回答ください（１つ
選択）

問33

【問34で①（テスト）を選択した方のみ】方法として該当するものをご
回答ください（複数回答可）

【問28-1で④（その他）を選択した方のみ】その他の内容をご回答く
ださい

問29 ガイドラインに示された科目ごとの時間数を、休憩時間も含むものとして
捉えて実施しているかどうかご回答ください（１つ選択）

問34-1

事例の提出時期についてご回答ください（１つ選択）

問35-1

【問34-2で③（その他）を選択した方のみ】その他の内容について教
えて下さい

研修記録シートを活用した場合、事前・事後・3か月後すべてを活用
したか一部のみかを教えてください（１つ選択）

【問35で④（事前と事後、３ヶ月とも実施）を選択した方のみ】
3か月後の評価はシートを回収しましたか（１つ選択）

提出予定の事例がなかった場合の対応についてご回答ください（複数
回答可）

問30

（5.主任）
255

5.主任 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

【主任介護支援専門員研修】を実施した機関のみご回答ください
①主任研修や主任更新研修等の法定研修の中でファシリテーター養成の内容を盛り込んでいる

②法定研修とは別にファシリテーター向けの養成研修会を実施している

③ファシリテーター間の連絡会等を開催している

④ファシリテーター養成に関する取り組みは実施していない

⑤その他
問22-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他：

書籍名：

発行元：

価格（１冊あたり）：　　円（税別）

その他（独自に作成している場合等）：

①副教材（PPT等）の配布がある

②副教材（PPT等）の配布がない

①ワークシートの使用がある

②ワークシートの使用がない

①講義形式の科目で時間数を追加している

②講義・演習一体型の科目で時間数を追加している

③講義形式の科目を追加している

④講義・演習一体型の科目を追加している

⑤実施要綱通り（科目や時間数の追加はない）

⑥その他：

問26-1

問26-2

①ガイドライン通りに実施した

②ガイドラインから変更したものもある
③分からない（実施方法は講師に任せており研修実施機関にて把握していな
い）

問27-1

問28 記載例）グループワークの設定（地域や背景職種で分けている）／ファシリテーターの配
置等

①講義・演習の展開を明確にしている

②企画委員会（研修向上委員会やその下部組織）が検討している

③各研修講師に任せている

④その他

問23 主要教材（テキスト）を誰が決定していますか。最も近いものをご回
答ください（１つ選択）

研修科目・研修時間数を実施要綱よりも多く設定している場合があり
ましたらご回答ください（複数回答可）

【問26で②③を選択した方のみ】実施要綱以外に時間数を追加した
理由、追加した時間数をご回答ください

【問22で⑤（その他）を選択した方のみ】ファシリテーターの養成につ
いて工夫していることなどをご回答ください

【問27で②（ガイドラインから変更したものもある）を選択した方のみ】
講義・演習一体型科目の時間配分、内容等をガイドラインから変更し
た理由・内容をご回答ください。時間配分や内容がわかるものがありま
したら、電子データをご提供ください。

問27

【問26で④⑤を選択した方のみ】実施要綱以外に科目を追加した理
由、追加した内容をご回答ください

問24-1 副教材（PPT等）の配布の有無についてご回答ください（１つ選
択）

問25

講義・演習一体型科目の時間配分、内容等はガイドライン通りに実
施していますか（１つ選択）

問26

講義・演習一体型講義の工夫について教えてください

問28-1 講義・演習一体型科目の時間配分についてご回答ください（複数回
答可）

ワークシートの使用の有無についてご回答ください（１つ選択）

問22 ファシリテーターの養成に関する取組みについてご回答ください（複数
回答可）

問24 主要教材の概要をご回答ください
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5.主任 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

【主任介護支援専門員研修】を実施した機関のみご回答ください
①集計した（→集計結果をご提供ください）

②集計していない

③活用しなかった

問36-1

①受講者向けに実施している

②講師向けに実施している

③ファシリテーター向けに実施している

④アンケートは実施していない

①都道府県

②研修実施主体

③その他：

①評価を実施している

②評価を実施していない

①講師（科目）ごとにアンケートを取っている

②研修全体のアンケートを取っている

③その他：

①講師にフィードバックしている

②講師にフィードバックしていない

③その他：

①講師・ファシリテーターを集めた説明会を開催している

②説明資料を作成して配布している

③特段の説明は実施していない

④その他：

①講師・ファシリテーターを集めた報告会を開催している

②研修評価の結果について資料を作成して配布している

③特段の活用は実施していない

④その他：

問40-1

①すでに仕組みは出来ており、都道府県や研修向上委員会と運用している

②現在、作成中

③今後、作成する予定がある

④現時点で作成予定はない

⑤その他：

①共有している

②共有していない

①研修向上委員会で共有している

②研修向上委員会とは別の連絡会議で共有している

③講師・ファシリテーター向け連絡会で共有している

④その他：

問42-1

問36

問38-2

研修記録シートを活用した場合、集計をしましたか（１つ選択）

【問38で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価方法をご
回答ください（１つ選択）

問38-1

問42 評価結果・アンケートを都道府県内の実施機関全体で共有している
かご回答ください（１つ選択）

【問36で②③を選択した方のみ】集計していない、活用しなかった、そ
の理由をお答えください

問37 研修で実施される講義や演習等についてアンケートを行っている場合、
その対象者は誰ですか　(複数回答可）

問37-1 【問37で①（受講者向けに実施している）を選択した方のみ】提出
先について教えてください（１つ選択）

問38 受講者による講師評価についてご回答ください（１つ選択）

【問38で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価結果の
フィードバックについてご回答ください（１つ選択）

問39 研修評価の考え方や方法について講師・ファシリテーターへの周知方
法についてご回答ください（１つ選択）

問40 研修評価の活用方法についてご回答ください（１つ選択）

【問40で③（特段の活用は実施していない）を選択した方のみ】その
理由をご回答ください

問41 研修評価（フィードバック）の仕組み作りについてご回答ください（１
つ選択）

【問42で①（共有している）を選択した方のみ】共有方法をご回答く
ださい（複数回答可）
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5.主任 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

【主任介護支援専門員研修】を実施した機関のみご回答ください
問42-2

①研修最終日 ＝ 修了日　としている

②年度末（３月31日） ＝ 修了日 としている

③研修記録シート（３ヶ月後）の提出期限　＝ 修了日　としている

④その他：

①できるようになった

②概ねできるようになった

③あまりできるようになっていない

④できるようになっていない

①できるようになった

②概ねできるようになった

③あまりできるようになっていない

④できるようになっていない

問46

問47

問48

問43 主任介護支援専門員研修（主任介護支援専門員更新研修）の
修了日の設定方法についてご回答ください（１つ選択）

本課程の研修の中身や演習・展開の実施に当たり、課題となっている
こと、または工夫していることがあれば具体的にご回答ください（他の都
道府県の参考になるような取り組みを行っておられる場合、是非、ご記
入ください）

ガイドラインが新しくなり良かったこと、新しい研修体系の効果、今後、
有効に機能していくと思われる点をご回答ください

PDCAサイクルを回す観点から、研修実施機関として都道府県や国に
提言、要望したいと思っていることがあればご回答ください

【問42で②（共有していない）を選択した方のみ】共有していない理
由をご回答ください

問44 本課程の受講者は「事業所内や地域の介護支援専門員に対する人
材育成の方法等」について、理解できるようになったと思いますか（１
つ選択）

問45 本課程の受講者は「地域包括ケアシステムの構築に向けた地域づくり
の実践、地域ケア会議等を通じた地域課題の把握・解決など」につい
て理解できるようになったと思いますか（１つ選択）
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【主任介護支援専門員研修】を実施した機関のみご回答ください
①集計した（→集計結果をご提供ください）

②集計していない

③活用しなかった

問36-1

①受講者向けに実施している

②講師向けに実施している

③ファシリテーター向けに実施している

④アンケートは実施していない

①都道府県

②研修実施主体

③その他：

①評価を実施している

②評価を実施していない

①講師（科目）ごとにアンケートを取っている

②研修全体のアンケートを取っている

③その他：

①講師にフィードバックしている

②講師にフィードバックしていない

③その他：

①講師・ファシリテーターを集めた説明会を開催している

②説明資料を作成して配布している

③特段の説明は実施していない

④その他：

①講師・ファシリテーターを集めた報告会を開催している

②研修評価の結果について資料を作成して配布している

③特段の活用は実施していない

④その他：

問40-1

①すでに仕組みは出来ており、都道府県や研修向上委員会と運用している

②現在、作成中

③今後、作成する予定がある

④現時点で作成予定はない

⑤その他：

①共有している

②共有していない

①研修向上委員会で共有している

②研修向上委員会とは別の連絡会議で共有している

③講師・ファシリテーター向け連絡会で共有している

④その他：

問42-1

問36

問38-2

研修記録シートを活用した場合、集計をしましたか（１つ選択）

【問38で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価方法をご
回答ください（１つ選択）

問38-1

問42 評価結果・アンケートを都道府県内の実施機関全体で共有している
かご回答ください（１つ選択）

【問36で②③を選択した方のみ】集計していない、活用しなかった、そ
の理由をお答えください

問37 研修で実施される講義や演習等についてアンケートを行っている場合、
その対象者は誰ですか　(複数回答可）

問37-1 【問37で①（受講者向けに実施している）を選択した方のみ】提出
先について教えてください（１つ選択）

問38 受講者による講師評価についてご回答ください（１つ選択）

【問38で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価結果の
フィードバックについてご回答ください（１つ選択）

問39 研修評価の考え方や方法について講師・ファシリテーターへの周知方
法についてご回答ください（１つ選択）

問40 研修評価の活用方法についてご回答ください（１つ選択）

【問40で③（特段の活用は実施していない）を選択した方のみ】その
理由をご回答ください

問41 研修評価（フィードバック）の仕組み作りについてご回答ください（１
つ選択）

【問42で①（共有している）を選択した方のみ】共有方法をご回答く
ださい（複数回答可）
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6.主任更新 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

部署名 電話番号／E-mail　（ご回答に関する問合せ先）

↓該当する選択肢に「1」を入力してください
回答 選択肢

①設置している

②現時点ではいないが、設置予定

③設置していない（予定もなし）

問1-1

①研修向上委員会の委員

②研修実施機関の職員

③都道府県担当部局の職員

④その他

①作成している

②科目によっては作成している
③演習部分のみ（または講義部分のみ）作成している
（一つの科目の中で部分的に作成している）
④作成予定（検討中含む）

⑤作成していない（検討もしていない）

①都道府県が作成

②研修向上委員会が作成

③研修実施機関が作成

④講師が作成（講師に作成を依頼）

⑤その他

①共有している

②共有していない

①時間を決めて受け入れている

②受け入れていない

③その他

問4-1

問4-2

問1 研修全般の質やバランスを確保するため、研修課程毎または介護支
援専門員研修全般において、各科目間や各研修課程間の連動性を
調整し、齟齬が発生しないよう統括し、研修を計画的に運営する責
任者（コースデザイン等を行っている担当者）を設置しているかご回
答ください。（１つ選択）

介護支援専門員の研修実施体制に関するアンケート　研修実施機関向け調査票

【主任介護支援専門員更新修】を実施した機関のみご回答ください
都道府県名

団体名

【問1で①~②を選択した方のみ】その方の名称（呼び名）をご回答く
ださい

問1-2 【問1で①~②を選択した方のみ】その役割は誰が担っているかご回答
ください（複数回答可）

※研修向上委員会の説明は別シート【回答方法等】をご確認くださ
い。

機関種別
①社会福祉協議会　②都道府県介護支援専門員協会（協議会）　③介護支援専門員研修実施機関　④地方公共団体　⑤その他

ご回答者様
お名前

設問

問2 貴都道府県では法定研修に係るシラバス・演習の展開例を作成して
いますか。最も近いものをご回答ください（１つ選択）

※シラバスとは、講義の目的、講義の計画、事前準備、講義の進め
方等の講義の全体像を示す文書を指します

問2-1 【問2で①～③を選択した方のみ】シラバスの作成方法について最も近
いものをご回答ください（１つ選択）

問3 演習の展開例について「講師」「ファシリテーター」で共有しているか、ご
回答ください（１つ選択）

問4 遅刻・早退者の取扱についてご回答ください（１つ選択）

【問4で①（時間を決めて受け入れている）を選択した方のみ】具体
的な取り決め等がありましたら教えて下さい

【問4で③（その他）を選択した方のみ】その他の内容について教えて
下さい
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6.主任更新 平成29年度介護支援専門員研修改善事業

【主任介護支援専門員更新修】を実施した機関のみご回答ください
①修了不可としているとし、別会場や次年度に全科目の再受講としている

②同一都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

③他の都道府県内での同じ研修課程の同一科目の受講で可としている

④補講を開催して受講すれば可としている

⑤レポートの提出等をすれば修了可としている

⑥講義科目における欠席者の取扱を定めていない

⑦その他

問5-1

問5-2

①都道府県直営による実施

②委託による実施

③指定実施機関による実施

全体[　 　]日間／全体集合研修[　 　　]日

コース別[ 　]日／全[　 　]コースを設定

（全体集合研修とは同じコースの参加者が一堂に会する研修日を指します）

問8 [　 　]名

①受講料にテキスト代を含む(受講料以外の費用は掛からない)

　受講料(テキスト代等含む）：　 　円

②受講料にテキスト代等を含まない

　受講料：　円

テキスト代：　　円

　その他費用：　　円

①補助や交付あり(一部あるいは全部)

②補助や交付は無い

①介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り

②都道府県で独自の要件を設定している

問11-1

①10グループ以上

②５～９グループ

③２～４グループ

④１グループ

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

【問5で④（補講を開講して受講すれば可としている）を選択した方
のみ】補講の具体的な内容についてご回答ください（例：別コースの
新設や通信教育、e-ラーニング等）

【問5で⑦（その他）を選択した方のみ】
その他の内容について教えて下さい

問5 講義科目、講義・演習一体型科目における欠席者の取扱についてご
回答ください（複数回答可）

問6 研修実施機関の形態についてご回答ください（１つ選択）

問7 延べ実施日数についてご回答ください
（貴機関が実施する本課程の研修日数の合計）

平成 年度の受講(予定)者数についてご回答ください

問11 受講要件設定についてご回答ください（１つ選択）

【問11で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している要件をご回答ください

問9 受講料の設定方法とその額をご回答ください（１つ選択）

問10 補助金または基金の交付についてご回答ください（１つ選択）

問12 一人のファシリテーターが担当するグループ数についてご回答ください
（１つ選択）

問13 講師への委嘱内容に関する規約・規程等、ルールがあればご回答くだ
さい（１つ選択）

問14 講師謝金に関する規約・規程等についてご回答ください（１つ選択）
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部署名 電話番号／E-mail　（ご回答に関する問合せ先）

↓該当する選択肢に「1」を入力してください
回答 選択肢

①設置している

②現時点ではいないが、設置予定

③設置していない（予定もなし）

問1-1

①研修向上委員会の委員

②研修実施機関の職員

③都道府県担当部局の職員

④その他

①作成している

②科目によっては作成している
③演習部分のみ（または講義部分のみ）作成している
（一つの科目の中で部分的に作成している）
④作成予定（検討中含む）

⑤作成していない（検討もしていない）

①都道府県が作成

②研修向上委員会が作成

③研修実施機関が作成

④講師が作成（講師に作成を依頼）

⑤その他

①共有している

②共有していない

①時間を決めて受け入れている

②受け入れていない

③その他

問4-1

問4-2

問1 研修全般の質やバランスを確保するため、研修課程毎または介護支
援専門員研修全般において、各科目間や各研修課程間の連動性を
調整し、齟齬が発生しないよう統括し、研修を計画的に運営する責
任者（コースデザイン等を行っている担当者）を設置しているかご回
答ください。（１つ選択）

介護支援専門員の研修実施体制に関するアンケート　研修実施機関向け調査票

【主任介護支援専門員更新修】を実施した機関のみご回答ください
都道府県名

団体名

【問1で①~②を選択した方のみ】その方の名称（呼び名）をご回答く
ださい

問1-2 【問1で①~②を選択した方のみ】その役割は誰が担っているかご回答
ください（複数回答可）

※研修向上委員会の説明は別シート【回答方法等】をご確認くださ
い。

機関種別
①社会福祉協議会　②都道府県介護支援専門員協会（協議会）　③介護支援専門員研修実施機関　④地方公共団体　⑤その他

ご回答者様
お名前

設問

問2 貴都道府県では法定研修に係るシラバス・演習の展開例を作成して
いますか。最も近いものをご回答ください（１つ選択）

※シラバスとは、講義の目的、講義の計画、事前準備、講義の進め
方等の講義の全体像を示す文書を指します

問2-1 【問2で①～③を選択した方のみ】シラバスの作成方法について最も近
いものをご回答ください（１つ選択）

問3 演習の展開例について「講師」「ファシリテーター」で共有しているか、ご
回答ください（１つ選択）

問4 遅刻・早退者の取扱についてご回答ください（１つ選択）

【問4で①（時間を決めて受け入れている）を選択した方のみ】具体
的な取り決め等がありましたら教えて下さい

【問4で③（その他）を選択した方のみ】その他の内容について教えて
下さい
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【主任介護支援専門員更新修】を実施した機関のみご回答ください
①昨年度までの講師を起用した

②新たに養成した

③独自のネットワークで声をかけた

④他の団体や機関に紹介を依頼した

⑤市町村からの推薦を受けた

⑥都道府県外の講師を起用した

⑦大学などの研究者に依頼した

⑧地域同行型研修のアドバイザー（主任介護支援専門員）に依頼した

⑨都道府県内の主任介護支援専門員に依頼した

⑩都道府県内の特定事業所加算を取得している居宅介護支援事業所の主任
介護支援専門員に依頼した

①説明会を実施した

②説明会は実施せず、文書を配布した

③説明会の実施はせず、文書なども配布していない

問16-1

①介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り

②都道府県で独自の要件を設定している

問17-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他

問18-1

①講師向けの養成研修会を実施している（予定含む）

②講師間の連絡会等を開催している

③講師養成に関する取り組みは実施していない

④その他

問19-1

①都道府県で独自の要件を設定している

②要件は特に定めていない

問20-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他

問21-1

【問16で③（説明会の実施はせず、文書なども配布していない）を
選択した方のみ】実施していない理由をご回答ください

問17 講師の選定基準についてご回答ください（１つ選択）

【問17で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している科目や要件をご回答ください

問15 今年度の講師・ファシリテーターの確保状況について近いものをご回答
ください（複数回答可）

問16 研修趣旨に関するファシリテーター向けの説明会の実施状況をご回答
ください（１つ選択）

問18 講師を最終的に決定するのは誰ですか。近いものをご回答ください
（１つ選択）

【問18で④（その他）を選択した方のみ】その他の具体的な内容をご
回答ください

問19 講師の養成に関する取り組みついてご回答ください（１つ選択）

【問19で④（その他）を選択した方のみ】講師の養成について工夫し
ていることなどをご回答ください

問20 ファシリテーターの選定基準についてご回答ください（１つ選択）

【問20で①（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している要件をご回答ください

問21 ファシリテーターを最終的に決定するのは誰ですか。最も近いものをご回
答ください（１つ選択）

【問21で④（その他）を選択した方のみ】その他の具体的な内容をご
回答ください

（6.主任更新）
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【主任介護支援専門員更新修】を実施した機関のみご回答ください
①主任研修や主任更新研修等の法定研修の中でファシリテーター養成の内容を盛り込んでいる

②法定研修とは別にファシリテーター向けの養成研修会を実施している

③ファシリテーター間の連絡会等を開催している

④ファシリテーター養成に関する取り組みは実施していない

⑤その他

問22-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他：

書籍名：

発行元：

価格（１冊あたり）：　　円（税別）

その他（独自に作成している場合等）：

①副教材（PPT等）の配布がある

②副教材（PPT等）の配布がない

①ワークシートの使用がある

②ワークシートの使用がない

①講義形式の科目で時間数を追加している

②講義・演習一体型の科目で時間数を追加している

③講義形式の科目を追加している

④講義・演習一体型の科目を追加している

⑤実施要綱通り（科目や時間数の追加はない）

⑥その他：

問26-1

問26-2

①ガイドライン通りに実施した

②ガイドラインから変更したものもある
③分からない（実施方法は講師に任せており研修実施機関にて把握していな
い）

問27-1

問28 記載例）グループワークの設定（地域や背景職種で分けている）／ファシリテーターの配
置等

①講義・演習の展開を明確にしている

②企画委員会（研修向上委員会やその下部組織）が検討している

③各研修講師に任せている

④その他

主要教材の概要をご回答ください

問24-1 副教材（PPT等）の配布の有無についてご回答ください（１つ選
択）

問25 ワークシートの使用の有無についてご回答ください（１つ選択）

問22 ファシリテーターの養成に関する取組みについてご回答ください（複数
回答可）

【問22で⑤（その他）を選択した方のみ】ファシリテーターの養成につ
いて工夫していることなどをご回答ください

問23 主要教材（テキスト）を誰が決定していますか。近いものをご回答くだ
さい（１つ選択）

問24

問26 研修科目・研修時間数を実施要綱よりも多く設定している場合があり
ましたらご回答ください（複数回答可）

【問26で②③を選択した方のみ】実施要綱以外に時間数を追加した
理由、追加した時間数をご回答ください

【問26で④⑤を選択した方のみ】実施要綱以外に科目を追加した理
由、追加した内容をご回答ください

問27 講義・演習一体型科目の時間配分、内容等はガイドライン通りに実
施していますか（１つ選択）

【問27で②（ガイドラインから変更したものもある）を選択した方のみ】
講義・演習一体型科目の時間配分、内容等をガイドラインから変更し
た理由・内容をご回答ください。時間配分や内容がわかるものがありま
したら、電子データをご提供ください。

講義・演習一体型講義の工夫について教えてください

問28-1 講義・演習一体型科目の時間配分についてご回答ください（複数回
答可）
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【主任介護支援専門員更新修】を実施した機関のみご回答ください
①昨年度までの講師を起用した

②新たに養成した

③独自のネットワークで声をかけた

④他の団体や機関に紹介を依頼した

⑤市町村からの推薦を受けた

⑥都道府県外の講師を起用した

⑦大学などの研究者に依頼した

⑧地域同行型研修のアドバイザー（主任介護支援専門員）に依頼した

⑨都道府県内の主任介護支援専門員に依頼した

⑩都道府県内の特定事業所加算を取得している居宅介護支援事業所の主任
介護支援専門員に依頼した

①説明会を実施した

②説明会は実施せず、文書を配布した

③説明会の実施はせず、文書なども配布していない

問16-1

①介護支援専門員資質向上事業実施要綱の通り

②都道府県で独自の要件を設定している

問17-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他

問18-1

①講師向けの養成研修会を実施している（予定含む）

②講師間の連絡会等を開催している

③講師養成に関する取り組みは実施していない

④その他

問19-1

①都道府県で独自の要件を設定している

②要件は特に定めていない

問20-1

①都道府県

②研修向上委員会

③研修実施機関

④その他

問21-1

【問16で③（説明会の実施はせず、文書なども配布していない）を
選択した方のみ】実施していない理由をご回答ください

問17 講師の選定基準についてご回答ください（１つ選択）

【問17で②（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している科目や要件をご回答ください

問15 今年度の講師・ファシリテーターの確保状況について近いものをご回答
ください（複数回答可）

問16 研修趣旨に関するファシリテーター向けの説明会の実施状況をご回答
ください（１つ選択）

問18 講師を最終的に決定するのは誰ですか。近いものをご回答ください
（１つ選択）

【問18で④（その他）を選択した方のみ】その他の具体的な内容をご
回答ください

問19 講師の養成に関する取り組みついてご回答ください（１つ選択）

【問19で④（その他）を選択した方のみ】講師の養成について工夫し
ていることなどをご回答ください

問20 ファシリテーターの選定基準についてご回答ください（１つ選択）

【問20で①（都道府県で独自の要件を設定している）を選択した方
のみ】独自に設定している要件をご回答ください

問21 ファシリテーターを最終的に決定するのは誰ですか。最も近いものをご回
答ください（１つ選択）

【問21で④（その他）を選択した方のみ】その他の具体的な内容をご
回答ください

（6.主任更新）
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【主任介護支援専門員更新修】を実施した機関のみご回答ください
問28-2

①休憩時間も含んでいる

②含んでいない（別に休憩時間を設定している）

①研修開催日（講義・演習一体型科目実施日）の1か月より前

②研修開催日（講義・演習一体型科目実施日）の1週間～1か月前

③研修開催日（講義・演習一体型科目実施日）の2日～6日前

④研修開催日（講義・演習一体型科目実施日）の当日

⑤その他：

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

①基準・確認項目を定めて担当者が確認を行っている

②基準・確認項目はないが、担当者が確認を行っている

③確認はしていない

①テーマ以外の事例でも良しとした

②テキストなどにある事例を用いた

③講師が事例を用意した

④その他：

①評価を実施している

②評価を実施していない

①テスト

②レポート

③口頭試験

④受講者間の相互評価

⑤実技

⑥講師・ファシリテーター等による評価（習熟度、受講姿勢、意欲等による総合的な評価）

⑦研修記録シート

①択一式テスト

②記述式テスト

③その他：

問34-3

問34-5

①事前

②事後

③事前と事後

④事前と事後、3か月後とも実施

⑤その他：

①回収した

②回収はせず各自評価するよう指示した

【問28-1で④（その他）を選択した方のみ】その他の内容をご回答く
ださい

問29 ガイドラインに示された科目ごとの時間数を、休憩時間も含むものとして
捉えて実施しているかどうかご回答ください（１つ選択）

問30 持ち寄り事例の提出時期についてご回答ください（１つ選択）

問31 持ち寄り事例の提出について規約・規程等、ルールがあれば教えてくだ
さい（１つ選択）

問32 受講者が提出した持ち寄り事例が研修受講要件を満たしているか
（課程および科目に見合うものか）の基準・確認項目・確認方法に
ついてご回答ください（１つ選択）

問34-1 【問34で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価方法につ
いてご回答ください（複数回答可）また、テスト問題など独自の様式
がありましたら電子データをご提供ください[データファイル名をご記入くだ
さい：　　　　　　　］

問34-2 【問34-1で①（テスト）を選択した方のみ】方法として該当するものを
ご回答ください（複数回答可）

問33 持ち寄り事例がなかった場合の対応についてご回答ください（複数回
答可）

問34 受講者の評価について（達成度・理解度）（１つ選択）

【問34で②（評価を実施していない）を選択した方のみ】実施してい
ない理由を教えて下さい

【問34-2で③（その他）を選択した方のみ】その他の内容について教
えて下さい

問35 研修記録シートを活用した場合、事前・事後・3か月後すべてを活用
したか一部のみかを教えてください（１つ選択）

問35-1 【問35で④（事前と事後、３ヶ月とも実施）を選択した方のみ】
3か月後の評価はシートを回収しましたか（１つ選択）
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【主任介護支援専門員更新修】を実施した機関のみご回答ください
①集計した（→集計結果をご提供ください）

②集計していない

③活用しなかった

問36-1

①受講者向けに実施している

②講師向けに実施している

③ファシリテーター向けに実施している

④アンケートは実施していない

①都道府県

②研修実施主体

③その他：

①評価を実施している

②評価を実施していない

①講師（科目）ごとにアンケートを取っている

②研修全体のアンケートを取っている

③その他：

①講師にフィードバックしている

②講師にフィードバックしていない

③その他：

①講師・ファシリテーターを集めた説明会を開催している

②説明資料を作成して配布している

③特段の説明は実施していない

④その他：

①講師・ファシリテーターを集めた報告会を開催している

②研修評価の結果について資料を作成して配布している

③特段の活用は実施していない

④その他：

問40-1

①すでに仕組みは出来ており、都道府県や研修向上委員会と運用している

②現在、作成中

③今後、作成する予定がある

④現時点で作成予定はない

⑤その他：

①共有している

②共有していない

①研修向上委員会で共有している

②研修向上委員会とは別の連絡会議で共有している

③講師・ファシリテーター向け連絡会で共有している

④その他：

問36 研修記録シートを活用した場合、集計をしましたか（１つ選択）

【問36で②③を選択した方のみ】集計していない、活用しなかった、そ
の理由をお答えください

問37 研修で実施される講義や演習等についてアンケートを行っている場合、
その対象者は誰ですか　(複数回答可）

問37-1 【問37で①（受講者向けに実施している）を選択した方のみ】提出
先について教えてください（１つ選択）

問41 研修評価（フィードバック）の仕組み作りについてご回答ください（１
つ選択）

問38 受講者による講師評価についてご回答ください（１つ選択）

問38-1 【問38で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価方法をご
回答ください（１つ選択）

問38-2 【問38で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価結果の
フィードバックについてご回答ください（１つ選択）

問42 評価結果・アンケートを都道府県内の実施機関全体で共有している
かご回答ください（１つ選択）

問42-1 【問42で①（共有している）を選択した方のみ】共有方法をご回答く
ださい（複数回答可）

問39 研修評価の考え方や方法について講師・ファシリテーターへの周知方
法についてご回答ください（１つ選択）

問40 研修評価の活用方法についてご回答ください（１つ選択）

【問40で③（特段の活用は実施していない）を選択した方のみ】その
理由をご回答ください
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【主任介護支援専門員更新修】を実施した機関のみご回答ください
問28-2

①休憩時間も含んでいる

②含んでいない（別に休憩時間を設定している）

①研修開催日（講義・演習一体型科目実施日）の1か月より前

②研修開催日（講義・演習一体型科目実施日）の1週間～1か月前

③研修開催日（講義・演習一体型科目実施日）の2日～6日前

④研修開催日（講義・演習一体型科目実施日）の当日

⑤その他：

①規約・規程等がある（→文章があれば電子データをご提供ください）

②規約・規程等がない

①基準・確認項目を定めて担当者が確認を行っている

②基準・確認項目はないが、担当者が確認を行っている

③確認はしていない

①テーマ以外の事例でも良しとした

②テキストなどにある事例を用いた

③講師が事例を用意した

④その他：

①評価を実施している

②評価を実施していない

①テスト

②レポート

③口頭試験

④受講者間の相互評価

⑤実技

⑥講師・ファシリテーター等による評価（習熟度、受講姿勢、意欲等による総合的な評価）

⑦研修記録シート

①択一式テスト

②記述式テスト

③その他：

問34-3

問34-5

①事前

②事後

③事前と事後

④事前と事後、3か月後とも実施

⑤その他：

①回収した

②回収はせず各自評価するよう指示した

【問28-1で④（その他）を選択した方のみ】その他の内容をご回答く
ださい

問29 ガイドラインに示された科目ごとの時間数を、休憩時間も含むものとして
捉えて実施しているかどうかご回答ください（１つ選択）

問30 持ち寄り事例の提出時期についてご回答ください（１つ選択）

問31 持ち寄り事例の提出について規約・規程等、ルールがあれば教えてくだ
さい（１つ選択）

問32 受講者が提出した持ち寄り事例が研修受講要件を満たしているか
（課程および科目に見合うものか）の基準・確認項目・確認方法に
ついてご回答ください（１つ選択）

問34-1 【問34で①（評価を実施している）を選択した方のみ】評価方法につ
いてご回答ください（複数回答可）また、テスト問題など独自の様式
がありましたら電子データをご提供ください[データファイル名をご記入くだ
さい：　　　　　　　］

問34-2 【問34-1で①（テスト）を選択した方のみ】方法として該当するものを
ご回答ください（複数回答可）

問33 持ち寄り事例がなかった場合の対応についてご回答ください（複数回
答可）

問34 受講者の評価について（達成度・理解度）（１つ選択）

【問34で②（評価を実施していない）を選択した方のみ】実施してい
ない理由を教えて下さい

【問34-2で③（その他）を選択した方のみ】その他の内容について教
えて下さい

問35 研修記録シートを活用した場合、事前・事後・3か月後すべてを活用
したか一部のみかを教えてください（１つ選択）

問35-1 【問35で④（事前と事後、３ヶ月とも実施）を選択した方のみ】
3か月後の評価はシートを回収しましたか（１つ選択）
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【主任介護支援専門員更新修】を実施した機関のみご回答ください
問42-2

①研修最終日 ＝ 修了日　としている

②年度末（３月31日） ＝ 修了日 としている

③研修記録シート（３ヶ月後）の提出期限　＝ 修了日　としている

④その他：

①できるようになった

②概ねできるようになった

③あまりできるようになっていない

④できるようになっていない

①できるようになった

②概ねできるようになった

③あまりできるようになっていない

④できるようになっていない

問46

問47

問48 PDCAサイクルを回す観点から、研修実施機関として都道府県や国に
提言、要望したいと思っていることがあればご回答ください

【問42で②（共有していない）を選択した方のみ】共有していない理
由をご回答ください

問44 本課程の受講者は「介護保険制度や利用者等の支援に関する制度
等に関する最新の動向」について、理解できるようになったと思いますか
（１つ選択）

問43 主任介護支援専門員研修（主任介護支援専門員更新研修）の
修了日の設定方法についてご回答ください（１つ選択）

問45 本課程の受講者は「地域包括ケアシステムの構築や地域包括ケアの
推進など、主任介護支援専門員に求められる役割」について理解でき
るようになったと思いますか（１つ選択）

本課程の研修の中身や演習・展開の実施に当たり、課題となっている
こと、または工夫していることがあれば具体的にご回答ください（他の都
道府県の参考になるような取り組みを行っておられる場合、是非、ご記
入ください）

ガイドラインが新しくなり良かったこと、新しい研修体系の効果、今後、
有効に機能していくと思われる点をご回答ください

（6.主任更新）
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日本介護支援専門員協会 平成 29年度介護支援専門員研修の効果に関する調査等事業 

・受講者向け調査 

  実務研修修了者 

  専門研修課程Ⅰ修了者 

  専門研修課程Ⅱ修了者 

  主任介護支援専門員研修修了者 

  主任介護支援専門員更新研修修了者 

・居宅介護支援事業所、地域包括支援センターの管理者向け調査 

・講師、ファシリテーター向け調査 

 
「平成 29年度介護支援専門員研修の効果に関する調査等事業」の報告書は 
日本介護支援専門員協会のホームページ http://www.jcma.or.jp に掲載 
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【主任介護支援専門員更新修】を実施した機関のみご回答ください
問42-2

①研修最終日 ＝ 修了日　としている

②年度末（３月31日） ＝ 修了日 としている

③研修記録シート（３ヶ月後）の提出期限　＝ 修了日　としている

④その他：

①できるようになった

②概ねできるようになった

③あまりできるようになっていない

④できるようになっていない

①できるようになった

②概ねできるようになった

③あまりできるようになっていない

④できるようになっていない

問46

問47

問48 PDCAサイクルを回す観点から、研修実施機関として都道府県や国に
提言、要望したいと思っていることがあればご回答ください

【問42で②（共有していない）を選択した方のみ】共有していない理
由をご回答ください

問44 本課程の受講者は「介護保険制度や利用者等の支援に関する制度
等に関する最新の動向」について、理解できるようになったと思いますか
（１つ選択）

問43 主任介護支援専門員研修（主任介護支援専門員更新研修）の
修了日の設定方法についてご回答ください（１つ選択）

問45 本課程の受講者は「地域包括ケアシステムの構築や地域包括ケアの
推進など、主任介護支援専門員に求められる役割」について理解でき
るようになったと思いますか（１つ選択）

本課程の研修の中身や演習・展開の実施に当たり、課題となっている
こと、または工夫していることがあれば具体的にご回答ください（他の都
道府県の参考になるような取り組みを行っておられる場合、是非、ご記
入ください）

ガイドラインが新しくなり良かったこと、新しい研修体系の効果、今後、
有効に機能していくと思われる点をご回答ください
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